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編集方針
　当社グループでは、このたび、投資家を中心としたステークホルダーの皆さまに当社グ
ループの持続的な価値創造に向けた取組みをご理解いただくため、「ひろぎんホールディン
グス統合報告書 2025本編」を作成いたしました。
　編集にあたっては、IFRS財団が提唱する国際統合報告フレームワークや、経済産業省が提
唱する「価値協創のための統合的開示・対話ガイダンス」などを参考にするとともに、投資家
のみなさまとの対話で得られたご意見も反映しております。
　なお、詳細な財務データ等につきましては、「資料編」をホームページに公開しています。

統合報告書2025における3つのポイント

私たちはどのように
価値を創造するのか？

37	 財務担当役員メッセージ
45 	 活力ある地域の実現
	 （53-54）地域企業と歩む～お取引先さまの声～
59 	 お客さまの成長・発展
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ひろぎんグループの成長なし。
地域の成長なくして、
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私たちは何者で、 
どこから来たのか？

05	 広島県のマーケットポテンシャル
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私たちは持続的成長に向けて
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ひろぎんホールディングス 統合報告書 2025　本編 0201

地域のポテンシャルを最大限に引き出すことこそが当社グループの使命
であるという考えのもと、従来の金融サービスに加えて、まちづくりや人材
紹介、DX・ITなど幅広い領域で地域課題の解決に挑んでいます。
これからも、お客さまの課題解決に向けて常に伴走し、寄り添いながら地
域とともに進化する＜地域総合サービスグループ＞を目指して邁進してま
いります。

社長メッセージ1

当社グループの最大の強みは、「事業性評価」を起点とした法人分野への
取組みです。当社グループはこの「事業性評価」に他行に先駆けて取組ん
でおり、地域のお客さまを深く理解し、その課題に寄り添える力を培ってき
ました。特に、地域の主要産業である「自動車産業」・「船舶・造船業」は専門
部署を設置し、取引先支援を高度化しております。

「地域企業と歩む ～お取引先さまの声～」（P.53-54）では、お取引先の視
点から当社グループの取組みを評価いただいています。

企業価値向上に向けて　～法人分野への取組み～2 P.51-68

107	 取締役会議長メッセージ
109	 社外取締役インタビュー
113	 コーポレートガバナンス
121	 リスク管理
123	 IT戦略（次世代基幹系システムの構築）
124	 サイバーセキュリティ
125	 コンプライアンス
126	 人権の尊重
127	 誰もが安心して利用できるサービス提供体制の構築
128	 お客さま保護等管理
129	 内部監査
130	 ステークホルダーとのコミュニケーション
132	 財務データ
133	 第三者保証

私たちはどのように
経営基盤を強化するのか？

当社グループでは、「中期計画2024」で掲げた高い理想や目標の実現に
向けて、 「人的資本を最大化する５つの柱」の強化を図っています。 

人的資本の最大化3 P.75-90

人的資本を
最大化する
５つの柱

①人財マネジメント

③ボーダーレスな働き方

⑤ウェルビーイング支援

②DE&Iの実践

④エンゲージメントの強化

P.09-14



幅広いサービスを通じて、
地域社会と共に、 「未来を、ひろげる。」 

当社グループの「存在意義」

当社グループの「目指す姿」 「経営ビジョン」を具体的に展開する上での基本的な考え方、ステークホルダーとの約束

ひろぎんホールディングスは、５つの行動規範に基づいて、
地域社会と共に共通価値を創造し、持続可能な社会の実現に努めます

パ ー パ ス

経営ビジョン 行 動 規 範

お客さまに寄り添い、信頼される
＜地域総合サービスグループ＞として、 
地域社会の豊かな未来の創造に貢献します

1

2

3

4

5

地域社会と共に歩み、
その発展に積極的に貢献します

お客さまの視点に立って考動し、
豊かな人生と事業の成長に貢献します

企業価値の持続的な向上に努めます

誰もが健康で明るく働きがいのある
企業グループをつくります

高いレベルのコンプライアンスを実践します

地域社会への貢献

お客さまへの貢献

企業価値の向上

「働きがい」の向上

コンプライアンス
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広島県の主要な産業と現況
広島県は、自動車、造船、鉄鋼といった重厚長大型産業を中心に発展してきました。
近年では、半導体や電子部品などの先端分野や、観光・食品といった地域資源を活かした産業も
成長を見せており、産業構造は一層多様化しています。

自動車産業

広島県はマツダを中心とした自動
車産業の集積地です。車体・部品・
物流まで広範なバリューチェーン
が展開されており、県の主要産業
となっています。

造船・海運業

瀬戸内海沿岸に位置する広島県は、
古くから造船が盛んで、呉市・福
山市・尾道市に大手・中堅造船所
が集積しています。省エネ型や次
世代燃料船など新たな需要に対応
するため、今後の技術革新が期待
されています。

鉄鋼業

福山市を中心にJFEスチールが拠
点を構え、自動車・造船向けの高
機能鋼板や電磁鋼板などを生産し
ています。エネルギー効率や素材
開発力を活かし、国際競争力のあ
る鉄鋼製品を供給しています。

電子・精密機器業

広島県を含む中国地方では半導体
関連企業の集積が進んでおり、地
域全体での産業振興が図られてい
ます。広島県内でも半導体の製造
から加工、搬送に至るバリュー
チェーンが広がりつつあります。

食品産業

海・山・川の恵みを受けた豊かな
食文化に支えられ、水産加工（か
き、ちりめん）、農産加工（レモン、
日本酒）が盛んです。県外・海外
展開も進み、地域ブランドの確立
が進んでいます。

観光産業

広島県は2つの世界遺産（厳島神
社・原爆ドーム）を有し、国内外
からの観光客を魅了しています。
また、交通網の整備やホテルの新
設といった再開発が進んでおり、
にぎわいと交流を生み出す活気あ
る街づくりが展開されています。

定番ご当地グルメ 特産物 国内シェア 漁獲量・生産量

かき

全国
一位

約60％

レモン
約60％

ネーブル
オレンジ

約50％

企業 概要 県内拠点

マイクロンメモリ
ジャパン㈱ 国内最大級のDRAM製造拠点 東広島市

㈱ディスコ ダイシング装置・グラインダで
世界シェアトップクラスの実績 呉市

ローツェ㈱ ウエハ搬送装置で
世界シェアトップクラスの実績 福山市

 広島県の食品産業

 広島県の主要造船所

 広島県の主要半導体関連企業

10.7兆円

輸送用機械

33.0%

その他

25.2%

鉄鋼

14.5%

食料品

5.7%

電気機械

7.9%
一般機械

13.7%

宮島への訪問者数

485万人を
超えて過去最多

平和記念資料館
入館者数

198万人を
超えて過去最多

島根県

山口県

　愛媛県

岡山県
広島県

●マツダ

東広島市
東広島市

広  島  市

広島市

安芸郡

■オンド
■ダイキョーニシカワ
■日本クライメイトシステムズ
■ヒロタニ

■広島アルミニウム工業
■カワダ
■ヒロテック
■双葉工業
■西川ゴム工業
■モルテン
■南条装備工業

安  芸  郡 ■ヨシワ工業
■ワイテック
■キーレックス
■デルタ工業
■ペンストン
■すぎはら
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（出所）ひろしま観光立県推進基本計画
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 広島県の主要自動車関連企業 （資料）各種資料より当社経済産業調査部作成 （注）�総トン数3千トン以上の建造能力もしくは修繕能力を有する造船所
（資料）�中国運輸局資料より当社経済産業調査部作成

 製造品出荷額等の動向（広島県）2022年 　（資料）経済産業省

広島風お好み焼き

あなご飯

かき料理

尾道ラーメン

くらし

全国12位（2020年） 全国12位（2021年度）

人口 県内総生産

約280万人 約12兆円
（2024年）

移住希望地ランキング

全国3位※

※ 認定NPO法人ふるさと回帰支援センター
　「移住希望地ランキング」
　2024年セミナー参加者部門

工　業

全国10位（2022年）

製造品出荷額

10兆6,923億円

◦ 自動車クラスターや造船業を中心とする輸送用機械
◦ はん用・生産用・業務用機械　◦ 鉄鋼
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広島県のマーケットポテンシャル



強い使命感と責任感を大切にする「お客さま本位の業務運営」のDNAが、
現在も変わらず受け継がれ、「持株会社体制」への移行をはじめとして、先進的な取組みにチャレンジする
ひろぎんホールディングスの組織風土の源となっています。

11月、広島銀行の前身である第六十六国立銀行
が県内最初の銀行として尾道に設立され、1879
年4月に開業しました。

2月、本店新築完成
2月、 ● �構造改革策として
	 　「120年目のお約束」を発表
	 ●「地域の銀行」への回帰に向け、
	 　海外店舗や都市店舗の統廃合を実施
10月、新長期経営計画「リライアンス21」を策定東京証券取引所市場第一部に上場

創業100周年
ひろしま美術館開館 5月、新本社ビルオープン

1月、福岡銀行とのシステム共同化

4月、CI実施、現在の行章を制定
7月、“廣島銀行”から“広島銀行”へ

4月、東京証券取引所プライム市場に移行
11月、クラウド化を志向した次世代基幹系システム
の構築を発表（2030年度にMEJARへ参加）

5月、〈ひろぎん〉中央ビルディング完成

2月、新電算センター
「ゲネシスビル」完成

1月、本店を仮店舗へ移転

4月、「中期計画2024」をスタート
パーパス「幅広いサービスを通じて、地域社会と共に、

『未来を、ひろげる。』」を明文化

先駆けてキャッシュ・
ディスペンサーを設置、
お客さまの利便性向上に寄与

運用ニーズにあわせて
投資信託の窓口販売開始

ニーズの多様化・高度化に
対応する「金融サービス部」

風説の流布により
株価が急落

　1973年2月、西日本地区金融機関のトップを切っ
て、本 店営業 部にキャッシュ・ディスペンサー

（CD：現金自動引出機）を設置しました。CDは
1960年代から普及し始めたオンラインシステム化の
波によって、銀行窓口の営業時間外でも現金を引き
出すことができる唯一の手段として、お客さまの利
便性向上のために導入しました。広島市内および近
郊のオンライン主要店舗において順次採用され、さ
らに同年9月、広島市内の百貨店に初めて銀行店舗外
のCDを設置し、以降ショッピングセンター、国鉄

（現JR）駅などに設置の範囲を広げました。

10月、持株会社体制に移行

を設立
●「中期計画2020」を策定
● 「未来を、ひろげる。」を
　  ブランドスローガンに掲げる

　1998年12月、銀行での投資信託の窓口販売
が解禁されたことを受け、お客さまの運用ニー
ズに的確に応えるため国内外の優れた商品を厳
選して提供できる体制を整え、投資信託の窓口
販売を開始しました。1999年4月には、地域に
根差す企業への経営支援を行うため、他行に先
駆け「企業財務支援グループ（CFグループ：
CF＝コーポレートファイナンス）」を設置しま
した。

　預金・貸出業務だけでは解決しない多様化・
高度化するお客さまのニーズに応える金融
サービスとして2000年6月に「金融サービス
部」を創設しました。2001年2月には「天候
デリバティブ」媒介契約を全国の地方銀行で
初めて締結、同年10月には「確定拠出年金（日
本版401k）」を開始するなど新規業務を積極
的に拡大しました。

　1997年11月に、風説の流布による株価急落と預金
流出という2度目の大きな危機が起こりました。広島
銀行の業績や資産内容等を積極的に公開し、全従事
者がお客さまを訪問して説明するとともに、大胆な
構造改革を断行することで、市場からの信頼を回復
させることができました。

原爆被災から5年目に「平和都市ヒロシマ」にち
なんで廣島銀行に行名変更
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原爆被災した預金者との信頼

　8月6日午前8時15分、広島市に世界最初の
原子爆弾が投下され、広島市の街並みは一瞬
のうちに倒壊し、火災に包まれて壊滅しました。
　この原爆によって当時の藝備銀行本店で勤
務していた約450人の内、役職員144人が死亡、
生存していた職員のほとんども負傷し、本店
をはじめ8店が全焼して、3店が半焼しました。
　原爆投下から2日後の8月8日午前10時、日
本銀行内の仮営業所に頭取以下25名の職員が
集まり営業再開しました。日本銀行からの借
入で、主に預金の払い出しと火災保険金の代
払い事務を行いましたが、来客のほとんどが
印鑑や通帳を焼失していました。「このくらい
残高があったはず」という預金者の言葉を信
じ、拇印と念書のみで支払いに応じていまし
た。極度の混乱状態にあっても、預金者に不
安を与えないことを第一に便宜を図り、臨機
応変な対応をしました。

5月、藝備銀行、呉銀行、備南銀行、三次銀行、
広島合同貯蓄銀行の5銀行が合併し、（新）株式
会社藝備銀行設立

被爆直後の本店建物（8月8日撮影）

1945
グループ会社の沿革（「業務軸」の拡大）

2021年　ひろぎんITソリューションズ㈱を子会社化
ひろぎんリース㈱を子会社化
ひろぎんエリアデザイン㈱・
ひろぎんヒューマンリソース㈱を設立

2023年 ひろぎん保証㈱・ひろぎんカードサービス
㈱を合併し、名称をひろぎんクレジットサー
ビス㈱に変更

2024年 ひろぎんライフパートナーズ㈱を設立
信愛トータルサービス㈱を関連会社化

1950 1970 1980 1990 2000 2010 202019601878
1945年の原爆投下、1997年の風説の流布による株価急落と預金流出、という
2度の大きな危機に直面しながらも、お客さまの温かいご支援と従事者の真摯かつ誠実な取組みにより、
苦難を乗り越え、今日まで成長することができました。

6月、広島銀行が監査等委員会設置会社に移行2025
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10年後を見据えた中期計画
―四つの意識改革―

　私たちの主要な営業基盤である広島県は、製造業
を中心とした日本有数のものづくり産業の集積地であ
るとともに、世界に誇る観光資源にも恵まれた、極め
て高いポテンシャルを有する地域です。私は、こうし
た広島県の持つ力を最大限に引き出すことこそが、当
社グループの使命であると考えています。
　当社グループでは、2024年4月から2029年3月ま
での5年間を計画期間とする「中期計画2024」をス
タートしています。「地域の成長なくして、当社グ
ループの成長なし」という考え方のもと、10年後の
地域の目指す姿と当社グループが目指す将来像を明
確に描き、そこからバックキャスティングして前半5
年間の取組みを中期計画として策定しました。
　この中期計画をスタートするにあたって、私は従事
者に四つの意識改革をお願いしました。
　第一は、「短期から中長期へ」という視点の転換で
す。事業環境が大きく変化する現代においては、目
先の利益にとらわれるのではなく、今後の社会情勢
を見据えて、中長期的な視点でお客さまにどのような
価値を提供できるのかを考えて行動してほしい。その
積み重ねこそが、やがて他社との差別化につながり、
お客さまから当社グループを選んでいただける理由
になると信じています。
　第二は、「収益ありきの発想から、プロセスを大切
にする姿勢」への転換です。お客さまや地域の声に
耳を傾け、ともに歩む中で得られる信頼と満足感。こ
れこそが、私たちが掲げる＜地域総合サービスグルー
プ＞の実現に向けた確かな一歩であり、収益はその結
果として自然に生まれてくるものだと信じています。
　第三は、「内ではなく、外に目を向ける」ことです。
組織に属していると、どうしても社内の動きや上司の

評価に目が向きがちです。しかし、本当に目を向ける
べきはお客さまと地域・マーケットです。お客さまと
真正面から向き合い、常に変化する社会情勢・ニー
ズに敏感に反応し、価値を提供し続ける、そこに、私
たちの存在意義があると考えています。
　第四は、「失敗を恐れずチャレンジする姿勢」です。
私は、失敗は決してマイナスではなく、むしろ将来の
成功を支える礎であると捉えています。銀行という業
態においては、減点主義的な風土が根づきやすい傾
向にありますが、そうした価値観から脱却しなければ、
新しいことを生み出すことはできません。何もしなけ
れば失敗もありませんが、同時に得るものもなく、貴
重な機会を逃すことにもつながります。
　私が大切にしている言葉に「至誠一貫」があります。
どのようなときも誠実さを貫き、まごころを尽くして
お客さまや地域の方々と向き合い、真に求められるこ
とに応え続けることで、結果として私たち自身の成長
へとつながっていく。私はそう信じています。
　私は、行動・変革しないことがマイナスであると
思っています。大切なのは、誠実さを貫き、失敗を恐
れずに一歩を踏み出すこと。そして、そこから学びを
得て、次の成功へとつなげていくこと。従事者一人ひ
とりのその積み重ねこそが、変化の激しい今の時代に
おいて、当社グループの持続的成長の原動力になる
――私はその力を信じています。

2024年度の振り返り
―真の＜地域総合サービスグループ＞の
実現に向けて―

　2024年度は、当期純利益で前期比82億円増益の
358億円を計上し、過去最高益を達成しました。確か
に、金利環境の変化という外部要因の大きな追い風

代表取締役社長

部谷 俊雄

お客さまの課題解決に向けて常に伴走し寄り添いながら、
地域とともに進化する＜地域総合サービスグループ＞を

目指して邁進してまいります。
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もありましたが、それだけではありません。従事者一
人ひとりの地道な努力が実を結び、当社グループが
進めている構造改革が着実に成果として表れている
と考えています。
　私は、2025年3月期の業績を「80点」と評価して
います。従事者の努力の結果による過去最高益です
から、それは当然に評価すべきものだと思っています。
ただし、私たちが目指しているのは、さらにその先に
ある10年後の目指す姿の実現です。地域やお客さま
の信頼と期待に真摯に応え続ける＜地域総合サービ
スグループ＞を実現するためには、なお一層の果敢
なチャレンジが必要です。収益だけでは測れない価
値の創造、新しい分野への挑戦、既存の枠組みにと
らわれない発想――そうした動きが、まだ十分に表れ
ているとは言いきれません。
　こうした課題認識のもと、私は「自ら考え、行動す
る風土」のさらなる醸成を目指しています。たとえば、
社内で実施しているビジネスコンテストの目的は、新
たな事業創出のみではありません。重視しているのは、
従事者が自ら当事者意識を持って課題を見つけ、考
えを深め、発信するという経験に慣れていくことです。
チャレンジは、上からの指示で生まれるものではあり
ません。「やってみたい」と自ら手を挙げる人材が数
多く存在する組織こそが、変化の時代において真に強
く、持続的に成長できる企業であると考えています。
現時点では、まだ会社全体として十分にチャレンジで
きていない領域もあります。これまで取組んできた

「企業文化の変革」は、時間を要する難しいテーマで

すが、当社グループが次のステージへ進むために、
決して避けて通れない道だと強く感じています。

不確実性の高い時代を生き抜くために
―柔軟なアライアンス戦略の展開―

　当社グループは、2026年3月期においても「過去最
高益」の連続更新を目指しています。しかしながら、
その道のりを楽観視しているわけではありません。今
ほど「先が見通せない」時代は、かつてなかったので
はないかと感じています。いわゆるVUCA（変動性：
Volatility、 不 確 実 性：Uncertainty、 複 雑 性：
Complexity、曖昧性：Ambiguity）の時代を象徴す
るように、環境変化が常態化しており、国内外の金融
市場はますます不透明感を増しています。米国の政策
の見直しに加え、地政学的リスク、原材料価格の上昇、
為替の急激な変動など、いくつもの不安定な要素が地
域および当社グループにとっての脅威となっています。
　中国地方、とりわけ広島県には、製造業が多く集積
しており、原材料・部品価格の高騰や米国の関税政
策が地元企業の経営に大きな影響を及ぼします。こ
うした環境下において、私たちに求められる役割は、
単なる資金供給にとどまりません。地元企業の「経営
そのもの」に深く関与し、その持続的な成長を支える
存在でなければなりません。「至誠一貫」の精神で、
地元企業の将来の「ありたい姿」をともに描き、その
実現に向けて伴走していくことが求められています。

　このような認識のもと、当社グループでは「中期計
画2024」において、SX（サステナビリティ・トラン
スフォーメーション）、DX（デジタル・トランス
フォーメーション）、AX（アライアンス・トランス
フォーメーション）の3つの変革（X）を成長に向け
たドライバーとして位置づけています。実際、営業現
場においても、サステナビリティや業務効率化といっ
た非財務面の課題への対応をはじめとした、従来の
金融サービスの枠組みを超える幅広い支援が、お客
さまから強く求められるようになってきています。こ
れはまさにSXやDXの視点が必要とされる領域です。
　また、経営の柔軟性を高める手段としてアライアン
スの可能性にも注目しています。私たちが目指すアラ
イアンスは、資本提携を念頭においたものではありま
せん。地域社会にとって最適な価値を提供するために、
自前での対応にとらわれることなく、業務ごとにアラ
イアンスを柔軟に構築していきます。
　特に、変化の激しいITやデジタルの領域では、私
たち自身の力だけでは限界があります。だからこそ、
専門性を持つグループ外の企業と連携することで、新
たな価値を創出し、地域やお客さまにとって「なくて
はならない存在」であり続けたいと考えています。
 

広島の未来に向けて
―魅力ある街づくりを通じた地域活性化―

　広島県の人口は1999年をピークに緩やかな減少傾
向をたどっており、人口減少による経済成長率の鈍化
が懸念されています。特に、人口の社会減少数が全
国47都道府県の中で4年連続最多となるなど、若者を
中心とした「人」の県外流出への対応は、地域にとっ
て喫緊の課題です。
　私は、「広島で働くこと」「広島で暮らすこと」の魅
力を十分に伝えきれていないことが、こうした現象の
背景にあると感じています。だからこそ、若者が「働
きたい」「住みたい」と思えるような、魅力ある街づ
くりに取組む必要があります。
　当社グループは、このような認識のもと、広島県や
広島市への問題提起や政策のサポートなどを通じて、
魅力ある街づくり、地域づくりに取組んでいます。
2021年には、「ひろぎんエリアデザイン」を設立し、
地域の発展と活性化に関するコンサルティングを強
化しました。2024年4月には、広島銀行内にストラク
チャードファイナンス室を設立し、ひろぎんエリアデ

ザインとの連携体制のもとで、自治体・民間企業との
協働を一層加速させています。
　また、地域の持続的な発展に向けて重要なのは、
地元企業が力強く成長することです。そのためには、
従来の金融サービスの提供にとどまらず、非金融領
域にも踏み込み、企業の経営課題解決に向けた支援
が必要です。そこで当社グループでは、2021年に経
営幹部層の紹介や人材派遣、人事制度に関するコン
サルティングなどを手掛ける「ひろぎんヒューマンリ
ソース」を設立し、企業の人材戦略を多面的に支援
しています。また、2024年には、取引先と共同出資
で、外国人労働者の受入れ支援を行う「ひろぎんワー
ルドビジネス」を設立しました。インドネシアの複数
の大学と連携し、地元企業への人材紹介を通じて、
企業の持続的成長と外国人材の活躍機会の創出を両
立させる仕組みを構築しています。人的資本への投
資が企業経営における重要なテーマとして注目される
なか、当社グループは財務面の支援だけでなく、経
営の根幹に関わる課題とも真正面から向き合い、解決
に取組んでいます。
　広島県はこれまで、製造業を中心とした産業集積
によって発展してきましたが、次の時代に向けて地域
の魅力をさらに高め、若い世代が「働きたい」「住み
たい」と思う地域へと変革していくためには、産業を
牽引する新たな柱の形成が不可欠です。
　当社グループではそうした新たな産業の創出を企
図し、2024年11月に中四国最大級となるマッチング
イベント「TSUNAGU広島」を初開催いたしました。
本イベントでは、広島県内企業と全国の有望なスター
トアップをつなぎ、約3,400名の来場者と126社の出
展企業が交流を深め、具体的な共創事例も生まれつ
つあります。こうした取組みは一朝一夕に実現するも
のではありませんが、取組みを継続し、持続可能な
地域社会の基盤づくりを進めていきます。

これからの時代の変化に対応する
―人財戦略と企業風土改革への挑戦―　

　私が広島銀行に入行した当初、まず感じたのは、「目
の前の数字」が優先されることへの違和感でした。融
資件数、販売実績、達成率――確かにどれも大事な指
標です。でも、それらがまるで仕事の目的そのもので
あるかのような風潮に、正直、危機感を覚えました。
　だからこそ、頭取就任後、取組んだのが「企業風土
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＜地域総合サービスグループ＞の
実現に向け、なお一層の

果敢なチャレンジを
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の見直し」でした。その象徴ともいえるのが、業績評
価制度の廃止です。以前は、支店や従事者の実績を数
値で順位付けし、処遇や昇進に反映させる仕組みが当
たり前とされていましたが、この制度を抜本的に見直
し、思い切って撤廃する決断をしました。
　当然ながら、社内からはさまざまな意見が寄せられ
ました。「数値で評価しなければ不公平ではないか」

「努力が報われなくなるのではないか」といった懸念の
声もありました。それでも私は、「数字は結果であって
目的ではない」という考えを繰り返し伝えてきました。
　現在では、人事評価の中で、挑戦への取組みやその
プロセスを重視する方針を掲げています。全社的な浸
透にはもうしばらく時間を要するかもしれませんが、
従事者の姿勢や日々の言動には、着実な意識の変化が
見え始めていると感じています。
　従事者のチャレンジの中で、私にとって特に印象深
かったのが、ある女性従事者たちによるプレゼンテー
ションです。広島銀行の店頭窓口で働く8名の女性従
事者が、外部研修で得た学びをもとに、「これからの
広島銀行の窓口のあり方」について、自らの言葉で
堂々と発表してくれました。彼女たちが未来を見据え
て自分たちの仕事を真剣に語る姿に、私は心を強く打
たれました。このとき私は、「人は、きっかけさえあ
れば必ず成長できる」と実感しました。そして、当社
グループはその成長の力を信じ、そうした人を応援で
きる組織でありたいと、改めて強く思いました。
　一方で、課題も見えてきました。挑戦する人はいつ
も同じ顔ぶれで、手を挙げない人はなかなか動かない。
いわゆる「二極化」が進んでいるのも事実です。だか
らこそ、従事者一人ひとりが、普段とは異なる環境――
いわば「非日常」を気軽に体験できるような機会を設
けています。研修、外部出向、トレーニー制度、他部署
での業務経験など、新しい経験に触れることが、人を
大きく成長させると私は信じています。これからも、そ
うした経験の機会をしっかりと社内に用意していきたい
と思っています。
　さらに、これからの時代に不可欠なのが「人財の多
様性」です。私が期待している人財像には、大きく2
つの方向性があります。一つは、マネジメント力に優
れ、組織を牽引するゼネラリスト。もう一つは、特定
の分野においてソリューションを生み出せる専門性の
高いスペシャリストです。
　組織全体の力を高めていくうえで、ゼネラリストの
果たす役割は非常に重要です。ただし、ゼネラリスト
だけでは、多様化・高度化が進む地域やお客さまの

ニーズに十分に応えることはできません。特に、IT
化・デジタル化やサステナビリティといった領域では、
専門性を持ったスペシャリストの存在が、これまで以
上に欠かせないものとなっています。
　私が何より大切にしているのは、従事者一人ひとり
が「自分は何をしたいのか」「どのような方向に進み
たいのか」といった意志を明確に持つことです。その
意志を尊重し、実現に向けたチャレンジを後押しする
ことこそ、私の責務だと考えています。こうした考え
に基づき、今回の中期計画では人的資本への投資を従
来比で約2倍に拡大する計画としており、従事者の成
長を後押ししていきます。
　また、「開かれた企業風土」の醸成にも重点的に取
組んでいます。経営層と従事者が直接対話するタウン
ホールミーティングや、社内向けIRなどの取組みを積
極的に展開しており、今後もこうした活動を継続的に
推進することで、従事者のエンゲージメント向上を
図っていきます。

資本市場との対話
―本当に投資したくなる企業に向けて―

　私は、株主や機関投資家の皆さまと対話するたびに、
「自分たちは、本当に投資したくなる企業になってい
るだろうか」と自らに問いかけています。
　もちろん、一定の手応えは感じています。2025年3
月期には過去最高益を達成し、地域やお取引先との連
携もこれまで以上に深まってきました。しかし、投資家
の皆さまが評価されるのは、単なる業績の数字だけで
はなく、数字の背後にある「成長のストーリー」や「変
革の兆し」、そして「地域とともに描く未来への期待感」
であると、私は捉えています。だからこそ、そうした魅
力を明確に示していかなければならないと考えています。
　現在、広島県のGDPは全国第12位です。また、広
島銀行単体での収益性、預金量、貸出残高などは、
業界内で10位前後の水準で、いわば「中の上」が現
状です。この事実を正面から受け止めたうえで、私
が投資家の皆さまにアピールしたいことは、当面は

「質」で勝負していくということです。
　資産規模や預貸金残高といった「量」の勝負では、
私たちはメガバンクや上位地銀には敵いません。しか
し、「質」の面では、私たちにしか提供できない価値が
あると自負しています。地元企業に深く寄り添い腰を
据えて向き合う姿勢、業種や経営課題に応じたきめ細

かなソリューション、真にお客さま目線に立ったサービ
ス。こうした取組みのクオリティを高めることで、私た
ちは他行とは異なる存在価値を築けると考えています。
　たとえば、船舶ファイナンスにおいて、広島銀行は、
造船・海運といった地域の基幹産業を長年にわたり支え
てきた実績と、そこで培った高度な専門性を有しています。
　さらに現在、当社グループが注力しているのが「地
域開発」の分野です。広島市中心部には、1960年代
の街並みが今なお色濃く残っており、建物やインフラ
は更新期を迎えつつあります。こうした契機を捉え、
私たちはホテル誘致への関与や再開発に向けたコン
サルティングなどを通じて、街の新たな価値創出に取
組んでいます。この領域では、金融の枠を超えた知
見やネットワークが求められます。ひろぎんエリアデ
ザインを中心として、行政や関連事業者との連携を
深め、魅力ある街づくりを進めています。こうした取
組みを通じて、地元における存在感の一層の向上を
図り、地元にとって「なくてはならない存在」として
の役割を果たしていきたいと考えています。
　資本市場との対話においては、「自社株買いのさら
なる拡充」「配当性向の引き上げ」「PBRの改善」と
いったご期待を多くいただいています。私たちは、こ
うした声を真摯に受け止め、資本効率と株主還元の
強化を経営の重要課題として取組んでいます。PBR1
倍は当然の前提とし、中期計画の見直しにあたっては
ROE目標を9.5％へと引き上げ、10％超を見据えた各
種施策にも着手しています。
　ただ、先ほど申し上げたとおり、皆さまにお伝えし

たいのは、こうした短期的な数値上の成果だけではな
く、中長期的な視点から「当社グループが地域ととも
にどのような未来を描き、実現しようとしているか」
という点にもご注目いただきたい、ということです。
中期計画では、人口減少の抑制と地域の生産性向上
に向けた8つのマテリアリティ（地域における優先取
組課題）を特定し、その解決を通じて「活力ある地
域社会」の実現を目指しています。広島という地域が
持つ可能性を最大限に引き出し、地域とともに歩み、
地域とともに価値を創造していく。その挑戦に、今後
もご期待いただければ幸いです。

地域に根ざし、未来を創る
―＜地域総合サービスグループ＞としての
持続的な価値創造―

　当社グループは、次世代の地域社会を創造するた
めの多様な取組みを積極的に展開しています。新た
な挑戦により事業領域を広げつつありますが、その活
動の基盤が広島という地域に根ざしていることは、今
後も決して変わることはありません。
　当社グループはこれからも、地域社会の信頼と期
待に真摯に応え続ける＜地域総合サービスグルー
プ＞として、果敢な挑戦を重ねてまいります。すべて
のステークホルダーの皆さまにおかれましては、今後
とも変わらぬご理解とご支援を賜りますよう、心より
お願い申し上げます。
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広島が持つ可能性を
最大限に引き出し、

私たちにしか提供できない
価値で勝負する



価値創造のために活用していく資本

　強い使命感と責任感を大切にする「お客さま本位の業務運営」は現在も変わらず受け継がれてお
り、地域のお客さまと深い信頼関係を築く土台となっています。

被爆直後の本店建物（1945年8月8日撮影） 被爆直後の本店建物

●�被爆当日、本店に集まった数人の職員は、1日も早く営業を開始するこ
とについて、日本銀行と協議し、早くも8日の営業再開を決定した。

●��当時、来客のほとんどが無印鑑・無通帳であったため、顔見知りの職員
が本人を認定し、拇印と念書のみで払戻請求に応じた。

●��無印鑑・無通帳の方には、行員の記憶に基づき便宜的に支払うなど、急
場の臨機応変な対応だったにもかかわらず、後日さしたる紛争は発生し
なかった。

●��罹災後1週間頃、預金課長代理が仮店舗を訪ね「娘ひとりを除いて他の
家族は死亡。私も下痢が止まらず、斑点も出だしたし助からないと思い
報告に来た。」と話し出した。

●��彼は「営業部の中で被爆した。資料は飛散してしまったが、当時の残高、
現金有高等を記憶している限り話しておく。」と行員に書き取らせた。

●��話し終わると、一同に別れを告げて出て行かれた。「同氏はそれから4、
5日して死亡されたことを聞いた。」と同僚の職員は回想している。

エピソード②

エピソード①

　当社は、安定した資産規模と収益力を誇っています。自己資本比率は11%と高い健全性を維持
し、外部格付機関より高水準の格付けを取得しています。
　また、長年に亘り築いてきたお客さまとの信頼関係に支えられ、広島銀行の預貸金残高は中四
国でトップとなっています。

健全な財務基盤

 総預り資産（広島銀行+ひろぎん証券）  貸出金残高（広島銀行）

 預金等残高（預金+譲渡性預金）  自己資本比率

 親会社株主に帰属する当期純利益（連結）

11兆2,077億円 7兆9,842億円

9兆4,719億円

358億円

ひろぎんHD 広島銀行

JCR AA－ AA－
R＆I A+ A+
Moody’s － A2

大阪府

1店舗

島根県

1店舗

福岡県

2店舗

兵庫県

2店舗

岡山県

10店舗

山口県

7店舗

愛媛県

6店舗

広島県

124店舗

 店舗数 ※2025年3月31日現在

国内157店舗
（うち広島県内124店舗）

愛知県

1店舗

東京都

1店舗

11.0%
ひろぎん
ホールディングス連結

10.0%広島銀行単体

継承されてきた「お客さま本位の業務運営」のDNA

財務
資本

社会関係
資本

 海外駐在員事務所 3拠点
　  （上海・バンコク・ハノイ）

 シンガポール現地法人
　  （HIROGIN GLOBAL CONSULTING)
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　当社グループは、単独の銀行を傘下に置く持
株会社体制を全国で初めて採用し、先駆的にグ
ループ経営へと舵を切りました。体制移行後は、
グループ各社間の連携強化を通じてソリュー
ション機能の高度化と業務領域の拡大が進展し
ており、広島銀行のメインバンク先は着実に増
加しています。

グループの「総合力」で築く、強固な顧客基盤

市内16店舗のうち11店舗が全半焼、
約450名の役職員のうち144名を失うなかで、

強い責任感と使命感により、
2日後には営業を再開

1945年(昭和20年)8月6日
原爆による被災

　広島銀行は、国内では広島県を中心に、岡山県・山口県・愛媛県の地元4県にわたって強固な店舗ネットワーク
を展開しており、国内157店舗を構えています。地域に根差した金融機関として、お客さまとの接点を大切に、各
地域のお客さまのニーズに合わせた最適なサービスを提供しています。
　また、上海・バンコク・ハノイに海外駐在員事務所を設置し、アジア経済圏におけるお客さまのサポート体制
を整備しています。さらに、シンガポールには2024年に現地法人「HIROGIN GLOBAL CONSULTING」を設
立し、お客さまの海外進出や現地での販路拡大等、幅広い海外ビジネスを支援しています。

国内外の幅広いネットワーク

財務データ ※2024年度

営業基盤（広島銀行）※店舗数は2025年3月31日現在

広島銀行のメインバンク社数

広島銀行 銀行業務

ひろぎん証券 金融商品取引業務

ひろぎんリース リース業務

しまなみ債権回収 債権管理・回収業務

ひろぎんキャピタルパートナーズ 投資業務

ひろぎんクレジットサービス クレジットカード・信用保証業務

ひろぎんライフパートナーズ 金融商品仲介業務

ひろぎんITソリューションズ IT関連業務

ひろぎんエリアデザイン 地域活性化に関するコンサルティング業務

ひろぎんヒューマンリソース 人事労務等に関するコンサルティング業務

信愛トータルサービス 損害保険代理店業務

グループ会社

ひろぎんホールディングス本社ビル
　本社ビルにはグループ各社が入居して
おり、執務空間を共有することで、互いの
情報や人財を連携し合うなど、グループシ
ナジーを極限まで高めるための拠点となっ
ています。

純資産に占める比率：（上場株式＋みなし保有株式）÷連結純資産

その他

10%超を展望

有価証券

財務省貸出

市場連動

プライム連動
流動性預金

定期性預金
(NCD含む)

その他

固定金利

20,333

109,452

16,088

15,826

68,780

23,371

3,110
14,191

109,452

6,966 6,966

19,769

30,813

6,623

貸
出
金

預
金

貸
出
金

有
価
証
券

その他 8

664

1,432

722

46
2022年
3月末

792

1,476

638

46
2023年
3月末

437

1,242

763

42
2024年
3月末

261
906億円

603
42

2025年
3月末

2022年
3月末

2023年
3月末

28.6%
（29.6%）

2024年
3月末

22.4%
（23.2%）

2025年
3月末

17.1%
（18.0%）

27.9%
（28.9%）

縮減目標

2026年4月
0.75％

2027年4月
1.00％

0.1％

2021年度
実績

4.5%

2022年度
実績

2.5%

2023年度
実績

5.4%

2024年度
実績

6.9%

2025年度
計画

7.8%

2028年度
計画

有価証券利回りの改善
ストラクチャード
ファイナンスの強化等

「中期計画2024」
目標 9.5%以上

連結ROE向上による
PBR1倍超を目指す

中期計画2024中期計画2020

資金量計画　（単位：億円） 資金利益計画　（単位：億円）

RWA 計画

64,845

0.93%

68,319

1.11%

*政府向け貸出除く

74,070

1.55%

貸出金（円貨）

7,047

4.06%

7,322

3.40%

8,000

3.09%

貸出金（外貨）

93,530

0.11%

95,243

0.28%

100,800

0.45%

預金等

2024年度
実績

2025年度
実績

2028年度
実績

2024年度

4兆853億円

事業性貸出
+4,100

個人ローン
+1,000

有価証券
+2,000

貸出金利息　＋490
（約1,400億円）

その他

2028年度

2024年度 2028年度
中期計画最終年度

4兆8,300億円

2024年度
実績

2025年度
実績

2028年度
実績

2024年度
実績

2025年度
実績

2028年度
実績

資金量 利回り

（※）その他は、日銀預け金利息、日銀借入金利息等含む
（　 ）は、2028年度中期計画最終年度の資金利益

（※）その他は従業員持株会等

円貨
＊政府向け貸出除く

＋544

円貨
△341

預金等利息
△345

（約450億円）

外貨
△3

有価証券
受配

+100
（約225億円）

その他※

+114

外貨
△39

残高要因
+143

利回り要因
＋401

残高要因
+29

利回り要因
△69

政府向け
貸出金
△16

（単位：億円）

1,215
億円

円貨バランスシート（億円）

外貨バランスシート（百万米ドル）

預
金

市
場
調
達

2025年3月末 2025年3月末

2025年3月末 2025年3月末

1,396

5,570

4,724

2,234

当社グループの

「強み」を活かした
ビジネス展開

法人ソリューション

「構造改革」を
進める業務領域

事業分野 収益・人員配置計画

2023年度実績
中計スタート前

72名

2024年度実績

94名

74億円

2025年度計画

136名

84億円

2028年度計画
160名

約110億円
（約85億円）58億円

地域開発ビジネス
33名 35名

28億円

37名

32億円

48名

約40億円
（約35億円）20億円

4.6% 4.6% 4.6% 5.0%

1.6% 2.2% 2.3% 2.4%

船舶ファイナンス
31名 34名

123億円

35名

132億円

43名

約160億円
（約120億円）103億円

有価証券運用・ALM
45名 47名

125億円

48名

156億円

52名

約225億円
（約200億円）65億円

1.0% 1.5% 1.6% 2.0%

関連収益 人員配置 RORA （　）内は中計見直し前の目標値

（参考）
上場株式
銘柄数

純資産に
占める比率

（非上場株式を含む）

みなし
保有株式

上場株式

非上場株式

94 88
79

75

個人・その他

事業法人

金融機関等 

海外
機関投資家

折線グラフ：地元法人・個人の保有割合（所有株式数）

2024年3月末

20.3%

26.4%

34.8%

40.5%

12.9%

21.1%

25.8%

35.2%

39.7%

13.3%

20～25%

30%

40%

25～30%

15～20%

2025年3月末 目指す水準

配当金総額
（予定含む）

自己株式
取得総額

（予定含む）

1 株当たりの
配当金額

163

54.0円

27.0円

37.0円

48.0円

77.0円

50

62.4 70.2 74.9 74.9 84.3 114.4

30
146.6

39（注）2

（見直し前）
60円

20.0円 22.5円 24.0円 24.0円

2022年

17,604

2023年

17,683

2024年

17,798

（資料）帝国データバンク調査
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金融分野

非金融分野

金融行政
の変遷

バブル崩壊 
不良債権増加

1990初頭～
リレーションシップ

バンキング

2003
中小企業金融
円滑化法制定

2009
経営者保証

ガイドライン公表

2013
経営者保証

改革プログラム公表

2022 経営者保証に依存しない
融資慣行が加速し、

「目利き力」が一層肝要な時代へ

業界からの転籍者を迎えて
事業別RMを設立するなど、

取引先の「財務面」のみならず、
「技術面」といった定性情報の

評価への取組みを

他行に先駆けて実施

2020年10月設立

定性分析
（営業店）

約25問の取引先の定性的な情報
をヒアリングし、取引先の強み・
課題を把握したうえで、担保や
保証に依存しない融資を提供

船舶ファイナンス強化
船舶ファイナンス審査部門と船
舶RMを統合し、船舶ファイナ
ンス部を設立

地域開発
ひろぎんエリアデザインを設立

IT支援
ひろぎんITソリューションズを
HD子会社化

海外進出支援
シンガポール現地法人の
HIROGIN GLOBAL CONSULTING
を設立

SF強化
（広島銀行ソリューション営業部内）
ストラクチャードファイナンス
室を設立

ひろぎんヒューマンリソース、
ひろぎんワールドビジネスを設立

エクイティビジネス
ひろぎんキャピタルパートナ
ーズを設立

M＆A支援
（広島銀行ソリューション営業部内）
M＆A・親族内承継を支援する
ラインを統合

事業別RMの設立
（広島銀行法人営業部

「現ソリューション営業部内」）
自動車RM、医療RM

船舶RMを設立

中計策定支援
（本部）

約1,000問の取引先の定性的な
情報をヒアリングし、取引先の
強み・課題を把握するなかで、
中計策定を支援

人事関連支援 事業性評価を起点とした
法人分野への取組み

当社グループの
強み

育成投資

●研修プログラムの実施
●自己啓発奨励金等のリスキリング支援
●研修参加者やトレーニーの派遣

人財投資

エンゲージメント強化

●人事制度の抜本的見直し
●賃上げ（ベースアップ）
●多様な人材の確保に向けた採用活動

●経営参画意識の向上
●変化を恐れずチャレンジする
　風土の醸成
●自律的なキャリア形成の促進

人
的
資
本
投
資

風
土
改
革
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広島県
県内総生産:約12兆円
（全国12位）

主要な資格保有者

FP1級・CFP保有者数 478名

M＆Aシニアエキスパート 207名

ITパスポート 2,514名

　(2025.3.31時点累計）

未来創造
ワーキンググループ

（シャドーボード）

24名参加　2回実施
(2025.3.31時点累計）

社外役員との
意見交換会

55名参加　10回実施
（2025.3.31時点累計）

リバースメンター
制度

役員11名に対して35名参加
（2025.3.31時点累計）

タウンホール
ミーティング

約1,000名参加　約55回実施
（2025.3.31時点実績）

社内
インターンシップ

306名利用
(2024年度実績）

越境業務体験

22名利用
（2024年度実績）

ポスト
チャレンジ制度

40名参加
（2024年度実績）

従業員
持株会加入率

79.3%
（2025.3.31時点実績）

人事制度の見直し

初任給の引上げ 25万円

諸手当の拡充 等

国内・海外MBA派遣
48名

(2025.3.31時点累計）

キャリア採用者数
173名 (2025.4.1時点累計）

＊総人員3,689名

外部トレーニー派遣・出向
103名

(2025.4.1時点）

障がい者雇用率
2.8% (2025.4.1時点累計）
＊法定雇用率2.5%を上回る

ひろぎん経営塾※1受講者

実践 •使命感醸成
 •組織変革     12名

上級 •デザイン・シンキング
 •リーダーシップ     19名

中級 •クリティカシンキング
 •経営戦略     37名

研修名 内容 受講者数

女性活躍推進

女性
取締役 　18%  30%以上

女性
管理職 　11.8%  25%程度

（比率） 2025.4.1実績 2031.4.1目標

島根県

山口県

　愛媛県

岡山県

広島県

広島銀行
総資産:約12.1兆円
（地銀9位）

　当社グループは、他行に先駆けて取引先の定性情報の評価（＝事業性評価）に取組んでまいりました。
　取引先の把握・潜在ニーズの深掘りが全社で定着しており、取引先の真の課題を把握したうえ
で、最適なソリューションを提供する体制を整備しております。

　当社グループでは、お客さまの課題解決に向けた最適なソリューションを提供できる人財の育成に
努めており、積極的な人的資本投資を行っています。人財の専門性向上と視野の拡大を目的に、外部
企業への出向・トレーニーを通じて多様なノウハウを吸収しています。また、取引先企業とのリレー
ション強化を図る観点から、取引先企業への出向も実施し、相互理解と信頼関係の深化に努めています。

　不良債権処理に追われていた1990年代、広島銀行の取引先である自動車業界
のサプライヤー（部品メーカー）も厳しい経営環境に直面していました。しか
しそのサプライヤーの財務内容が厳しくても代替できない技術を持っている場
合、経営再建まで踏み込んで支えないと自動車業界が成り立ちません。財務内
容だけを見るのではなく、産業クラスターにおける重要性（位置づけ）といっ
た定性情報を重要視する必要が出てきたのです。
　2001年1月、自動車関連業界の取引先の多様化・高度化に的確にお応えするため、自動車業界からの転籍者を迎えるなどし
て「自動車関連対策室」を新設しました。専門家がサプライヤーの工場へ出向き、技術面を把握。これに広島銀行の財務分析
を合わせ「技術」「財務」の両面から企業を理解することになり、リーマン・ショックなど急激な外部変化があっても軸がぶれ
ることなく対峙することができました。これが広島銀行の事業性評価に繋がっていきました。

事業性評価を起点とした法人分野の取組み

リレーション確立とソリューション提供の担い手となる「多様なグループ人財」
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金融分野

非金融分野

金融行政
の変遷

バブル崩壊 
不良債権増加

1990初頭～
リレーションシップ

バンキング

2003
中小企業金融
円滑化法制定

2009
経営者保証

ガイドライン公表

2013
経営者保証

改革プログラム公表

2022 経営者保証に依存しない
融資慣行が加速し、

「目利き力」が一層肝要な時代へ

業界からの転籍者を迎えて
事業別RMを設立するなど、

取引先の「財務面」のみならず、
「技術面」といった定性情報の

評価への取組みを

他行に先駆けて実施

2020年10月設立

定性分析
（営業店）

約25問の取引先の定性的な情報
をヒアリングし、取引先の強み・
課題を把握したうえで、担保や
保証に依存しない融資を提供

船舶ファイナンス強化
船舶ファイナンス審査部門と船
舶RMを統合し、船舶ファイナ
ンス部を設立

地域開発
ひろぎんエリアデザインを設立

IT支援
ひろぎんITソリューションズを
HD子会社化

海外進出支援
シンガポール現地法人の
HIROGIN GLOBAL CONSULTING
を設立

SF強化
（広島銀行ソリューション営業部内）
ストラクチャードファイナンス
室を設立

ひろぎんヒューマンリソース、
ひろぎんワールドビジネスを設立

エクイティビジネス
ひろぎんキャピタルパートナ
ーズを設立

M＆A支援
（広島銀行ソリューション営業部内）
M＆A・親族内承継を支援する
ラインを統合

事業別RMの設立
（広島銀行法人営業部

「現ソリューション営業部内」）
自動車RM、医療RM

船舶RMを設立

中計策定支援
（本部）

約1,000問の取引先の定性的な
情報をヒアリングし、取引先の
強み・課題を把握するなかで、
中計策定を支援

人事関連支援 事業性評価を起点とした
法人分野への取組み

当社グループの
強み

育成投資

●研修プログラムの実施
●自己啓発奨励金等のリスキリング支援
●研修参加者やトレーニーの派遣

人財投資

エンゲージメント強化

●人事制度の抜本的見直し
●賃上げ（ベースアップ）
●多様な人材の確保に向けた採用活動

●経営参画意識の向上
●変化を恐れずチャレンジする
　風土の醸成
●自律的なキャリア形成の促進
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広島県
県内総生産:約12兆円
（全国12位）

主要な資格保有者

FP1級・CFP保有者数 478名

M＆Aシニアエキスパート 207名

ITパスポート 2,514名

　(2025.3.31時点累計）

未来創造
ワーキンググループ

（シャドーボード）

24名参加　2回実施
(2025.3.31時点累計）

社外役員との
意見交換会

55名参加　10回実施
（2025.3.31時点累計）

リバースメンター
制度

役員11名に対して35名参加
（2025.3.31時点累計）

タウンホール
ミーティング

約1,000名参加　約55回実施
（2025.3.31時点実績）

社内
インターンシップ

306名利用
(2024年度実績）

越境業務体験

22名利用
（2024年度実績）

ポスト
チャレンジ制度

40名参加
（2024年度実績）

従業員
持株会加入率

79.3%
（2025.3.31時点実績）

人事制度の見直し

初任給の引上げ 25万円

諸手当の拡充 等

国内・海外MBA派遣
48名

(2025.3.31時点累計）

キャリア採用者数
173名 (2025.4.1時点累計）

＊総人員3,689名

外部トレーニー派遣・出向
103名

(2025.4.1時点）

障がい者雇用率
2.8% (2025.4.1時点累計）
＊法定雇用率2.5%を上回る

ひろぎん経営塾※1受講者

実践 •使命感醸成
 •組織変革     12名

上級 •デザイン・シンキング
 •リーダーシップ     19名

中級 •クリティカシンキング
 •経営戦略     37名

研修名 内容 受講者数

女性活躍推進

女性
取締役 　18%  30%以上

女性
管理職 　11.8%  25%程度

（比率） 2025.4.1実績 2031.4.1目標

島根県

山口県

　愛媛県

岡山県

広島県

広島銀行
総資産:約12.1兆円
（地銀9位）

人的資本投資の詳細はp.75～90をご参照ください

中計策定支援 定性分析146件 6,375件
（本部実施） （営業店実施）

（広島銀行 2025年3月末累計実績） （広島銀行 2025年3月末累計実績）

事業性評価の歴史

　広島県は、厳島神社と原爆ドームの二つの世界遺産を有し、観光振興に力を入れています。交通網
の整備やホテルの新設といった再開発が進んでおり、にぎわいと交流を生み出す活気ある街づくりが
展開されています。

「世界遺産×観光」のポテンシャル
知的
資本

人的
資本

自然
資本

価値創造のために活用していく資本

原爆ドーム 平和記念公園

多くの島々が織りなす美しい景観は、「東洋のエーゲ海」とも呼ばれています

西条の酒蔵

鞆の浦

瀬戸内海の多島美

厳島神社

しまなみ海道サイクリングロード

ひろぎんホールディングス 統合報告書 2025　本編 1817

何者で、どこから来たのか なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか

　2025年3月、JR広島駅ビルに広島初のブランド店
や3面スクリーンを備えた映画館が入居する新たな商
業施設「minamoa」が開業しました。
　また、2025年8月には、駅ビル2階に路面電車が乗
り入れする新路線が開業しました。利便性・回遊性の
向上による人流の活発化が期待されています。

　2028年10月、当社の保養所施設の跡地にヒルトンの
最上級ラグジュアリーブランド「LXR Hotels & Resorts」
が開業予定です。
　世界遺産・厳島神社の大鳥居を望む特別な立地で、
国内では京都に次ぐ2軒目のLXRブランドホテルとな
る計画です。

生まれ変わった広島の陸の玄関口 世界遺産へと続く、新たな“おもてなし”の門



▲

地域社会▲

お客さま▲

株主・投資家

人的資本

● 地元貢献意識の高い多様な
　グループ人財
● 金融・非金融のグループ
　各社における人財の
　専門性・スキル
● 褒める文化と働きがいの重視

財務資本
● 健全な財務基盤
● 充実した自己資本

自然資本
● 瀬戸内海や中国山地に
　囲まれた温暖かつ
　恵まれた自然環境

社会関係
資本

● 創業時・原爆被災時から
　継承される
　お客さま本位のDNA
● お客さまとの強固な
　リレーション
● 地域に密着した
　チャネル・ネットワーク

知的資本

● 事業性評価の歴史とノウハウ
● 地元産業（自動車・船舶等）
　への知見
● グループ会社の高度な金融・
　非金融ソリューション

●人口減少
●少子高齢化
●地域経済の縮小
●情報通信
　技術の進展
●リスク管理
　高度化の要請

▲

従事者
●ワーク・ライフ・
　インテグレーション
　の要請

▲

自然環境
●地球温暖化・
　気候変動への対応

外部環境

中期計画
の推進

INPUT

活力ある地域
県内総生産の維持・拡大

地域において圧倒的な存在感を発揮
企業価値の向上

P.31

お客さまのあらゆる
ニーズにお応えできる

地域総合
サービス
グループ

ひろぎん
キャピタルパートナーズ

しまなみ債権回収

広島銀行

信愛
トータルサービス

ひろぎん
ライフパートナーズ

ひろぎん証券

ひろぎんリース

ひろぎん
クレジットサービス

ひろぎん
ヒューマンリソース

ひろぎん
ITソリューションズ

ひろぎん
エリアデザイン

戦略の
ドライバー

P.91

 2028年度目標

連結ROE 9.5%

連結自己資本比率 11％程度

連結BPS 2,000円以上

●人口減少の抑制
●街づくり
●観光立県としての成長

●基幹産業である製造業の成長・再生
●産業イノベーション
●人的資本への投資

●DXの促進
●カーボンニュートラルへの対応

地域のマテリアリティ

コーポレートガバナンス
事業活動を支える基盤　P.113

SX

DX AX

 2028年度目標

広島県の人口社会増減 減少幅縮小

広島県の観光消費額 継続的な増加

広島県の温室効果ガス排出量 継続的な削減

地域活性化指標

経営指標

P.15～18

2025年5月
上方修正
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Contents

外部環境 INPUT

中期計画
の推進

戦略の
ドライバー

グループ総合力の発揮

コーポレートガバナンス
事業活動を支える基盤

経営指標

地域の目指す姿の実現

当社グループの目指す姿の実現
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変化の時代にこそ、
地域とともに進む

　2025年3月期は、長らく続いたゼロ金利政策の転
換により、「金利のある世界」への本格的な移行が始
まった一年となりました。これにより、当行およびお
客さまを取り巻く経済環境は大きく様変わりしました。
この金利環境の変化は、当行にとって追い風であると
同時に、これまでのデフレ環境下で業務を行ってきた
私たちにとって、大きな転換点でもありました。
　多くの従事者にとって、金利引き上げ交渉は未経
験の領域でしたが、営業現場では一人ひとりが誠実
にお客さまと向き合い、ご理解を得ながら粘り強く取
組んでくれました。頭取として、その真摯な行動と努
力に心から感謝しております。その積み重ねの結果、
貸出金利息収入は着実に増加し、当行はグループの
最高益達成を中核企業として力強く牽引することがで
きました。
　一方で、足元では、米国の政策見直しなど外部環
境の不透明感が続いており、地域の基幹産業である
自動車関連産業を中心に経済への影響が懸念されま
す。こうした中にあっても、当行は地域のお客さまに
寄り添い、資金仲介機能を通じたお客さまの本業支
援を着実に進めていきます。
　資金仲介機能の発揮には、預金の着実な獲得が不可
欠です。そうした認識のもと、当行では店頭窓口での
営業活動にあらためて注力しています。お客さまとの
接点の最前線である約150の店舗において従来支店長
の不在であった小規模店舗にも支店長を配置する体制
とし、営業力の底上げによる預金の増強を図っています。
　また、IT化・デジタル化やサステナビリティといっ
た領域をはじめとする非金融領域へのお客さまニー
ズが一層高まるなか、当行はひろぎんグループの中
核として、地域やお客さまが直面するさまざまな課題

に真正面から向き合い、グループ内のリソースを連携
させる「ハブ機能」としての役割のさらなる強化に取
組んでいます。
　お客さまとのリレーション、資金仲介機能、そして
グループを挙げた多面的なソリューション提供力とい
う当行の強みを最大限に活かし、地域社会にとって

「なくてはならない存在」としての価値を一段と高め
ていきます。こうした取組みを着実に進めることで、
2026年3月期においても2期連続の最高益達成を実現
すべく、引き続きグループ全体の成長を力強く牽引し
てまいります。

地域とともに、
課題解決の伴走者として

　当行の最大の強みは、お客さまを深く理解し、その
課題に真摯に寄り添う力にあると考えています。とり
わけ、その基盤となっているのが、他行に先駆けて取
組んできた「事業性評価」です。財務データだけで
は見えないお客さまの本質や将来性を見極め、最適
なソリューションを提案することで、強固な信頼関係
を築いてまいりました。
　法人分野においては、グループ内のリソースに加え、
外部の専門機関やアライアンス企業とも連携すること
で、多様な経営課題に柔軟に対応しています。こうし
た対応力は、当行の競争優位の源泉であり、多くの
お客さまから高く評価されていると実感しております。
　当行では、従来から地域の主要産業への支援体制
を強化しており、自動車、船舶、医療といった基幹産
業ごとに専門人財を配置し、専門性に基づくきめ細か
な支援を行っています。船舶分野においては、「船舶
ファイナンス部」を設置し、瀬戸内海事クラスターの
さらなる発展を支える体制を構築しています。自動車

広島銀行はグループ連携の中核として徹底して
地域とお客さまに向き合い、

信頼関係を一層強化してまいります。

広島銀行
代表取締役頭取

清宗 一男
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分野においては、ソリューション営業部内の法人ソ
リューション室に「自動車RM」を設置しており、地
元自動車産業に関する長年の調査・分析に基づいた
高度な知見を提供しています。
　また、法人のお客さまニーズが一層多様化・高度
化しているなか、当行では2025年4月に法人分野へ
約40名増員し、課題解決に寄り添う体制強化を着実
に進めています。具体的には、お客さまの経営が悪
化する前に、早期に必要な支援を講じるため、2025
年4月に「経営サポート室」を新設しました。また、
デジタル技術の進展や人手不足への対応を背景に、
地域企業においても業務効率化やビジネスモデル変
革を目的としたIT化・デジタル化のニーズが急速に
高まっているなか、ソリューション営業部内にDXコ
ンサルティングラインを新設しています。
　一方、個人分野では、対面での「顔の見えるコン
サルティング」の高度化に取組んでいます。具体的
には、地域の幹事店にCA（コンサルティングアドバ
イザー）を集約し、従事者が切磋琢磨しながらノウ
ハウを共有できる体制を整備することでサービスの向
上を図るとともに、専門性の高いウェルスマネー
ジャーを本部に配置しており、高度な資産運用コンサ
ルティングを提供しています。
　非対面チャネルの利便性向上にも注力しており、

「ひろぎんアプリ」の登録者数は60万件を超え、多く
のお客さまにご利用いただいています。

　こうした取組みは、お客さまから一定の評価をいただ
いていると実感しておりますが、今後は他行との競争が
さらに激化することが見込まれます。その中で、引き続
きお客さまに選ばれる存在であり続けるためには、「広
島銀行の担当者の言うことなら信頼できる」と思ってい
ただけることが何よりも重要だと考えています。
　もちろん、信頼関係は一朝一夕に築けるものではあ
りません。私は、常にお客さまと同じ目線に立ち、真
摯に向き合い、最適なソリューションを提案し続ける
ことこそが、信頼関係を築く唯一の道であると考えて
います。
　従事者一人ひとりのこうした日々の積み重ねこそが、

「ひろぎんファン」を増やす最大の原動力です。この
地道な取組みを通じて、私たちは地域やお客さまか
ら「選ばれる企業」として、着実に成長を遂げてまい
ります。

人が育つ組織へ　
―適材適所の配置に向けた人事制度の見直し―

　お客さまと強固な信頼関係を築くためには、従事
者一人ひとりの成長が不可欠です。近年、金融ニー
ズにとどまらず非金融分野のニーズも高度化・多様
化しており、そうした幅広いお客さまの期待に応える
ためには、知識・スキル・対応力を備えた人財の育

成が、これまで以上に重要となっています。
　ひろぎんグループは、「中期計画2024」において、
10年後の地域とグループの目指す姿を明確に示し、
その実現に向けた取組みを進めています。この高い目
標を実現するために、人財の育成と適財適所の配置
を通じた組織力の強化を図るべく、2025年7月に人事
制度の抜本的な見直しを実施しました。
　具体的には、従来10段階に分かれていた資格区分
を整理・統合し、年齢にとらわれず能力に応じた登用
が可能となる、柔軟な制度へと刷新しました。もちろ
ん、こうした制度改革には不安や戸惑いも伴います。
そこで、上司と部下が定期的に対話を行う「1on1
ミーティング」を制度化し、キャリアの方向性やスキ
ルアップ、専門性向上の支援の場として位置づけてい
ます。また、上司が部下の私生活も含めた悩みに丁
寧に寄り添うことで、モチベーションの向上や離職防
止にもつながっています。
　従事者が「明日も頑張ろう」と思えるような、日々
のモチベーションを高く維持できる職場環境を整える
ことは、管理・監督職の重要な責務であると同時に、
私自身の責任でもあると認識しています。今後も、多
様な仕事観やライフスタイルに対応した柔軟な働き
方を実現し、組織力の一層の向上に努めていきたいと
考えています。

ステークホルダーへの
メッセージ

　 私が改めて強く感じているのは、「地域に貢献する
ことこそが、広島銀行の存在価値である」ということ
です。お客さま、そして地域全体の発展のために私
たちに何ができるのか――その問いに真摯に向き合い、
一つひとつの業務を通じてお客さまにとって「役立つ
存在」であり続けることこそが、当行の持続的な成長
につながると確信しています。そして、その積み重ね
が最終的には株主の皆さまのご期待にお応えするこ
とにもつながっていくと考えています。
　私がこの職に就いたとき、強く思い出したのが、
1990年代の金融危機です。株価の大幅な下落ととも
に、当行は存続の危機ともいえる厳しい状況に直面し
ましたが、そのようななかでも変わらずに支えてくだ
さったのが、地域の法人や個人のお客さまでした。預
金を預け替えることなく、株を買い支えてくださった
皆さまへの感謝の気持ちは、今も私の中で決して色あ
せることはありません。
　この想いを原点として、私はこれからも業務を通じ
て地域社会に貢献し続けたいと考えています。そして
その姿勢を従事者一人ひとりにも伝え、従事者一丸と
なって取組んでいきます。
　今後とも、変わらぬご理解とご支援を賜りますよう、
心よりお願い申し上げます。

頭取メッセージ
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地域への恩返しこそが、
私の変わらぬ原点

一人ひとりの従事者の成長が、
地域社会の

「未来を、ひろげる。」力になる
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企業の目指す方向性が魅力的だと感じる

2023年度 2024年度

7.0 7.1

組織風土スコア

前回比：±0.0

組織において判断や行動が企業理念をもとに行われていると感じる

2023年度 2024年度

7.3 7.3

パーパス・パーソナリティ

　ひろぎんホールディングスは、当社グループのビジネスの拠りどころ・目的、当社グループ・従事者の回帰
すべき原点として、2024年4月にパーパスを制定しました。
　また、パーパス実現に向けて当社グループ・従事者が目指す“当社グループらしさ”を表すものとして、2024
年9月にパーソナリティを制定しました。

2024年
3月8日	 	 パーパス・「中期計画2024」公表（2024年4月開始）

3月23日	 	 インフォメーションセッション（社内説明会）
		  ➡︎ �部谷社長と従事者代表（未来創造推進WGメンバー）が 

パーパス・「中期計画2024」への想いを社内プレゼン

3月30日	 	 グループ全社会議（参加者: 全社長・全支店長・全部長）

4月3日・4月9日	 	 社長とのQ&Aセッション
		  ➡︎ �従事者が部谷社長に直接質問・意見できるWebセッション

4月～11月	 	 A  タウンホールミーティング
		  ➡︎ ��役員が各職場を訪問し、パーパス・「中期計画2024」等について

ディスカッションを実施

8月～11月	 	 B  役員へのリバースメンター
		  ➡︎ ��有志（手挙げ制）の若手・中堅従事者が役員のメンターとなり、 

3回の面談によりアドバイス・フィードバックを行う制度を導入

8月～2025年3月	 	 C  社外役員との意見交換会
		  ➡︎ ��社外役員と従事者（若手・中堅等）とのディスカッションを実施

9月30日	 	 パーソナリティ・ブランドデザインの制定

12月4日	 	 社内IR（社内向け中間決算説明会）

2025年
1月20日	 	 未来創造推進ワーキングループの役員プレゼン
		  ➡︎ ��有志（手挙げ制）の従事者12名が、「パーパス具現化」等をテーマ

とした討議活動を行い、役員へ提言プレゼンを実施

パーパス・パーソナリティ

私たちひろぎんグループ従事者一人ひとりが、パーパス・パーソナリティを自分事化し、日々実践することで

ひろぎんグループファンを増やしていく！

前回と比べて改善・向上幅は小幅に留まっており、これまでの対応策が大きな効果を挙げたとは言えない結果に・・・

パーパス・パーソナリティの浸透・実践に向けては、まだまだ道半ば！

経営陣と
従事者の

対話機会を
大幅に拡充

ひろぎんグループの存在意義
（自分たちはどうありたいか）

幅広いサービスを通じて、
地域社会と共に、

「  を、ひろげる。」

広島銀行尾道地区
ブランディングセミナー

未来をひろげる
インタビューレポート集 表紙

若手職員による部谷社長への
マイパーパスインタビュー

広島銀行事務統括部 ブランディング委員会

※従事者エンゲージメント調査の概要
・対象者: ひろぎんグループの全従事者　・回答総数: 4,990名（昨年度: 5,041名）
・実施期間: 2024年11月6日～11月21日（昨年度: 2024年1月30日～2月12日）
・スコア：10点満点（10点：「とても感じている」、8点「少し感じている」、5点「どちらでもない」、2点「あまり感じていない」、0点「全く感じていない」）
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2020年度 2021年度

15.9%

2022年度

19.0%

2023年度

11.4% 9.5%

12%以上

148 148120 148億円
160億円以上

10.3% 11.8%10.6% 11.0%

10%以上

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

4.5%

2.5%

4.3%

5.4%

5%以上

2023年度 2024年度

0

55

　タウンホールミーティング
の実施回数

A

2023年度 2024年度

11

24

　役員へのリバースメンター
の参加従事者数

B

2023年度 2024年度

4
6

　社外役員との意見交換会
の実施回数

C

2024年度より
新たにスタート

企業理念スコア

前回比：＋0.1

企業の目指す方向性が魅力的だと感じる

2023年度 2024年度

7.0 7.1

組織風土スコア

前回比：±0.0

組織において判断や行動が企業理念をもとに行われていると感じる

2023年度 2024年度

7.3 7.3

ひろぎんグループらしさ
（ステークホルダーからどう見られたいか）

パーパス パーソナリティ

Be Reliable

Be Welcoming

Be Creative

Be Proactive

Always with Integrity

27

何者で、どこから来たのか なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか
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ひろぎんグループのパーパス・パーソナリティ

パーパス・パーソナリティの浸透・実践に向けたこれまでの歩み

パーパス・パーソナリティの浸透度の定点観測（従事者エンゲージメント調査※）

パーパス・パーソナリティのさらなる浸透・実践に向けて

具体的施策①：ブランディング委員の任命
　2025年5月より、各社・各地区・各部店単位での
パーパス・パーソナリティ浸透・実践の推進役として、
計65名のブランディング委員を任命しました。
　各ブランディング委員は、集合研修にてブランディ
ングの考え方を学んだ後、車座・ワークショップ・対
話型の勉強会等の様々な取組みを各職場にて実践し
ており、ボトムアップ型でのパーパス・パーソナリ
ティ浸透・実践の取組みが進んでいます。

具体的施策②：�パーパス・パーソナリティ
	 実践事例集の発行
　有志の従事者12名（未来創造推進ワーキンググルー
プ）が、「身の周りでパーパス・パーソナリティを体
現している人」30名にインタビューを行い、「未来を
ひろげるインタビューレポート集」（パーパス・パー
ソナリティ実践事例集）を発行しました。
　2025年4月の初版発行後、各職場から「この人も！」、

「あの人も！」と追加のインタビューレポートが寄稿
されており、パーパス・パーソナリティに関する対話
の輪が広がっています。

　パーパス・パーソナリティ策定2年目となる2025年度においても、タウンホールミーティング、役員へのリバー
スメンター、社外役員と現場職員の意見交換会、社内IRなど、経営層と従事者の対話機会を引き続き拡充していく
とともに、「現場が『主体的に考え動く』組織文化に変えていく」との考え方のもと、パーパス・パーソナリティ
のさらなる浸透・実践に向けた各職場・各従事者の創意工夫による自発的な取組みを加速させていきます。

すべての起点として、
お客さまや地域社会、仲間に対して、
いつでも誠実な 存在へ

お客さまや地域社会と正面から向き合い、
もっとも信頼される 存在へ

地域の一人ひとりにとって身近で、
だれにでも開かれた 存在へ

業界初・地域初を切り拓いてきた
創造力に磨きをかけ、
独創的で魅力ある 存在へ

私たち自身が地域の活力につながる、
前向きで活気あふれる 存在へ



　当社グループは、＜地域総合サービスグループ＞として、徹底した地域密着型経営のスタンスを取り、地元地域と共存

共栄の関係にあるため、地域の経済規模が維持できないと、当社グループのビジネスは縮小均衡に入らざるを得ないとい

う現状（As-Is）への危機感を有しています。

　そこで、当社グループの持続的成長のために、地域活性化（県内総生産の維持・拡大）に対する取組みは必須であると

いう覚悟と決意のもと、「活力ある地域」という10年後の目指す姿（To-Be）の実現に向けた優先取組課題として8つのマテ

リアリティを設定し、「中期計画2024」における各種戦略・施策を展開しています。

当社グループの若手従事者16名により「未来創造タスクフォース」を結成し、若手従事者の目線で10年後の目指 
す姿について半年間の討議活動を行い、地域・当社グループの10年後の目指すべき未来像について、社外役員を 
含む取締役会メンバーに対して提言を実施しました。

STEP1の提言内容を踏まえ、取締役会を中心に、中期計画策定やマテリアリティ特定にあたって重視するポイン 
ト（従来の中期計画策定等と比べて発想を転換するポイント）を整理しました。
● 10年後の目指す姿からのバックキャスティング
● 地域活性化を主目的として重視

広島県の人口動態やテクノロジーの進展による金融機関の影響など、中長期的な視点にて、地域経済と金融機関 
を取り巻く環境について、グループ経営戦略委員会等での議論を通じて認識を深めました。

取締役会やグループ経営会議等での複数回の議論を経て、取締役会にて決議しました。

取締役会やグループ経営会議等での議論 
を通じて、STEP1の提言内容や、STEP4-2  
のフィードバック内容等を踏まえつつ、 
以下を具体化しました。
● パーパス
● 10年後の目指す姿
● マテリアリティ
● 新中期計画の戦略・KPI
　（経営指標・地域活性化指標）

地元自治体や外部有識者等との対
話を実施し、マテリアリティや地域
活性化指標等に関する外部視点から
のフィードバックを受けました。上
記に加えて、当社版シャドーボード

（影の取締役会）として「未来創造推
進ワーキンググループ」を新たに立
ち上げ、策定・検討中のSTEP4-1の
内容や今後の社内浸透の在り方等に
ついて、従事者視点からのフィード
バックを受けました。

10年後の目指す姿の検討

重視するポイントの整理

外部環境の整理

取締役会の承認

経営レベルでの議論 ステークホルダーとの対話

特定したマテリアリティ

マテリアリティの解決に向けた取組み

マテリアリティ特定のステップ
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何者で、どこから来たのか なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか

地域のマテリアリティ

人口減少の抑制

街づくり

観光立県としての成長

基幹産業である製造業の成長・再生

カーボンニュートラルへの対応

産業イノベーション

人的資本への投資

DXの促進

人口減少の
抑制

生産性の
向上

活力ある地域

県内総生産の
維持・拡大

定住人口の
減少幅の抑制

交流人口の増加

地域経済の将来の成長を牽引する
高付加価値型の産業の育成

企業の生産性向上

（企業存続の前提）
企業の持続可能性向上

10年後の
求められる地域像の

イメージ

STEP 1

STEP 2

STEP 3

STEP 5

STEP 4-1 STEP 4-2

地域の
マテリアリティ

アクティビティ

これまでの主な取組み

アウトプット

地域活性化指標の達成に向けた
当社グループの取組み

(広島県における取組み)

アウトカム

「中期計画2024」における
地域活性化指標

①人口減少の抑制

➢	�東京ガールズコレクションを企画・制
作する株式会社WTOKYOとの連携

➢	�地元企業と若者をつなげるコンソーシア
ムづくり（ひろしまAI部等）

➢	�人材紹介事業の展開

②街づくり

➢	�広島市中心部におけるエリアマネジメン
ト団体への参画

➢	�再開発事業への川上からの関与
➢	�行政等との連携による地域インフラ整

備に対する支援

③観光立県としての成長

➢	�せとうちエリアにおける高付加価値なイ
ンバウンド観光地づくり推進

➢	�観光投融資の促進

④基幹産業である製造業の
成長・再生

➢	�地域を超えた自動車産業支援の枠組み
の構築

➢	�船舶ファイナンスを通じた海事クラス
ターの成長支援

－

⑤産業イノベーション

➢	�「広島オープンアクセラレーター」や「広
島テックプランター」の取組み

➢	�「TSUNAGU広島」（広島県内企業と全
国のスタートアップ企業のマッチングイ
ベント）の開催

➢	�「Hiromalab」（コワーキングスペース）
の運営

⑥人的資本への投資

➢	�地域の「働く場所としての魅力」向上に
我が事として取組む企業ネットワーク

「HATAful」の立ち上げ －

⑦DXの促進

➢	�DXコンサルティング組織の新設
➢	�地域のお客さまのサイバーセキュリティ

トレーニング施設「CYBERGYM広島ア
リーナ」の開設

－

⑧カーボンニュートラルへ
の対応

➢	�環境ファイナンスの推進
➢	�自動車産業のカーボンニュートラル実

現に向けたコンサルティングの強化
➢	�ポセイドン原則に基づく融資対象船舶

のGHG排出量の計測等に向けた対話
の実施

変更なし 人材紹介の件数

5年間累計目標
350件

'23年度 '24年度

‘24年度計画
12件

'25年度

‘25年度計画

11 52 52

75

'28年度

年度計画
達成

上方修正 街づくり・地域開発への関与件数

5年間累計目標
270件
（120件）

'23年度 '24年度

‘24年度
計画
28件

'25年度

‘25年度
計画

82 82 82 82

50 50
55

'28年度

（　）内は見直し前の目標値

年度計画
達成

変更なし 観光業への投融資額

5年間累計目標
1,300億円

'23年度 '24年度

‘24年度
計画
242億円

'25年度

‘25年度
計画

758 758 758 758

163 163
170

'28年度

変更なし スタートアップ・ベンチャー支援の件数

5年間累計目標
800件

'23年度 '24年度

‘24年度計画
125件

'25年度

‘25年度計画

61 131 131

150

'28年度

年度計画
達成

上方修正 環境ファイナンス実行額

5年間累計目標
3,000億円
（1,800億円）

'23年度 '24年度

‘24年度
計画
350億円

'25年度

‘25年度
計画

1,250 1,250 1,250 1,250
561 561

570

'28年度

（　）内は見直し前の目標値

年度計画
達成

「街づくり・地域開発への関与件数」
「環境ファイナンス実行額」
の5年間累計目標を 上方修正

広島県の
人口社会増減

減少幅縮小
(2028年)

広島県の
観光消費額

継続的な増加※

(2028年)

（※）通過型から周遊型・滞在型観光へ
シフトすることにより単価を引き上げる

広島県の
温室効果ガス排出量

継続的な削減
(2028年)

マテリアリティ
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金融分野

非金融分野

金融行政
の変遷

バブル崩壊 
不良債権増加

1990初頭～
リレーションシップ

バンキング

2003
中小企業金融
円滑化法制定

2009
経営者保証

ガイドライン公表

2013
経営者保証

改革プログラム公表

2022 経営者保証に依存しない
融資慣行が加速し、

「目利き力」が一層肝要な時代へ

業界からの転籍者を迎えて
事業別RMを設立するなど、

取引先の「財務面」のみならず、
「技術面」といった定性情報の

評価への取組みを

他行に先駆けて実施

2020年10月設立

定性分析
（営業店）

約25問の取引先の定性的な情報
をヒアリングし、取引先の強み・
課題を把握したうえで、担保や
保証に依存しない融資を提供

船舶ファイナンス強化
船舶ファイナンス審査部門と船
舶RMを統合し、船舶ファイナ
ンス部を設立

地域開発
ひろぎんエリアデザインを設立

IT支援
ひろぎんITソリューションズを
HD子会社化

海外進出支援
シンガポール現地法人の
HIROGIN GLOBAL CONSULTING
を設立

SF強化
（広島銀行ソリューション営業部内）
ストラクチャードファイナンス
室を設立

ひろぎんヒューマンリソース、
ひろぎんワールドビジネスを設立

エクイティビジネス
ひろぎんキャピタルパートナ
ーズを設立

M＆A支援
（広島銀行ソリューション営業部内）
M＆A・親族内承継を支援する
ラインを統合

事業別RMの設立
（広島銀行法人営業部

「現ソリューション営業部内」）
自動車RM、医療RM

船舶RMを設立

中計策定支援
（本部）

約1,000問の取引先の定性的な
情報をヒアリングし、取引先の
強み・課題を把握するなかで、
中計策定を支援

人事関連支援 事業性評価を起点とした
法人分野への取組み

当社グループの
強み

育成投資

●研修プログラムの実施
●自己啓発奨励金等のリスキリング支援
●研修参加者やトレーニーの派遣

人財投資

エンゲージメント強化

●人事制度の抜本的見直し
●賃上げ（ベースアップ）
●多様な人材の確保に向けた採用活動

●経営参画意識の向上
●変化を恐れずチャレンジする
　風土の醸成
●自律的なキャリア形成の促進

人
的
資
本
投
資

風
土
改
革

 2024年度実績 目標

エンゲージ
メント指数※2  
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＋
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20兆円

30兆円

広島県
県内総生産:約12兆円
（全国12位）

主要な資格保有者

FP1級・CFP保有者数 478名

M＆Aシニアエキスパート 207名

ITパスポート 2,514名

　(2025.3.31時点累計）

未来創造
ワーキンググループ

（シャドーボード）

24名参加　2回実施
(2025.3.31時点累計）

社外役員との
意見交換会

55名参加　10回実施
（2025.3.31時点累計）

リバースメンター
制度

役員11名に対して35名参加
（2025.3.31時点累計）

タウンホール
ミーティング

約1,000名参加　約55回実施
（2025.3.31時点実績）

社内
インターンシップ

306名利用
(2024年度実績）

越境業務体験

22名利用
（2024年度実績）

ポスト
チャレンジ制度

40名参加
（2024年度実績）

従業員
持株会加入率

79.3%
（2025.3.31時点実績）

人事制度の見直し

初任給の引上げ 25万円

諸手当の拡充 等

国内・海外MBA派遣
48名

(2025.3.31時点累計）

キャリア採用者数
173名 (2025.4.1時点累計）

＊総人員3,689名

外部トレーニー派遣・出向
103名

(2025.4.1時点）

障がい者雇用率
2.8% (2025.4.1時点累計）
＊法定雇用率2.5%を上回る

ひろぎん経営塾※1受講者

実践 •使命感醸成
 •組織変革     12名

上級 •デザイン・シンキング
 •リーダーシップ     19名

中級 •クリティカシンキング
 •経営戦略     37名

研修名 内容 受講者数

女性活躍推進

女性
取締役 　18%  30%以上

女性
管理職 　11.8%  25%程度

（比率） 2025.4.1実績 2031.4.1目標

島根県

山口県

　愛媛県

岡山県

広島県

広島銀行
総資産:約12.1兆円
（地銀9位）

連結純資産に対する収益性向上

連結ROE	 約9.5%

6.9%　2025年3月期実績　

健全性確保

連結自己資本比率	 11%程度

11.0%　2025年3月末実績　

1株当たりの純資産向上

連結BPS	 2,000円以上

1,679円　2025年3月末実績　

連結ROE=
親会社株主に帰属する当期純利益

期首・期末平均純資産※

連結BPS=
期末純資産※

期末発行済株式数（自己株式除く）

連結自己資本比率=
自己資本の額

リスク・アセットの額

※ 新株予約権・非支配株主持分除く

※ 新株予約権・非支配株主持分除く

（※）	�地方銀行の総資産と当該地方銀行の本店が所在する都
道府県との比較。 

	� メガバンクの主要営業基盤である東京都、大阪府、愛知県、
埼玉県、兵庫県の地方銀行と時価総額が道府県内第2位
以下の地方銀行を除く。

地銀の成長
=地域の総生産の維持・拡大

「活力ある地域」の
実現を目指す

地域活性化なくして、
当社グループの成長なし

地域活性化指標の達成に向けた
当社グループの取組み

（広島県における取組み）

（5年間累計）

スタートアップ・
ベンチャー支援の件数

800件
131件 2025年3月期実績

年度計画達成

人材紹介の件数
350件

52件 2025年3月期実績
年度計画達成

街づくり・地域開発への関与件数
270件

50件 2025年3月期実績
年度計画達成

観光業への投融資額
1,300億円

163億円 2025年3月期実績

環境ファイナンス実行額
3,000億円

561億円 2025年3月期実績
年度計画達成

地域活性化指標 広島県の指標

広島県の
人口社会増減

広島県の
人口社会増減

減少幅
縮小

（2028年）

均衡
*2024年実績
▲10,711人 

広島県の
観光消費額

広島県の
観光消費額

継続的な
増加

（2028年）

8,000億円
（2030年）
*2022年実績

3,822億円 

広島県の温室
効果ガス排出量

広島県の温室
効果ガス排出量

継続的な
削減

（2028年）

2013年度比

▲39.4%
（2030年度） 

*  '13年度5,903万t-CO2 
→'30年度3,574万t-CO2

人口減少の抑制

街づくり

観光立県としての成長

基幹産業である製造業の成長・再生

産業イノベーション

人的資本への投資

DXの促進

カーボンニュートラルへの対応

企業価値の向上

戦略のドライバー

社
会
課
題
の
解
決
（
イ
ン
パ
ク
ト
創
出
）

社
会
課
題
の
解
決
（
イ
ン
パ
ク
ト
創
出
）

持
続
的
成
長

地域のマテリアリティ

当社グループ・
お客さま・地域における

変革への取組み

当社グループのマテリアリティ

▪ �地域・お客さまの成長への貢献を 
通じた当社グループの持続的成長 

（収益性、成長性、健全性、効率性の向上）

▪ �従事者・株主・投資家との 
エンゲージメント向上

価値創造戦略

地域・お客さまの
成長・発展に向けた取組み

お客さま一人ひとりの悩みやニ 
ーズに合ったきめ細やかなサー
ビスを提供し、信頼に応える

お客さま本位の
業務運営

戦略のベース

活力ある地域の実現

法人・個人のお客さまの
成長・発展

経営基盤強化戦略

当社グループの経営基盤の
強化に向けた取組み

人的資本投資の拡充

注力分野の体制強化

IT・DXを活用した
業務運営の見直し

■のマテリアリティは、地域活性化指標を設定

グループ
連携の

一層の強化、
グループ
各社の

クオリティ
向上、

業務軸の
拡大

構造改革を
通じた

経営資源の
再配分

▪�気候変動・環境課題への 
取組み
▪�多様な人財が活躍できる 

職場環境づくり 
（ダイバーシティ・エクイティ
&インクルージョン）

サステナビリティ・
トランス
フォーメーション

SX

▪�DXをあらゆる施策の 
ベースとして常に新しい 
価値を提供

デジタル・
トランス
フォーメーション

DX

▪�外部アライアンスによる 
価値創造の高度化

アライアンス・
トランス
フォーメーション

AX

「中期計画2024」

　10年後における「地域」および「当社グループ」の目指す姿から、バックキャスティングし、前半の5年間を
計画期間とした「中期計画2024」を2024年4月から始動しました。

「中期計画2024」の位置づけ・考え方
　地域課題の解決に向けた地域活性化指標と、当社グループの経営指標を定め、継続的かつ着実な利益（内部留
保） の積上げと株主還元のバランスの取れた経営を展開していきます。

地域活性化指標と経営指標

地域活性化指標	 経営指標（2028年度）

（参考）地方銀行の規模（総資産残高）と地域経済の関係性

TOPICS

地銀セクターの総資産残高と県内総生産の関係
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　「活力のある地域」（＝県内総生産の維持・拡大）の実現に向け、地域のマテリアリティを明確化し、その解決
への取組みとして、業務軸の深化・拡大、人的資本の最大化を通じて「当社グループ」の目指す姿の実現を図っ
ていきます。

「地域」および「当社グループ」の目指す姿

　「価値創造戦略」「経営基盤強化戦略」「戦略のドライバー」を取組みの重要要素とし、「成長投資」「健全性」「株 
主還元」をバランスさせ、企業価値を更に高めていきます。

戦略の全体像



※はたフル：中国電力・マツダ・広島県等との連携による、地域の"旗振り役"となる、カラフルで魅力的な"はたらく"を創出する企業ネットワーク（詳細は、P.90）

　2023年7月、「未来創造タスクフォース」の取組みを単発施策で終わらせず、従事者の意見を経営
に反映させるプロセスを継続的な仕組みとして当社グループ内に構築するため、「未来創造推進ワー

キンググループ」を新設しました。
　「 未 来 創 造 推 進ワーキング グ
ループ」は、毎年度、公募選抜さ
れた幅広い世代の有志の従事者が、
経営陣・本部の「壁打ち役」とし
て、検討中の戦略・施策等につい
て定期的な話し合いの場を持ち、
現場視点・従事者視点での提言・
意見具申を経営陣に行うなど、
シャドーボード（影の取締役会）
としての役割を担う組織です。

特集

01

当社グループでは、従事者が当事者意識と貢献意欲を持って、地域・当社グループの未来創造に向けて
チャレンジする企業文化の醸成を図るため、幅広い世代の従事者が「経営陣に本気の提言をする」手挙げ
の機会を作っています。

　2023年3月、 パ ー パ ス 制 定・「 中 期 計 画
2024」策定から約1年前に遡ったこの時期に、
有志の20代若手従事者16名からなる「未来創

造タスクフォース」は、「地域・当社グループの目指したい／
目指すべき10年後の未来像」について、社外役員を含む取締役
会メンバーに提言プレゼンテーションを実施しました。
　人口転出超過問題に悩まされる広島県にあって、「日本一、
若者が集まる地域を目指したい！」という彼ら／彼女らが掲げ
る未来像は、「中期計画2024」における「10年後の目指す姿」やマテリアリティ（優先
取組課題）を検討・議論していくうえでの礎となりました。
　加えて、「この未来創造タスクフォースのような普段とは異なる仲間と、普段とは異
なる場所で、普段とは異なるミッションを遂行していく“越境経験”の場をもっと増やし、
地域や当社グループの未来を変えていくという当事者意識とチャレンジ精神を持った人
を増やしたい！」という「未来創造タスクフォース」からのメッセージは大きな反響を
呼び、新たな“越境体験”の手挙げ施策が次々と生み出されるキッカケとなりました。
　部谷社長自ら再三に亘って訴えてきた「内ではなく外に目を向けて、失敗を恐れずチャレンジ」という意識改
革のメッセージも現在では組織内で着実に浸透してきており、自ら手を挙げて日常の一歩外に飛び出すことにチャ
レンジする“越境人財”が数多く生まれ始めています。　

有志の20代若手従事者の提言から広がった“越境経験”の輪！未来創造
タスク

フォース 

当社版シャドーボード躍動！ 幅広い世代の従事者の提言が次々と形に！未来創造推進
ワーキング
グループ

シャドーボードの
役割・機能

本部の
壁打ち役となる

経営陣と
話し合いの
 場を持つ

当社版シャドーボード「未来創造推進ワーキンググループ」の活動コンセプト

中長期的な取組み事項や新たな発想が必要な事項など、
新施策を検討する本部へのフィードバックを行う

未来創造推進WG

本　部

若手世代
グループ

中堅・中核世代
グループ

フィード
バック

検討施策の
事前共有

経営陣への
インスピレーション

（新たな気づきの提供)

世代間の
インクルージョン(包摂)

中長期的な「目指す姿」の実現に向けて、個別テーマを
設定し、経営陣・本部等への提言・意見具申を行う

未来創造推進WG

経営陣

若手世代
グループ

中堅・中核世代
グループ

提言

意見具申

提言

意見具申

異なる世代の視点を
経営の舵取りに役立てる

異なる世代間の相互理解と
一体感の醸成に繋げる

─ 未来創造タスクフォース・未来創造推進ワーキンググループ ─
未来をひろげる取組み

未来創造

33

何者で、どこから来たのか なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか

ひろぎんホールディングス 統合報告書 2025　本編 34

　2023年度の未来創造推進ワーキンググループ（第1期）は、「中期計画2024」の検討・策定プロセスに関与し、各
戦略テーマの検討内容について、実際の取締役会資料等を基にした説明・共有を受け、「この内容が明日通達で出たら、
どのように受け止める？」といった観点から、本部各所管部に対して、率直な意見・フィードバックを実施しました。
　2024年1月には、活動の集大成として、経営陣に対する直接のプレゼンテー
ションの場を持ち、「新しい中期計画に相応しい、新しい社内伝達・浸透の在
り方」について提言を行いました。提言を受けて、急遽、1,000人規模のコン
サートホールを貸し切ってのインフォメーションセッション（新中計社内発表
会）の開催が決定し、未来創造推進ワーキンググループの代表メンバーが策
定に携わってきた「中期計画2024」への想いを社長と並んでプレゼンテーショ
ンするなど、複数の提言施策が即実行に移され、従事者が経営陣の直接のメッ
セージを知る場や現場の意見反映の場が増えていくキッカケとなりました。

　2024年度の未来創造推進ワーキンググループ（第2期）は、パーパス制定初年度として、「パーパスの具現化」
をテーマとした討議活動と、「働きがい・従事者活躍」と「ブランディング（パーソナリティ）」という2つのサブ
テーマの分科会活動を併行して行い、「討議したことを各職場で実践して、その成果を持ち寄って、それを社内で
広げるための方策を討議して・・・」という“実践志向”の活動を展開しました。
　「パーパスの具現化」に向けては、「そもそもパーパスを具現化している人ってどんな人？」という素朴な問い
から出発し、各メンバーがそれぞれ思い浮かべる“パーパス体現者”にインタビューを実施。最終的には、メンバー
の志願により、部谷社長自身のマイパーパスのインタビューも敢行し、「未来をひろげるインタビューレポート集」

（パーパス・パーソナリティ実践事例集）として社内刊行しました。
　2025年1月の経営プレゼンテーションでは、パーパスの社内浸透状況について率直な現場実感を経営陣に共有する
とともに、「パーパスの具現化」、「働きがい・従事者活躍」、「ブランディング（パーソナリティ）」の各テーマに関す
る具体的な施策提言を実施しました。
　提言を受けて、2025年5月に、各社・各地区・各部店単位のパーパス・
パーソナリティ浸透・実践の推進役として計65名のブランディング委員
が新たに任命されたほか、2025年8月に、職場単位のエンゲージメント
経営（働きやすく働きがいのある職場の実現）に関する表彰部門が新設
されるなど、未来創造推進ワーキンググループの提言は着実に形になっ
ており、当社グループが「10年後の目指す姿」の実現に向けて歩みを進
めていく原動力になっています。

手挙げ制の主な”越境経験”施策

分類 名称 概要 2024年度実績

当社グループ
内での“越境”

未来創造推進ワーキンググループ
（当社版シャドーボード）

経営テーマに関する討議活動を行い、経営陣に対して
直接提言・意見具申を行う仕組み 12名

役員へのリバースメンター 従事者が役員のメンターとなり、アドバイスやフィー
ドバックを行う制度 24名

社内インターンシップ 興味・関心がある部署・グループ会社で、数日～10
日間の業務体験をする制度 306名

当社グループ
外への“越境”

ひらめき☆1Days
（越境業務体験制度）

自ら希望する部署・グループ会社・外部企業で、年間
5日まで職場を離れて業務体験する制度

19名
（外部企業のみ）

はたフル※越境交流ワークショップ ウェルビーング、キャリア、ジェネレーションギャッ
プのテーマ毎の1日開催型の越境交流ワークショップ

55名
（2025年度実績）

はたフル※クロスメンタリング 会社の枠を超えて、女性ロールモデルとのマッチング
を行い、1on1面談等を行う越境プロジェクト

20名
（2025年度実績）

はたフル※Prideプロジェクト ジェンダーダイバーシティの理解促進、LGBTQ当事
者・アライの輪を広げる越境プロジェクト

4名
（2025年度実績）

はたフル※共育てプロジェクト 共働きのビジネスパーソンがワークライフインテグ
レーションに関する提言を行う越境プロジェクト

10名
（2025年度実績）

未来創造タスクフォースの
提言から生まれた施策！

未来創造タスクフォースの
提言から生まれた施策！

2021年度比 約7倍！

未来創造タスクフォースの
提言から生まれた施策！

2025年度の新規施策！

2025年度の新規施策！

2025年度の新規施策！

2025年度の新規施策！

2023年度 未来創造推進ワーキンググループ（第１期）の活動

2024年度 未来創造推進ワーキンググループ（第２期）の活動

提言の骨子
経営陣の直接のメッセージを知る機会や
現場の意見反映の場を増やして欲しい

実現した提言施策
●�1,000名規模のインフォメーションセッ

ション（社内説明会）開催と代表メン
バー登壇

●�計50回超のタウンホールミーティング 
（経営陣と従事者の対話機会）の実施
●�社長とのQ&Aセッションや社内IRの実施

提言の骨子
同じテーマや問題意識を持つ人同士を〈橋渡し〉

する施策や体制づくりを進めて欲しい

実現した提言施策
●�パーパス・パーソナリティ実践事例集発行
●�ブランディング委員の任命
●�従事者エンゲージメントに関する社内表彰

部門の新設
●�社内のロールモデルやキャリアを知る施策
（キャリアフォーラム）の開催（＊検討中）
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当社グループの目指す姿の実現

地域活性化指標地域のマテリアリティ
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（業績予想の前提となるマーケットシナリオ）
円貨金利：（短期）日銀政策金利	 0.50% 	 （長期）10年国債金利	 1.40%
外貨金利：（短期）FF金利	 3.75%	 （長期）米10年国債金利	 4.50%
為替（ドル／円）：	 145円
日経平均株価：	 35,000円

　（億円） 2024年度実績（前年比） 2025年度見込（前年比）

連結粗利益 1,128 （＋121） ― （―）

経常利益 521 （＋180） 570 （＋49）

親会社株主に帰属する当期純利益 358 （＋82） 400 （＋42）

（ご参考）営業経費 641 （＋62） ― （―）

　（億円） 2024年度実績（前年比） 2025年度見込（前年比）

コア業務粗利益 1,065 （＋145） 1,185 （＋120）

コア業務純益 490 （＋101） 570 （＋80）

経常利益 477 （＋163） 520 （＋43）

当期純利益 329 （＋64） 365 （＋36）

（ご参考）与信費用 23 （△121） 70 （＋47）

ひろぎんホールディングス・連結

広島銀行・単体

財務担当役員メッセージ
企業価値向上に向けて

「金利ある世界」での資本効率の改善、
企業価値の向上に向けて

　2024年度は、新たに始動した「中期計画2024」
のもと、法人ソリューション、地域開発ビジネス、
船舶ファイナンスといった重点戦略領域に経営資源
を優先的に投入し、成長に向けた戦略施策の加速に
取組んでまいりました。また、ROEの向上に向け、
収益の最大化はもちろんのこと、これまで以上に資
本効率を意識した運営を徹底するとともに、経営管
理の高度化にも努めております。

過去最高益を更新、
持続的成長に向けた収益基盤を強化
　2024年度は、日本銀行によるマイナス金利政策の
解除および追加利上げをはじめとする金融政策の転
換により、市場環境が大きく変化した一年となりま
した。こうした環境下、地元を中心とした貸出金の
増加や利回りの改善による貸出金利息の増加、さら
に有価証券運用の収益力強化が追い風となり、資金
利益は大幅に増加いたしました。その結果、本業収
益が堅調に推移し、連結粗利益は前年比121億円増
の1,128億円となりました。
　一方、中期計画2024で掲げる「コストをかけて
トップラインを引き上げる」方針のもと、人的資本
投資やDX・IT投資を中心とした成長投資を積極的
に展開し、持続的成長に向けた収益基盤の強化を
図った結果、営業経費は前年比62億円増加となりま
したが、親会社株主に帰属する当期純利益は前年度
比82億円増の358億円となり、過去最高益を更新し
ました。

法人分野を軸とした収益の最大化による
2期連続の最高益
　2025年度は、米国の関税見直しを契機に景気の先
行きや市場動向が不透明ななか、お客さまのニーズ
や課題は一層多様化・複雑化することが予想されま
す。こうした状況に対応するため、当社グループは
他行に先駆けて取組んできた事業性評価を起点とし、
お取引先の真の課題を的確に把握し、最適なソリュー
ションの提供に努めてまいります。特に、地域再開
発や船舶関連産業の堅調な資金需要を捉え、資金仲
介機能を最大限に発揮することで、貸出金利息の増
加をはじめとした収益の着実な積み上げを目指しま
す。また、地元企業の成長投資や事業再生ニーズに
対応した事業承継・M&A支援を積極的に展開し、役
務取引等の利益拡大にも注力してまいります。これ
らの取組みを着実に進めることで、親会社株主に帰
属する当期純利益は2024年度比42億円増の400億円
と、2期連続の最高益更新を見込んでおります。

　「金利ある世界」を本格的に迎える中、当社は銀行
を中心とした資産・負債の最適管理を通じて、安定
的かつ持続可能な資金利益を確保できる収益基盤の
構築を進めてまいります。引き続き、着実な利益の
積み上げ、成長投資、株主還元のバランスが取れた
経営を推進し、持続的な企業価値の向上を図るとと
もに、早期に連結PBR1倍超の達成を実現すべく全
力を尽くしてまいります。今後とも、株主・投資家
の皆さまのご期待にお応えできるよう、誠実かつ透
明性の高い財務運営に努めてまいりますので、引き
続きご支援賜りますよう、お願い申し上げます。

2024年度の振返り 2025年度の業績見通し

2024年度の業績および2025年度の業績見通し

着実な利益の積上げ、
成長投資、株主還元の

バランスが取れた経営を進め、
持続的な企業価値の向上を

目指していきます。
取締役専務執行役員 廣江 裕治
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なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか
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「中期計画2024」
目標 9.5%以上

連結ROE向上による
PBR1倍超を目指す

中期計画2024中期計画2020

資金量計画　（単位：億円） 資金利益計画　（単位：億円）

RWA 計画

64,845

0.93%

68,319

1.11%

*政府向け貸出除く

74,070
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貸出金（円貨）

7,047
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7,322

3.40%

8,000

3.09%

貸出金（外貨）
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0.28%

100,800

0.45%
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2024年度

4兆853億円

事業性貸出
+4,100

個人ローン
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貸出金利息　＋490
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その他
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（※）その他は従業員持株会等
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「強み」を活かした
ビジネス展開

法人ソリューション

「構造改革」を
進める業務領域

事業分野 収益・人員配置計画

2023年度実績
中計スタート前

72名

2024年度実績

94名

74億円

2025年度計画

136名

84億円

2028年度計画
160名

約110億円
（約85億円）58億円

地域開発ビジネス
33名 35名

28億円

37名

32億円

48名

約40億円
（約35億円）20億円

4.6% 4.6% 4.6% 5.0%

1.6% 2.2% 2.3% 2.4%

船舶ファイナンス
31名 34名

123億円

35名

132億円

43名

約160億円
（約120億円）103億円

有価証券運用・ALM
45名 47名

125億円

48名

156億円

52名

約225億円
（約200億円）65億円

1.0% 1.5% 1.6% 2.0%

関連収益 人員配置 RORA （　）内は中計見直し前の目標値

（参考）
上場株式
銘柄数

純資産に
占める比率

（非上場株式を含む）

みなし
保有株式

上場株式

非上場株式

94 88
79

75

個人・その他

事業法人

金融機関等 

海外
機関投資家

折線グラフ：地元法人・個人の保有割合（所有株式数）

2024年3月末

20.3%

26.4%

34.8%

40.5%

12.9%

21.1%

25.8%

35.2%

39.7%

13.3%

20～25%

30%

40%

25～30%

15～20%

2025年3月末 目指す水準

配当金総額
（予定含む）

自己株式
取得総額

（予定含む）

1 株当たりの
配当金額

163

54.0円

27.0円

37.0円

48.0円

77.0円

50

62.4 70.2 74.9 74.9 84.3 114.4

30
146.6

39（注）2

（見直し前）
60円

20.0円 22.5円 24.0円 24.0円

2022年

17,604

2023年

17,683

2024年

17,798

（資料）帝国データバンク調査

（経営指標） 見直し前 見直し後

連結ROE 7%以上 ➡︎ 9.5%以上

連結自己資本比率 11%程度 ➡︎ ー
（現行通り）

連結BPS 2,000円以上 ➡︎ ー
（現行通り）

+
地域活性化指標の達成に向けた当社グループの取組みを一部見直し

（利益水準）

親会社株主に
帰属する当期純利益 450億円 ➡︎ 570億円

（その他シナリオ） 見直し前 見直し後

円貨金利 10年国債金利 1.50% 2.00%

外貨金利
FF金利 3.00% 3.75%
米10年国債金利 3.75% 4.30%

為替（ドル／円） 135円 140円
日経平均株価 41,000円 44,000円

（政策金利）

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度
上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期

日本銀行
政策金利

（注）貸出金利息・有価証券利息配当金は、外部調達費用控除後

貸出金・預金利息等

非資金利益

経費

「金利ある世界」におけるアセットを活用した収益の強化
　「金利ある世界」は、アセットの有効活用を通じて新
たな収益機会を創出する絶好の機会であると捉えて
おります。一方で、リスクとリターンのバランスを
これまで以上に慎重に見極め、効率的な資本運営を
行うことが強く求められる環境でもあります。

RORAの向上

　当社では、RORA（リスクアセット収益率）の向
上を常に意識しながら、持続的な資本効率の改善に
取組んでまいります。
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2023年
3月末

437

1,242

763

42
2024年
3月末

261
906億円

603
42

2025年
3月末

2022年
3月末

2023年
3月末

28.6%
（29.6%）

2024年
3月末

22.4%
（23.2%）

2025年
3月末

17.1%
（18.0%）

27.9%
（28.9%）

縮減目標

2026年4月
0.75％

2027年4月
1.00％

0.1％

2021年度
実績

4.5%

2022年度
実績

2.5%

2023年度
実績

5.4%

2024年度
実績

6.9%

2025年度
計画

7.8%

2028年度
計画

有価証券利回りの改善
ストラクチャード
ファイナンスの強化等

「中期計画2024」
目標 9.5%以上

連結ROE向上による
PBR1倍超を目指す

中期計画2024中期計画2020

資金量計画　（単位：億円） 資金利益計画　（単位：億円）

RWA 計画

64,845

0.93%

68,319

1.11%

*政府向け貸出除く

74,070

1.55%

貸出金（円貨）

7,047

4.06%

7,322

3.40%

8,000

3.09%

貸出金（外貨）

93,530

0.11%

95,243

0.28%

100,800

0.45%

預金等

2024年度
実績

2025年度
実績

2028年度
実績

2024年度

4兆853億円

事業性貸出
+4,100

個人ローン
+1,000

有価証券
+2,000

貸出金利息　＋490
（約1,400億円）

その他

2028年度

2024年度 2028年度
中期計画最終年度

4兆8,300億円

2024年度
実績

2025年度
実績

2028年度
実績

2024年度
実績

2025年度
実績

2028年度
実績

資金量 利回り

（※）その他は、日銀預け金利息、日銀借入金利息等含む
（　 ）は、2028年度中期計画最終年度の資金利益

（※）その他は従業員持株会等

円貨
＊政府向け貸出除く

＋544

円貨
△341

預金等利息
△345

（約450億円）

外貨
△3

有価証券
受配

+100
（約225億円）

その他※

+114

外貨
△39

残高要因
+143

利回り要因
＋401

残高要因
+29

利回り要因
△69

政府向け
貸出金
△16

（単位：億円）

1,215
億円

円貨バランスシート（億円）

外貨バランスシート（百万米ドル）

預
金

市
場
調
達

2025年3月末 2025年3月末

2025年3月末 2025年3月末

1,396

5,570

4,724

2,234

当社グループの

「強み」を活かした
ビジネス展開

法人ソリューション

「構造改革」を
進める業務領域

事業分野 収益・人員配置計画

2023年度実績
中計スタート前

72名

2024年度実績

94名

74億円

2025年度計画

136名

84億円

2028年度計画
160名

約110億円
（約85億円）58億円

地域開発ビジネス
33名 35名

28億円

37名

32億円

48名

約40億円
（約35億円）20億円

4.6% 4.6% 4.6% 5.0%

1.6% 2.2% 2.3% 2.4%

船舶ファイナンス
31名 34名

123億円

35名

132億円

43名

約160億円
（約120億円）103億円

有価証券運用・ALM
45名 47名

125億円

48名

156億円

52名

約225億円
（約200億円）65億円

1.0% 1.5% 1.6% 2.0%

関連収益 人員配置 RORA （　）内は中計見直し前の目標値

（参考）
上場株式
銘柄数

純資産に
占める比率

（非上場株式を含む）

みなし
保有株式

上場株式

非上場株式

94 88
79

75

個人・その他

事業法人

金融機関等 

海外
機関投資家

折線グラフ：地元法人・個人の保有割合（所有株式数）

2024年3月末

20.3%

26.4%

34.8%

40.5%

12.9%

21.1%

25.8%

35.2%

39.7%

13.3%

20～25%

30%

40%

25～30%

15～20%

2025年3月末 目指す水準

配当金総額
（予定含む）

自己株式
取得総額

（予定含む）

1 株当たりの
配当金額

163

54.0円

27.0円

37.0円

48.0円

77.0円

50

62.4 70.2 74.9 74.9 84.3 114.4

30
146.6

39（注）2

（見直し前）
60円

20.0円 22.5円 24.0円 24.0円

2022年

17,604

2023年

17,683

2024年

17,798

（資料）帝国データバンク調査

2024年度
実績

6.9%

2028年度
計画

9.5%以上

ROE向上 
2024年度

実績

0.87%

2028年度
計画

1.2％程度

RORA改善

2024年度
実績

8.1倍

2028年度
計画

8倍程度

財務レバレッジコントロール

（株主さまからの）
期待成長率の向上

PER向上 

企業価値向上
PBR 1倍超

地域経済成長への貢献
「中期計画2024」で

掲げた目標の実現

中長期的な取組み

資本市場との対話強化

×

×
 見直し前　  見直し後

（貸出金）	
●�事業性貸出金・個人ローンの平均年率3％
●�貸出金利の政策金利に対する追随率は、

短期プライムレートは長期：80％、短
期：50％、市場連動・長期固定：100％

（預金）	
●�円貨預金の平均年率2％
●�預金金利の政策金利に対する追随率は、

流動性：40％、定期性：50%程度

（法人）	
●�新たなソリューション提供やさらなるリ

スク・テイクの発揮
　�（戦略・実施施策については検討中）

計画の前提2024年度 … 2028年度 2024年度
対比

見直し前
対比

広島銀行

資金利益 859億円 1,215億円 +356億円 +245億円

うち貸出金利息・預金利息等 708億円 870億円 +162億円 +133億円

うち有価証券利息配当金 130億円 225億円 +95億円 +25億円

非資金利益 205億円 265億円 +60億円 +50億円

うち法人ソリューション 74億円 110億円 +36億円 +25億円

うちアセットマネジメント 42億円 60億円 +18億円 +5億円

コア業務粗利益 1,065億円 ➡ 1,480億円 +415億円 +295億円

経費 575億円 665億円 +90億円 +95億円

コア業務純益 490億円 865億円 +375億円 +250億円

うち与信費用 23億円 80億円 +57億円 ±0億円

当期純利益 329億円 520億円 +191億円 +110億円

当期純利益（合計） 29億円 48億円 +19億円 +8億円

広島銀行
以外 親会社株主に帰属する当期純利益 358億円 570億円 +212億円 +120億円

（人件費）	
●�年平均3％のベースアップ等
●�25年度人事制度改正　等

（物件費）
●基幹系システム移行
●DX投資　等

’24年度対比
＋約40億円　

’24年度対比
＋約50億円

　2024年4月に「中期計画2024」をスタートして以
降、日本銀行によるマイナス金利政策の解除や追加
利上げなど、急速な金融政策の転換を背景に、金利
水準およびマーケット環境が大きく変化しました。
そのため、「中期計画2024」策定時に想定していた
マーケットシナリオとの間に大きな乖離が生じまし
た。こうした外部環境の変化を踏まえ、当社は2025
年5月に「中期計画2024」の見直しを行いました。

　「中期計画2024」では、連結ROE9.5％の達成を
目標として定めました。また、有価証券利回りのさ
らなる改善やストラクチャードファイナンスの強化
といった追加施策により、連結ROE10％超も展望し
ております。当社は、当社株式に係る資本コストを
6～10％と認識しており、これを上回るROEを安定
的に実現することで、連結PBR1倍超の早期達成を
目指してまいります。
　PBRの向上にはROEの改善が不可欠であることから、
今後も「RORA（Return on Risk-Weighted Assets：
リスクアセット対比利益）の向上」と「財務レバレッ
ジの適切な管理」を通じて、資本効率の一層の強化
を図ってまいります。
　あわせて、株主の皆さまからの期待成長率を高め
るべく、「中期計画2024」で掲げる重点テーマであ
る「地域活性化の実現」に向けて取組むとともに、
資本市場との対話を強化してまいります。

中期計画2024の見直し 企業価値の向上に向けて
　日本銀行の政策金利が段階的に1.0%まで上昇する
という新たな金利シナリオを前提とし、親会社株主
に帰属する当期純利益の目標も、450億円から570
億円へと上方修正しました。それに伴い、収益性の
経営指標である連結ROEについて、従来の目標で
あった7.0%を大きく上回る9.5%（2028年度）へと
引き上げました。

主な見直し内容（2025年5月見直し）

「中期計画2024」における利益計画　（2025年5月見直し）

マーケットシナリオ

財務担当役員メッセージ
企業価値向上に向けて

ひろぎんホールディングス 統合報告書 2025　本編 4039

なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか



アセットアロケーションの見直し
　収益性・リスク・資本効率の観点からバランス
シートの最適化を進めてまいります。特に、貸出金
については、地元の資金需要に積極的に対応するな
か、ストラクチャードファイナンス等の収益性（＝
スプレッド）の高いアセットの増強を戦略的かつ計
画的に進めていく方針です。こうした貸出ポート
フォリオの質的改善は、単なる短期的な収益の積み
増しにとどまらず、中長期的な企業価値の持続的な
向上につながると考えております。
　当社では、RORA（リスクアセット収益率）の向
上を常に意識しながら、持続的な資本効率の改善に
取組んでまいります。

預金の増強に向けて
　預金の増強に向けて、個人預金については、信託
などを活用した富裕層向けコンサルティングによる
預金獲得の強化に加え、デジタルアプリを通じた若
年層へのアプローチを積極的に進めてまいります。
法人預金については、既存のお取引先とのリレー
ションを基盤とし、貸出金シェアに見合った預金
シェアの確保を図るとともに、純預金先に対するア
プローチにも注力してまいります。

（ご参考）広島銀行のバランスシートの状況

　日本銀行の政策金利が変動した場合の資金利益への影響は以下のとおりです。

日銀の政策金利引上げによる影響

収益のドライバー
　当社グループの強みを活かしたビジネス展開とし
て、「法人ソリューション」、「地域開発ビジネス」、

「船舶ファイナンス」、構造改革を進める業務領域と
して、「有価証券運用・ALM」に注力してまいります。

　こうした注力分野に対し、経営資源（ヒト・カネ） 
を優先的かつ積極的に投入することにより、収益の
成長ドライバーとして確立させてまいります。

　当社では、HD連結自己資本比率の目処を11％とす
る中、配当性向40％程度と、機動的な自己株式の取
得を実施する株主還元方針を定めております。
　自己資本比率11％は、ストレス時における規制値
以上の自己資本比率を維持することが可能な水準と
して設定しております。2025年度の１株当たりの配
当金は54円、配当性向は40.4％となる見込であり、
１株当たりの配当金は右肩上がりを実現しております。

株主還元方針

　また、2025年度においては、50億円の自己株式取
得を実施する予定です。その結果、2025年度の総還
元性向は、53.3％程度となる見込です。 
　なお、現中期計画期間中においては、利益水準の
向上により１株当たりの配当金額の増配を目指し、最
終年度である2028年度においては、親会社株主に帰
属する当期純利益570億円の達成により、1株当たり
の配当金額77円を目指してまいります。

自己資本比率
（HD連結）

11%
程度を目処

基本的な考え方 株主還元方針

株主還元

継続的かつ着実な利益
（内部留保）の積上げ

バランスの取れた経営 配当性向 40%程度

●�自己資本比率における連単差（HD連結と銀行単
体の差）は、約1.0pt。

●�銀行単体で10%程度の自己資本比率を確保でき
ていれば、ストレス時においても、規制値以上
の自己資本比率を維持することが可能。

アセットの積上げ
戦略分野、人的資本への投資拡充等

収益力強化に向けた資本活用 総還元性向 機動的な
自己株式取得

純資産に占める比率：（上場株式＋みなし保有株式）÷連結純資産

その他

10%超を展望

有価証券

財務省貸出

市場連動

プライム連動
流動性預金

定期性預金
(NCD含む)

その他

固定金利

20,333

109,452

16,088

15,826

68,780

23,371

3,110
14,191

109,452

6,966 6,966

19,769

30,813

6,623
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金
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有
価
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その他 8
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1,242
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2024年
3月末

261
906億円

603
42

2025年
3月末

2022年
3月末

2023年
3月末

28.6%
（29.6%）

2024年
3月末

22.4%
（23.2%）

2025年
3月末

17.1%
（18.0%）

27.9%
（28.9%）

縮減目標

2026年4月
0.75％

2027年4月
1.00％

0.1％

2021年度
実績

4.5%

2022年度
実績

2.5%

2023年度
実績

5.4%

2024年度
実績

6.9%

2025年度
計画

7.8%

2028年度
計画

有価証券利回りの改善
ストラクチャード
ファイナンスの強化等

「中期計画2024」
目標 9.5%以上

連結ROE向上による
PBR1倍超を目指す

中期計画2024中期計画2020

資金量計画　（単位：億円） 資金利益計画　（単位：億円）

RWA 計画

64,845

0.93%

68,319

1.11%

*政府向け貸出除く

74,070

1.55%

貸出金（円貨）

7,047

4.06%

7,322

3.40%

8,000

3.09%

貸出金（外貨）

93,530

0.11%

95,243

0.28%

100,800

0.45%

預金等

2024年度
実績

2025年度
実績

2028年度
実績

2024年度

4兆853億円

事業性貸出
+4,100

個人ローン
+1,000

有価証券
+2,000

貸出金利息　＋490
（約1,400億円）

その他

2028年度

2024年度 2028年度
中期計画最終年度

4兆8,300億円

2024年度
実績

2025年度
実績

2028年度
実績

2024年度
実績

2025年度
実績

2028年度
実績

資金量 利回り

（※）その他は、日銀預け金利息、日銀借入金利息等含む
（　 ）は、2028年度中期計画最終年度の資金利益

（※）その他は従業員持株会等

円貨
＊政府向け貸出除く

＋544

円貨
△341

預金等利息
△345

（約450億円）

外貨
△3

有価証券
受配

+100
（約225億円）

その他※

+114

外貨
△39

残高要因
+143

利回り要因
＋401

残高要因
+29

利回り要因
△69

政府向け
貸出金
△16

（単位：億円）

1,215
億円

円貨バランスシート（億円）

外貨バランスシート（百万米ドル）

預
金

市
場
調
達

2025年3月末 2025年3月末

2025年3月末 2025年3月末

1,396

5,570

4,724

2,234

当社グループの

「強み」を活かした
ビジネス展開

法人ソリューション

「構造改革」を
進める業務領域

事業分野 収益・人員配置計画

2023年度実績
中計スタート前

72名

2024年度実績

94名

74億円

2025年度計画

136名

84億円

2028年度計画
160名

約110億円
（約85億円）58億円

地域開発ビジネス
33名 35名

28億円

37名

32億円

48名

約40億円
（約35億円）20億円

4.6% 4.6% 4.6% 5.0%

1.6% 2.2% 2.3% 2.4%

船舶ファイナンス
31名 34名

123億円

35名

132億円

43名

約160億円
（約120億円）103億円

有価証券運用・ALM
45名 47名

125億円

48名

156億円

52名

約225億円
（約200億円）65億円

1.0% 1.5% 1.6% 2.0%

関連収益 人員配置 RORA （　）内は中計見直し前の目標値

（参考）
上場株式
銘柄数

純資産に
占める比率

（非上場株式を含む）

みなし
保有株式

上場株式

非上場株式

94 88
79

75

個人・その他

事業法人

金融機関等 

海外
機関投資家

折線グラフ：地元法人・個人の保有割合（所有株式数）

2024年3月末

20.3%

26.4%

34.8%

40.5%

12.9%

21.1%

25.8%

35.2%

39.7%

13.3%

20～25%

30%

40%

25～30%

15～20%

2025年3月末 目指す水準

配当金総額
（予定含む）

自己株式
取得総額

（予定含む）

1 株当たりの
配当金額

163

54.0円

27.0円

37.0円

48.0円

77.0円

50

62.4 70.2 74.9 74.9 84.3 114.4

30
146.6

39（注）2

（見直し前）
60円

20.0円 22.5円 24.0円 24.0円

2022年

17,604

2023年

17,683

2024年

17,798

（資料）帝国データバンク調査

日銀政策金利
シナリオの前提
●�政策金利は、右記のとおり

段階的な引上げを想定
●�有 価 証 券 利 息 配 当 金 は、

225億円で変動なし

シミュレーション③ 1,235億円
（＋20億円）

貸出金利息	 1,140
△預金利息	 250
その他運用・調達	 △5

中計メインシナリオ 1,235億円
（±0億円）

貸出金利息	 1,290
△預金利息	 355
その他運用・調達	 15

シミュレーション② 1,175億円
（△40億円）

貸出金利息	 1,400
△預金利息	 450
その他運用・調達	 40

シミュレーション① 1,110億円
（△105億円）

貸出金利息	 1,465
△預金利息	 515
その他運用・調達	 60

資金利益影響
（　）はメインシナリオとの差

0.5%

2026年4月
0.75%

2027年4月
1.00%

2028年4月
1.25%

株主還元の考え方

純資産に占める比率：（上場株式＋みなし保有株式）÷連結純資産

その他

10%超を展望

有価証券

財務省貸出

市場連動

プライム連動
流動性預金

定期性預金
(NCD含む)

その他

固定金利

20,333

109,452

16,088

15,826

68,780

23,371

3,110
14,191

109,452

6,966 6,966

19,769

30,813

6,623

貸
出
金

預
金

貸
出
金

有
価
証
券

その他 8

664

1,432

722

46
2022年
3月末

792

1,476

638

46
2023年
3月末

437

1,242

763

42
2024年
3月末

261
906億円

603
42

2025年
3月末

2022年
3月末

2023年
3月末

28.6%
（29.6%）

2024年
3月末

22.4%
（23.2%）

2025年
3月末

17.1%
（18.0%）

27.9%
（28.9%）

縮減目標

2026年4月
0.75％

2027年4月
1.00％

0.1％

2021年度
実績

4.5%

2022年度
実績

2.5%

2023年度
実績

5.4%

2024年度
実績

6.9%

2025年度
計画

7.8%

2028年度
計画

有価証券利回りの改善
ストラクチャード
ファイナンスの強化等

「中期計画2024」
目標 9.5%以上

連結ROE向上による
PBR1倍超を目指す

中期計画2024中期計画2020

資金量計画　（単位：億円） 資金利益計画　（単位：億円）

RWA 計画

64,845

0.93%

68,319

1.11%

*政府向け貸出除く

74,070

1.55%

貸出金（円貨）

7,047

4.06%

7,322

3.40%

8,000

3.09%

貸出金（外貨）

93,530

0.11%

95,243

0.28%

100,800

0.45%

預金等

2024年度
実績

2025年度
実績

2028年度
実績

2024年度

4兆853億円

事業性貸出
+4,100

個人ローン
+1,000

有価証券
+2,000

貸出金利息　＋490
（約1,400億円）

その他

2028年度

2024年度 2028年度
中期計画最終年度

4兆8,300億円

2024年度
実績

2025年度
実績

2028年度
実績

2024年度
実績

2025年度
実績

2028年度
実績

資金量 利回り

（※）その他は、日銀預け金利息、日銀借入金利息等含む
（　 ）は、2028年度中期計画最終年度の資金利益

（※）その他は従業員持株会等

円貨
＊政府向け貸出除く

＋544

円貨
△341

預金等利息
△345

（約450億円）

外貨
△3

有価証券
受配

+100
（約225億円）

その他※

+114

外貨
△39

残高要因
+143

利回り要因
＋401

残高要因
+29

利回り要因
△69

政府向け
貸出金
△16

（単位：億円）

1,215
億円

円貨バランスシート（億円）

外貨バランスシート（百万米ドル）

預
金

市
場
調
達

2025年3月末 2025年3月末

2025年3月末 2025年3月末

1,396

5,570

4,724

2,234

当社グループの

「強み」を活かした
ビジネス展開

法人ソリューション

「構造改革」を
進める業務領域

事業分野 収益・人員配置計画

2023年度実績
中計スタート前

72名

2024年度実績

94名

74億円

2025年度計画

136名

84億円

2028年度計画
160名

約110億円
（約85億円）58億円

地域開発ビジネス
33名 35名

28億円

37名

32億円

48名

約40億円
（約35億円）20億円

4.6% 4.6% 4.6% 5.0%

1.6% 2.2% 2.3% 2.4%

船舶ファイナンス
31名 34名

123億円

35名

132億円

43名

約160億円
（約120億円）103億円

有価証券運用・ALM
45名 47名

125億円

48名

156億円

52名

約225億円
（約200億円）65億円

1.0% 1.5% 1.6% 2.0%

関連収益 人員配置 RORA （　）内は中計見直し前の目標値

（参考）
上場株式
銘柄数

純資産に
占める比率

（非上場株式を含む）

みなし
保有株式

上場株式

非上場株式

94 88
79

75

個人・その他

事業法人

金融機関等 

海外
機関投資家

折線グラフ：地元法人・個人の保有割合（所有株式数）

2024年3月末

20.3%

26.4%

34.8%

40.5%

12.9%

21.1%

25.8%

35.2%

39.7%

13.3%

20～25%

30%

40%

25～30%

15～20%

2025年3月末 目指す水準

配当金総額
（予定含む）

自己株式
取得総額

（予定含む）

1 株当たりの
配当金額

163

54.0円

27.0円

37.0円

48.0円

77.0円

50

62.4 70.2 74.9 74.9 84.3 114.4

30
146.6

39（注）2

（見直し前）
60円

20.0円 22.5円 24.0円 24.0円

2022年

17,604

2023年

17,683

2024年

17,798

（資料）帝国データバンク調査

財務担当役員メッセージ
企業価値向上に向けて
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なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか



2023年度 2024年度 2025年度
（予定）

機関投資家
向け説明会 3回 6回 8回

機関投資家　
との個別面談

31社
（うち海外12社）

43社
（うち海外11社）

50社
程度

個人投資家等
向け説明会 3回

4回
（うち法人取引先

向け2回）
4回

地元での会社説明会開催
　法人のお取引先さまを対象とした会社説明会を初めて開催しました。本説明会は、
当社事業のご理解をより一層深めていただくことを目的として、広島、福山の2会
場で開催し、約150社のお取引先さまにご来場いただきました。

　地元の個人投資家さま向けを対象とした「広島IRセッション」を3年連続で開催し
ました。本セッションは、広島の魅力を発信することを目的に、広島県竹原市ご出
身の個人投資家である桐谷広人さまの講演会、地元の神楽団による神楽公演、当社
株主優待制度のカタログギフトに商品提供いただいている地元企業の商品をピック
アップした物販イベントを同時開催し、多数のお客さまに来場いただきました。

（ご参考）株式売出し（2025年7月実施）について

目指す株主構成について

法人の
取引先さま向け

会社説明会

個人
投資家さま向け

会社説明会

　開示内容の充実を含む積極的な情報開示は、当社
グループに対する投資家の皆さまの成長期待の醸成
につながるものと考えております。また、皆さまとの
エンゲージメントは、貴重な学びや気づきを得られる
極めて重要な機会であり、いただいたご意見は取締
役会やマネジメントと共有のうえ、経営戦略に反映さ
せていくことが、財務担当役員としての重要なミッ
ションであると認識しております。今後も、皆さまと
の対話を通じていただいたご意見・ご提言を真摯に
受け止め、それを経営に活かすことで、企業価値の
最大化に向けた取組みを一層加速させてまいります。

投資家・アナリストの皆さまとのエンゲージメント

純資産に占める比率：（上場株式＋みなし保有株式）÷連結純資産

その他

10%超を展望

有価証券

財務省貸出

市場連動

プライム連動
流動性預金

定期性預金
(NCD含む)

その他

固定金利

20,333

109,452

16,088

15,826

68,780

23,371

3,110
14,191

109,452

6,966 6,966

19,769

30,813

6,623

貸
出
金

預
金

貸
出
金

有
価
証
券

その他 8

664

1,432

722

46
2022年
3月末

792

1,476

638

46
2023年
3月末

437

1,242

763

42
2024年
3月末

261
906億円

603
42

2025年
3月末

2022年
3月末

2023年
3月末

28.6%
（29.6%）

2024年
3月末

22.4%
（23.2%）

2025年
3月末

17.1%
（18.0%）

27.9%
（28.9%）

縮減目標

2026年4月
0.75％

2027年4月
1.00％

0.1％

2021年度
実績

4.5%

2022年度
実績

2.5%

2023年度
実績

5.4%

2024年度
実績

6.9%

2025年度
計画

7.8%

2028年度
計画

有価証券利回りの改善
ストラクチャード
ファイナンスの強化等

「中期計画2024」
目標 9.5%以上

連結ROE向上による
PBR1倍超を目指す

中期計画2024中期計画2020

資金量計画　（単位：億円） 資金利益計画　（単位：億円）

RWA 計画

64,845

0.93%

68,319

1.11%

*政府向け貸出除く

74,070

1.55%

貸出金（円貨）

7,047

4.06%

7,322

3.40%

8,000

3.09%

貸出金（外貨）

93,530

0.11%

95,243

0.28%

100,800

0.45%

預金等

2024年度
実績

2025年度
実績

2028年度
実績

2024年度

4兆853億円

事業性貸出
+4,100

個人ローン
+1,000

有価証券
+2,000

貸出金利息　＋490
（約1,400億円）

その他

2028年度

2024年度 2028年度
中期計画最終年度

4兆8,300億円

2024年度
実績

2025年度
実績

2028年度
実績

2024年度
実績

2025年度
実績

2028年度
実績

資金量 利回り

（※）その他は、日銀預け金利息、日銀借入金利息等含む
（　 ）は、2028年度中期計画最終年度の資金利益

（※）その他は従業員持株会等

円貨
＊政府向け貸出除く

＋544

円貨
△341

預金等利息
△345

（約450億円）

外貨
△3

有価証券
受配

+100
（約225億円）

その他※

+114

外貨
△39

残高要因
+143

利回り要因
＋401

残高要因
+29

利回り要因
△69

政府向け
貸出金
△16

（単位：億円）

1,215
億円

円貨バランスシート（億円）

外貨バランスシート（百万米ドル）

預
金

市
場
調
達

2025年3月末 2025年3月末

2025年3月末 2025年3月末

1,396

5,570

4,724

2,234

当社グループの

「強み」を活かした
ビジネス展開

法人ソリューション

「構造改革」を
進める業務領域

事業分野 収益・人員配置計画

2023年度実績
中計スタート前

72名

2024年度実績

94名

74億円

2025年度計画

136名

84億円

2028年度計画
160名

約110億円
（約85億円）58億円

地域開発ビジネス
33名 35名

28億円

37名

32億円

48名

約40億円
（約35億円）20億円

4.6% 4.6% 4.6% 5.0%

1.6% 2.2% 2.3% 2.4%

船舶ファイナンス
31名 34名

123億円

35名

132億円

43名

約160億円
（約120億円）103億円

有価証券運用・ALM
45名 47名

125億円

48名

156億円

52名

約225億円
（約200億円）65億円

1.0% 1.5% 1.6% 2.0%

関連収益 人員配置 RORA （　）内は中計見直し前の目標値

（参考）
上場株式
銘柄数

純資産に
占める比率

（非上場株式を含む）

みなし
保有株式

上場株式

非上場株式

94 88
79

75

個人・その他

事業法人

金融機関等 

海外
機関投資家

折線グラフ：地元法人・個人の保有割合（所有株式数）

2024年3月末

20.3%

26.4%

34.8%

40.5%

12.9%

21.1%

25.8%

35.2%

39.7%

13.3%

20～25%

30%

40%

25～30%

15～20%

2025年3月末 目指す水準

配当金総額
（予定含む）

自己株式
取得総額

（予定含む）

1 株当たりの
配当金額

163

54.0円

27.0円

37.0円

48.0円

77.0円

50

62.4 70.2 74.9 74.9 84.3 114.4

30
146.6

39（注）2

（見直し前）
60円

20.0円 22.5円 24.0円 24.0円

2022年

17,604

2023年

17,683

2024年

17,798

（資料）帝国データバンク調査

１株当たりの配当金額および配当性向・総還元性向の推移（億円）

（注）	1.2020年10月1日にひろぎんHDを設立したことを受け、2020年度は、広島銀行が実施した1株当たり12円（配当金総額3,748百万円）の中間配当と合計で記載しております。

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
計画

2028年度
（中計最終年度）

配当性向 24.3% 28.8% 34.6% 32.5% 67.1% 41.0% 40.5% 40.4% 約40%

総還元性向 24.3% 28.8% 34.6% 32.5% 67.1% 52.2% 51.7% 53.3% ｰ
親会社株主に帰属する
当期純利益 255億円 242億円 215億円 229億円 125億円 276億円 358億円 400億円 570億円

純資産に占める比率：（上場株式＋みなし保有株式）÷連結純資産

その他

10%超を展望

有価証券

財務省貸出

市場連動

プライム連動
流動性預金

定期性預金
(NCD含む)

その他

固定金利

20,333

109,452

16,088

15,826

68,780

23,371

3,110
14,191

109,452

6,966 6,966

19,769

30,813

6,623

貸
出
金

預
金

貸
出
金

有
価
証
券

その他 8

664

1,432

722

46
2022年
3月末

792

1,476

638

46
2023年
3月末

437

1,242

763

42
2024年
3月末

261
906億円

603
42

2025年
3月末

2022年
3月末

2023年
3月末

28.6%
（29.6%）

2024年
3月末

22.4%
（23.2%）

2025年
3月末

17.1%
（18.0%）

27.9%
（28.9%）

縮減目標

2026年4月
0.75％

2027年4月
1.00％

0.1％

2021年度
実績

4.5%

2022年度
実績

2.5%

2023年度
実績

5.4%

2024年度
実績

6.9%

2025年度
計画

7.8%

2028年度
計画

有価証券利回りの改善
ストラクチャード
ファイナンスの強化等

「中期計画2024」
目標 9.5%以上

連結ROE向上による
PBR1倍超を目指す

中期計画2024中期計画2020

資金量計画　（単位：億円） 資金利益計画　（単位：億円）

RWA 計画

64,845

0.93%

68,319

1.11%

*政府向け貸出除く

74,070

1.55%

貸出金（円貨）

7,047

4.06%

7,322

3.40%

8,000

3.09%

貸出金（外貨）

93,530

0.11%

95,243

0.28%

100,800

0.45%

預金等

2024年度
実績

2025年度
実績

2028年度
実績

2024年度

4兆853億円

事業性貸出
+4,100

個人ローン
+1,000

有価証券
+2,000

貸出金利息　＋490
（約1,400億円）
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（約120億円）103億円

有価証券運用・ALM
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上場株式
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海外
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折線グラフ：地元法人・個人の保有割合（所有株式数）
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40.5%

12.9%
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1 株当たりの
配当金額
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30
146.6

39（注）2

（見直し前）
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20.0円 22.5円 24.0円 24.0円
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（資料）帝国データバンク調査

財務担当役員メッセージ
企業価値向上に向けて
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なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか

目指す株主構成
　政策保有株式における持ち合い慣行の見直しが進
む中、今後は国内の金融機関等による株式保有比率
の低下が継続すると想定されます。こうした環境変化
を踏まえ、当社では持合解消の動きを一つの契機と
捉え、多様な株主との対話を通じて、株主構成の転
換を進めております。具体的には、海外機関投資家、
国内事業法人、個人投資家の皆さまの保有比率を高
めることを目指しております。特に、当社の営業基盤
である地元の株主比率を40％まで高めていきたいと

考えています。今後も、透明性の高い情報開示と建
設的な対話の強化を通じて、持続的成長に資する資
本市場との良好な関係構築に努めてまいります。

　株主の皆さまとの継続的な対話を行う中で、主に損害保険各社によ
る当社株式の政策保有分について、売却の意向を確認しました。当社
として最適な株式売却の手法を検討した結果、円滑な売却機会を提供
するとともに、当社が目指す株主構成の実現に資するものとして、株
式の売出しを実施しました。今後も、政策保有株式の相互保有からの
脱却を進めるとともに、当社の企業活動を中長期的な視点でご理解・
ご支援いただける幅広い投資家層の拡大および市場における流動性の
向上を目指してまいります。

資本市場との対話強化

純資産に占める比率：（上場株式＋みなし保有株式）÷連結純資産

その他

10%超を展望

有価証券

財務省貸出

市場連動
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流動性預金
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(NCD含む)
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ストラクチャード
ファイナンスの強化等

「中期計画2024」
目標 9.5%以上

連結ROE向上による
PBR1倍超を目指す

中期計画2024中期計画2020
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（資料）帝国データバンク調査

政策保有株式の推移

政策保有株式に係る方針等の詳細はp.120をご参照ください

　当社グループは、政策保有株式について、地域経
済の発展や当社グループの企業価値の向上に資する
など保有意義が認められる場合を除き、保有しない
ことを基本方針としております。
　縮減に向けて発行体企業との対話を進めた結果、
2025年3月末時点の政策保有株式（上場株式、みなし保
有株式の合計）の時価残高の連結純資産に対する比率
は17.1%となり、目標としていた20％未満を達成しました。
　今後も継続的に縮減を図り、「中期計画2024」の最

終年度である2029年3月末までに、連結純資産対比
15％未満を目指しています。

政策保有株式の縮減

TOPICS



ACTION

　今、広島県では環境、地域交通、医療・介護等様々な
地域課題が顕在化しています。当社グループは、そんな
地域課題一つ一つに向き合い、様々なパートナーと共に丁
寧に課題解決を行うことで、「活力あふれる地域」を実現

したいと考えています。「活力あふれる地域」とは、年代、
性別を問わず一人ひとりが誇りを持って夢や希望に挑戦
できる地域ではないでしょうか。私たちが住む広島の魅
力向上、愛され選ばれる地域への進化に貢献していきます。

　広島県は、2024年まで人口転出超過数が4年連続全国
最多であり、中でも20代の転出超過数が全体の6割超を
占めています。就職を機に県を離れる若者が多いことから、

「県内に若者が働きたいと思う魅力的な働き口が不足して
いること」や「ライブやテーマパーク等のエンターテイン
メントが不足していること」が転出超過の主な要因と言わ
れています。加えて、2024年問題を契機とする運輸・建
設業界を中心とした人手不足も深刻化を増しています。
当社グループが2025年4月に実施した経営者アンケート
調査では、「経営を取り巻く懸念材料」として「労働力不
足」を挙げる企業が5割弱となりました。
　「若者の減少」と「人手不足」という課題が顕在化する

中、当社グループでは地域の魅力向上に資する様々な取
組みを企図しています。2023年9月には、株式会社W 
TOKYOと「地方創生の推進に関する連携協定書」を締結
しました。若者を中心に圧倒的な発信力を誇る東京ガー
ルズコレクション（TGC）というプラットフォームを有す
る同社と連携することで、エンターテインメントの強化に
よる地域の新たな価値創造の実現を目指しております。
　若者の減少→人手不足→地元企業の活力低下という負
のスパイラルからの脱却には、地域そのものの魅力を高め、
人々が安心して誇りを持って暮らすことができる広島を実
現することが急務であり、地域総合サービスグループとし
て地域の魅力向上を牽引していきます。

2020年 2021年

5,270

2022年
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2023年
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2024年

11,409
10,711
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広島県転出超過数� （単位：人）

©ヒロマツホールディングス presents TGC 広島 2025 記者発表会

活力ある地域の実現

人口減少の抑制
マテリアリティ ❶

人口流出・人手不足の状況

10年後の目指す姿

若者が定住し活力あふれる地域

① 若者減少解消 広島県の人口社会増減

主要戦略 KPI

② 人手不足対策
2024年問題に直面する運輸・建設業界等を中心に、人手不足の問題
が顕在化しており、地元企業の活力低下が懸念されています。女性
や外国人等多様な労働力の確保、 DX等による生産性向上の両面から、
人手不足への対応策を進めていきます。

人口減少を食い止めるには、若者が留まりたくなる魅力溢れる地域
の実現が不可欠です。若者減少の要因を正確に把握することで、適
切な施策を打ち出していきます。

若者にとって魅力的な企業や職種が育ち、日々を彩るエンターテイ
ンメントに溢れること、地域の雇用と所得が安定して確保されるこ
とで、自ずと人が集まるまちを目指します。

減少幅縮小
（2028年）

地元企業と若者をつなげるコンソーシアムづくり

　若者が地域を離れてしまう要因の一つとして、「若
者と地元企業の接点の不足」が挙げられます。地域に
は基幹産業である製造業はもちろん、様々な分野でオ
ンリーワン、ナンバーワン企業が存在しているにもか
かわらず、必ずしも若者にその情報が届いていない現
状があります。
　地元企業を若者に知ってもらうための取組みの一つ
として、昨年度よりひろぎんエリアデザインが事務局
を務める「ひろしまAI部運営コンソーシアム」があり
ます。ひろしまAI部は、AI等に関心を持つ高校生を対
象にAIの基礎を教えることで、デジタル・リテラシー
の底上げを図る取組みとなります。デジタル人材の育
成を行うことで、将来の産業人材の育成・確保を図る
ことが目的の一つですが、本取組みでは「地元企業の
若手社員等がAIの基礎を教えるコーチとして関わる」、

「地元企業を訪問して実社会でテクノロジーやデータ
をどう活用しているか体験する」等により、高校生と
地元企業、ひいてはそこで働く人々との接点を意識的
に作り出すことをポイントとしています。ひろしまAI
部には、昨年度は23校170名超の生徒が参加しており、
早い段階から地元企業を知り身近に感じることで、若者が就職時に地元企業を選択するきっかけとなる等の効
果を狙っています。

　私たちは10年後、若者が定住し、活力あふれる地
域として誇りを持って暮らせる未来を描いています。
地域の魅力向上はインフラ整備だけでなく、住民一
人ひとりが夢や希望を追求できる環境づくりにほか
なりません。
　当社グループは、産学官金の連携を核とした取組
みを推進することで、人口減少の抑制と地域の魅力
向上を実現しようと試みています。
　ひろしまＡＩ部はその具体的な取組みの一つです。
約40社に及ぶ地元企業等が本取組みの趣旨に賛同・
参画頂き、企業、大学、自治体、金融機関といった
多様なステークホルダーが互いの強みを補完し合い、
連携する体制が形成されました。地域の未来を切り
拓く原動力となる具体的な取組みを形作れたと考え
ています。

　当社グループは、今後も、地域に幅広いネット
ワークを持つハブ企業として、産学官金連携の取組
みを一層深化させ、地域全体が一体となって課題に
立ち向かう体制を強化してまいります。このことは、
広島が安心して暮らせる、誇りと希望に満ちた未来
を実現するための確かな一歩となると信じています。

地域の魅力向上のため
産学官金で連携して取組む

ひろぎん
エリアデザイン

地域課題解決ユニット
シニアマネージャー

淺野 晃平

VOICE

2024年6月13日開催「ひろしまAI部運営コンソーシアム　発足式」

2025年3月27日開催「HIROSHIMA AI PITCH 2025」
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なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか



ACTION

　活力ある地域の実現のためには、「地域に喜ばれ、訪
れる人に選ばれる街」となることが必要です。そのた
めに、利便性や快適性といった暮らしやすさに直接繋
がる要素に加え、地域の魅力を継続的に高め地域の価
値を向上させていくことが求められます。広島らしい

魅力に溢れ、地域において多様な選択が可能となるこ
とで、地域外の人からも憧れを抱かれ、選ばれる街と
なります。その結果、人が集まる街となり、地域の発
展や課題解決に向けた再投資が生まれ、持続可能な活
力ある地域が実現できると考えています。

　街づくりについては、「広島市中心部におけるエリ
アマネジメント団体への参画」、「再開発事業体への川
上関与」、「行政等との連携による地域インフラ整備に
対する支援」を通じ、活力ある地域の実現に取組んで
います。
　「エリアマネジメント」は、「地域における良好な環
境や地域の価値を維持・向上させるための、住民・事
業主・地権者等による主体的な取組み」のことであり、
ひろぎんエリアデザイン等が広島市中心部のエリアマ
ネジメント団体に参画しています。エリアマネジメン
ト団体の構成企業等と連携し、各エリアの将来像検討
等の地域の魅力や価値の向上に取組んでいます。
　街づくり・地域開発案件への関与において、企画構
想といった川上段階での関与を増加させることで、地

域の課題やニーズを踏まえた内容にしていくと共に各
案件や既存拠点等が面的に連動することで、より価値
が向上するよう取組んでいます。
　また、自治体や民間事業者といったパートナーと連
携した公園等の公共空間等の整備を通じ、各地域の魅
力や価値の向上に取組んでいます。福山市においては、
JR福山駅周辺のウォーカブルな街づくりに向け、ひろ
ぎんエリアデザインが「福山駅前広場協議会」に委員
として参加しています。
　これらはいずれも、当社グループが強みとする地域
とのネットワークやファイナンス機能等を発揮できる
領域であり、グループ連携を通じ、街づくりを推進し
ていく方針です。

広島都心部｜エリアマネジメント団体活動状況

River Do! 基町川辺コンソーシアム

広島市中央公園エリアマネジメント協議会

紙屋町基町にぎわいづくり協議会

カミハチキテル

広島市中央部商店街振興組合連合会

広島駅周辺地区まちづくり協議会

広島駅

縮景園

広島県庁

広島城

バスセンター

平和記念公園

広島市役所

平和大通り

本通り

相生通り

城南通り

鯉
城
通
り

中
央
通
り
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島
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り
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り

広島駅

エキキタまちづくり会議

N

都市再生緊急整備地域

0 50ｍ 100ｍ

流川エリア活性化協議会

じぞう通り活性化交流会

-HEART OF HIROSHIMA-
大手町・紙屋町未来会議

並木コンソーシアム

JR山陽本線

福山駅前再生ビジョン
（出所：福山市ホームページ）

広島市都心部エリアマネジメント団体
（出所：広島都心会議ホームページ）

街づくりの取組み状況

10年後の目指す姿

地域に喜ばれ、訪れる人に選ばれる街

① �広島市中心部におけるエリアマネジメント
団体への参画

街づくり・地域開発への累計関与件数
（2024年度～2028年度）

主要戦略 KPI

活力ある地域の実現

② 再開発事業体への川上関与
地域の課題やニーズを踏まえた面的な街づくりを推進

③ �行政等との連携による地域インフラ整備
に対する支援

外部パートナーとの共創による街づくりを推進

民間が主体となった地域の魅力・価値向上に繋がる取組みを推進 270件
（2024年度実績 50件）

街づくり
マテリアリティ ❷

呉市「音戸の瀬戸公園」の魅力向上に向けた取組

　呉市は県内3番目の中核都市であるとともに、大和ミュー
ジアムをはじめ、てつのくじら館、音戸の瀬戸公園、桂浜温
泉、御手洗保存地区といった多彩な観光資源を有する観光地
です。
　このような特色ある観光地によって呉市の入込観光客数は
増加しておりますが、宿泊客数は低水準に留まっており、い
わゆる通過型観光による観光消費額の低迷が課題となってお
ります。
　こうした中、2025年4月、地域の方々に長年愛されてきた

「音戸の瀬戸公園」のリニューアル事業が発表され、通過型
観光から滞在型観光への転換を図るプロジェクトが本格的に
始動しました。
　ひろぎんエリアデザインならびに広島銀行は、地域創生や
観光分野への投資を行う投資会社である地域創生ソリュー
ションを代表法人とする「ＣＣＫグループ」の一員として、
プロジェクトに参画いたします。
　本プロジェクトでは、今まで地域の公園であった音戸の瀬戸公園のエリアを再定義し、市民と観光客の「休
息拠点の場」として整備運営を行うことで、呉市・せとうちエリアの観光消費の拡大を図っていきます。プロ
ジェクトの核となるラグジュアリーホテルブランドであるバンヤンツリーホテルの設営運営をベースに、公園
全体をリニューアル・リブランディングすることで、地域の価値を高め「世界に選ばれる音戸」を実現します。
　プロジェクトの中では、地域イベントとの連携によるにぎわいの創出や、呉駅・呉港からのアクセスの拡充、
瀬戸内におけるさまざまな観光資源との連携による回遊性の向上など、行政やＤＭＯ（※）、地域の事業者と連携
しながら施策を検討・実行していきます。
　新しい音戸の瀬戸公園の実現に向けて、当社グループは、地域とプロジェクトをつなぐ連携の中核となり、
地域のポテンシャルを最大限引き出し、エリアの価値向上に貢献していきます。

（※）Destinatioｎ Management Organizationの略で、地域の多様な関係者との連携によって観光地域づくりを推進する組織。

　「人口流出ワースト」「通過型観光からの脱却」と
いった地域課題を持つ広島県にとって、「住みたい、
住み続けたい」「また訪れたい」と思っていただく
ことは、街づくりにおいて非常に重要な要素です。
呉市を代表する音戸の瀬戸公園においても、訪れる
方々に満足していただくことはもちろんのこと、地
域の方々にとっての憩いの場としても機能する必要
があります。
　ライフスタイルだけでなく、旅行の在り方も多様
化している現代において、選ばれ続ける地域・街を
実現するために、われわれは常にプロジェクトと地

域をつなぐハブ機能としての役割を果たす必要があ
ると考えています。
　ひとつひとつのプロジェクトで、地域の価値を最
大限高めていく、その積み重ねこそが、今広島に求
められている街づくりであると私は考えています。

地域の価値を
さらに高める街づくり

ひろぎん
エリアデザイン

まちづくりグループ

森久 裕太

VOICE

情島と音戸倉橋方面の眺め　（出所）呉市

音戸大橋
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なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか



ACTION

　国内の人口減少を背景に個人消費の低下が予想される中、地域経済を維持するには、地域外の外貨を取り
込む観光が大きな役割を果たします。特に、インバウンド誘客は大きな注目を集めており、定住人口1人とイ
ンバウンド6人の経済効果は同等と言われ、その重要性は高まっています。政府が2024年に3,687万人だっ
たインバウンド観光客を2030年に6,000万人まで増やすという目標を掲げている中、日本各地でインバウン
ドに対する取組が行われていますが、単体の基礎自治体や事業者では取組に限界があると考えられるため、
周辺地域と一体となった取組が求められています。

　広島県の産業構造は製造業の比率が高く、「ものづく
り」を軸として、造船・鉄鋼・自動車などの重工業から、
電気機械・電子部品などの先端産業までバランスの取
れた層が厚い産業群を形成しています。一方で、観光
産業においては、平和記念公園と厳島神社という二つの
世界遺産を有していながらも、これらの世界遺産だけを

訪れる観光客の割合が多いため、観光客の滞在時間が
短く、観光消費額が伸び悩んでいます。
　当社グループでは、このような課題を解決し、広島
県を観光立県として成長させるために、中期計画におい
て2024年からの5年間累計で観光業への投融資額1,300
億円を実行することを目標に掲げて活動しています。

　観光業への投融資額とインバウンド消費額には強い相
関性があり、投融資額が多い都道府県ほどインバウンド
消費額が高くなる傾向があります。当社グループでは、
観光消費額の増加に向けて、瀬戸内におけるクルーズ振
興、食の魅力化、宿泊施設の整備、二次交通課題の解決
等、テーマを定め、観光投融資を促進する仕掛けに取組
んでいます。
　クルーズ振興、食の魅力化においては、瀬戸内海の美
しい景観や島ごとに異なる歴史文化、特色あふれる食資
源を活用して、広島県に観光客を惹きつけます。

　更に宿泊施設の整備や二次交通の課題解決の分野にお
いて、多様なニーズや属性を持つ観光客がそれぞれ好み
のスタイルで過ごせるよう地域に宿泊施設の選択肢を増
やし、ストレスなく県内を周遊できるよう移動手段の課
題解決に取組むなど、受入環境整備を進めていきます。
　各分野における多様なステークホルダーと協働し、観
光客数の増加のみならず、1人あたりの滞在時間および
観光消費額の増加を図り、広島県の観光を「通過型観光」
から「周遊型・滞在型観光」へシフトチェンジさせ、観
光産業を県の経済基盤とする動きを加速させていきます。
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国土交通省「建設着工統計調査」より当社作成 (一社)広島県観光連盟「Dive!Hiroshima」事業者向け
データページから当社作成

(一社)広島県観光連盟「Dive!Hiroshima」事業者向け
データページから当社作成

▲

�宿泊・飲食業の建設投資額（東京都・
大阪府除き、2014～2023年平均）（億円）

▲

広島県観光客数（千人）

▲

観光消費額（億円）

　ひろぎんエリアデザインは、2023年度から継続してせ
とうちDMOを構成する一般社団法人せとうち観光推進機
構から「せとうちエリアにおける高付加価値なインバウン
ド観光地づくり推進事業」を受託して、欧米およびオース
トラリアを中心とした高付加価値旅行者※をせとうちエリ
アに呼び込む体制づくりの支援を行っています。2024年
度は、本事業に参画しているせとうち7県の48基礎自治
体・DMO・観光協会など多数のステークホルダーの事業
窓口となり、Face to Faceで積極的な関与を引き出す役割
を担いました。また、昨年度策定を支援したマスタープラ
ンの改訂を支援する中で、せとうちエリアの輸出額におけ
るインバウンドシェア、高価格帯宿の単価、宿泊業の賃金
推移など本事業の成果目標の測定を実施しました。
※訪日旅行1回当たりの総消費額100万円以上の旅行者を「高付加価値旅行者」と

いいます。
「せとうちエリア」における高付加価値なインバウンド観光地づ
くりマスタープラン2024年度改訂版 抜粋

観光庁資料観光立県実現に向けた取組み状況

10年後の目指す姿

観光投融資額1,300億円の実現

① 観光投融資額の増加 観光投融資額
（2024年度～2028年度）

広島県観光客数

観光消費額

主要戦略 KPI

活力ある地域の実現

② 広島県観光客数の増加
観光客は宿泊施設、飲食店、交通機関、土産物屋など様々なサービ
スを利用するため、地域経済に直接的な貢献をします。当社の観光
に関する取組みを通じて、インバウンドを含めた観光客数の増加を
企図します。

③ 観光消費額の増加
観光消費額が増加することで、地域の魅力が広く知られ、新たな観
光客が引き寄せられ、長期的な地域経済成長が促進されます。更に
地域経済が観光産業以外に依存するリスクが軽減され、地域経済の
多様化が実現できます。

観光産業の活性化には需要の創出と供給側の整備を併せて進めなけ
ればなりません。インバウンドを含む観光客の受入環境整備や地域
の魅力創出に向けて観光産業への投融資を実施します。 1,300億円

2024年度実績 163億円

1億人
（令和4年比＋50,929千人）

8,000億円
（令和4年比＋5,352億円）

観光立県としての成長
マテリアリティ ❸

せとうちエリアにおける高付加価値インバウンド観光地づくり

　広島県を訪れるインバウンドは、国籍別では欧米
およびオーストラリアが半数以上を占めており、多
くは成田空港・羽田空港から来日し、ゴールデン
ルートを経て広島に足を運びます。
　大阪の宿泊先に荷物を預け、新幹線を利用して広
島を日帰りで訪れる旅行者も多く、広島県のインバ
ウンドの1人あたりの平均宿泊数は全国平均を下
回っています。
　これは、広島県が観光客にとっての「最終目的地」
になっていないことを表しています。
　私達は、観光客に広島を「ついで」ではなく「目
的地として」訪れていただき、長く滞在したくなる
仕掛けを構築することで、通過型観光からの脱却を
目指します。
　そのためには、広島県だけではなく、せとうちエ

リアをブランド化し、付加価値を高めていく必要が
あります。せとうちエリアは、世界を惹きつける観
光資源を数多く有しています。
　なかでも、クルーズや食といった領域にスポット
をあて、広島県およびせとうちエリアを、「ついで」
ではなく、「最終目的地として」何度も訪れる街に
していきたいと考えています。

広島に滞在したくなる
仕掛け作り

ひろぎん
エリアデザイン

まちづくりグループ

髙越 由紀子

VOICE
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なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか



ACTION

　自動車産業はCASE等の技術革新、カーボンニュート
ラルの機運の高まりにより「100年に一度の大変革期」
と言われるほど事業環境が激変していたところに、米国
関税の影響が加わり、中長期的な見通しがより不透明と
なっています。自動車のEV化進展の負の影響としては、
エンジン・トランスミッション関係の部品を製造してい
るサプライヤーの仕事量が将来大幅に減少する可能性が
あります。米国関税については、自動車関連の追加関税
が長期化した場合、米国市場での新車販売台数が減少す
る可能性があり、サプライヤーを取り巻く事業環境は厳
しくなることが考えられます。
　一方で、EV等で新たに必要とされる電子部品（モー
ター、ソフトウェア等）や半導体関連部品の多くは、広

島県外からの調達が大半となっています。これらの部品
を地元で製造することができれば、EV化影響や米国関税
影響による仕事量減少を補い、広島県の自動車産業の維
持・成長につなげることができると考えられます。広島
銀行では、この産業構造の大きな変化に対して各ステー
クホルダーとの対話を重ねるなかで、サプライチェーン
のあるべき姿やお取引先
の目指すべき方向性を明
確にし、的確なソリュー
ション提供を通じて地場
自動車産業全体が成長可
能なサプライチェーンの
構築を目指していきます。

▲ �

マツダの新型コンセプトカー
（当社撮影）

▲

サプライヤーとのディスカッション風景

▲

自動車産業支援7行連携の連携行

▲

「自動車市場予測セミナー」の様子

広島県の自動車産業の状況

10年後の目指す姿

地場サプライチェーンの強靭化を通じた
地域経済の成長の実現

① �地域内製造品出荷額増加に向けた取組み
の推進

② �地場サプライチェーンの維持・強靭化に 
向けた取組みの推進

③ �自動車産業のカーボンニュートラル実現に
向けたコンサルティングの強化

① �電動化関連部品、海外生産部品等の 
域外調達部品の地場化の実現

② �サプライチェーンの維持、 
強靭化に資する支援件数の増加

③ �2030年におけるサプライヤーの 
CO2排出量を2013年比50%削減

主要戦略 KPI

活力ある地域の実現

海外/中国地方外から調達している自動車部品や電動化関連部品の生
産を地元へ取り込み地域に新ビジネスを創出することで、地場サプ
ライヤーの技術力向上と生産量拡大を図り、地場自動車産業の成長
に貢献します。

企業成長ステージに応じた地場サプライヤーの「事業承継」「事業転
換」「事業再生」を的確に支援することで、地場サプライチェーンの
維持・競争力向上に貢献します。

サプライヤーの規模・業態に応じたきめ細かいエンゲージメントと
コンサルティングの実践により、地域のカーボンニュートラル実現
を強力に後押しします。

基幹産業である製造業の成長・再生① ─ 自動車産業 ─ 
マテリアリティ ❹

　当地における自動車産業は、中国地方全体で約600社
のサプライヤーと6万5千人超の従事者を抱える重要な
基幹産業です。広島銀行では、地域経済の持続的な発
展は自動車産業の成長なしには成し遂げられないと考え
ていることから、中期計画において自動車産業の成長支
援をマテリアリティとして設定しています。
　地域金融機関としてサプライヤーの本業支援に取組

むとともに、将来のEV普及による産業構造の大変革を
見据えたサプライチェーンの理想像の実現に向け、サプ
ライヤーの地域内製造品出荷額増加に向けた取組みや
カーボンニュートラル推進支援を通じて、地場サプライ
チェーンの強靭化、および地域経済の成長に貢献して
まいります。

地域を超えた自動車産業支援の枠組みの構築

　広島銀行は自動車産業支援の専担チーム
を2001年に創設して以来、地元自動車産
業の支援に20年以上継続して取組んでい
ますが、近年の急激な事業環境の変化を受
け、他地域でも自動車産業支援に力を入れ
る地方銀行が増加しています。
　広島銀行では、今後の広島県の自動車産
業の持続的な成長と発展には他地域のリ
ソースの県内への取込みと、他地域との協
業を通じた共創活動が効果的と考えたこと
から、2023年8月に右図の6行との連携を
開始しました。
　本連携の活用により、他地域の自動車産
業を含めた産業全体の動向の把握や、各行
が保有する知見・ノウハウを共有すること
で、地場サプライヤー支援の一層の高度化
に取組んでいます。
　2024年度においては、初の共同企画と
なる「自動車市場予測セミナー」を開催し、
EVの普及見通しや国内完成車メーカーの
今後の生産動向予測等について、連携行7
行のお取引先約700名へ情報提供を実施し
ました。
　今後についても、実効性の高い共同施策
を実施することで、地域経済の活性化、お
よび地場サプライチェーンの強靭化に資す
る取組みの積極的な推進を行ってまいります。

▲

7行での情報交換会
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活力ある地域の実現

基幹産業である製造業の成長・再生① ─ 自動車産業 ─ 
マテリアリティ ❹

創業の精神と現在の事業内容について教えてください

電動車向け部品へ事業領域を拡大するなかでのターニングポイントを教えてください

広島銀行が他の金融機関と異なる点はありますか

最後に将来の展望やビジョンについて教えてください

地域企業と歩む ～お取引先さまの声～

　当社は、「世界の鉄を曲げてやる」という創業精神の
もと、1964年に広島県呉市で創業し、「品質は命なり」
の信念を胸に歩みを進めてまいりました。社名の由来
でもある「Bend（曲げる）」のとおり、独自の冷間曲げ
加工技術「ベンダ工法」を開発し、1975年にはこの技
術で世界9か国において特許を取得しました。以降、自
動車のエンジンに使用されるリング状の歯車（リングギ
ア）を主力製品として事業を展開しています。
　従来のプレス工法では歩留まり約15％、鍛造では約
50％に対し、当社のベンダ工法では95％以上という高
歩留まりを実現しており、高品質・省資源の製品を提

所  在  地：	本社呉工場（広島県呉市苗代町10098番地3）
設　　立：	1964年（昭和39年）
従業員数：	142名（単体）、1070名（連結）
売  上  高：	2025年3月期　71.4億円（単体）、180.2億円（連結）
事業内容：�	冷間圧延材、熱間圧延材、リングギア、アクスルリング、

クラッチハブブランク、センサーローター、タイミングギア、
リーンフォースメント、イナーシャリング、ボスリング、パ
ルサーギア等各種リング製品 ドライブプレート・アッセン
ブリー、フライホイール、マスリング　等の製造

　電動車向け部品事業領域拡大を進めるなかで、広島
銀行からのM＆A案件の紹介を通じて、茨城県に本社を
構える岩瀬屋製作所とのご縁をいただきました。
　岩瀬屋製作所は、EV関連製品の製造へと事業転換を
図る一方で、後継者不在という経営課題を抱えていま
した。当社としても、電動化の進展を見据えた製品ポー
トフォリオの再構築に取組んでいたタイミングであり、
EV分野における将来性ある技術・製品の取り込みを実
現する好機と捉え、同社をグループ会社として迎え入
れるに至りました。両社の事業領域や技術には高い補

　広島銀行は、単なる融資支援にとどまらず、ひろぎ
んグループ各社を通じて、人事・労務コンサルティン
グやIT関連業務にも対応するワンストップ体制を整備
されており、当社にとって非常に心強い存在です。
　また、本部には自動車セクターを専門とする部署が
設置されており、地場自動車産業に関する長年の調査・
分析に基づいた高度な知見を提供いただいています。
こうした情報は、当社の経営判断や戦略策定において
極めて有益なリソースとなっています。

　当社は、「人と環境に優しいものづくりとサービスを
通じ、サステナブルな社会の実現に貢献する」という
ミッションを掲げ、目先の変化にとらわれることなく、
中長期的な視点で企業の持続的な成長と価値創造に取組
んでおります。
　今後は、これまで培ってきた「ものづくり力」に加え、

供することで、リングギアの分野で世界トップシェアを
獲得しています。
　また、工法開発から設備・検査機器に至るまでを自
社で一貫して手がける「ものづくり力」が、当社の競争
力の源泉です。現在、日本国内に加え、韓国、中国、
タイ、ベトナムに現地法人を有し、現地での生産体制
も整備しています。日本市場が売上の約4割強を占める
一方、中国、北米、韓国、メキシコ、ASEAN、ヨー
ロッパなど、グローバルに事業を展開しています。業界
別では自動車向けが約9割を占め、トラック・農業機
械・建設機械や船舶向け製品も手がけています。

完性があり、シナジーの創出が期待できる有意義な
M&Aであったと考えています。
　このような取組みの背景には、2014年に当社が初め
てグループ中期経営計画を策定した際から続く、広島
銀行との継続的なパートナーシップがあります。経営課
題の共有や将来ビジョンの構築に至るまで、常に当社
に寄り添い、重要な局面で的確な助言を提供いただい
てきました。今回のM&Aも、こうした日頃からの信頼
関係と対話の積み重ねがあってこそ実現したものと捉
えています。

　さらに、先般の中期経営計画策定に際しての伴走支
援をはじめ、カーボンニュートラルへの対応支援や、各
種補助金申請に関する助言など、幅広い分野にわたり
実務的かつ的確なサポートをいただいてきました。
　このように、経営の多面的な課題に対して継続的かつ
総合的に支援いただける点において、広島銀行は当社に
とって唯一無二のパートナーであると考えています。実
際、これまで当社が取組んできた多くの重要な施策にお
いて、広島銀行には常に深く関与いただいています。

エンジニアリング事業といった新たな領域の強化を通じ
て、お客さまや社会の期待に応える価値の創出を目指し
てまいります。さらに、こうした挑戦を通じて、広島県
をはじめとする地域経済やサプライチェーンの発展にも
貢献していきたいと考えています。
　広島銀行とは50年を超える長きにわたってお取引をい
ただいています。これからも変化の時代をともに歩むパー
トナーとして、引き続き変わらぬご支援を期待しています。
＊本文中の社名・団体名はすべて敬称略にて記載しております。

Q1
Q4

Q5

Q3

ベンダ工業株式会社様について

昨今の外部環境の変化に対してはどのように対応されていますか

　ガソリン車をはじめとする内燃機関車から電動車へ
の移行は、当社にとって極めて重要な構造変化である
と認識しています。2030年代前半には内燃機関車の需
要がピークを迎えるとの見通しのもと、既存事業の拡
大・効率化を図りながら、電動車向け部品など新たな
成長分野への展開を目指し、中期経営計画において事
業ポートフォリオの転換を掲げています。
　こうした将来を見据えた事業領域の拡大に向けて、

2021年には、経済産業省の事業再構築補助金を活用し、
電動車向け部品への製造領域の拡大に取組みました。
この挑戦にあたっては、認定支援機関として広島銀行
より多大なるご支援を賜り、新たな事業分野への第一
歩を踏み出すことができました。今後も、外部環境の
変化に柔軟に対応しながら、持続可能な成長の実現を
目指してまいります。

Q2

広島銀行は、当社にとって
唯一無二の信頼できるパートナーです。
これからも変化の時代をともに歩む
パートナーとして変わらぬ支援を期待しています。

ベンダ工業株式会社　代表取締役社長 八代 一成 様
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瀬戸内海事クラスターと造船業

造船業の成長性と課題

10年後の目指す姿

瀬戸内海事クラスターの持続的成長

　瀬戸内地域では、古くから海運業が盛んであったこ
とに加え、造船に適した地形や気候条件から造船業も
発展し、関連企業が集積する「海事クラスター」が形
成されました。
　現在、地元4県（広島県、岡山県、山口県、愛媛県）
における造船・造船関連業は、製造品出荷額（2022年
度実績）1.2兆円、従業員数2.3万人といずれも日本全
国の約4割を占めており、地域経済を支えています。
　広島銀行は、50年以上に亘り、地元造船所に新造船
舶を発注する船主向けの船舶ファイナンスを通じ、造
船業を含む海事クラスターの発展を支援しており、
2025年3月末の造船・海運業向けの融資残高は9,678
億円に上ります。

▲

海事クラスターイメージ図

海運会社

舶用工業造船会社

行政機関

教育機関 商社

金融機関 損害保険

　世界の新造船需要は、2010年前後の大量建造船のリプ
レイス需要を中心に、2030年頃までに1億総トン程度まで
拡大するとみられています。また、2023年7月、国際海事
機関は、国際海運における温室効果ガスの排出量を2050
年頃にネットゼロとする改定目標を採択し、2025年4月に
は、「使用燃料のGHG強度規制」や、同規制で支払われ
る負担金をゼロエミッション燃料船の報奨金として還付す
る「ネットゼロ基金」の設立が盛り込まれた中期対策につ
いて合意しました。これにより今後、LNGやメタノール、
アンモニア等を用いた次世代燃料船に順次転換されるこ
とから、2030年以降も新造船需要は高止まりする可能性
があります。
　一方、日本の造船業は、かつて世界の新造船建造量の
約50％のシェアを占めましたが、2000年代半ば以降、中
国や韓国との競争が激化し、現在は20％を下回っており、

① �船舶ファイナンスを通じた
　 海事クラスターの成長支援 �

2029年3月末
造船海運業向け融資残高

主要戦略 KPI

▲

新造船建造量の推移
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今後、人口減少の中で人材を確保・育成し、国際的に競
争力のある次世代燃料船を供給する体制を構築するとい
う課題に直面しています。

国交省資料より当社作成

活力ある地域の実現

② 産官学金連携による成長支援
行政機関や教育機関、地元企業等との連携を通じ、将来の造船業を
担う人材の確保・育成や気候変動対応による成長を支援します。

広島銀行の伝統的な強みである船舶ファイナンスを通じ、地元造船・
海運業の持続的成長に貢献するために、市況に左右されることなく、
安定的に資金供給します。

1.1兆円
2025年3月末実績 9,678億円

基幹産業である製造業の成長・再生② ─ 造船業 ─ 
マテリアリティ ❹

西日本最大の国際海事展「バリシップ2025」で特別講演を実施

　2025年5月、海事都市・今治で開催された西日本最大の国際海事展「バ
リシップ2025」において、頭取が「造船・海運業と共に、『未来を、ひろ
げる。』」と題し、特別講演を行いました。
　本講演では、広島銀行の造船・海運業に対する長年の取組みを振り返る
とともに、お取引先や業界関係者との対話を通じて描いた「未来を、ひろ
げる。」取組みを共有しました。
　造船業に対しては「2030年に次世代船舶の受注量でトップシェアを確保
するための支援」を、海運業に対しては「ビジネスの多様化に向けた、お取
引先の新たな取組みの支援」を掲げ、瀬戸内海事クラスターの持続的成長へ
のサポートを表明しました。

　愛媛県今治市は、日本最大の海事都市として、数
多くの造船・海運業が集積する世界でも類を見ない
地域です。広島銀行今治支店は、2026年7月に開設
110年を迎える予定です。長年にわたり造船・海運
業のお取引先さまとの強固なリレーションを築いて
きており、海運市況の変動に左右されることなく、
地域金融機関として一貫して資金仲介機能を発揮し
てまいりました。
　「バリシップ2025」において、瀬戸内海事クラス
ターが一体となり、地域の未来を見据えSX・DX分
野において果敢に変革へ挑むその姿勢に深い感銘を
受けました。今後は、従来の船舶ファイナンスにと

どまらず、当社グループおよびスタートアップ企業
を含めた外部とのアライアンスなど新たな伴走支援
の強化に取組み、瀬戸内海事クラスターの持続的発
展に貢献していきたいと考えています。

海事産業の変革に挑む
地元企業を支える

広島銀行
今治支店

支店長代理

嶋谷 貴士

●エクイティを含む資金仲
介機能の拡大

●船舶価値の目利き力向上
による資金ニーズへの最
大限の対応

●海外進出・事業承継支援

多様化するビジネスを
サポート

●次世代船舶建造等に対する
設備資金対応

●効率化に向けた
スタートアップ企業紹介

●当社グループ会社による
人財供給支援

瀬戸内海事クラスターの
発展をサポート

世界船腹量
シェア向上

（海運業に対する取組み）

×
次世代船舶受注量
トップシェア
（造船業に対する取組み）

＜造船業に対する取組み＞ ＜海運業に対する取組み＞

VOICE
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　「活力ある地域」を実現する。そのためには、若い
世代にとって魅力的な企業や職種が育ち、地域の雇用
と所得を確保していくことが重要です。当社グループ
では、従来より地元エリアで他金融機関が十分に対応
できていないスタートアップ、ベンチャー企業の支援

に取組んできました。「中期計画2024」では、これま
での取組みをベースに産官学金連携を一層強化してい
くことで、持続的に地域経済の発展を後押しし、「活
力ある地域」の実現を目指しています。

　当社グループでは公益財団法人ひろしまベンチャー
育成基金を通じたベンチャー企業に対する助成事業
　「ひろしまベンチャー助成金」を20年以上継続して
取組む等、地域の活性化や発展に資する産業の育成に
取組んできた歴史的背景があります。また、2019年4
月には、広島銀行、広島県、広島大学、ひろしま産業
振興機構、ひろしまベンチャー育成基金の5団体で産
官学金連携のコンソーシアム「広島ネクストイノベー
ション協議会」を組成し、スタートアップ・ベンチャー
育成に関する定期的な情報交換を実施する中、当社グ
ループの施策にも反映してきました。
　具体的な取組みとしては、広島県内企業の新規事業

創出を支援するアクセラレーションプログラム「広島
オープンアクセラレーター（2019年～）」では、これ
までに24社が参加してスタートアップ企業との協業案
件50件を採択するなどの実績を挙げています。また、
大学等の研究シーズを発掘、事業化を支援していく

「広島テックプランター（2020年～）」では、将来有望
な研究シーズ45件を発掘し、事業化に向けた支援を実
施するなど、地域の産業構造の変革に取組んできました。
　引き続き、これまでの当社グループの取組みと、行
政や大学等の地域内でスタートアップ・ベンチャー育
成に取組む団体と有機的に連携していくことで、「活力
ある地域」の実現に取組んでまいります。

　地域の産業を次世代に「つなぐ」ためには、各事
業者が新たな技術・サービスの革新により、事業を
持続的に発展させていくことが不可欠です。将来の
予測が困難なVUCA時代において、自社単独で外部
環境の変化に対応し、成長を成し遂げていくには非
常に困難が伴うものと考えられます。

　一方で、全国には、革新的な技術・サービスを有
するスタートアップが多数存在しており、地域内の
事業者と全国のスタートアップを「つなぐ」オープ
ンイノベーションを推進することで、地域全体の産
業構造の変革を起こすことができると考えています。

第5回広島テックグランプリ表彰式の様子 第31回ひろしまベンチャー助成金贈呈式の様子

TSUNAGU広島の開催
　広島県内企業と全国の有望なスタートアップをつなぎ、オープ
ンイノベーション（事業共創）を促進させるマッチングイベント
を2024年11月に初開催しました。中四国地域で最大規模の本イ
ベントには約3,400名の方が来場され、出展した126社のスター
トアップと商談いただくとともに、共創事例も創出されました。
　この取組みをより推進していくため、2025年11月に第2回目
となるイベントを開催予定です。オープンイノベーションによる
地域活性化と県内企業の持続的成長および発展につなげていきた
いと考えています。

Hiromalabの運営
　広島市の中心部に地元を中心としたスタートアップの創出・成
長支援と地元企業の新規事業創出支援を目的としたコワーキング
スペース「Hiromalab（ヒロマラボ）」を2022年12月に開設の
うえ運営しています。
　起業や新規事業に関するセミナーからスタートアップによる
ピッチなど様々なイベントを開催することで、来場者同士の交流
やコミュニティ組成を促すことで、起業家の支援や地元企業の新
事業創出支援を実施しています。

これまでの取組み

10年後の目指す姿

産業構造の変革、スタートアップ・ベンチャー育成

スタートアップ・ベンチャー支援件数
(2024年度～2028年度）

主要戦略 KPI

活力ある地域の実現

① 新たな事業を創出
外部環境の変化等、時代の流れに沿った地域内事業者の事業転換の
促進に取組みます。また、新たに起業を目指す人を支援します。

② 創出した事業の成長を加速
地域金融グループのネットワークを最大限活用して、販路拡大支援、
グループソリューションの提供等、新たに創出した事業を成長軌道
に乗せるための支援に取組みます。

③ 成長に必要な金融支援
企業の成長ステージに応じて、外部ファンドへのLP出資や、ひろぎ
んキャピタルパートナーズを通じたエクイティ支援、ベンチャーデッ
ト等の新たな資金調達手段の提供等、成長に必要な金融支援に取組
みます。

800件
2024年度実績 131件

産業イノベーション
マテリアリティ ❺

　広島が世界に誇る様々な産業を次世代につなぐた
めには、新たな技術・サービスの革新が欠かせませ
ん。そこで、広島県内を中心とした事業者と、ス
タートアップ企業をマッチングする大規模イベント

「-TSUNAGU広島-2024」を2024年11月に初開催
しました。イベントには、予想をはるかに上回る約
3,400名の来場者があり、参加した地元企業からは

「スタートアップの最先端技術に触れ、自社でも活
用したいと強く感じた」「協業を検討してみたいス
タートアップと出会うことができた」といった声が
寄せられました。今後はさらにこのイベントの認知

度を高めるとともに、海外のスタートアップ企業の
参加など新たな試みも視野に入れながら、「つなぐ」
場づくりを進化させていきたいと考えています。

スタートアップとの共創で
未来を切り開く

広島銀行
ソリューション営業部
法人ソリューション室

担当課長代理

原 晃太郎

VOICE
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価値創造戦略のポイント　～お客さまの成長・発展に向けた取組み（法人）～
●�創業から廃業までのトータルパートナーとして、事業ステージに応じたソリューションを拡充し、事業創出・産業イ

ノベーションに繋げる
●�「デジタル×ヒューマン」のベストミックスな顧客接点の観点から、法人分野においてもデジタル対応を強化

１
２
３
４
５

事業創出・産業育成

戦略的なリスクテイク

SXの推進

DXの推進

デジタル対応の強化

戦略の柱

法人

●行政や関係機関と連携したスタートアップ、
　ベンチャー企業育成等産業イノベーションに向けた取組強化
●アクセラレーター等を通じた地元企業の新事業創出支援

●スタートアップ等とのアライアンスを通じた
　DX支援コンサルティング、DXソリューションの拡充

●事業性評価を切り口とした資金仲介ソリューションの強化
●経営改善や事業再生、事業承継等エクイティビジネスの強化
●スタートアップに対するベンチャーデット等の新たな取組み

●地域中核企業や行政等との連携による
　地域の脱炭素化も含めた面的な取組み
●お取引先企業の持続的成長を支えるための
　金融・非金融ソリューションの拡充

●ビジネスポータルを活用したWEB完結型ビジネスの構築と
　デジタルマーケティング・データ活用への取組み

❶ ストックビジネスの強化 ❷ コンサルティング業務の深化 ❸ デジタルチャネルのマーケット浸透

‘24/3末
実績

‘25/3末
実績

‘25/3末
実績

‘25/3末
実績

‘29/3末
計画

4.5兆円
5.6兆円

従来の考え方に捉われないリスクテイクを行う
なか
①地元は、個社別方針にもとづき積極的に対応
②本部は、より収益性の高い案件を取り込み

事業性貸出金残高

4.8兆円

‘24/3末
実績

‘29/3末
計画

64件

120件

事業承継・M&A
コンサルティング件数

76件

幅広い情報蓄積を図るなか、従来の事業承継領域
に加え、エクイティ・再生案件等への取組みも強
化

‘24/3末
実績

‘29/3末
計画

3万件

7万件

ビジネスポータル会員数 

3.4万件

Web当座貸越受付等の機能強化によるビジネスポー
タルのプラットフォーム化に向けた取組み

　当社グループでは、これまで法人のお客さまの多種多様なニーズにお応えするため、事業性評価を軸としたお客さま本
位のコンサルティング営業の実践により、地元産業の特性に応じたサポートに取組んできました。
　そうしたなか、地域経済の縮小や異業種参入による競争激化、脱炭素など社会的要請への取組み、DXによるデジタル
社会の進展等により、金融機関を取り巻く環境は大きく変容しており、当社グループが将来に亘り必要とされる企業とな
るためには、高度化するお客さまニーズや脱炭素・DXなど環境変化への対応とともに、地域活性化への取組みをより強
化していく必要があります。
　今後、スタートアップ・ベンチャー企業支援による産業育成や各種アライアンスを通じた新事業の創出、事業性評価を
軸とした資金仲介機能の発揮および非金融ソリューションの拡充、「デジタル×ヒューマン」のベストミックスな顧客接点
によるデジタル対応の強化等の取組みを進めることで、お客さまの成長・発展を通じた活力ある地域の実現に貢献してい
きます。

「活力ある地域」の実現に向けたマテリアリティ（地域の優先取組課題）の解決

運営

プラットフォームを
提供

協業アイデア・
特徴的な

サービスを提供

顧客基盤や
資金等の経営
リソースを提供

全国のスタートアップ企業地元企業

（　　　　　　　　　）Crewwプラットフォームに
8,000社以上が登録

新規事業
創出

（株）広島銀行：プログラム実施
Creww（株）：プラットフォーム提供、プログラム実施

（株）広島ベンチャーキャピタル：スタートアップ企業への助言・出資
広島県：実施サポート

中期計画における
戦略

マテリアリティ

地
域
の
優
先
取
組
課
題

産業イノベーション

人的資本投資

DX

カーボンニュートラル

当
社
グ
ル
ー
プ
の

優
先
取
組
課
題

当社グループの戦略

1. 価値創造戦略

2. 経営基盤強化戦略

戦略のドライバー

企業価値の
向上

人口①

街づくり②

観光立県③

基幹産業④

⑤

⑥

⑦

⑧

法人分野の取組み
お客さまの成長・発展

事業創出・産業育成

　起業や事業化を目指す意欲のある将来有望なベンチャー企業・起業家の発掘・育成を目的
とした助成事業「ひろしまベンチャー助成金」を2002年度から実施しており、これまでに
累計で432先、398百万円の助成を行っています。
　2024年度は最大交付金額を一般枠1,000万円、学生枠50万円へそれぞれ増額し、一般枠3
先、学生枠4先に対して総額1,800万円を助成し、事業化や更なる成長に向けた支援を実施
しております。

地元起業家への助成

取組みの背景と現状取組みの位置づけ

「中期計画2024」の概要

主な指標

　2019年4月、広島銀行、広島県、広島大学、ひろしま産業振興機構、ひろしまベンチャー育成基金の5機関でイノ
ベーションを通じた新たな産業・事業者創出を目的としたコンソーシアム（広島ネクストイノベーション協議会）
を組成しました。
　同コンソーシアムでは、地域内の「イノベーション・エコシステム」構築に向けて定期的な情報交換を実施して 
おり、各団体の施策間連携にも力を入れています。

産官学金連携を通じた産業イノベーションに向けた取組強化

　2019年度より、広島県内企業の経営資源と全国のスタートアップ企業の特徴あるサービスを結びつけるオープン 
イノベーションによる新事業創出を目的としたアクセラレーションプログラム「広島オープンアクセラレーター」
を Creww株式会社と共催しています。
　第6回目の開催となる2024年度は、広島県内企業2社が参加し、新規分野・異業種への挑戦や業界の課題解決など
を目的にして、全6件のスタートアップとの協業案を採択し、事業化に向けて取組んでおります。

地域内企業の新規事業創出
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現状理解と課題の共有 解決策の提案及び実行支援+

課題に
対して

取り巻く環境（機会・脅威）を認識
変化する経済情勢や社会的要請を把握・分析
・社会/政治/経済/技術の変化
・業種分析や競合比較　等

自動車、船舶/海運

医療/介護、観光 他

外部
環境

業種RM

HD経済産業調査部

本部

課題を共有

営業店

本部

グループ会社

営業店
中計策定支援

定性分析

外部専門機関の活用
・地域経済活性化支援機構（REVIC） ・中小企業活性化協議会
・信用保証協会 ・民間コンサルタント　　等

コンサルティング機能の発揮

ライフステージ対応
　・創業・ベンチャー・スタートアップ支援
　・M&A/事業承継、事業再生　　　他

事業成長・拡大
　・ビジネスマッチング
　・人材紹介業務
　・IT化・DX化支援
　・エクイティビジネス　　　他

サステナビリティ対応支援

融資・金融支援

事業内容やその将来性（強み・弱み）を理解
取引先企業との経営対話を重ねて理解・共有
・事業内容及びライフステージ
・環境変化に対する今後の成長可能性　等

内部
環境

二
階
建
て
構
造

[リレーションの構築] [ソリューションの提供]

　2001年1月に「自動車関連対策室」を新設して以降、「定量（財務）面」「定性面」の両面から企業を理解する事

業性評価に取組むことで地域内企業の資金ニーズに対応してきました。

　事業性評価を通じて企業の現状を正しく理解し、経営者が思い描く将来ありたい姿を実現するため、対応すべき

課題を双方で共有したうえで、必要な資金仲介ソリューションの提供に積極的に取組んでいきます。

 広島銀行の「事業性評価」

事例❶
コロナ禍で苦境に陥った
地元飲食チェーンに対
する中期計画策定支援

取組事例

●県内を中心に展開する飲食チェーン
●コロナ禍で業績が大幅に悪化し財務内容も毀損
●�メインバンクとして現状分析を含めた中計策定・実行支援を通じて、以下の取組みを伴走支援
　資金繰りの安定化に資する資金支援
　不採算店舗の撤退検討
　業績好調な業態の出店資金支援
　月次損益管理サポート
　取引金融機関に対する中期計画の内容説明・進捗報告に必要な資料作成サポート
●�コロナ収束に伴う外食需要の復調により売上高が回復し、コロナ禍で取組んだ効率化効果もあ

り黒字回復

　2020年度より、株式会社リバネスとの共催により、大学
等の研究シーズを発掘し、事業化から成長に至るまで一貫
して支援することを目的としたアクセラレーションプログラ
ム「広島テックプランター」を実施しています。
　これまで本プログラムを通じて、5社が新規に法人を設
立するなど、研究シーズの事業化が進んでおります。

　2020年4月、広島大学をはじめとし
た広島県内の大学、研究機関が有す
る研究シーズや、研究者・学生等の
関係者を起点とするベンチャー企業に
対して投資を行い、企業価値の向上
を図ることで、地域経済の持続的な発
展と雇用創出による「地方創生」を目
的として設立した「広島大学・広島県
内大学発ベンチャー支援投資事業有
限責任組合」へ出資を実施しました。
　これまで本投資事業有限責任組合
を通じて累計13件・229百万円の資金
支援を実施し、将来有望な大学発ベ
ンチャーに対する成長支援に取組ん
でいます。

県
内
大
学
研
究
機
関
等

大
学
発
ベ
ン
チ
ャ
ー

支
援
フ
ァ
ン
ド
等

Ｖ
Ｃ
出
資

シーズ
発掘

書類作成・ブラッシュアップ支援 メンタリング・資金獲得支援

エントリー情報閲覧・審査員就任・企業賞設置

地域パートナー機関

キック
オフ

運  営

書類選考 事業化検討
助成金・研究費獲得

共同研究実施

ブラッシュ
アップ

広島
テックプランGP
（プレゼン）プログラム

エントリー

広島大学・広島県内大学発ベンチャー
支援投資事業有限責任組合

広島県内大学発ベンチャー企業

地域経済発展に資する企業への成長

認定 支援
GP出資

連携協定

LP出資
認定大学

LP GP

協力VC

投資先（一部抜粋）投資実行

上場、M&A等

　ひろぎんキャピタルパートナーズを中心に、地域課題の解決や事業成長に取組む地域内事業者に「エクイティ出 

資」を実施しております。

　今後はスタートアップ・ベンチャー企業等のニーズに応えるべく「ベンチャーデット」の取組みについても検討 

していきます。

法人分野の取組み
お客さまの成長・発展

大学等研究シーズの発掘

広島県内大学発ベンチャー支援

　広島県が取組む「ひろしまユニコーン10」プロジェクト
の一環として、東南アジア市場での事業展開を志向するス
タートアップや中小企業を支援する「ひろしまユニコーン10 
ASIA CO-CREATION PROGRAM」を広島県から受託し実
施しています。
　2024年度は採択企業6社について、現地での事業展開に
必要なパートナー候補企業や投資家の紹介やビジネスモデ
ル構築に向けたハンズオン支援を実施しました。
　2025年度においても本事業を受託し、ハンズオンや市場
調査の支援をより充実させ、取組んでいきます。

スタートアップ企業等の海外進出支援

戦略的なリスクテイク

事業性評価を切り口とした資金仲介ソリューションの強化

企業のライフステージに応じた金融支援の強化
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なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか



　当社グループでは、広島銀行を中心に、お取引先企業の

持続的な成長を支援するため、事業承継や事業拡大に関す 

る課題解決に向けて、M&A業務等を通じたサポートを行っ

ています。

　今後も、広島銀行の「事業性評価」を切り口に、親族内・

従業員承継から第三者承継（M&A）、事業拡大に関するあ

らゆるニーズにワンストップで対応できる体制を整え、お

取引先企業のサポートを行ってまいります。

　事業承継の方向性が決まっている先へのソリューション提供だけではなく、事業承継の方向性を検討するフェー

ズから相談相手としてサポートを行っております。

　事業、親族内のイベントによって変化する親族内承継、従業員承継、M&Aのニーズに対して、ワンストップでソ

リューションを提供し、取引先の事業承継の課題解決に取組んでおります。

　事業拡大を目指されている先に対して、事業戦略を構築していくフェーズから関与し、成長支援に資する最適な  

M&A提案にも注力しております。

　変化し続ける事業環境に対応していくべく、取引先の抱える様々な課題解決に取組んでおります。

 A社の事例（親族内承継およびM&A支援）

 B社の事例（成長支援）

▲

M&A成約件数

4
6 6

14

9 9 10
11 13 11

8 9 8
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6

13 14 12

18 18
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14

27
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30
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40

1997 2002 2007 2012 2017 2022

31

年月 支援内容の経緯

～2015年 ● ご子息に承継するか、第三者に譲渡するか、今後の事業承継の方向性についてディスカッションを継続的に実施。

2016年～2020年 ● ディスカッションを重ねる中、第三者に譲渡することを決定。
● 複数の候補先と交渉を行うも、条件面が折り合わず。

2021年1月 ● 社長急逝。取締役であった配偶者が新社長に就任。

2021年3月 ● 他のM&A仲介会社より提案を受け第三者承継を決断するも、従業員の反対により第三者承継を一時中断。

2022年2月 ● 当行が従業員との間を取り持ち、改めて第三者承継の支援を開始。

2023年3月 ● シナジー効果が期待できる企業を紹介し、M&Aで株式譲渡完了までの支援を実施。

年月 支援内容の経緯

2013年～2021年 ● �取引先の海外進出支援や中期経営計画策定に関与。現状認識・課題整理を行い、今後の目指すべきアクションプラン（新
たな取引先や新技術の獲得を目的とした、エリア外同業企業の買収）を決定。

2022年4月～
2023年4月

● �広島銀行の情報網をフル活用するとともに、営業エリア外の情報については、アライアンス先（M&A仲介会社、コ
ンサル会社、外部ファンド等）と連携し、ニーズにマッチした譲渡案件を探索。

2024年2月 ● ニーズにマッチした企業を紹介し、M&Aで株式譲渡完了までのご支援を実施。

　当社グループでは、地域企業の成長に貢献するため、ひろぎんキャピタルパートナーズにて、「事業再生ファンド」・

「事業承継ファンド」・「ベンチャーファンド」・「地域活性化ファンド」の4つの分野に投資を行うファンドを組成し、地

域課題の解決や事業成長に取組むお取引先へのエクイティ出資を積極的に行っています。

　今後も、広島銀行の「事業性評価」を切り口に、エクイティ出資による資金を提供するとともに、事業計画の策定や

人材派遣等の当社グループのリソースを活用したハンズオン支援の取組みを強化することで、地域のお取引先企業の成

長を支援していきます。

事例❶
他ファンドとの
共同出資

取組事例

POINT
● �コンビニエンスストア「ポプラ」に対して、アライ

アンスパートナー「MIT Corporate Advisory 
Services」が運営するファンドと共同して第三者割
当増資を引受けました。

● �本件投資により、債務超過を解消し財務健全化を図
ると共に資金提供による成長分野への投資や構造改
革を通じた業績改善・事業成長を後押しします。

● �また、当社グループのネットワークやコンサルティ
ング機能を活用し、更なる企業価値向上を支援し
ています。

事例❷
出資先との合弁会社
設立

POINT
● �人材派遣業を行っている「日本ワールドビジネ

ス」に対して、第三者割当増資を引受けました。
● �本件投資を契機として、日本ワールドビジネス

の外国人労働者受入支援事業とひろぎんグルー
プのソリューションおよび顧客基盤の融合を目
指し、合弁会社を設立いたしました。

HiCAPファンド
増資
引受

MIT Corporate 
Advisory 

Servicesファンド

HiCAPファンド
増資
引受

エクイティ出資に関するソリューション

ひろぎんキャピタルパートナーズ
（投資専門子会社）

その他
（連携する外部ファンドの一例）

地域活性化・
成長支援

成長意欲の高い中小企業のほか、地
域活性化に資する事業を行っている
企業への出資

ベンチャー 設立10年未満の企業やミドルステー
ジ以降のベンチャー企業への出資

事業再生 条件変更、債務整理企業や再生計画
立案企業への出資

事業承継 事業承継に悩む企業への出資

私募REITファンド
豪雨災害復興ファンド

大学発ベンチャーファンド

外部GPと
連携した
ファンド

ブルー
インベストメント
ファンド

当社グループの
出資割合99%の
非 連 結 子 会 社
ファンド

多様化する企業ニーズ

背景と課題
●  人口減少の確実な進行
●  後継者不在
　  →地域経済の縮小
●  デジタル・グリーン化
●  まちづくりの担い手不在
※�特にカーボンニュートラル対応は製

造業にとっては大きな課題

想定されるニーズ
●  地域発展に資する事業の創出
●  円滑な事業承継の促進
●  �デジタル・グリーン化に対応し

た新たな事業創出
●  �まちづくり・地域活性化への積

極的な関与

エクイティ出資

事業参画
役員・人材派遣等
ハンズオン支援

法人分野の取組み
お客さまの成長・発展

エクイティビジネスの取組強化 お取引先企業の事業承継、事業拡大への取組強化

事業承継への取組事例

事業拡大への取組事例
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なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか



法人分野の取組み
お客さまの成長・発展

　昨今の地方において、中堅・中小企業は、労働人口の

減少や市場の縮小などの厳しい環境に直面しており、業

務効率化や生産性向上が喫緊の課題となっています。さ

らに、AIやデータ、クラウド活用などのデジタル技術が

急速に発展する中で、DX人材の不足もあり、独力での

DX推進が困難なケースが増えていることから、経済産

業省の「DX支援ガイダンス」では地域金融機関が、地

域の中堅・中小企業のDX支援を実施し、地域経済の持

続的な発展を牽引することを期待されています。

　このような背景を受け、当社グループでは、従来から

お客さまとの対話を通じた事業性評価を行い、実態理解

をもとに、各種コンサルティング支援やソリューション

を提供してきました。加えて、DXコンサルティングの

体制を一層強化し、お客さまの経営課題解決・生産性向

上に向けた支援を通じた企業成長への貢献を目的として、

DX推進支援の取組み

DXの推進

　一方で、サイバー攻撃の脅威が年々増加し、企業活動の中断や情報漏洩のリスクが高まっています。お客さまが安

心してDXを推進できるように、ひろぎんITソリューションズは、地域企業のリスクマネジメントの強化や社員教育・

管理体制の整備を目的としたサイバーセキュリティトレーニング施設「CYBERGYM広島アリーナ」を開設し、地域の

お客さまのサイバーセキュリティ対策をサポートしています。

　また、自社保有のIDC（インターネット・データ・センター）を活用し、

お客さまのシステム資産の保護、ランサムウェア攻撃によるイミュータブ

ルバックアップサービス（暗号化や削除からデータを保護）の提供により、

万が一サイバー攻撃の被害が発生した場合でもお客さまが事業継続できる

よう支援を行っています。

　広島銀行では、2022年6月より、法人・個人事業主の

お客さまとの各種取引のデジタル化に向けた取組みとし

て、事業者向けのポータルサイト「〈ひろぎん〉ビジネ

スポータル」の取扱いを開始しています。また、「〈ひろ

ぎん〉ビジネスＷｅｂサービス」においては、2026年

度末の手形・小切手の全面電子化を見据えた対応として、

振込件数を制限した月間基本料無償プラン「〈ひろぎん〉

ビジネスＷｅｂサービス照会・振込サービス（ライトプ

ラン）」を2024年4月に取扱いを開始しています。

　また、2025年2月には人材の安定確保や雇用の維持に

関する地元企業の課題解決、および働き方や給与の受

取り方に多様性を求める従業員・求職者のニーズ実現に

資する、〈ひろぎん〉給与スピード受取りサービス（略

称：スピード給与）をリリースしました。スピード給与

デジタルを活用した法人ソリューションの拡充

デジタル対応の強化

2025年4月、広島銀行ソリューション営業部法人ソ

リューション室内に、DX専門のコンサルタントが在籍す

るDXコンサルティング組織を新設しました。

　具体的には、以下ソリューションを提供中であり、今

後もソリューションラインナップを拡充していく予定で

す。

　①お客さまの経営目標と経営・現場課題をリンクさせ

た「DX構想・計画策定」、最適なソリューションの選定

　②デジタルツール導入・運用定着化までを一気通貫

で伴走してサポートする「DX化に向けた伴走サポート」

　③freeeやkintone等のクラウドサービスの設定、導入、

定着までサポートする「クラウドサービス導入サポート」

　また、ひろぎんITソリューションズ等のグループ会

社・外部アライアンス先と連携することで、お客さまの

経営課題解決に向けたサポートに取組んでまいります。

 DXコンサルティングのサポートフロー

事業性評価による実態理解をもとに課題解決に向けた整理・計画策定といったコンサルティングから
実装（デジタルツール開発・導入・運用定着化）までを一気通貫で伴走してサポートします。

事業性評価に
よる実態理解
（事業内容や
成長可能性等を
適切に評価）

・既存業務・課題整理
（必要な項目や費用対
効果等を整理）

・DXを前提とした課題解
決に向けた計画策定

・業務システムやデジタ
ルツールの導入におけ
る伴走サポート
（要件定義やベンダー
管理等）

・freee、kintoneなどの
ローコードツールの設
定、導入、定着までを
サポート

DX構想・計画
策定

DX化に向けた伴走サポート

クラウドサービス
導入サポート

〈ひろぎん〉ビジネスポータル
〈ひろぎん〉ビジネスWebサービス

・�〈ひろぎん〉ビジネスポータルでは、残高
や入出金明細照会、融資のお申込みなど
が行えます。

・�〈ひろぎん〉ビジネスWebサービスでは、
振込、振替や税金等各種料金の払込みな
どが行えます。

・�従業員は、給与日を待たずに働いた実績
分の給与をスマホで受け取ることができ
ます。

・�企業は、従業員に対する資金面でのサポー
トに伴う福利厚生の充実に加え、多様化
する給与の受取り方への対応が可能にな
ります。

・�Sansan社の「BillOne」などに代表され
る請求書DXサービスによってデジタル化
された請求データを、専用のプラット
フォームへシームレスに連携できます。

・�プラットフォーム上では、お客さまは直
感的な操作で支払データを作成、〈ひろぎ
ん〉ビジネスWebサービスへデータを連
携し、お支払いが可能となります。

によって給与の受取り方に自由をもたらすことで、地域

課題の解決に貢献するとともに、給与日は月１回という

常識を変革し、新しい価値を創出してまいります。

　さらに、2025年6月より、法人のお客さまのバックオ

フィス業務効率化が課題となっている中で、お客さまの

生産性向上、DXを支援する目的で「〈ひろぎん〉Smart 

Fine」をリリースしました。「〈ひろぎん〉Smart Fine」

によって、請求書の受領から支払いまでを専用のプラッ

トフォーム上で一元管理し、効率化することでお客さま

のDXへの取組みに貢献してまいります。また、今後は

支払データから得られる情報を基に財務状況に応じたア

ドバイスを行うなどの機能追加も予定しており、順次

サービス内容を拡充していく予定です。

 お客さまニーズに沿った幅広いサービスの提供
　当社グループでは、自社のソリューションに加えお客さ

まが抱える経営課題や業務効率化をスピーディーに解決

できるよう、代理店契約・ビジネスマッチング契約による

各種サービスの取扱いを拡充しています。IT人材不足や

デジタル化が進まない中、企業の多種多様な課題に対し

て、迅速かつ柔軟に最適なソリューションを提供します。

 お取引先企業への支援例

お取引先企業への支援（例） SaaS名 連携グループ会社

バックオフィス業務の効率化サービス
（経費精算・請求書の電子化 等）

楽楽精算・明細・請求、奉行クラウドシリーズ、
Bill One（ビルワン）、Bakuraku（バクラク）　等

ひろぎんITソリューションズ

営業DXサービス「法人向け名刺管理」 Sansan名刺管理、SKYPCE（スカイピース）　等 ひろぎんITソリューションズ

卸・小売業向け販売管理サービス Orion ONE Saiphis（オリオンワンサイフィス）　等 ひろぎんITソリューションズ

医療・介護向けサービス 病理システム「Dr.HELPER」、電子カルテ「HOPE」　等 ひろぎんITソリューションズ

【CYBERGYM広島アリーナ】
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法人分野の取組み
お客さまの成長・発展

　当社グループでは、地域・お客さまが直面する環境・

社会課題の解決に向けて、グループのあらゆる機能とア

ライアンスを活用することで、地元企業の成長・発展に

寄与することを目指しています。

　特に、広島銀行においては、2020年1月に地域金融機

関として初めて「SDGs取組支援サービス」を創設して

以降、一貫して、地元企業のサステナビリティ向上支援

お取引先企業のサステナビリティ向上に向けた取組み

SXの推進

を地域金融機関の責務ととらえ、お取引先企業へのサス

テナビリティ経営導入から実践までを金融・非金融の両

面から支援するソリューションを展開・拡充しております。

　また、カーボンニュートラルについては、お取引先企

業との対話を通じて把握したニーズ・取組状況に応じて、

主にグループ会社やアライアンス先との連携によるソ

リューション提供を行っております。

 お取引先企業のサステナビリティに係るコンサルティングの概要

 SDGs取組支援サービス

 サステナブルローン

 サステナビリティ経営導入サポートサービス

 ポジティブ・インパクト・ファイナンス

必要性理解 現状把握Step1 Step2 Step3

ポジティブ・インパクト・ファイナンス(2023/3～)対話ツール
 (2022/3～)

SDGs取組支援サービス
(2020/1～)

サステナビリティ経営導入
 サポートサービス

 (2022/1～)

カーボンニュートラル対応支援コンサルティング(2021/12～)

ディスカッションツール

カーボンニュートラル
対応に係るご提案

金融・非金融両面で削減支援
資金調達(SXネクストローン等)

リースによる脱炭素設備等の導入
省エネ実現に向けたDX導入

フィードバックシート SDGs宣言
サステナビリティ経営方針

サステナブルローン
 (2021/12～*2025/4改正)

SXローン(2025/4～)

方針策定 実践

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
経
営
の
促
進
・
支
援
メ
ニ
ュ
ー

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
関
連

● 企業活動が環境・社会・経済に与える影響を包括的に分析・評価し、ポジティブ影響の増大と ネガティブ影響の低減に向けた取組みを支援

● SDGsの取組状況を確認し、必要対応事項を整
理のうえ、 「フィードバックシート」をご提供

●  「SDGs宣言」策定をサポートし、対外PRをご支援
● 経営者との複数回の対話によって、企

業のサステナビリティ経営の主軸と
なるマテリアリティの特定をご支援

● 「サステナビリティ経営方針」の策定
をご支援

● 国際原則等に適合した商品

● カーボンニュートラル対応強化に向けた現状把握から実践までを一貫してご支援

サステナビリティ･リンク･ローン
ESGに関する野心的な目標を設定し、 

達成により金利を引下げ

グリーンローン
 国際原則等に掲げるグリーンプロジェクト 

にかかる設備資金を対象

SXネクストローン 
サステナビリティ向上に資する目標を

柔軟に設定し、達成により金利を引下げ

SXステップローン
 11の目標候補から2つ選択し、

達成により金利を引下げ

● 当行独自商品でご支援

● 情報提供と対話により、
対応必要性の理解と
取組着手を後押し

3部構成
1. なぜ中小企業もカーボン

ニュートラル？

What
2. 中小企業は何を

すればいい？

3. 広島銀行からの
ご案内

Why

How

自社の温室効果ガス排出量の 
把握支援

自社の温室効果ガス排出量の 
削減に向けた対策提案

サプライチェーン全体の温室効果ガス排出量測定から削減に向けた
計画策定～実行支援

グループ機能とアライアンスを
活用し、非金融分野を含めたソ

リューションをご提供

特長

●�環境省等が定めるガイドラインに整合したファイナンスフレー
ムワークを策定し、そのもとで「サステナビリティ・リンク・
ローン」と「グリーンローン」の2商品をご用意

取扱実績

76件/242億円（2021年12月取扱開始～2025年3月末時点）

特長

●�SDGsの取組状況を確認し、必要対応事項を整理のうえ「フィー
ドバックシート」をご提供

●「SDGs宣言」策定をご支援

取扱実績

768件（2020年1月取扱開始～2025年3月末時点）

特長

●�企業活動が環境・社会・経済に与える影響を包括的に分析・評
価し、ポジティブ影響の増大とネガティブ影響の低減に向けた
取組みをご支援

取扱実績

8件/16億円（2023年3月取扱開始～2025年3月末時点）

特長

●�経営者との複数回の対話によって、企業のサステナビリティ経 
営の主軸となるマテリアリティの特定をご支援

●「サステナビリティ経営方針」の策定をご支援

取扱実績

44件（2022年1月取扱開始～2025年3月末時点）

　ひろぎんヒューマンリソースでは、お取引先企業の

「人材確保」・「人材育成強化」・「生産性の向上」などの

「ヒト」に関連する課題解決に向けて、人材紹介事業・

研修事業・人事コンサルティング事業をはじめとした

様々なソリューションを提供しています。

　2021年設立当初からの事業である「人材紹介事業」、

「研修事業」、「人事コンサルティング事業」に加えて、

2022年4月より、M&Aにより、「人材派遣事業」を開始

するなど、業務軸の拡大を進めています。

ひろぎんヒューマンリソース

サステナブル経営に向けた人材支援の取組強化

 広島県内企業経営者が抱える課題（上位10項目）
物価動向 59.4%
労働力不足 49.9%
賃金動向 39.0%
米国経済の動向 34.1%
為替変動 22.9%
金利動向 21.6%
保護主義・排他主義的政策の強まり 12.2%
中国経済の動向 10.0%
自然災害の発生 8.8%
国際情勢等の地政学リスクの増大 6.5%

出所：�ひろぎんホールディングス2025年度上期経営者アンケート調査（2025
年4月調査）

 ひろぎんヒューマンリソースの事業・サービス概要

事業・サービス 内容 実績（2025年3月期）

人材紹介事業
・経営人材や専門家人材の紹介
・人材採用強化に向けた支援

成約件数：151人
(前年同期比：＋30人)

研修事業
・新入社員から経営幹部までを対象とした研修・セミナーの実施
・講師派遣等による社内研修プログラムの実施支援

参加人数：2,584人
（前年同期比：＋397人）

人事コンサルティング事業

・人事労務に係る各種コンサルティング
　（働き方改革への対応、労務管理に係る各種相談等）
・人事制度構築コンサルティング
　（評価・報酬制度の見直し、人事制度の設計支援等）

顧問契約件数：142件
（前年同期比：+32件）

人材派遣事業 ・主に事務系人材（営業・経理・総務等のオフィスワーク人材）の派遣
成約件数：31件

（前年同期比：▲8件）

福利厚生サポート ・�「健康管理」「自己啓発」「資産形成・ローン」「割引優待」を一つの
パッケージとした「福利厚生サポート」を提供 申込受付社数：5社

　2024年に9月に地元企業と合弁で設立したひろぎん
ワールドビジネスでは、外国人労働者の受け入れを検
討する様々な業種のお取引先企業に対し、最適な在留
資格の提案から人材の紹介、入国前教育、入国後の生
活支援、長期就労支援までの外国人雇用に関する一貫
したサポートを提供しています。

　インドネシア国内トップレベルの国立大学等との
パートナーシップ協定に基づき、優秀な外国人材の発
掘を行い、お取引先企業の人材確保と安定的な雇用を
サポートしています。

ひろぎんワールドビジネス

ヒアリング

1 2 3 4 5 6
人選

人材の
ご提案・
決定

手続き
書類の
作成

受入れ
スタート

就労・
生活支援
24時間
365日体制

国立大学
国立専門学校
【専攻】

機械・土木・情報・
食品衛生・

ファッションデザイン・
日本語

一般
入学希望者

日本語学校

パートナーシップ協定

人的支援
指導

人材
送出し

ひろぎん
ワールド
ビジネス

相談

・人材提案
・導入手続支援
・外国人材への
生活支援

受入れ
企業

日本語教育
マナー教育
業種別教育
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なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか



●「人生100年時代」金融・非金融サービスの提供を通じて、お客さまの豊かな暮らしの実現に貢献
●�お客さまのライフイベントに応じた潜在的なニーズを掘り起こし、あらゆる課題解決に向けてグループとしてソ

リューションを提供

●お客さまのバランスシートを意識した不動産・動産を含めた資産増加支援
●ゴールベースアプローチに基づく銀証連携の高度化および
　ストック型ビジネスの確立

●プラットフォーマー（楽天グループ・リクルート等）や
　異業種との連携を強化し、アライアンス先からの送客による顧客の拡大
●プログラミング事業や金融教育等を通じた学生層および
　保護者層等へのアプローチ強化

●アプリを軸としたデジタル完結の仕組みを確立するとともに、
　デジタルマーケティングの高度化により、顧客に応じた
　金融・非金融サービスの提案を行い顧客の拡大とリレーションを強化

１
２
３
４
５

お客さまの資産形成
サポート

個人非金融サービス
の創出

資産形成層との
接点強化

アライアンス先等
からの顧客の拡大

デジタル対応の強化

戦略の柱

個人

●外部アライアンス先との連携を強化し、
　個人向け非金融分野のサービスを拡充、
　「生活」に関する総合サービスを提供

●地域業者（住宅関連業者等）との連携等、
　ローンニーズへの対応強化を通じた顧客の拡大
●ネット証券利用者等新たな顧客の拡大

❶ ストックビジネスの強化 ❷ コンサルティング業務の深化 ❸ デジタルチャネルのマーケット浸透

‘24/3末
実績

‘29/3末
計画

‘24/3末
実績

‘29/3末
計画

‘24/3末
実績

‘29/3末
計画

1.8兆円
2.2兆円

住宅ローンを中心に、マーケットに応じた体制
整備（デジタル含む）およびお客さまに応じた
商品提案による囲い込みの強化

個人ローン貸出金残高

1.9兆円 10.5兆円
13兆円

総預り資産残高

10.6兆円

ゴールベースアプローチをベースとしたファンド
ラップサービス等の提案の強化および決済性預金
等について着実に獲得

53万件

100万件

ひろぎんアプリ口座登録数

63万件

現在ユーザーは若年層・勤労層を中心に増加。さらに、
幅広い年齢層の方に利用いただけるよう、機能強化お
よびPR強化を実施

‘25/3末
実績

‘25/3末
実績

‘25/3末
実績

　当社グループでは、広島銀行の「ライフデザイン
サービス」を軸に、お客さまやご家族の「将来の夢」
を起点としたライフプランのトータルサポートに取組
んでいます。
　「ライフデザインサービス」では、お客さまのライ
フプラン、家計収支、不動産等の非金融資産も含めた
バランスシート（資産状況）などをお伺いし、未来の
設計図となる「ライフデザイン」を一緒にお作りして
います。
　併せてライフデザイン作成によって顕在化した、お客
さまのお考えやお悩みをしっかりと受け止め、金融面の

サポートにとどまらず、非金融分野も含めた幅広い情
報･サービスを最適なタイミングでご提供しています。
　また2023年5月に中長期的な資産運用を通じて、お
客さまの将来の夢の実現に向けた伴走支援を行う

「ファンドラップサービス」を導入、2024年11月には
ローンと資産運用の本部営業拠点を統合した「ライフ
コンサルプラザ」を開設し、お客さまに応じた最適な
資産運用サービスの提供に取組んでいます。
　今後もライフプランのトータルサポートを通じ「コ
ンシェルジュ」としてお客さまの生活を豊かにするお
手伝いを進めていきます。

　当社グループでは、広島銀行とひろぎん証券におい
て、「金融商品取引法」による弊害防止措置（ファイ
アーウォール規制）等を踏まえた適切な業務運営体制
を構築のうえ、ワンストップで対応が可能な共同店舗

（17ヵ店開設）を中心に、高度かつ専門的な資産運用
や相続対策のご相談・ご要望にお応えする体制を整え
ています。

　当社グループでは、これまで個人のお客さまのライ
フプランに沿ったあらゆるニーズにお応えするため、
銀行・証券の連携強化や相続・信託の取扱拡大、本部
営業拠点の整備、お客さま本位の営業活動の浸透など
体制の強化に取組んできました。そうしたなか、昨今
の人生100年時代へ向けた投資への意識の変化や異業
種を含む新たな競合といった環境変化を受け、資産形
成へのサポートを一層高度化すると共に持続可能な事

業としていくため、お客さまの属性や想定ニーズに応
じた営業体制（ウェルスマネジメント拡充・リモート
面談・アプリ取引）の確立やゴールベースアプローチ
と伴走支援によるストック型ビジネスの強化、外部ア
ライアンス先との連携による非金融を含むサービス創
出等の取組みを進めることで、地域のお客さまの豊か
な暮らしの実現に貢献してまいります。

「活力ある地域」の実現に向けたマテリアリティ（地域の優先取組課題）の解決

中期計画における
戦略

マテリアリティ

地
域
の
優
先
取
組
課
題

産業イノベーション

人的資本投資

DX

カーボンニュートラル

当
社
グ
ル
ー
プ
の

優
先
取
組
課
題

当社グループの戦略

1. 価値創造戦略

2. 経営基盤強化戦略

企業価値の
向上

人口①

街づくり②

観光立県③

基幹産業④

⑤

⑥

⑦

⑧

▲

ひろぎん証券＜仲介口座数、及び残高推移＞

3,944

28,624

4,542

27,870

0 0

2,000

4,000

9,000

27,000

18,000

2023/3末 2024/3末 2025/3末

（先）

36,000

（億円）

6,000

8,000

仲介残高 仲介口座

4,670

28,214

2,565

3,614

0

1,500

4,500

3,000

2023/3末 2024/3末 2025/3末

（億円）

6,000

3,397
79,549

0

30,000

60,000

90,000

2023/3末 2024/3末 2025/3末

82,597

（先）

120,000

68,955

積立投信 iDeCo 平準払年金保険

▲

グループ＜投資信託残高推移＞

▲

グループ＜資産形成に資する商品・サービスの契約者数＞

個人分野の取組み
お客さまの成長・発展

取組みの位置づけ

価値創造戦略のポイント　～お客さまの成長・発展に向けた取組み（個人）～

「中期計画2024」の概要

主な指標

取組みの背景と現状

銀証連携の高度化

お客さまのバランスシートを意識した不動産・動産を含めた資産増加支援

お客さまの資産形成サポート
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なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか



　2017年9月から取扱いを開始した「〈ひろぎん〉生

活パートナーサービス」は、お客さまの暮らしの中の

さまざまなお悩みやお困りごとに対する最適なソ

リューション提供を行っています。

　2020年4月より広島銀行では楽天証券・SBI証券と

インターネット取引において金融商品仲介業務を行っ

ており、若年層を中心に取引は増加しています。

　2024年7月からは急拡大するネット証券利用者への

アプローチを強化するため、金融商品仲介専門会社

「ひろぎんライフパートナーズ」 においてセミナーや

WEB面談等による資産形成アドバイスを開始しました。

　ネット証券の利便性高いシステムと幅広い商品サー

ビス、当社グループのコンサルティングを組み合わせ

ることで、質の高い金融サービスを提供し地域の資産

運用のすそ野拡大に取組みます。

 HIROGIN Debit  ひろぎん楽天カード

　当社グループ独自の商品サービス拡充による顧客拡
大に加え、大手プラットフォーマーや異業種との連携
を通じ、それぞれに強みを持つ分野で相互補完するこ
とにより、共に地域のお客さまとの取引基盤を拡大し
ていきます。

　2024年7月に楽天証券・楽天生命、同年10月に楽天
ポイント、同年11月に楽天カードなど、楽天グループ
の持つ様々なサービスとの横断的な連携により、お客
さまの利便性向上に取組んでいます。

　今後も、ひろぎんアプリを通じて金融取引から将来の
備えまでができる機能提供およびお客さまに応じた情報
提供、提案を行うことで、デジタル上のコンシェルジュ
を目指してまいります。

　広島銀行では、20代から40代の利用者が約7割を占
める主要な接点となっている「ひろぎんアプリ」を通じ
て、金融サービスの利便性と安心感の向上に取組んでい
ます。2024年度は、将来に向けた資産形成やリスクへ
の備えをデジタルでサポートできるような機能追加を行
いました。
　将来の資産計画を可視化し自身の人生設計に応じた
資金計画を立てることができる「ライフプランシミュ
レーション機能」は、資産形成層への伴走支援を目的と
し、個人のお客さまにおける中長期的な資産拡大のサ
ポートを行ってまいります。
　また保険契約の内容をアプリ上で一元管理できる「保
険証券管理機能」は、日常における保険の見直しはもち
ろん、万一の際にも迅速かつ簡便に契約内容を確認でき、
安心感と使いやすさを兼ね備えた顧客体験を提供して
います。相談・申込み

提案・アドバイス

ひろぎん
ライフパートナーズ㈱

口座開設、
資金預入

口座管理

業務委託
契約

取引の媒介等

お客さま

提携する
証券・保険会社等

住宅ローン
リフォームローン
教育ローン

マイカーローン等

Web
住宅関連企業

お客様お客さま

連携

住宅ローン
申込・契約

住宅購入
住宅ローン相談

　広島銀行では、地域の住宅関連企業との連携等を通

じた顧客の拡大として、地元工務店の方々とのリレー

ション強化に取組むことで、お客さまの資金ニーズへ

対応してまいります。

　またDXを活用したローンニーズへの対応強化に向 

け、住宅ローン仮審査申込のWeb受付を2024年4月か

ら開始しました。他のローンについてもWeb化を推進

しており、お客さまの利便性向上を図ってまいります。

　当社グループでは、金融教育の重要性が一層高まっ
ている状況を踏まえ、広島銀行本部に金融教育アドバ
イザーを配置し、地域の学生・保護者を対象に、金融
知識や資産形成にかかるセミナーを行っています。
　また、キッズプログラミングスクールを展開し地域
の小学生を対象に「アイデアをカタチにする力」、「想

いを発信する力」を伸ばしながら、未来のイノベー
ターの育成を目指して
います。

個人分野の取組み
お客さまの成長・発展

個人非金融サービスの創出

資産形成層との接点強化

生活パートナーサービス

ローンニーズへの対応強化

ネット証券との連携強化

アライアンス先等からの顧客の拡大

アライアンス先の拡大

学生および保護者へのアプローチ強化

デジタル対応の強化

ひろぎんアプリを通じた資産形成支援と顧客体験の向上

若年層にも人気なキャッシュレス決済

　15歳からお持ちいただける
商品で、若年層のキャッシュ
レスニーズにもお応えします。

　ポイント還元率や年会費（永年無料）等の商品性は
通常の楽天カードと同じで、さらに、ひろぎんポイント
サービスの対象にもなります。
　初めてクレジットカードを作る方に「ひろぎん楽天
カード」を選んでいただくことで、将来的な取引につな
げることを目指します。

一般カード本会員さま
年会費永年無料！

口座から直接引き落としだから
分かりやすい！

使えるお店が多い
海外でも使える！

新規入会＆3回利用＆広島銀行口座設
定で合計7,000円相当の楽天ポイント
がもらえる！
※�特典（期間限定ポイント含む）には条件があり、開催時期に

応じて利用回数・ポイント数等が変動する場合がございます。
詳細はひろぎん楽天カードのホームページでご確認ください。
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当社グループの人的資本投資

グループ人財戦略の全体像

　当社グループは、10年後の目指す姿を実現するため、
バックキャスティングの考え方のもと、「中期計画
2024」を策定しました。本計画では、地域・お客さま
の成長・発展に向けた価値創造戦略を支える経営基盤
強化戦略の中心の一つとして、人財戦略を位置付けて
おり、その実現のため「人的資本を最大化する5つの
柱」の各領域で施策を展開しています。

　また、当社グループの人的資本投資については、投
資の範囲・区分が明確化され、網羅的かつ定量的な進
捗管理を可能とするフレームワークのもと、投資計画
の策定・効果検証・経年比較および分析の高度化に取
組んでいます。KPIとして、一人当たり人的資本投資
額を設定し、継続的な投資の実行による人的資本の拡
充に努めてまいります。

「求める人財」の育成のための投資
従来の約2億円を2倍程度に増額

専門性とマネジメント能力を持ち合わせた
ゼネラリスト

注力分野への戦略的な人員配置
約240名投入、専門人財約200名増

【10年後の目指す姿】

「活力ある地域」の実現に貢献し、地域において圧倒的な存在感を発揮する

中期計画2024の達成
価値創造戦略×経営基盤強化戦略

人財育成方針 社内環境整備方針

多様な経験を通じたマネジメント能力の
獲得・発揮による組織力の向上

ソリューションを生み出す
スペシャリスト

特定の分野で高い専門性を発揮し
成果を創出

業務 注力分野制度

資金仲介 階層・業務別研修
ポストチャレンジ
社内インターン

越境業務体験　等

資産運用

経営支援

求める人財
＝人的資本

（実績） （実績） （計画） （計画）

KPI 2023年度 2024年度 2025年度 2030年度

単位：百万円
一人当たり人的資本投資額 155千円 208千円 220千円 300千円程度

分類 具体例 2023年度 2024年度 2025年度

人
的
資
本
投
資

育
成
投
資

・

「求める人財」の
　育成のための投資

研修プログラムの実施に係る費用
自己啓発奨励金等のリスキリング費用 等 240 384 436

・

「求める人財」の
　育成に係る人件費

研修参加者やトレーニーの人件費
人財育成部門の人件費 等 360 419 425

育成投資　合計 600 803 861
人
財
投
資

・

従事者のウェルビーイングや
DE&Iの実現等に向けた
投資

賃上げ（ベースアップ）・グループの処遇見直しや
多様な人財の確保に向けた採用活動
健康推進プロジェクト 等

411 1,047 1,788

合計 1,011 1,850 2,649
ベース
投資

・

魅力的な組織構築の
基盤となる投資

研修施設・人事システム更新に係る
エンゲージメント調査の実施費用 等 2,093 437 1,686

総計 3,104 2,287 4,335

※一人当たり人的資本投資額
　=育成投資合計÷期中平均人員

地域開発ビジネス

ウェルスマネジメント

IT・デジタル・MEJAR関連

法人分野（エクイティビジネス・

船舶等）

有価証券運用・ALM

非金融分野

　当社グループは、10年後の目指す姿として「活力ある
地域」の実現に貢献し、地域において圧倒的な存在感を
発揮することを掲げており、地域のマテリアリティ・社
会課題の解決に貢献する必要があると考えています。そ
のためには、高度なソリューションの提供を可能にする
高い専門性や組織の力を最大化するマネジメント能力を
身に付けた人財の育成が必要不可欠です。これまで以上
に、人的資本投資の拡充を進めるとともに、「人的資本
を最大化する5つの柱」の各領域での施策展開によって、
自律的なキャリア形成を組織的に支援し、求める人財の
育成を図っていきます。
　また、当社グループの枠にとらわれず、地域の活性化
に貢献することも重要な課題と認識しており、研修施設
における地域の人財育成や県内企業横断の人財プロジェ
クト等、失敗を恐れず、チャレンジを続けていきます。

　当社グループでは、持続的な企業価値向上のために
は、経営戦略の担い手である人財の効果的な採用・育
成・配置が不可欠との考えのもと、注力分野と位置付
ける「地域開発ビジネス」「法人分野（エクイティビ
ジネス・船舶等含む）」「ウェルスマネジメント」「有
価証券運用・ALM」「IT・デジタル・MEJAR関連」等、
各分野への戦略的な人員配置を行っています。
　具体的には、営業体制の見直しやDXの活用等を通
じた業務効率化により、注力分野へ約240名（2028年
度までの累計）の人財投入を進めていくとともに、積
極的なキャリア採用や研修・トレーニー等の外部への
越境体験（他流試合）を通じて、高い専門性を発揮す
る人財の採用・育成に注力する等、専門人財のポート
フォリオマネジメント強化を進めています。

企業価値を向上するための人財戦略 
（経営戦略と人財戦略の連動）

10年後の目指す姿と現状の課題 
（As is-To be ギャップの把握）

常務執行役員

藤広 稔

「活力ある地域」の実現に向けて
失敗を恐れずチャレンジしていく

人財育成
方針

社内環境
整備方針

　地域社会の豊かな未来に向けて、お客さまに寄り添い、信頼される＜地域総合サービスグループ＞として、
すべての従事者が、能力・専門性を遺憾なく発揮する組織を目指しています。これからの時代に求められる
「人間力」をベースに、「専門性とマネジメント能力を持ち合わせたゼネラリスト」や「ソリューションを生
み出すスペシャリスト」に向けて将来にわたり絶えず自己研鑽に励み、お客さまの課題解決に貢献する人財
を育成してまいります。

　多様な視点・価値観を持つ従事者が、自らの意志や気付きをもとに能力を発揮できる職場づくりを進めて
います。従事者一人ひとりが理想の働き方を実現するため、「主体的にキャリアパスを描き、新たな取組みに
チャレンジする風土」の醸成や「多様なキャリア・経験を活かすことができる環境」の整備を実施するとと
もに、すべての従事者が、ひろぎんグループの一員であることに誇りを持てる会社を目指し、ウェルビーイ
ング向上に積極的に取組んでまいります。

人財
育成

①人財マネジメント ②DE＆Iの実践 ③ボーダーレスな働き方 ④エンゲージメントの強化 ⑤ウェルビーイング支援

人的資本を最大化する5つの柱
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▲

�育成投資は、引き続き、マネジ
メントの高度化を図る研修や専
門性を高めるトレーニー等の積
極的な拡充を図ります。▲

��人財投資は、人事制度改定に
伴う従事者の処遇改善が大き
く寄与する見込みです。

▲

�2025年度は、ワーキングイン
フラの高度化に係る投資を行
う計画です。

人的資本投資

ベース投資

マテリアリティ ❻人的資本経営
 



　当社グループでは、「求める人財」として、「専門性
とマネジメント能力を持ち合わせたゼネラリスト」と
「ソリューションを生み出すスペシャリスト」を定義
し、自律的なキャリア形成を組織的に支援してまいり
ます。

 将来を担う経営者層の育成

　当社グループでは、将来の経営者候補育成を企図し
たサクセッションプランの一環で「ひろぎん経営塾」を
実施しております。本経営塾は右表のカリキュラムで構
成されており、研修終了後には、経営陣への提言も行い
ます。
　また、国内外のMBAへ継続的に派遣し、将来の経営
者層の早期育成にも努めています。

研修名 内容 受講者数

ひろぎん経営塾（実践）・使命感醸成プログラム・組織変革 12名

ひろぎん経営塾（上級）・テクノベート・ストラテジー・デザインシンキング、リーダーシップ 19名

ひろぎん経営塾（中級）・クリティカルシンキング・経営戦略、ファシリテーション 37名

▲

「ひろぎん経営塾」の受講者数（2024年度）

派遣先分類 派遣者数
海外MBA 24名
国内MBA 24名

▲

MBA派遣者数（2025年3月31日現在の累計）

※1　株式会社ベネッセコーポレーションが提供する動画コンテンツを活用した研修
※2　越境学習による視野の拡大を企図し、ひろぎんヒューマンリソースが主催するお取引先さま向けセミナーへ派遣

▲

マイスター認定者数（2024年度）

▲

主要な資格保有者数（2025年3月31日現在）

 専門性の高度化に向けた支援

　広島銀行では、一般職員の業務スキルの最終目標と
して「マイスター認定制度」を設けており、自身の
キャリアに応じて業務スキルを向上できるよう体制を
整備しております。また、「自己啓発奨励金制度」を

金融関連の資格に限定せず、幅広く柔軟に支給できる
よう整備しており、お客さまのあらゆるニーズへの対
応や従事者のキャリア実現、専門性の高度化に向けた
積極的な支援を行っています。

マイスター分類 認定者数 新規認定者数
コンサルティング※ 18名 4名
法人 67名 8名
個人 85名 5名

内容 保有者数
FP1級・CFP保有者数※ （グループ）    478名
M&Aシニアエキスパート （グループ）    207名
ITパスポート （グループ）2,514名

※　�「法人」または「個人」のマイスターのうち、高次元のコンサルティング営業を実
践し、他方の業務でも一定のスキルを有する者が認定される上位マイスター。

※　上記資格のダブルライセンス者は1名としてカウント。

 専門人財ポートフォリオのマネジメント強化

　当社グループでは、「中期計画2024」の達成に向け、
戦略的な人員配置を実現するための取組みとして、注
力分野において高い専門性を発揮し、継続的な成果の
創出により企業価値の向上に貢献する人財を「専門人
財」と位置付け、特に採用・育成・配置に力を入れる
等、専門人財のポートフォリオマネジメント強化を
図っています。2024年４月より、人事総務グループ内
に専門人財のマネジメントの専担者を配置し、各注力

　注力分野においては、求める人財の確保に向け、そ
れぞれの分野で下図のようにいくつかの領域を設定す
る中、人財ポートフォリオの管理を行っています。そ

分野の統括部門と連携を密にする中で、各分野のビジ
ネスモデルに連動した統合的人財マネジメントの実現
を目指しています。
　また、広島銀行では、2025年２月よりタレントマネ
ジメントシステムの運用を開始しました。今後グルー
プへの展開を予定しており、オープン＆デジタルな人
財マネジメントに基づく、効果的な採用・育成・配置
の実践により、経営戦略の実現につなげてまいります。

のうえで、専門性のレベルについては、３つのフェー
ズに分け、それぞれ要件を明確化、育成体系について
も策定し、キャリアパスモデルとともに公開しています。

　スペシャリストによる、高度な専門性を背景とした
的確なソリューションの提供が、地域やお客さまの発展、
当社グループの経営戦略の実現につながるとの考えの
もと、社内のみならず、外部研修やトレーニー派遣・
出向の拡充を通じて、専門性の更なる高度化を目指し

ます。また、積極的なキャリア採用の実施により、当
社内だけでは得られない知識・経験等を社内へ還元す
ることができ、スペシャリストの一層のレベルアップ
につながると考えています。

▲

注力分野へのリソース投入

▲

注力分野における専門人財ポートフォリオマネジメント強化の例

注力分野 人財投入
（2028年度、2023年度対比）

注力分野における専門人財数※1

（2028年度、2023年度対比）
収益効果

（2028年度、2023年度対比）

当社グループの
強みを活かした
ビジネス展開

地域開発ビジネス +15名程度
（2024年度：＋2名）

+15名程度
（2024年度：＋8名）

+約20億円

法人分野※2

（エクイティビジネス・船舶関連等）
+100名程度

（2024年度：＋25名）
+50名程度

（2024年度：＋19名）
+約110億円

構造改革を
進める業務領域

有価証券運用・ALM +7名程度
（2024年度：＋2名）

+10名程度
（2024年度：＋1名）

+約160億円

ウェルスマネジメント 育成により、現状の人財のうち25名程度を 
専門人財に引上げ +約10億円

収益性の改善に
資する成長投資 IT・デジタル・MEJAR関連 +100名程度

（2024年度：＋23名）
+100名程度

（2024年度：＋20名）
MEJAR対応、DXの活用等による
新たなビジネスの創出・効率化

　当社グループは、パーパスや経営理念、経営戦略の実現に向け、求める人財を明確化し、育成体系を整備する中で、
あらゆるステークホルダーの価値創出に貢献し続ける強固な組織基盤の構築を目指します。

※1　各分野における「専門人財」の要件定義については、外部環境の変化に伴い戦略の変更等があった場合には、見直しを行うこととしています。
※2　�法人分野は、「事業再生」「中計策定支援」「M＆A」「事業承継」「エクイティビジネス」「船舶」「国際ソリューション」の領域で構成されています。なお、専門人財数は、それぞれ

の領域における「専門人財」の延べ人数（同一人物で複数の領域に該当する場合は重複してカウント）です。
※　上記に加え、非金融分野（ひろぎんヒューマンリソースによる人事労務コンサルティング等）に+15名程度の人財を投入する予定。

人財マネジメント

求める人財

 マネジメント能力向上に向けた取組み

　マネジメント層の的確な職場運営による組織力の向
上がパーパスの実現・経営計画達成につながるとの考
えのもと、従事者のマネジメント能力向上を企図した

階層別研修・テーマ別研修を実施しております。
　広島銀行においては全ての管理職・監督職を受講対
象とした研修も実施しています。

専門性とマネジメント能力を持ち合わせたゼネラリスト

ソリューションを生み出すスペシャリスト

専門人財ポートフォリオマネジメントの一例 キャリアパスモデルの一例

※1　�専門人財数は、それぞれの領域における「専門人財」の延べ人数（同一人物で複数の領域に該
当する場合は重複してカウント）です。

※2　キャリアパスモデルについては、簡略化して掲載しています。

業務範囲を定めず、
ジョブローテーションを
通じて幅広くキャリアを
形成する働き方

特定の業務分野において
専門性を発揮しながら、
集中的にキャリアを形成

専門性とマネジメント能力を
持ち合わせたゼネラリスト

ソリューションを生み出す
スペシャリスト

求める
人財

年齢層（職位イメージ） 20代〜（一般） 30代〜（監督職） 40代〜（監督職・管理職） 50代〜（管理職・役員）

階層別研修

テーマ別研修

▲

キャリアパス・研修体系イメージ

ベーシックマネジメント研修
ティーチングとコーチング研修

ロジカルコミュニケーション研修 ネゴシエーション研修

キャリア開発研修
（30歳達令）

監督職マネジメント研修
新任監督職研修

的
確
な
職
場
運
営
を
通
じ
た

組
織
力
の
向
上
に
よ
り
貢
献

分
野
毎
の
専
門
性
の
発
揮

（
成
果
の
創
出
）に
よ
り
貢
献

オンボーディングプログラム

新入職員導入研修　新入職員フォロー研修
2年目職員フォロー研修

新入職員スキルアップ研修

随伴訪問前研修　ひとり立ち前研修

シニアリスキリング
プログラム

キャリア開発研修
（40歳達令）

新任支店長研修
管理職マネジメント研修　管理職向け1on1実践研修

新任管理職研修

ひろぎん経営塾

部下のキャリア形成支援研修
アンコンシャスバイアス研修パワーポイント実務活用研修 チームビルディング研修

エクセル活用強化研修
プレゼンテーション研修

タイムマネジメント研修
クリティカルシンキング研修

Udemy研修※1　HHR研修※2

ファシリテーション研修
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　当社グループでは、表層的ダイバーシティにとらわ
れず、深層的ダイバーシティを尊重し、一人ひとりが
ポテンシャルを最大限発揮できる全員活躍組織を構築
することがダイバーシティ・エクイティ＆インクルー
ジョン（DE&I）の目的であると考えています。
　全員活躍組織を目指し、多様な人財の採用（男女
半々の新卒採用、中途人財の採用強化、障がい者雇用
の法定雇用率の達成、70歳までの再雇用の導入）を
行っております。特に障がい者雇用においては、法定
雇用率を上回る積極雇用を目指しており、特例子会社

の設立やグループ各社におけるインクルージョン採用
を行っております。
　一方、多様な人財の活躍の側面では道半ばであり、
従業員の４割を占める女性の管理職登用においては、
１割程度に留まっている状況です。意思決定層におけ
る多様性の実現は、当社が掲げる重要な成長のドライ
バーであり、早急に女性マネジメント職比率を上げて
いく必要があります。2030年マネジメント職における
女性割合30％を目指し、課題の特定と打ち手の実施の
スピードアップに努めております。

 ジェンダーギャップが生じる理由の特定

　当社グループでは、女性の管理職割合が従業員の男

女比と比較し低い水準に留まっている理由を①配置の

性別による偏り、②男女の働き方の差異、③昇進に対

する女性の意識の３点と特定しており、各課題を解決

するための施策を企画・実行しております。

❶配置の性別による偏り

　これまで、従業員の配置については、女性は事務やサ

ポート的な業務、男性は法人営業や企画推進等の業務に

従事させる傾向がありました。そのような配置によって、

以降の育成体制や昇進・登用についても男女格差が生ま

　当社グループでは、従業員からの発案をもとに、
2022年度から、人権週間（12月４日～10日）にグルー
プ全体のDE&Iに対する理解と認識を深め、多様な人
財が活躍することのできる組織づくりを目的とした
「DE&I Week」という企画を実施しています。
　2024年度は、グループの全職員を対象として、各支
店・部署ごとに勉強会を実施しました。社長によるメッ
セージビデオのほか、事前に従業員から集めた「職場で、
表層的ダイバーシティ（年齢や性別など、変えられな
い属性）にとらわれない言動（「役割を与えてもらった、
任せてもらえた」など）で嬉しかったこと」「介護・育
児・治療・障がいなど制約があるメンバーであっても、
やりがいのある仕事から疎外されず活躍・成長してい
る組織の取組み」といった声をもとに作成したケース
スタディ、LGBTQ当事者と当社役員による対談動画な
どを盛り込んだオリジナル教材を利用し、各職場での
対話を重視したコンテンツとしました。
　その結果、当社グループ約3,000名から集まったア
ンケート回答のうち96%がDE&Iを進めることで組織

れる原因となっています。こうした課題を踏まえ、ジョ

ブローテーションの見直しや法人営業・企画への女性の

積極配置を行い、男女問わず本人の希望や適性に応じた

偏りのない配置を推進してまいります。

指標 2025年3月期
実績

2026年3月期
目標

2031年3月期
目標

女性管理職比率 11.8% 15% 25%程度

女性マネジメント職比率 19.3% 22% 30%程度

女性マネジメント職候補比率 36.1% 37% 45%程度

新入社員に占める女性比率 49.7% 50%程度

全社員に占める女性比率 41.5% 42% 45%程度

キャリア採用者数 62名 66名 100名程度

障がい者雇用率 2.8% 3.0% 3%以上

採用
（男女半々）

配置
（性別による偏りあり）本人・周囲の

アンコンシャス
バイアス

退職
（育児を理由とする

退職は減少）

評価・登用
（女性が昇進を

望まない）

育成
（男女の働き方の

差異顕著）

表層的ダイバーシティにとらわれず、深層的ダイバーシティを
尊重し一人ひとりがポテンシャルを最大発揮できるよう支援すること

キャリア
（新卒・中途）

年齢
身体的特徴

国籍・人種

性別

価値観

キャリア志向

ライフスタイル

表層的ダイバーシティ
（不変的・選択不可）

❶ 職務・経験 ❷ 働き方 ❸ 意識・スタンス

課
題

昇進につながらない
職務に女性が長期間

配置されている

中堅（子育て期）の
男女の働き方に

大きくかい離がある

上位職になることを意識
したスタンス変化がない、

昇進を望まない

真
因

「事務・サポート業務
は女性の仕事」
という思い込み

（上司）

「育児は女性が
するもの」

という思い込み
（組織全体）

「昇進と家庭は両立できない」
「自分から目指す

ものではない」
という思い込み（本人）

打
ち
手

ジョブ
ローテーションの
見直し（広島銀行）

男性育休・
女性のフルタイム化

促進

階層別研修・コーチング・
キャリア研修

女性人財の見える化とメンタリング・性別の偏りのない登用計画の作成
ダイバーシティ研修

＜これまでの配置傾向＞ ＜目指す姿＞ ＜手段＞

女性 女性事務・サポート的な
業務 本人の希望や

適性に基づく
偏りのない配置

　

ジョブローテーションの見直し

　

法人営業や企画への女性の積極配置

　

事務作業のDX化男性 男性法人営業・
企画推進

❶

❷❸

…等

 DE&I Weekの実施

▲

DE&Iの目的「全員活躍」

▲

目標と現状
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ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョンの実践

当社グループのダイバーシティ推進の全体像

にもたらされるメリットへの理解が「とても深まった」
または「深まった」と回答しました。このような取組
みを継続的に実施することで、真のDE&Iを進めてま
いります。

＜DE&I Weekのプログラム＞

Day1 DE&Iが組織にとってなぜ必要か

Day2 ジェンダーギャップについて考える

Day3 障がいのある方と共に働くことについて考える

Day4 LGBTQについて理解を深める

Day5 多様な働き方（全員活躍組織の実現に向けて）

深層的ダイバーシティ
（可変的・選択可能）

　広島銀行五日市支店では、長年融資業務を担ってきた女性職員が法人渉外の担当となったことをきっかけに、
地域の女性経営者の横のつながりが不足しているという課題を発見。着任直後に、女性経営者コミュニティ創設

に向けて、女性経営者が集うセミナー・交流会を自ら提案・企画し、支店や他
部署の職員の協力をとりつけ、短期間で開催にこぎつけました。

　本セミナーには、地域のお取引先企業約20社の女性経営者・女性幹部の皆
さまにお集まりいただき、当社執行役員サステナビリティ統括部長による講
演のほか、参加者と広島銀行職員が女性ならではの悩みや経営者・リーダー
として担う役割などについて意見交換しました。

　参加者からは「女性は、後継者と想定されている男性とは異なり、思いがけ
ず事業承継している方が多い。女性も後継者たりうる前提で、男女問わず育
成していくことの大切さを感じた」「現状維持から脱することで成長と自信
につながるのは男女とも共通だ。後進育成に役立てたい。」との感想をいただ
きました。地域のダイバーシティ推進に向けて、これまで女性が関わること
が少なかった法人渉外という立場で企画業務を成し遂げた好事例です。

配置転換による女性の活躍事例

第一部
講演

「女性のチカラで発展・成長
するひろしまに向けて」

第二部 ネットワーキング（交流会）

＜当日のプログラム＞
セミナーの様子
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❷男女の働き方の差異
　真にDE&Iを実現するためには、性別による差のな
い働き方を実現していくことが必要です。長時間労働
を前提とし、家事育児の負担が女性に多く偏っている

現状から、男性の育児参画を推進することや、独自の
短時間勤務制度を導入することにより、男女差のない
働き方を実現しようとしています。

　当社グループでは2022年より男性の育児参画を目的
とし、育児休業または短時間勤務を活用しながら、最
低でも１か月以上の育児集中期間を取得するよう働き

かけています。育児休業だけでなく短時間勤務を制度
に組み込むことにより、男性がお迎え等で早帰りをす
る風景を「当たり前」とすることを目指しています。

共育て文化の醸成に向けた
男性育休・短時間勤務制度の導入

男性の育児参画
短時間勤務の細切れ取得を推奨する

独自の短時間勤務制度の導入

女性のマミートラック防止男女差のない
働き方

 男性の育児参画（男性育休・短時間勤務制度の導入）

　女性の長期にわたる短時間勤務の取得がマミート
ラックの要因になっているという課題感のもと、2019
年以降グループ各社にて短時間勤務制度を一新しまし
た。それまで小学校低学年までしか使用できなかった
期間を小学校６年生まで延長すると同時に、取得可能
期間を「通算」５年半とすることで、本当に必要な時
に細切れで取得することを推奨しました。本制度改正
により、広島銀行では短時間勤務者の就労時間が大き

く変化しています。短時間勤務の申請期間が短縮し、
短期間で時間の見直しをする女性が増えました。また、
それまで多くの女性職員が６時間以下の働き方を選ん
でいましたが、今では半数以上が７時間以上の勤務形
態を選択するようになっています。同時に、会社全体
の時間外勤務時間数も低減しており、短時間勤務者と
通常勤務者の労働時間差は縮まりつつあります。

 女性のマミートラック防止（独自の短時間勤務制度の導入）

▲

利用例（イメージ図）
0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 6歳 7歳 8歳 9歳 10歳 11歳 12歳

1年 1年半 1年半

3年

短時間勤務
（6/7/8時間）

▼
小学校６年生まで

通算５年半
利用可能

保育園への
適応

小学校への
適応 塾・受験

5年半

2年

▲

短時間勤務者の内訳の推移（いずれも4月1日時点）

2021年2015年 2025年

6時間
58％

17日５時間
8％

2019年
制度改正

7・8時間勤務
の浸透

17日４時間
1％

毎日５時間
6％

8時間
33％
7時間
9％

6時間
44％

8時間
41％
7時間
15％

17日６時間
27％毎日６時間

58％

※ �7、8時間を選択する職員の割合が5年間で
約40%→56%へと1.3倍以上増加

❶～❸の課題に共通する施策
　すべてに共通して対応する施策として、従業員を対
象としたダイバーシティ研修を実施しております。ま
た、意識面の改革だけでなく、結果としての登用格差
の是正を確実なものとするために、マネジメント層の
中長期的な育成・性別の偏りのない登用計画の策定・
運用を進めております。
　具体的には、男性と比較して、役割固定により同一

の部署で長年勤務する女性職員が多いことにより、人
事権を持つ部門長が、登用にふさわしい能力やポテン
シャルを持つ他部署の女性を知る機会がないという現
状を踏まえ、女性職員を多面的に評価したリストを役
員・部門長・人事で共有し、実際の配置・登用に活か
していく体制を整えています。

管理職向け 2024年度は、広島銀行の全組織長向けに、アンコンシャスバイアスの存在を認識し、多様な人財の活躍を実現するためのダイ
バーシティマネジメント研修を実施しました。

監督職向け 2024年度は、管理職手前の役職である広島銀行の監督職に向けて、ダイバーシティマネジメント研修を実施しました。

▲

ダイバーシティマネジメント（アンコンシャスバイアス）研修

▲

マネジメント層の中⻑期的な育成・性別の偏りのない登用計画

女性人財の見える化(リスト作成）・
性別の偏りのない登用計画作成 育成計画協議 積極登用

1〜2年後、5年後、
10年後の候補者案

所属長、担当役員、人事等
関係者で育成計画を
定期的にすり合わせ

2030年までに
各組織のマネジメント職に

おける女性比率が
組織の全従業員における

女性比率に限りなく
近づくよう
コミット

性別の
偏りのない
登用計画の
策定・運用

一般

マネジメント

組織長

マネジメント力・
企画力等

多面的評価に基づく
人財評価と

組織を超えた
女性人財の見える化

❸昇進に対する女性の意識
　配置の性別による偏り、男女の働き方の差異の課題
に加えて、「女性に無理をさせるのはかわいそう」と
いう周囲の過度なケア意識および「わたしには到底無
理」という女性自身の意識が相まって、これまで、女
性職員は、男性職員と比較して、挑戦の機会や一皮む
ける経験に恵まれることが多くありませんでした。
　一方で、女性がキャリアアップしていくためには、
まず自らが上位職にステップアップすることで、後進
に自らの席を空ける必要があります。
　誰でも未経験の職務や難易度の高い業務には尻込み
してしまうものです。

　しかしながら、行動し、経験する先にしか「自信」
は生まれません。そのことを女性自身が理解し、次な
るステップに自ら行動していく後押しとなる研修を、
役職階層別に実施しております。
　なお、本人の気づきとともに、応援者やキャリア相
談の壁打ち相手が必要との観点から、女性管理職には、
役員登用を見据えた現役役員によるクロスメンタリン
グ面談、女性監督職にはプロによるコーチング、女性
職員一般には、プロのキャリアコンサルタントによる
キャリア面談をセットとして、各人のキャリア形成が
より実効性のあるものとなるようサポートしています。

対象 施策

女性管理職 課題解決力アップ研修＋
役員とのメンタリング面談

女性管理職の次なるキャリアとしての配置・登用を見据え、管理職として必要な課題
解決力を養う研修とともに、当社役員によるメンタリング面談を実施

女性監督職 課題解決力アップ研修＋
プロによるコーチング

上位職を目指すために必要な課題解決力を養う研修とともに、プロによるコーチング
セッションを実施

若手女性職員 キャリアサポート研修 ライフイベントとキャリア形成の両立について外部講師から学ぶとともに、キャリア…
コンサルタントによるキャリア面談を併せて実施することでキャリアへの意識を高める

若手～中堅女性職員 ロールモデルカフェ 理想とする働き方をしている女性マネジメント職とマネジメント職を目指す女性従業
員との交流会。女性社外取締役を講師とした講演を併せて実施
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なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか

育児休業取得率 2024年度

男性 104%

※�「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」に基づき、対象期間（2024年４月１日～2025年…
３月31日）に「育児休業等を取得した労働者の数÷本人または配偶者が出産した労働者の数」で計算。配偶者が出産した男性労
働者の全員が、配偶者の出産から原則２年以内に育児休業を取得することとしており、配偶者の出産から年度を跨ぎ育児休業を
取得する者がいるため、2024年度は取得率が100％を上回っております。

推奨パターン①
１か月程度の育児休業

推奨パターン②
５日以上の育児休業＋１か月以上の短時間勤務

原則１か月以上の育児集中期間

従業員持株会への加入推奨

エンゲージメント指数

褒める文化・チャレンジする風土の醸成に係る指数

  発行済株式数に占める従業員持株会の割合
（自己株式除く）

2021年
3月末

2022年
3月末

2023年
3月末

2025年
3月末

2024年
3月末

1.78% 1.85%
1.90% 1.93%1.91%

持株会加入率

（前年比+0.6pt）
79.3%

1人当たり
平均掛金

（前年比+423円）
＠6,881円

2022年度

3.75

2024年度

3.81

2023年度

3.83

2024年度

3.73

eNPS

2022年度

11.2%

2024年度

37.3%

2023年度

35.8%

4.0pt以上へ



グループ会社名 2024年 2025年 増減

広島銀行 71名 78名 +7名

ひろぎんビジネスサービス
(特例子会社) 35名 43名 +8名

その他グループ会社   12名 15名 +3名

多様性の尊重と障がい者活躍促進
　当社グループでは、多様な人財が持てる力を発揮し
「人生の充実感・働きがい」を実感できる職場づくり
を大切にしています。その一環として、障がいのある
方々の積極的な雇用に取組んでいます。
　障がいの有無にかかわらず、すべての人が尊重され、
役割を持ち、やりがいを感じながら働く組織は、「持
続可能な組織の基盤」であり、経営の重要な課題であ
ると考えています。
　そのため、特例子会社に特定せず、グループ全体で、
適財適所の雇用を促進し、真の「ダイバーシティ・エ
クイティ＆インクルージョン」の実現を目指しています。

　障がいのある方や他の従事者に対するサポート体制
として、精神保健福祉士を含む支援体制をグループ全
体で整え、一人ひとりの活躍をきめ細やかにサポート
しています。
　地域の模範となるべく、今後も積極的な障がい者雇
用を促進し、誰もが活躍できる社会の実現に貢献する
とともに、法定雇用率を上回る3％を早期に達成する
ことを目指しています。また、障がいのある方の職場
見学や職場実習の受け入れや、地域に向けたセミナー
等を通じて、当社の取組みを積極的に地域に還元して
まいります。

多様性の尊重とLGBTQ+の取組み
　当社は、多様な性のあり方を尊重し、誰もが自分らしく
安心して働ける職場づくりを目指して、LGBTQ+に関す
る理解促進に積極的に取組んでいます。
　2024年度のひろぎんグループDE&I Week※1では、
LGBTQ+当事者のインタビュー動画を配信し、従業員に
視聴してもらいました。この取組みにより、多くの従業員
から「LGBTQの方が身近に感じられた」「多様性を意識し
た言動をしたい」という声が上がりました。
　2025年度は、社内制度の見直し・整備を通してLGBTQ+
を含むすべての従業員が働きやすい環境づくりを推進しま
す。多様性を尊重し、魅力ある企業を目指すとともに、
「PRIDE指標」の取得にも取組んでまいります。
　また、地域企業ネットワーク「HATAful（はたフル）※2」
のプロジェクトの一環として「はたフルPride」を立ち上
げ、地域におけるLGBTQに関する啓発活動を展開してい
ます。

　HATAfulは、2025年には広島県内で初めて開催され
る「ひろしまプライドパレード」のメインスポンサーを務
める予定です。すべての人が自分らしく生きられる社会
の実現を目指し、今後も地域と連携しながら活動の輪を
広げてまいります。
※1 DE&I Week：P.79をご参照ください。
※2 HATAful（はたフル）：P.90をご参照ください。

　当社グループでは2024年度に62名のキャリア採用
者を迎え入れ、2025年度では66名の採用を目標に掲
げております。今後も金融業界以外の業種からも豊富
な経験を有したキャリア人財を積極的に採用してまい
ります。
　また、広島銀行は転職や結婚、介護等のあらゆる理
由で退職した方を対象としたウェルカムバック制度に

加えて、2024年11月より、当社をよく知り、社外で
新しい経験・知見を培ったアルムナイ（退職者）と中
長期的な関係を構築すべく、新たにアルムナイネット
ワークの運用を開始しました。社内の最新情報の提供
やキャリア採用等を通じ、多様な人財の活躍による企
業価値の向上を図ります。

　当社グループは、2023年４月より「越境業務体験制
度（ひらめき☆１Days）」を開始しています。従事者
が新しい経験の機会を自ら生み出し、豊かな発想力を
養うことで組織の活性化につなげることを目的として
おり、社員は自ら手を挙げ、外部企業など現在のキャ
リアパスにはない新しい場への挑戦を行っています。
また、2023年10月には、地域貢献や学び・成長に関
する副業を認める制度も開始しました（2025年６月末
現在36名利用）。地元への貢献意欲を高め、地域活性
化につなげること、新たな知識・情報の習得や人脈の
形成により、従事者の多様性や専門性を高め、組織の

活性化やイノベーションへつなげていくことを目的と
しております。

内容 2024年度実績
社内インターンシップ利用者数 306名

ポストチャレンジ制の利用による異動者数 40名
(前年度比+12名）

ひらめき☆1Days申込者数 22名
(うち外部企業希望19名)

▲

ボーダーレスな働き方を実現する各種制度の利用者数（広島銀行）

※ポストチャレンジ：2024年度は109名の応募

　新卒で広島銀行に入行後、一度
退職しましたが「ウェルカムバッ
ク制度」を利用して再就職しました。
前職在職中に子どもが生まれ、ラ
イフステージの変化を機に働き方
を見直したことがきっかけです。
短時間勤務制度や各種休暇制度な
ど、子育てとの両立ができる働き
やすい環境が整っています。急な
子どもの発熱にも柔軟に対応して
もらえ、改めて広島銀行で働く安
心感を実感しています。

　2024年に広島銀行に入行し、医
療関連担当として地域の医療機関や
介護事業者にソリューションを提案
しています。前職での新規事業展開
や経営改善の経験を活かし、「現場
感」を持ったアドバイスで地域課題
の解決に取組んでいます。広島銀行
は他者を尊重し、成長を喜び合う文
化があり、自由な発想で提案できる
ため、異業種からの転職でも安心し
て働けています。今後は医療・介護
業界を支え、広島をさらに盛り上げ
たいと考えています。

カムバック
採用者の

声

キャリア
採用者の

声

営業店

土橋 美奈

マテリアリティ ❻人的資本経営
 

2.00％

2.20％

2.40％

2.60％

2.80％

3.00％

2023年 2024年 2025年

2.3％

2.5％ 2.5％
2.5％

2.7％
2.8％

法定雇用率
当社雇用率

障がい者雇用率の推移（各年6月1日実績） 雇用する障がい者の人数（各年8月1日実績)

〈HATAfulにおける実施予定の取組〉

　当社グループの特例子会社であるひろぎんビジネス
サービスは、障がいのある方の安定的な雇用や職場定
着への取組みが評価され、2024年9月20日付で厚生労
働省より「もにす認定（障害者雇用優良中小事業主認
定）」を取得しました。
　この認定は、障がい者雇用に関する法令遵守はもと
より長期的な雇用の継続や職場環境の配慮、支援体制
の整備など、総合的な取組みが一定水準以上であると
認められた事業所に対して付与されるものです。

　今後も、ひろぎんビジネスサービスを中心に、グ
ループ全体で障がいのある方の働きやすさと働きがい
の向上に努め、誰もが活躍できる職場づくりを推進し
てまいります。

 特例子会社における「もにす認定」取得について

ソリューション営業部

平繁 秀治
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なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか

　当社グループでは、すべての従事者が時間や場所、
所属組織やキャリア等の様々な境界を越えて、保有す
る能力を最大限に発揮するための環境整備を行う中で、

多様な価値観やスキルの獲得、新たな環境への積極的
なチャレンジを促進しております。

ボーダーレスな働き方

　当社グループでは、時間や場所にとらわれず柔軟な
働き方ができる各種制度の整備を通じ、多くの従事者
がフレックスタイムやリモートワーク制度を活用して
おり、オフィス勤務とリモート勤務を組み合わせたハ
イブリッドワークが定着しております。さらに、働き
方改革への意識醸成を目的として、広島銀行では、本
店部を対象に毎週水曜日を「生産性もっと上げよー
DAY」と位置づけ、勤務時間を８時間以内とすること

や、全職員を対象とした勤務時間インターバル制度
（11時間）の導入など、柔軟で効率的な働き方を推進
しています。また、2024年度の従事者１人当たりの平
均有給休暇取得日数は15.3日（前年度比▲0.4日）と
なっています。

1人当たり平均有給休暇取得日数 15.3日（前年度比▲0.4日）

1人当たり月平均時間外労働時間 8.2時間（前年度比+0.12時間）

柔軟で効率的な働き方の実現

主体的な挑戦・成長への支援

多様な価値観・スキルの獲得



▲

�健康経営優良法人2025
ホワイト500

健康経営優良法人2025
（大規模法人部門）
「ホワイト500」認定ロゴマーク

▲

�健康経営優良法人2025 
(中小規模法人部門)

健康経営優良法人2025
（中小規模法人部門）
認定ロゴマーク

▲ �

スポーツエール
カンパニー2025

スポーツエールカンパニー
2025
認定ロゴマーク

　また、従事者の財産形成に寄与するための制度とし
て「ひろぎんホールディングス従業員持株会」を組織し、
拠出金額の10％を奨励金として補助しています。2023
年度には奨励金額の拡充やESOP信託を導入し、持株
会への加入率は約80％と高い水準となっています。

▲

従業員持株会の状況

2021年
3月末

2022年
3月末

2023年
3月末

2025年
3月末

2024年
3月末

1.78% 1.85%
1.90% 1.93%1.91%

持株会加入率

（前年比+0.6pt）
79.3%

1人当たり
平均掛金

（前年比+423円）
＠6,881円

従業員持株会への加入推奨
  発行済株式数に占める従業員持株会の割合
（自己株式除く）

　当社グループは、仕事における働きがいのみならず、
私生活を楽しみ、従事者がトータルで人生を充実させる
ことが重要であるとの認識のもと、ファイナンシャル・
ウェルビーイングの実現に取組んでいます。そのために
は、従事者の生活の基盤となる報酬面の充実は欠かせな
い要素となります。

　当社グループは、従事者の心身の健康を第一に考え、
「ひろぎんグループ健康経営宣言」に則り、全社で健康
経営を推進しています。
　当社および広島銀行は、「健康経営優良法人2025（大
規模法人部門）」の上位法人としてホワイト500の認定
を取得し、また、ひろぎんリースとひろぎんヒューマ
ンリソースも「健康経営優良法人認定制度（中小規模
法人部門）」の認定を取得しております。
　加えて、当社および広島銀行は、従事者の健康増進
に向けたスポーツ活動の支援や促進に対する取組実績
が認められ、「スポーツエールカンパニー2025」に認
定されました。

　昨今の物価高騰に伴う負担増加等も踏まえる中、従事
者の処遇水準の改善に継続的に取組んでおり、「中期計
画2024」では、グループ各社間で異なる処遇水準の統
一を目指し、各社収益力の強化と制度改定等の対応に力
を入れていくこととしております。

会社名
2023年度 2024年度 2025年度

　ベースアップ ベースアップ 人事制度改定

広島銀行

2% 3% 約10%
(賞与を含めた年間賃上げ率)

ひろぎん証券

ひろぎんリース

ひろぎんITソリューションズ

※大卒・勤務地域を限定しないコースの水準
※人事制度改定については、P.88参照

　当社グループでは、パーパスの実践者である従事者
が最高のパフォーマンスを発揮できる状態を実現する
ため、職場におけるウェルビーイングの実現に取組ん
でいます。具体的には、心身共に健康であること（フィ
ジカル・ウェルビーイング）、経済的に豊かであるこ

と（ファイナンシャル・ウェルビーイング）、主体的
にキャリアを構築できていること（キャリア・ウェル
ビーイング）、所属する地域や組織に愛着を持ってコ
ミットできていること（ソーシャル・ウェルビーイン
グ）を支援しています。

ウェルビーイング支援

フィジカル・ウェルビーイングの取組み

ファイナンシャル・ウェルビーイングの取組み

　当社グループでは、変化を恐れずチャレンジが当た
り前にできる組織とするため、環境整備を進めていま
す。具体的には、グループ全従事者を対象とした「ビ
ジネスコンテスト」の開催や、地域・当社グループの
未来創造を目的とした「未来創造推進ワーキンググ
ループ」の活動など、果敢にチャレンジする風土や周
囲のチャレンジを応援する風土の醸成に力を入れると
ともに、褒める文化の定着を目指しています。
　また、広島銀行では2023年度より、上意下達の企業
風土からの決別を図り、内向きな競争や短期的な成果
のみに捉われることなく、従事者本人の内発的動機に
基づく目標設定と、その達成に向けた取組状況を評価
の対象とする新たな評価制度を導入しております。
　OKRと呼ばれる目標設定の仕組みを取り入れ、従事

者のすべての活動と当社グループの経営理念の方向性
を一致させることにより従事者の仕事に対するやりが
いとモチベーションの向上を図っています。

▲

ひろぎん版OKRの導入

パーパス・経営理念の実現
「中期計画2024」の達成

支店行動計画・部門計画

夢を実現するOKR コミットするOKR

O（目標） O（目標）

KR（成果指標） KR KR（成果指標） KR

各
部
店

個
　
人

　当社グループは、従事者の離職を抑え、定着・早期活
躍を支援することで、育成等の投資効果も最大化される
との考えのもと、オンボーディングプログラムの拡充を
図っています。
　新入職員向けの研修は、適時適切に実施できるように
時間を掛けヒアリングや分析を行い見直しており、結果
として、入社3年以内離職率は低位で推移しています。
　また、広島銀行では、2025年３月、キャリア採用者の
定着支援、即戦力化を企図して、新たに独自のオンボー
ディングハンドブックを作成しました。作成にあたって
は、実際にキャリア入行者・受入部門の双方に対して、
調査・分析を行うことで、早期活躍を実現する実用性の
高い内容となっています。

※�入社3年以内離職率（新卒・中途含む）＝該当年度入社した者のうち3年以内に離職
した人数÷該当年度の入社社員数×100%

グループ会社名 2021年度
入社

2022年度
入社

2023年度入社
(2年経過)

2024年度入社
(1年経過)

広島銀行 21.2% 13.5% 4.1% 0.0%

ひろぎん証券 25.0% 11.0% 0.0% 0.0%

ひろぎんリース 0.0% 16.7% 12.5% 0.0%

ひろぎん
ITソリューションズ 18.2% 12.5% 0.0% 4.5%

▲

入社3年以内離職率（2025年3月31日時点）
<参考>
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なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか

　当社グループでは、あらゆる取組みの土台となる
チャレンジ精神を企業カルチャーとし、周囲に関心を

持ち、褒め合う組織風土を醸成することで従事者一人
ひとりのエンゲージメント向上へとつなげております。

エンゲージメントの強化

褒める文化・チャレンジする風土の醸成

職員の定着・早期活躍支援

　当社グループの持続的な成長を測る一つの指標とし
て、パーパスや企業風土への共感、仕事への熱意など、
「期待」と「実感」という観点から従事者の意識調査
を実施しており、2024年度はエンゲージメント指数：
3.81、eNPS：37.3%となりました。
　加えて、2024年度より同調査内で、当社グループが
大事にする褒める文化・チャレンジする風土の醸成状
況の定量的な把握を開始しました。パーパス・経営理
念の実現に向けては、失敗を恐れずチャレンジする風
土の定着・進化が必要不可欠という考えのもと、今後
も従事者と信頼関係の構築および職場環境・風土の改
善を図り、従事者が誇りを持って働ける魅力的な企業
風土・職場環境の構築に努めていきます。

従業員持株会への加入推奨

エンゲージメント指数

褒める文化・チャレンジする風土の醸成に係る指数

  発行済株式数に占める従業員持株会の割合
（自己株式除く）

2021年
3月末

2022年
3月末

2023年
3月末

2025年
3月末

2024年
3月末

1.78% 1.85%
1.90% 1.93%1.91%

持株会加入率

（前年比+0.6pt）
79.3%

1人当たり
平均掛金

（前年比+423円）
＠6,881円

2022年度

3.75

2024年度

3.81

2023年度

3.83

2024年度

3.73

eNPS

2022年度

11.2%

2024年度

37.3%

2023年度

35.8%

4.0pt以上へ

※�従事者の熱意や意欲、会社への信頼
の深さ等を表す指標で、５段階評価
（５が最高値）の平均値

※�従事者が親しい人に自分の職場をどの程
度勧めたいかを表す指標で、推奨者の割
合から批判者の割合を控除して算出

※�褒める文化やチャレンジする風土の醸成
に係る設問への回答から算出、５段階評
価（５が最高値）の平均値

▲

2024年度HD職員意識調査結果

従業員のエンゲージメント向上

マテリアリティ ❻人的資本経営
 



　当社グループでは、仕事やキャリアに関する満足度・充実感は、従事者の職場におけるパフォーマンスに影響する
だけでなく、個人の人生の質も左右しうる重要な要素と考えています。そこで、全従事者のキャリア・ウェルビーイ
ングを実現するため、会社主導の受動的なキャリア形成から抜け出し、自ら主体的にキャリアを切り拓くことを組織
的に支援しています。
　具体的には、キャリア自律を進めるサイクルとして4つのステップを示し、各ステップにおいて、従事者が主体的に
自身のキャリアについて考え、悩み、選択することができるようグループ全社が一体となり、支援の充実を図っています。

　当社グループは、従事者が所属する地域や組織に愛
着を持ち、地域・組織のために、主体的に行動するこ
とが、ソーシャル・ウェルビーイングの目指す状態で
あると考えています。
　社内SNS「TUNAG」を通じて、世代や役職、グルー
プ会社間のコミュニケーションの活性化を促進し、従
事者一人ひとりが実践者としてチャレンジする風土を
醸成しています。また、広島県の転出超過対策として、
誰もが自分らしく働くことのできる魅力的な職場を広
島で増やしていく当事者ネットワーク「HATAful（は
たフル）」を県内企業と共に立ち上げ、従事者が主体と
なって、組織の枠を超えて県内企業一体となって変化
を生み出すプラットフォームとなるべく活動していま
す。これらの取組みを通じて、従事者自身が地域・組
織に愛着を持つことで、地域社会全体の幸福度を高め、
持続可能な発展に貢献します。

将来を
描いてみる

気になる領域を
調べる/他者に

会う

とりあえず
やってみる！

自己理解を
進める

1

2

3

4

キャリア自律を進めるサイクル

内省と将来展望

試行錯誤

キャリア自律サイクル 具体的支援の取組み

①自己理解を進める ・全従事者向けキャリアe-ラーニング
・全従事者向けキャリアワークシート

②気になる領域を
　調べる/他者に会う

・当社グループのキャリアパスモデル・
　未来をひろげるインタビューレポート集公開
・社内インターン、ひらめき☆1Days 等

③将来を描いてみる ・各年代(若手、30/40/50代)
　に向けたキャリア開発研修

・1on1ミーティングで上司が挑戦を後押し
 *2025年度は全管理職に向け、
 「挑戦を促す1on1」研修を実施

④とりあえず
　やってみる！

▲

社内SNS「TUNAG」投稿例
　実はこんな失敗したことあります！★しくじり先生リレー

　「失敗＝マイナス減点」から「失敗を恐れず、チャレンジ！」
への意識改革を進めるため、「みんな失敗があるから今がある」
ということをオープンに共有し合う《失敗談紹介》のリレー投
稿が始まりました。
　このリレー投稿は、営業店職員の発案により始まり、バトン
を受け取った役員がこれまで11名、自らの《しくじり体験》
を語っています。
　若手社員から「ブックマークをして見返すほど楽しみ！」と
の声が寄せられるなど、「前向きな失敗は、学びや成長のヒン
トが詰まったポジティブなもの」という雰囲気づくりにつな
がっています。

キャリア・ウェルビーイングの取組み

ソーシャル・ウェルビーイングの取組み

　昨年度にスタートした「中期計画2024」で掲げた高
い理想や目標の実現を目指す上で、価値創造戦略の担
い手となる当社グループの人財が、その保有する能力
を最大限発揮できる仕組み（＝人財戦略）の実効性を
高める必要があるとの認識のもと、人財戦略と整合す
る形で従来の人事制度を根本から見直す必要があると
の結論に至りました。
　2024年度においては、理想を実現するための制度の
あるべき姿について議論を重ね、検討を尽くし、結果
としてグループ傘下の４社（株式会社広島銀行、ひろ
ぎん証券株式会社、ひろぎんリース株式会社、ひろぎ
んＩＴソリューションズ株式会社）を対象に、人事制
度を大幅に改定することとしました。

　今回の改定を通じて、人的資本の最大化（人財の確
保、育成・活躍促進、定着）と組織力の強化を図りつつ、
就労に関連する社員の多様なニーズにも配慮すること
で、「持続可能な体系としての人財戦略の確立」と「社
員のウェルビーイング向上」の高次元での両立を目指
します。
　また、今回改定対象とした４社においては若手社員の
処遇を同水準とし、人財交流を活性化することでグルー
プのさらなる一体感の醸成を図り、多様な人財が適性に
応じて活躍できる組織の構築につなげてまいります。
　本改定に伴うグループ全体の人的資本投資額は25億
円程度を見込んでおり、賞与を含めた年間の賃上げ率
は約10％となる想定です。

マテリアリティ ❻人的資本経営
 

　当社グループでは、「中期計画2024」で掲げた高い
理想や目標の実現に向けて、「人的資本を最大化する

５つの柱」の強化を企図し、人事制度の抜本的な見直
しを行いました。

人事制度の抜本的な見直し

人事制度改定の考え方

人事制度改定の主な内容

•初任給引上げ
•若手層の処遇水準引上げ
•勤務制度・体系の見直し

•コース区分制度の改定

•職能資格制度の改定

•職務等級制度の導入
•先任職員制度の廃止

•福利厚生・諸手当拡充

•グループ全社として必要な人財
の確保
•若手層処遇水準、勤務体系等の
各社間の差異を縮小し、グループ
一体感・モチベーションの向上と
人財交流の活性化を促進

•各社の事業実態に応じた職位や
資格毎の人財要件、スキルレベ
ルの可視化
•年齢や性別に関係なく、適性や
能力に応じた柔軟な配置を実現

•全社的なウェルビーイング実現
ウェルビーイング

支援

ボーダーレスな
働き方

DE＆Iの実践

エンゲージメントの
強化

人財マネジメント

5つの柱を強化

求
め
る
人
財
の
最
大
化
を
実
現

①

②

③

④

⑤
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なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか



※1：クチコミデータ抽出期間を「2007年7月14日から2025年3月末まで」とした広島銀行のクチコミデータ（累積クチコミ数：546件）を分析対象としています。
※2：「働きやすさスコア」、「働きがいスコア」は、東証プライム・スタンダード市場上場企業の平均値を100とした場合の相対値で表示したものです。
※3：�当ランキング（「地方銀行順位」）の業種分類は、開示情報等をもとに、クレジット・プライシング・コーポレーションが独自に分類を行ったものです。但し、各項目で累積投

稿者数が50人以上いる企業に限定するなど、一部企業は比較分析対象から除外しております。
※4：�当ランキング（「内、株式時価総額上位行順位」）の比較対象企業は、上記※3の業種分類（「地方銀行」）における比較対象企業のうち、2025年8月4日時点の株式時価総額の上

位企業10社（当該上場企業が銀行持株会社の場合は、最も従業員数が多い傘下の子銀行）としております。

《2014年12月》

働きがい
スコア※2

101.04

広島銀行では、オープンワーク株式会社が運営する社員クチコミサイト「OpenWork」（openwork.jp）
に寄せられたクチコミ文章（テキスト情報）※1を用いて、株式会社クレジット・プライシング・コーポ
レーションの独自の調査・分析に基づき、広島銀行の組織風土を「働きやすさ」と「働きがい」の2つの
観点からAIで数値化・見える化することで、広島銀行における人的資本経営のこれまでの成果と今後に
向けた課題の在り処を探りました。

若者や女性を中心に深刻な転出超過が続く広島県。若い世代や子育て世代が、年齢や性別にかかわりなく
働くことのできる地域をつくることが、転出超過を抑制し、「広島県で働きたい！」と思う人を増やすこ
とにつながると我々は考えています。そこに住まう一人ひとりが「全員」活躍できる、多様性のある地域
を実現するために、様々な施策を実行しています。

─ 社員クチコミサイト「OpenWork」でのリアルな声から探る人的資本経営の現在地 ─ ─ 地域のダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョンの推進 ─
広島銀行の「働く場所としての魅力」の現在地 地域の「働く場所としての魅力」向上に向けて

　広島銀行では、従前からの働き方改革により、柔軟で効率的な働き方を推進してきたことに加え、
DE&I推進の一環として、「男女差のない働き方」の推進に力を入れており、OpenWorkの「働き
やすさ」スコアも過去10年間で大きく向上しました。

　クチコミでの頻出キーワードを見ると、「女性が働きやすい」、「上司や周囲の理解も得られている」といったポジ
ティブなキーワードが目立ってきたのは良い兆候である一方で、“女性へのケアの精神”が配置（タフアサインメン
ト）における男女差を生んできた過去の反省を踏まえると、「女性に対して気遣いがある」というキーワードは課題
としての側面も有していると捉えています。現在では、
男女差のない配置転換を推進（⇒P.80ご参照）しており、

「男女区別なく仕事を与えられる」という実感がより多く
の従事者に浸透するよう図っていく方針です。

　まずは我々地元企業が魅力的な働く場所を創出するべく、2024年5月、カラフルで魅力的な
“働く”を創出する企業ネットワーク「HATAful(はたフル)」プロジェクトを立ち上げました。転
出超過を「行政が何とかすべきこと」と他人事にせず、中国電力株式会社、マツダ株式会社、広

島県庁と共に「我が事」として取組む企業ネットワークです。2024年9月には各社・各組織のトップを招いて今
後のHATAfulの活動について発表し、各代表が積極コミットを表明しました。HATAfulでは組織の枠を超えたプ
ロジェクトを複数企画・実施しています。越境交流を通じて従業員自身が、地元企業で働くことの意義や良さを
実感し、その輪が広がっていくことを企図しています。

　2025年3月、当社は、株式会社ちゅうぎんフィナンシャルグループと、両社の主要な営業エリ
アである山陽地域の地域活性化および持続可能な社会の実現に向けた連携協定「山陽地域のサ
ステナビリティ推進に向けたパートナーシップ協定」を締結しました。本協定に基づき、両社グ

ループにて、地域のDE&Iを推進する取組みを積極的に進めています。

働き方改革やDE&I推進により、「働きやすさ」スコアは上位地銀10行中トップに！ HATAful(はたフル)～転出超過を背景とした当事者ネットワーク～

ちゅうぎんフィナンシャルグループと連携し推進する「せとうちのDE&I」

働きやすさ
スコア 

HATAful
（はたフル） 

せとうち
のDE&I

第一部

講演・パネルトーク
①多様性のチカラで人口減少時代を乗り越える
　～求職者に選ばれる企業・地域であるために～
②父から娘につなぐバトン
　～事業承継のリアル～
③私の本気スイッチが入った瞬間
　�～「管理職になりたくない」女性社員の本音と
成長体験談～

第二部 交流・情報交換会
～女性リーダー・候補者を囲む交流会～

テーマ１ 「世界とともに考える」

テーマ２

「せとうちモデルとともに考える」
●パネルディスカッション①
　地方の人材流出は食い止められるのか？
　～連帯が地域を変える～

●パネルディスカッション②
　誰が地域を変えるのか？(1)
　～「越境人材」がひらく地方の未来～

●パネルディスカッション③
　誰が地域を変えるのか？(2)
　～女性がつなぐ地方の未来～

テーマ3 「官・民・メディアとともに考える」

＜当日のプログラム＞

＜当日のプログラム＞（一部抜粋）

▲

「働きがい」関連のワードクラウド（2007年7月～2025年3月）

▲

「働きがい」関連のワードクラウド（うち、直近1年間）

▲

「働きやすさ」関連のワードクラウド（2007年7月～2025年3月）

▲

「働きやすさ」関連のワードクラウド（うち、直近1年間）
HATAfulの

具体的な
取組み

《2014年12月》

働きやすさ
スコア※2

98.93

《2025年3月》

働きやすさ
スコア※2

地方銀行
順位※3 内、株式時価総額

上位行順位※4

109.96 11位/48行 1位/10行

《2025年3月》

働きがい
スコア※2

地方銀行
順位※3 内、株式時価総額

上位行順位※4

110.62 8位/47行 3位/10行

　広島銀行では、従事者一人ひとりが理想の働き方を実現するため、「主体的にキャリアパスを描き、
新たな取組みにチャレンジする風土」の醸成や「多様なキャリア・経験を活かすことができる環境」
の整備を図るなか、長年に亘って、人財育成投資を強化してまいりました。

　クチコミでの頻出キーワードを見ると、「成長できる」、「目の前のお客さんの要望を叶えられる」といった“成長・
活躍”にまつわるキーワードに加え、「若手が手を挙げやすい」、「自身のやりたい業務ができる」といった“挑戦（キャ
リア自律性）”にまつわるキーワードが増えています。
　他方で、「支店による」といった声もあることから、全
ての職場が部下一人ひとりの持続的な挑戦と成長が促進
される場となるよう、全ての管理職・監督職を受講対象
としたマネジメント研修を実施（⇒P.77ご参照）するなど、
全員活躍組織の実現に向けた取組みを加速しています。

管理職・監督職のマネジメントスキル強化により、より一層「働きがい」を高めていく！
働きがい
スコア 

2024年9月　HATAful参加組織のトップが
コミットを表明
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なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか

特集

02
特集

03

事業承継や女性活躍推進に課題を感じている経営者等
を対象に、「せとうちDE&Iムーブメントをつくろう！女
性リーダーが担う次世代経営セミナー」を開催しまし
た。男性が後継者となるケースが多い中、娘が事業承
継した実際の事例の紹介や、両社グループのDE&I担
当役員と女性職員によるパネルトークを実施しました。

会長による強いリーダーシップで成り立っていた組織から、社長による
チームワーク組織に変化していったこと。これこそが女性が得意とするチ
カラということに深く納得できました。

ひろしまキャリア
パスポート
「広島なら、会社の枠を超
えて多様な活躍のチャン
スがある」

Hiroshima縁JOB
「広島なら、働きがいも・
豊かな生活も」
広島らしい場所で合同
ワーケーション

ヒロスケ・ヒロコ
「こうあるべき・・・」思
い込みや性別にとらわれ
ない働き方や、心通じ合
う組織風土づくり

HATAfulのロゴは、豊か
な自然（緑）、瀬戸内の青
い海、特産品のレモン（黄）、
そして広島を最もイメージ
させる色ともいえる赤を取
り入れています。

大阪・関西万博会場にて、全国女性ネットワーク
一般社団法人Toget-HER主催・当社およびちゅうぎ
んフィナンシャルグループの共催にて、女性のエン
パワーメントと社会課題の解決に関する特別イベン
トを開催しました。広島・岡山の転出超過を共通の
課題とし、両社グループのDE&I推進連携について
発表しました。全体を通じて、「ジェンダーバイアス
の解消」が地方活性化のカギであること、解決の手
段として「連帯」が力になることが示されました。

共催セミナー「女性リーダーが担う次世代経営セミナー」（2025年7月3日・7月29日開催）

大阪・関西万博での登壇（2025年7月10日開催）

参加者
の声



▲ �

気候変動・環境課題への取組み 
（カーボンニュートラル）▲ �

多様な人財が活躍できる職場環境づくり 
（ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン）

▲ �

外部アライアンスによる 
価値創造の高度化と新事業の創出

▲ �

DXをあらゆる施策のベースとした 
新しい価値の提供▲

全従事者の意識変革と主体的なDXへの取組み

　当社グループでは、活力ある地域の実現、お客さま
の成長・発展に向け、グループ全社・全従事者でDX
を推進しています。昨年度からスタートした「中期計
画2024」では、DXを戦略のドライバーの一つとして
位置付け、全社的な変革の取組みを強化するとともに、
お客さまや地域に対しても取組みの領域を拡げ、これ
まで当社で培ったDX推進のノウハウやリソースを提
供させていただく中で、お客さまの成長をご支援し、
地域の発展に貢献することを目指しています。
　DXは特定の部門だけでなく全社的な推進が必要で
あることを改めて発信し、社内DXの全社最適に取組
んでいます。
　DX統括部は、グループの各事業部門におけるDXの
取組みの促進・サポートを実施するとともに、自らは
組織横断的な変革への取組みをリードする部署です。
　先入観や固定観念に捉われることなく、「DXをあた

　現在、世界では、地球温暖化など、国・組織の枠組
みを超えて乗り越えなくてはならない社会課題が山積
する中、分断を加速するような問題が続いて起きてい
ます。国内でも少子化と大都市一極集中のダブルパン
チによる人口減少で、地方企業にとっては試練の連続
です。あまりの問題の大きさと複雑さに、ともすると無
力感を感じてしまいますが、逆にこうしたボーダレスな
問題を前にこそ、私たちは連帯できるのではないでしょ
うか。その連帯のハブになりうるのが私たちのような
「地域総合サービスグループ」であり、今こそ、我々の
真価が問われるときだと感じています。
　『連帯を、社会を変える力に』という信念のもと、
我々は地域の中の組織の壁を、日本における地域の壁を、
新たな枠組みの創設によって乗り越えるチャレンジを
進めています。　
　県内では、魅力的な「はたらく」を共創する地元企
業ネットワーク「HATAful（はたフル）」を発起し、マ
ツダ株式会社・中国電力株式会社・広島県庁・地元企
業等との越境プロジェクトに加えて、組織を超えた出会
いのための交流イベントや、誰もが自分らしく生きられ
る企業風土醸成に向けたLGBTQ支援プロジェクトなど、
この数か月で300名を超える仲間と地域活性化活動を企
画・実施しました。
　また、2025年3月、株式会社ちゅうぎんフィナンシャル
グループとパートナーシップを締結、広く「せとうち」の
サステナビリティ・トランスフォーメーションを共に推進
することを決定し、共通の自然資本である瀬戸内海の生
態系の保全や、地域のダイバーシティ・エクイティ＆イ
ンクルージョン（DE&I）推進など、様々な側面から持続
可能な社会の実現に向けたリーダーシップを発揮するこ

りまえとし、地域・お客さま・従事者に対して常に新
しい価値を提供し続ける」というビジョンの実現に向
け、全従事者のマインドを合わせて取組みを前進させ
ていきます。

とを約束しました。
　自然資本保護については、地域のカーボンニュート
ラル支援の高度化に向けて、行政や企業と連携した地
域ネットワークの形成や顧客向けセミナーなど地域・企
業への啓発活動を進めています。
　DE&I推進については、今年の7月に人材不足時代に
多様性をチカラに変えることの可能性を考える経営層
向けセミナーを広島、岡山、大阪・関西万博で共同開
催しました。「社長業は息子・娘婿に継ぐもの」という
アンコンシャスバイアスが「後継者不足」などの問題
を助長している可能性に触れ、娘への事業承継中のお
客さまと共に、これまで十分期待をかけ鍛えていなかっ
た層がいるのではないか、全ての人財の可能性をフル
に活かすために今何が必要なのかについてディスカッ
ションしました。参加いただいた企業さまからは「大き
な可能性を感じた」とポジティブな感想をいただき、確
かな手ごたえを感じています。
　こうした数々の連帯を推進する真の目的は、仲間づく
りです。「組織・社会に不満はあるが、自分には変えら
れない」と諦めるのではなく、「自分の周辺、半径5メー
トルはパラダイスにするんだ」と思える人を増やすこと。
過去の世代のせいにせず、自分の世代に責任を持ち、
「後世に誇れる組織・地域を自分が創るんだ」という志
に火をつけること。そのためには小さくても確かな手ご
たえが必要で、地方都市は社会の「手触り感」を感じ
られる絶好のチャレンジフィールドだと思っています。
これからも、1社ではできないような社会変革を連帯の
力で推進し、「せとうち」から日本の問題解決に向けた
明るい兆しを発信し続けてまいります。

組織
横断的な
変革への
取組みを
リード

グループ各社・各部の変革への取組みをサポート

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
営
業
部
・・・

営
業
企
画
部

Ｉ
Ｔ
統
括
部

事
務
統
括
部

人
事
総
務
部

総
合
企
画
部

Ｈ
Ｄ
・
グ
ル
ー
プ
各
社
・・・

広島銀行（本部・営業店）

グループDX委員会（取締役会・経営会議）

DX
統括部

　当社グループでは、2022年10月に経済産業省の「DX認定」を取得しており
ます。「DX認定事業者」として「DX推進に向けた準備が一定水準以上であるこ
と」を国から認められたことを意味するものであり、今後、お客さま・株主に対
し当社グループのDXへの取組決意を示すエビデンスにするとともに、グループ
全従事者一丸となってDXに取組むきっかけの１つとして活用してまいります。
※ ひろぎんグループ全体を評価対象としたうえで「㈱ひろぎんホールディングス」にて認定取得

10年後の 目指す姿の実現

価値創造戦略

戦略のドライバー

経営基盤強化戦略

サステナビリティ・
トランスフォーメーション

アライアンス・
トランスフォーメーション

デジタル・
トランスフォーメーション

DX

執行役員 
DX統括部長

石原 和幸

SX

執行役員
サステナビリティ統括部長

木下 麻子

DX AX

SX

SX・DX・AX（3つのトランスフォーメーション）
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　当社グループでは、「中期計画2024」に合わせて
「DX戦略」をスタートしております。これまでは当社
グループのDXに注力してきましたが、そこで得た知
見を活用し、お客さまや地域の成長・発展に貢献して
まいります。
　お客さまに対しては、ツール導入支援やシステム開
発への対応に加え、DXコンサルティングへの取組みを
強化し、デジタル化による競争力強化をサポートします。

▲

DX戦略全体像

　当社グループでは、生成AIの活用を「汎用的活用（民
主化）」と「個別業務組込」の2軸で整理し、推進してお
ります。「汎用的活用（民主化）」においては、社内外の
ユースケースを収集し、全社に発信する取組みのほか、
プロンプト（生成AIに与える指示文）サイトを構築し、
利便性の向上を図っています。
　加えて、「個別業務組込」においては、利用者のリテ
ラシーに左右されず、「無意識に生成AIを利用する業務
フローの構築」を目指しております。2025年度下期に
利用開始を予定している融資稟議書作成への活用を皮切
りに、複数業務への組込みを検討しています。他の施策
と合わせた業務プロセスの変革・個別業務へ組込む案件
の増加を通じて、グループにおける業務効率化・価値創

　データ利活用の高度化の実現に向けたひとつのアプ
ローチとして、2024年6月にデータ分析・可視化システ
ム「Tableau（タブロー）」を広島銀行の全行員が使え
る状態で導入し、「データ利活用の全社的推進および意
思決定への活用強化」に向け、取組んでいます。

造効果の最大化を目指すとともに、AIエージェントの活
用による抜本的な業務の見直しへの検討を進めてまいり
ます。

内容 目標数値 2025年3月末
DX人財の育成 DX専門人財60人以上   27名
全社的ITリテラシーの底上げ グループ社員ITパスポート取得率80%   66%
DX関連投資 100億円（うちDXを中心としたシステム投資75億円） 21億円

▲

KPI（中期計画期間中）

　現在、当社グループでは特定業務領域においてクラウ
ドデータ基盤を活用しておりますが、今後はAI活用のさ
らなる推進とデータ利活用の民主化の実現を目指し、柔
軟な接続性と高い拡張性を備えた全社統合型クラウド
データ基盤の導入を検討しています。これにより、全社
的なデータ利活用の高度化を加速し、ビジネス変革を支
える環境の整備を通じて、企業競争力の強化と新たな価
値創出の実現を目指してまいります。

　当社グループでは、グループ各社の事業部門ごとに
「DX推進責任者・リーダー」を配置し、各事業部門を主
体としたDX推進体制を構築しています。また、「グルー
プDX委員会」を設置し、DX案件の取組方針や戦略の方
向性等について審議を行い、ガバナンス管理を強化する
とともに、従来のIT投資プロセスとは分けて意思決定を
実施することで、積極的なDX投資を可能としております。

行動指針

DXビジョン
DXをあらゆる施策のベースとし、地域・お客さま・従事者（当社グループ）に対し、常に新しい価値を提供し続ける

活力ある地域の実現 お客さま（法・個人）の成⻑・発展
ひろぎんHDの

成⻑・発展

DXマインド

「DXを前提としてあらゆる業務・施策を運営」「グループ全社・全従事者の意識改革と主体的なDXへの取組み」

当社のDX お客さま・地域のDX

デジタル
イノベーション
（新ビジネス創出）

・‌�デジタル新ビジネス（〈ひろぎん〉
Smart Fine、〈ひろぎん〉給与スピー
ド受取りサービス）のサービス展開

・‌�ひろぎんアプリ・〈ひろぎん〉ビジネス
ポータルを通じたWEB完結型ビジネスの
構築

・‌�データ利活用の積極推進（生成AI・
Tableau等）

・‌�テクノロジーを活用した抜本的な業務 
プロセス変革

・‌�RPA等の活用による業務効率化

DXコンサルティング組織の新設
　・DX構想・計画策定
　・DX化に向けた伴走サポート
　・クラウドサービス導入サポート
CYBERGYM広島アリーナの開設
　・サイバーセキュリティ対策サポート

デジタライ
ゼーション

（攻めのデジタル化）

デジタイ
ゼーション

（守りのデジタル化）

お客さま
中心主義

断捨離

ステージ3ステージ2ステージ1

目的

日常業務で利用 業務を効率的にアシスト 業務・サービスを高度化

活
用
全
体
像

対話型生成AI 業務アプリ化 マルチAIエージェント

・機密性が担保された

専用環境を構築

・社内情報をAIに取り込み、

実業務へ活用

・業務システムと連携させ、

個別の業務フローへ組込み、

無意識に業務に活用させる

・社内のデータ統合環境と複

数のエージェントを連携

し、実業務やお客さまへの

サービスに活用

タスク自動化プロンプト

融資エージェント営業エージェント

融資稟議書作成

経営管理エージェント 照会対応エージェント

各種情報の
整理・解釈

提案アドバイス

マルチエージェントで
対話・判断・意思決定を

実施

業務
システム

これまで 現在（Tableau活用）

必要な情報が分散
煩雑な集計・分析作業（Excelベース）

誰もが利用可能
データに基づく意思決定

　地域社会に向けては、地方自治体等と連携した取組
みや、教育機関等との連携を通じた次世代のDX人財
育成を推進していきます。
　引き続き、当社グループにおいては、グループ全
社・全従事者の意識改革と主体的DXへの取組みを推
進し、データやデジタル技術の活用を進め、常に新し
い価値の提供を目指してまいります。

　当社グループでは、昨年度からスタートした「中期
計画2024」において、DXの促進を地域のマテリアリ
ティの一つとして明確化するとともに、「活力ある地
域の実現」という10年後の目指す姿の実現に向けた戦
略のドライバーとして、DXを位置づける中、グルー
プ全社・全従事者でDXを推進しています。また、お

銀行
データ

グループ会社
データ

・
・
・

外部
データ

データ源泉 全社統合型クラウドデータ基盤

データレイク

業務適用

多様な形式・種類のデータ
を柔軟に収集・長期で蓄積

DWH・マート
蓄積したデータを整理・構造化
目的別にデータを最適化

データ連携
社内外のデータをシームレス
に連携、容易に分析・活用

AI活用
生成AI・機械学習による
高度な分析や予測

営業・
マーケティング

顧客サービス・
チャネル

リスク管理・
コンプライアンス

事務・
管理業務

本部業務

客さまの成長・発展に向け、当社グループ内で培った
DX推進のノウハウやリソースを提供させていただく
中で、お客さま・地域のDXへの取組みを推進してい
きます。「グループ全従事者が無意識にDXへ取組み、
お客さま・地域の変革に貢献」している状態を目指し、
引き続き取組みを強化してまいります。

方針協議
全体管理

執行
推進支援

推進主体

機関決定

DX委員会

DX統括部

経営管理部

経営企画部

経営会議

HD取締役会

A社●●部（ ※ 1）A社●●部（ ※ 1）DX推進責任者 DX推進リーダー

ひ
ろ
ぎ
ん

ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス 

グ
ル
ー
プ

各
社
本
部

・‌�グループDX委員会
の運営

・‌�DX推進責任者・ 
リーダーの全部署配置

・‌�DX専門人財採用・
育成

・‌�グループ全社員 
ITパスポート取得

・‌�クラウドデータ 
基盤導入

・‌�ワーキングインフラ
の構築

・‌�データ分析・可視化
システムの全行展開

DX組織への構造改革

体制 人財 データシステム
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なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか

ひろぎんグループにおけるDX

DXへの主な取組みと今後の方向性

生成AIの活用

DX推進ガバナンス管理体制

DXシステム基盤

データ利活用

マテリアリティ ❼DX（デジタルトランスフォーメーション）
 

10年後の目指す姿



　カーボンニュートラルの潮流は、お取引先企業・地域に
とっての課題であると同時に、当社グループにとって、これ
まで培ってきた強みを活かし＜地域総合サービスグループ＞
としての存在意義を示すチャンスでもあると捉えています。
　当社グループでは、自動車産業を中心としたものづく
りが盛んである地域特性上、財務情報だけでなく、産
業クラスターの視点からお取引先企業の非財務情報（定
性面）も組み合わせて企業理解を深める必要性が強かっ
たことを背景に、数十年にわたる事業性評価の歴史を
培ってきました。こうした企業の定性面に着目する歴史
とノウハウは、2020年10月の持株会社体制移行後に加
速した非金融ソリューションの充実や、自動車・船舶セ
クターでの専担ラインの存在と相まって、当社グループ

にお取引先企業の非財務課題と正面から向き合っていく
うえでの絶好のポジションをもたらしています。
　今後は、こうした歴史的な強みを活かして、サステ
ナビリティ経営コンサルティングやお取引先企業へのエ
ンゲージメントの取組みを一層強化し、リスクの低減

（投融資ポートフォリオの気候変動リスク低減や当社グ
ループの存立基盤である地域経済／地域産業のレジリ
エンス（強靭性）の向上）および機会の追求（将来に
わたる数兆円規模のトランジションファイナンスニーズ
の取込みに向けた競争優位性の確立）の両面の観点から、
当社グループの中長期的な持続的成長への投資家期待 
を高めることで、PER（株価収益率）の向上を通じた
PBR1倍実現に向けた取組みを加速していきます。

　これまではパリ協定やTCFD提言等を踏まえた「社 
会的要請」への対応（must起点）が取組みの中心でし 
たが、「中期計画2024」においては、「活力ある地域の
実現」と「企業価値の向上」に向けた対応（will起点）
を志向し、当社グループ・お取引先企業・ 地域のカー
ボンニュートラル（CN）を推し進めることで、「サス

テナビリティ先進地域づくりの旗振り役」、「企業の10
年後に誰よりも寄り添う未来創造パートナー」、「地銀
セクターのカーボンニュートラル戦略の 注目株」とい
う10年後の目指す姿の実現に向けて、あらゆるステー
クホルダーが実感できる形での価値創出に取組んでい
ます。

順位 都道府県 排出量/人口(t-CO2/人)

1 大分県 24.0

2 岡山県 21.0

3 山口県 20.4

4 広島県 13.8

5 和歌山県 13.3

6 茨城県 12.8

7 三重県 11.7

8 愛媛県 10.8

9 千葉県 9.8

10 福井県 9.4

全国平均 7.6

出所: 環境省「部門別CO2排出量の現況推計」、総務省「人口推計」より当社作成

▲

都道府県別の人口当たりのCO2排出量（2022年度）　当社グループが主要な営業基盤とする、広島県を中
心とした地元4県（岡山県、山口県、愛媛県）では、も
のづくりが盛んである地域特性上、人口当たりの温室効
果ガス排出量が多い地域です。とりわけ、地域主要産業
である自動車・船舶セクターでは、EVシフトや次世代
燃料船への転換など、ビジネスモデルレベルでのトラン
ジション（脱炭素社会への円滑な移行）に向けた検討・
対応が今後まさに求められてくると想定される状況です。
　しかし、足元では、地域中小企業のカーボンニュート
ラルに向けた機運は広がりを欠いており、地域を挙げた
脱炭素社会の実現に向けた道筋が現状見通せない状況に
あります。
　こうした中で、地元地域と共存共栄の関係にある〈ひ
ろぎんグループ〉にとって、自然環境のサステナビリ
ティの観点のみならず、地域産業のサステナビリティの
観点からも、地域のカーボンニュートラル実現に向けた
取組みをいかに加速させていくかが喫緊の課題である
と認識しています。
　以上の認識のもと、2024年4月からスタートした「中期
計画2024」では、カーボンニュートラルへの対応をマテ
リアリティの一つとして定めるとともに、「活力ある地域の

カーボンニュートラル戦略の全体像

CN目標と
実績

(1) 当社グループの 
カーボン

ニュートラル

・スコープ1・2：5,252.1（ t-CO2）
　【2013年度比71.1％削減】

・「脱炭素アドバイザー」資格取得者：923名
　【進捗率92.3％】

・サステナブルファイナンス7,880億円（累計）
　【進捗率39.4％（4年/10年）】
・環境ファイナンス5,590億円（累計）
　【進捗率55.9％（4年/10年）】

・広島県内の環境ファイナンス1,861億円（累計）
　【進捗率43.3％（4年/8年）】

(2) ‌お取引先企業の 
カーボン

ニュートラル

(3) 地域の
カーボン

ニュートラル

対応領域

・スコープ1・2のCN達成（2030）

・環境省認定制度「脱炭素アドバイザー」
　資格取得者1,000名（2026）
・スコープ1・2・3のCN達成（2050）

・サステナブルファイナンス累計実行額2兆円
　（2021～2030）
・うち、環境ファイナンス累計実行額1兆円
　（2021～2030）

・上記環境ファイナンスのうち、
　広島県内の環境ファイナンス累計実行額
　4,300億円（2021～2028）

KPI（目標達成年度） 2024年度実績

主要なKPI

実現」と「企業価値の向上」という10年後の目指す姿の
実現に向けた戦略のドライバーとして、SX（サステナビリ
ティ・トランスフォーメーション）を位置づけており、当
社グループ内のみならず、お取引先企業のカーボンニュー
トラル対応を促進・支援し、地域を挙げた脱炭素社会へ
の円滑な移行を実現するために、＜地域総合サービスグ
ループ＞として本業を通じた取組みを加速してまいります。

強み 機会 企業価値向上に向けたロジック

・事業性評価の先駆け的存在
（企業の定性面に着目する歴史とノウハウ）

・リスクの低減 → 資本コストの低減
（投融資ポートフォリオの気候変動リスク低
減、当社グループの存立基盤である地域経済
/地域産業のレジリエンス（強靭性）の向上）

PER
（株価収益率）

の向上
▼

PBR1倍実現の
ドライバー

・機会の追求 → 期待成長率の向上
（将来にわたる数兆円規模のトランジション
ファイナンスニーズの取込みに向けた競争優
位性の確立）

・サステナブルファイナンス
・	サステナビリティ経営コンサルティング

（700先超の「SDGs取組支援サービス」支援
実施先を中心とした、より本格的なサステナ
ビリティ関連支援ニーズの取込み）

・お取引先企業へのエンゲージメント
（地域中核企業や自動車・船舶業種を中心と
したCO2見える化・削減支援）

・非金融ソリューションの充実
（将来的なファイナンス案件に繋がり得るサ
ステナビリティ関連ニーズへの高い対応力）

・地域基幹産業への深い理解
（自動車・船舶業種の専担ラインの存在）

CNビジョン
(1) 当社グループのカーボンニュートラル
(2) お取引先企業のカーボンニュートラル
(3) 地域のカーボンニュートラル  

を通じて 
活力ある地域の実現
当社グループの企業価値の向上

 
を目指す

CN施策

(1) ‌当社グループの 
カーボン

ニュートラル

(2) お取引先企業の 
カーボン

ニュートラル

(3) 地域の 
カーボン

ニュートラル

対応領域

・投融資ポートフォリオの移行計画の策定
・投資家とのESGダイアログの充実

・再エネ活用手法の多様化・高度化
・カーボンクレジットの戦略的活用

・地域中核企業との協働エンゲージメント
・エンゲージメントの中核的要素となるソリュー

ションの内製化
・CNに知見を持つゼネラリストの育成

・事業性評価の高度化
・トランジションファイナンスの推進
・CN分野の専門人財の育成とアライアンス戦略

の高度化

・再エネやカーボンクレジットのプロジェクト
組成

・行政連携のファイナンスフレームワークの構
築

地域
社会

①TCFD提言に基づく気候変動
対応の高度化

②スコープ1・2削減の計画的な
実践

③スコープ3/カテゴリ15に対す
るエンゲージメントを通じた
実態把握と削減支援

④お取引先企業の脱炭素化支援
に向けた金融・非金融ソリュー
ションの拡充

⑤外部ステークホルダー（地域
中核企業や行政等）との連携
による地域の脱炭素化に向け
た面的な取組み

対応方針 具体的な施策（検討例） ステークホルダー

株主・
投資家

従事者

お客さま

自然
環境

10年後の目指す姿と現状の課題

企業価値を向上するためのカーボンニュートラル戦略

カーボンニュートラル
 

マテリアリティ ❽
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なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか



　当社グループは、当社グループ自身による温室効果ガ
ス排出量削減に向けて、「2030年度までに当社グループ
による温室効果ガス排出量（スコープ1・2）のカーボン
ニュートラルの達成を目指す」という中長期目標を設定
しております。
　スコープ1・2の削減目標の進捗としては、2023年度ま
でに、スコープ2の半分近くを占める主要3拠点（本社ビ
ル、ゲネシスビル（データセンター）、中央ビル（事務セ
ンター））の使用電力について再エネ電力への切替を完了
させるなどして、2024年度では2013年度対比で約71%
の温室効果ガス排出量の削減が進んでいます。
　お取引先企業に対して温室効果ガス排出量の削減を働
きかけていくうえで、「共に取組んでいく」という意識・
姿勢を持って対話を進めることが重要であると考えてお
り、今後とも、当社グループ自身の温室効果ガス排出量
削減に向けた取組みを着実に進めていく考えです。

　当社グループでは、お取引先企業等の温室効果ガス排
出量削減に向けて、「2050年度までに投融資ポートフォリ
オを含めたサプライチェーン全体の温室効果ガス排出量

（スコープ1・2・3）のカーボンニュートラルの達成を目
指す」という中長期目標を設定しております。
　当社グループでは、主要子会社である広島銀行の融資
業務等を通じて、お取引先企業の気候変動リスクを間接
的に負っているため、投融資ポートフォリオを経由した

気候変動リスクが当社グループの気候変動リスクの大宗
をなすと認識しています。そうした中で、地域中小企業
のカーボンニュートラルに向けた機運は広がりを欠いて
いることを踏まえて、地域金融機関としての地元中小企
業のエンゲージメントにこそ注力していくという観点から、
事業性融資における温室効果ガス排出量（FE（ファイナ
ンスド・エミッション））の算定・削減に向けた取組みを
優先的に進めています。

温室効果ガス排出量（スコープ1・2）削減の中長期目標

2030年度までに当社グループによる温室効果ガス排出量
（スコープ1・2）のカーボンニュートラルの達成を目指す

温室効果ガス排出量（スコープ3）削減の中長期目標

2050年度までに投融資ポートフォリオを含めたサプライチェーン全体の温室効果ガス排出量（スコープ1・2・3）の
カーボンニュートラルの達成を目指す

▲

温室効果ガス排出量（スコープ1・2）の実績

0

5,000

10,000

15,000

2013
（実績）

2024
（実績）

2021
（実績）

2022
（実績）

2023
（実績）

2028
（予定）

2030
（予定）

（t-CO2） スコープ1
スコープ2

15,920.8

10,749.8
9,351.1

7,134.2

3,940.6

2,283.5

1,517.7

1,365.3

1,457.2

1,311.5

18,204.3

12,267.5

10,716.4

8,591.4

5,252.1

1,000.0程度
1,000.0程度 0

2013年度比
▲71.1％削減

スコープ2の
実質ゼロ スコープ1・2の

実質ゼロ

　スコープ1・2削減の基本は、経済的合理性の観点から
も、「省エネ」であると考えており、従来からの環境に配
慮したオフィス活動の推進に加えて、自社建物への省エ
ネ投資にも積極的に取組んでいます。
　例えば、2021年5月には、環境性能の高い新本社ビル
への建替えを行っており、エネルギー効率の向上を図っ
ています。
　さらに、2023年11月には、広島銀行十日市支店・ひろ
ぎん証券三次支店を“サステナブルビル”としてリニュー
アルオープンしており、広島銀行にて環境省「令和5年度
ZEB実証事業」における「ZEBリーディング・オーナー」
の登録を受けるなど、建物のZEB（ネット・ゼロ・エネ
ルギー・ビル）化にも積極的に取組んでいます。

 省エネの更なる推進（スコープ1・2の削減）

※1：�省エネ＋創エネで100%以上の一次エネルギー消費量の削 
減を実現している建物

※2：�省エネ＋創エネで75%以上の一次エネルギー消費量の削減 
を実現している建物

※3：�省エネで50%以上の一次エネルギー消費量の削減を実現し 
ている建物

※4：�延べ面積10,000m2以上の建物であり、省エネで用途ごとに
規定した一次エネルギー消費量の削減を実現している建物

ZEBの4種類 ZEB認証建物

ZEB※1 3建物 十日市支店、安支店、福山南支店

Nearly ZEB※2 4建物 広支店、福山北支店、向洋支店、
祇園支店

ZEB Ready※3 9建物

ひろぎんキャリア共創センター、
海田支店、緑井支店、尾道栗原支
店、広島個人ローンセンター、古
市支店、岡山支店、児島支店、笠
岡中央支店

ZEB Oriented※4 0建物 －

　広島銀行では、2025年2月に、株式会社Rev0が認証
取得した農業由来J-クレジット（100t-CO2分）を購入
しました。本件は、水稲栽培の「中干し」期間の延長
によるメタンガス排出の抑制・削減を通じたJ-クレジッ
ト創出で、広島県内初であり、当行は第1号の購入企
業となります。
　中山間地域をはじめとする郷土の豊かな自然環境の
保全を図るとともに、農業経営体の収益向上と地域の
農業の持続可能性を支え、将来の世代により良く引き
継いでいくための取組みを進めていきます。

 農業由来J-クレジットの購入

当社グループのカーボンニュートラル お取引先企業のカーボンニュートラル

▲

温室効果ガス排出量（スコープ3/カテゴリ15）の実績

※スコープ3/カテゴリ15排出量について
・算定範囲：2024年度末における法人貸出およびプロジェクトファイナンスが対象であり、TCFD提言における開示推奨セクター等を参考に分類しています。なお、算定に必要な

データが不足している先は対象外としています。
・算定方法：PCAF　Standardに基づく算定を実施し、企業開示データ等を活用。データが得られない場合は、PCAFデータベースから引用した排出係数等を用いて推計。なお、

PCAFデータベースにはスコープ3下流の排出係数が含まれていません。
・Financed Emissions=投融資先のGHG排出量×帰属係数（帰属係数:投融資額÷（各取引先・プロジェクトの負債+資本））
・お客さまのGHG排出量の開示拡大やPCAF算定基準の変更、業種分類の変更等により、今後算定結果は大きく変更する可能性があります。
・データクオリティスコア：スコープ1 3.42、スコープ2 3.43、スコープ3 3.45

エネルギー 運輸 素材・建築物 農業、食料、林産物

その他 合計
電力 石油・

ガス

航空
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資本
財（建
物等）

不動産
管理、
開発

飲料 農業
包装
食品・
肉

紙、
林産
物

FEの合計
（前期比）

2.51
(0.08)

1.73
(▲0.02)

0.00
(0.00)

0.33
(0.04)

4.84
(▲0.09)

0.08
(0.02)

0.44
(0.03)

1.94
(0.71)

1.01
(0.18)

0.78
(0.02)

0.04
(0.00)

6.37
(▲1.90)

0.26
(0.09)

0.05
(0.02)

0.12
(▲0.01)

2.49
(▲0.09)

0.39
(0.02)

3.96
(0.17)

27.35
(▲0.74)

スコープ1・2 1.63 0.98 0.00 0.25 2.22 0.05 0.28 0.08 0.61 0.30 0.00 0.44 0.01 0.00 0.08 1.80 0.16 0.65 9.56
スコープ3 0.88 0.74 0.00 0.08 2.61 0.03 0.16 1.86 0.40 0.48 0.04 5.93 0.25 0.05 0.04 0.68 0.24 3.31 17.78

うち「地元エ
リア先」かつ

「メイン・準
メイン先」の
合計

0.27 0.95 0.00 0.04 2.27 0.04 0.29 0.31 0.35 0.34 0.03 1.89 0.04 0.01 0.09 1.61 0.16 2.81 11.49

スコープ1・2 0.24 0.68 0.00 0.03 1.04 0.03 0.19 0.03 0.21 0.13 0.00 0.27 0.00 0.00 0.07 1.19 0.04 0.46 4.60
スコープ3 0.03 0.27 0.00 0.01 1.24 0.01 0.10 0.28 0.13 0.21 0.03 1.62 0.04 0.01 0.03 0.43 0.12 2.35 6.88

受賞理由
・�地域産業の事業性をしっかりと評価するなか、各産業の特徴やノウハウなどの非

金融の知見を、銀行に積極的に取り込む体制を整備し、特に船舶や自動車などの
トランジションが不可欠な産業に対し、課題解決に向けて相当に踏み込んだ対応
をしている

・�自動車製造工程の鋳造にバイオマス燃料（廃棄牡蠣筏の燃料利用等）を活用した
CO2排出量削減の取組みは、カーボンニュートラル課題をサーキュラーエコノミー
の事業化や、バリューチェーン形成に結び付けており、今後の発展が期待できる

TOPICS

ESGファイナンス・アワード・ジャパン「特別賞（選定委員長賞）」を受賞
　2025年2月に、環境省がESG金融の普及・拡大とその質の向上を目的として開催するESGファイナンス・ 
アワード・ジャパンにおいて「特別賞」を受賞しました。

マテリアリティ ❽カーボンニュートラル
 

▲

認証記念式の様子

単位：百万t-CO2
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なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか



　広島銀行では、マツダ株式会社を中心とした部品メー
カーによる部品供給網（サプライチェーン）全体でのカー
ボンニュートラルの実現に向けて、地域の基幹産業であ
る自動車セクターへのエンゲージメントに注力しています。
　2023年度から、自動車部品製造における鋳造工程の
カーボンニュートラル化（石炭コークスからバイオマス
への燃料転換に向けたサプライチェーン構築）に向けた

　当社の取締役会は、グループサステナビリティ推進委
員会やグループ統合的リスク管理委員会における気候変
動対応に関する審議・検討内容等を踏まえ、当社グルー
プの経営計画や統合的リスク管理方針を策定するなど、
気候変動対応の高度化に向けた意思決定機能を果たして

検討・支援をはじめました。
　2024年度には、自動車サプライヤー向けカーボン
ニュートラルコンサルティングサービスを創設しました。
今後も、マツダ株式会社の掲げるカーボンニュートラル
の3本柱である「省エネ」「再エネ」「カーボンニュートラ
ル燃料」の取組みに応じたソリューションメニューの拡
充を図っていきます。

います。
　また、当社の取締役会は、上記の経営計画や統合的リ
スク管理の実施状況について、定期的または必要に応じ
て随時、報告を受けるなど、気候変動対応に関する業務
執行に係る監督機能を果たしています。

 自動車セクターへのエンゲージメント

 取締役会の気候変動対応ガバナンス
※1：環境省公募支援事業「TCFD提言に沿った気候リスク・機会のシナリオ分析パイロットプログラム支援事業」への採択・参画を通じた取組み
※2：環境省公募支援事業「令和3年度地域におけるESG金融促進事業」への採択・参画を通じた取組み
※3：環境省公募支援事業「金融機関向けポートフォリオ・カーボン分析パイロットプログラム支援事業」への採択・参画を通じた取組み
※4：広島県事業「カーボンニュートラルに向けたものづくり産業支援事業」の事業受託における取組み
※5：環境省公募支援事業「令和5年度地域におけるESG金融促進事業」への採択・参画を通じた取組み

　広島銀行では、融資ポートフォリオに占める割合の高い外
航船貸渡業（船舶のオーナー）を中心に、地域の基幹産業
である船舶セクターへのエンゲージメントに注力しています。
　2023年度に署名した「ポセイドン原則」※4に基づき、
2024年度は、広島銀行の船舶融資ポートフォリオにおけ
る 気 候 変 動 目 標 と の 整 合 度 合（Portfolio Climate 

Alignment）を算出し、公表しました。
　今後も、本取組みを通じて得られる知見や今後の環境
規制の動向を踏まえ、お取引先企業の持続的成長に向け
た対話を継続していきます。

当行のPortfolio Climate Alignment
（2023年12月末基準）：+7.7%※5

 船舶セクターへのエンゲージメント

※1：環境省公募支援事業「TCFD提言に沿った気候リスク・機会のシナリオ分析パイロットプログラム支援事業」への採択・参画を通じた取組み
※2：環境省公募支援事業「金融機関向けポートフォリオ・カーボン分析パイロットプログラム支援事業」への採択・参画を通じた取組み
※3：広島県事業「カーボンニュートラルに向けたものづくり産業支援事業」の事業受託における取組み
※4：国際海事機関（IMO）が採択した国際海運における温室効果ガス排出削減目標に対して金融面から貢献することを目的として設立
※5：�融資船舶のGHG排出実績値とポセイドン原則が規定する基準値の乖離率を融資残高に基づく加重平均により算出。IMO目標との整合度合いを示す指標であり、0%が目標と一致

している状態を指す（スコアがマイナスの場合、目標を上回るペースでの削減、プラスの場合、目標を下回るペースでの削減状態であることを指す）

　当社および子会社である広島銀行は、「気候関連財務
情報開示タスクフォース（TCFD）」提言への賛同を表明
しており、気候変動に係るリスクおよび収益機会が、当
社グループの事業活動や収益等に与える影響等について、
TCFDの枠組みに沿って、開示の質と量の充実を進めて
います。

　当社の取締役会は、気候変動対応をはじめとするサス
テナビリティを巡る課題への対応を重要な経営課題とし

　当社では、社長の諮問機関として「グループサステナ
ビリティ推進委員会」（委員長：代表取締役社長）を設置
しており、同委員会にて、気候変動をはじめとしたサス
テナビリティを巡る課題への対応について審議・検討し、
定期的（半期ごと）または必要に応じて随時、その状況

締結時期 締結相手 締結協定の名称

2021年12月 中国電力株式会社
地域企業のカーボンニュー
トラル対応支援に向けた連
携協定

2023年3月 広島ガス株式会社
広 島 県 内 企 業 の カ ー ボ ン
ニュートラル対応支援に向
けた業務提携契約

2024年2月
呉市・双日株式会社・
NECネッツエスアイ
株式会社

脱炭素社会実現に向けた包
括連携協定

2025年3月 株式会社ちゅうぎん
フィナンシャルグループ

山 陽 地 域 の サ ス テ ナ ビ リ
テ ィ 推 進 に 向 け た パ ー ト
ナーシップ協定

▲

地域中核企業・自治体等と締結した主な連携協定　当社グループでは、地域中核企業・自治体等と連携した
地域レベルでのエンゲージメントが必要と認識しています。
　2021年12月に、中国電力株式会社との間で、地域企業
のカーボンニュートラル対応支援に向けた連携協定を締
結し、ソリューション面での連携に加えて、地域企業向
けの脱炭素セミナーを定期的に開催しています。
　2024年9月には、環境省が募集する「第5回脱炭素先
行地域」において、東広島市と共同提案を行い、広島県
内では初めて「脱炭素先行地域」に選定されました。
　今後も地域のカーボンニュートラルの機運醸成に向け
て、地域中核企業・自治体等と一体となった取組みを進
めていきます。

地域のカーボンニュートラル

TCFD提言への対応

ガバナンス（TCFD提言の4つの柱①）

て認識し、取締役会主導の気候変動対応ガバナンス態勢
を構築しています。

を取締役会に報告しています。
　また、当社では、気候変動をはじめとしたサステナビ
リティを巡る課題への対応に係る統括機能の強化等を目
的として、サステナビリティ統括部内にサステナビリティ
統括室を設置しています。

気候変動に関する取締役会における具体的な審議内容（2024年度）

①地域のカーボンニュートラル実現に向けた中長期目標の進捗
・温室効果ガス排出量削減の中長期目標の進捗（スコープ１・２及び３）
・サステナブルファイナンスの中長期目標の進捗

②「中期計画2024」におけるカーボンニュートラル戦略実現に向けた今後の対応方針
・企業価値向上に向けた開示と対話の充実
・お取引先企業へのエンゲージメント強化
・地域の脱炭素化に向けた行政・地域中核企業との連携強化

③トップリスクとしての気候変動リスクの管理
・グループリスクアペタイト・ステートメントにおける「気候変動への対応方針」に基づいた対応の実施状況

④TCFD提言への対応
・TCFD提言に基づく気候変動対応の高度化及び開示の充実に関する対応状況

⑤役員報酬制度
・金銭による業績連動報酬への気候変動対応を含むサステナビリティ・ESG指標の反映

⑥内部監査の結果
・グループ全体のSX（サステナビリティ・トランスフォーメーション（カーボンニュートラル））への取組状況

TCFDレポート

https://www.hirogin-hd.co.jp/csr/environmental-initiative/index.html

当社グループのTCFD提言に基づく気候
変動の対応状況の詳細については、当社
ホームページで開示している「TCFDレ
ポート」をご参照ください。

 気候変動対応に係る業務執行体制
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2021年度 2022年度 2023年度

・自動車セクターの移行リスク
に係るシナリオ分析の実施※1

・自動車関連サプライヤーに対
するESG要素を考慮した新事
業創出支援の検討※2

・自動車セクターのサブセク
ター単位でのCO2排出構成の
分析※3

・自動車関連ものづくり企業4
社のCO2排出量見える化・削
減計画策定支援※4

・自動車部品製造の鋳造工程の
カーボンニュートラル支援に
向けた支援の検討※5

・自動車産業支援に注力する地
銀6行との「自動車産業支援
の高度化に向けた覚書」の締
結

・自動車サプライヤー向けカー
ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル コ ン サ ル
ティングサービスの創設

2024年度

2021年度 2022年度 2023年度

・船舶セクターの移行リスクに
係るシナリオ分析の実施※1

・船舶セクターのサブセクター
単位でのCO2排出構成の分析※2

・造船関連ものづくり企業4社
のCO2排出量見える化・削減
計画策定支援※3

・ポセイドン原則への署名※4

・船舶融資ポートフォリオにお
ける気候変動目標との整合度
合 （ P o r t f o l i o  Climate 
Alignment※5)を公表

2024年度
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なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか



　当社グループでは、グループのあらゆる機能とアライ
アンスを活用した非金融分野を含めたソリューションの
より一層の充実・強化を進めるなど、当社グループ内の

みならず、地域・お取引先企業のカーボンニュートラル
実現に向けて、グループを挙げた対応を強化しています。

　当社グループでは、気温上昇等に関連した自然環境
の変化に起因する物理的リスクと、脱炭素社会への移
行（トランジション）に関連した社会・経済環境の変化
に起因する移行リスクを「気候変動リスク」として認識
しています。また、当社グループでは、脱炭素社会へ

 気候変動リスク・機会の認識

の移行（トランジション）に伴う社会・経済環境の変化
や気候変動への適応・緩和に適切に対応した商品・サー
ビスなどを提供していくことを、「気候変動機会」とし
て認識しています。

リスク認識

・物理的リスク
・異常気象の影響（設備毀損やサプライチェーン寸断等）に伴う

地元取引先の経営悪化による与信費用やリスクアセットの増加
・保有資産の毀損による資産価値低下

・移行リスク
・脱炭素社会への移行の対応費用増加等に伴う地元取引先の経営

悪化による与信費用やリスクアセットの増加
・社会的要請への対応遅延等による社会的信用低下

機会認識

・機会
・お取引先企業の設備投資ニーズの増加
・関連技術の開発によるイノベーションの創出
・事業転換に対するコンサルティング機会の増加

グループのあらゆる機能とアライアンスを活用した
非金融分野を含めたソリューションのより一層の充実・強化

＜地域総合サービスグループ＞としての存在意義を示していくチャンス

　当社グループでは、主要子会社である広島銀行にて、
TCFD提言も踏まえ、内部的な気候変動リスク管理上、
重要なセクター向け与信残高を「炭素関連資産」とし
て認識し、当該セクター向けの与信エクスポージャーの
集中度合い（2025年3月末基準）について、計測して
います。

 炭素関連資産の与信エクスポージャーの集中度合い

対象セクター 与信残高に占める比率

エネルギー（※） 2.9%

運輸 14.3%

素材・建築物 10.1%

農業・食料・林産物 2.2%

合計 29.4%
（※）再生可能エネルギー発電事業を除く

　当社グループでは、主要子会社である広島銀行にて、
物理的リスク・移行リスクに関するシナリオ分析を実施
しております。現状のシナリオ分析結果としては、与信
ポートフォリオへの影響は限定的と評価していますが、

 シナリオ分析

お取引先企業のカーボンニュートラル対応の促進・支
援をより一層進めることで、当社グループのみならず、
お取引先企業を含めた、より一層のレジリエンス（強靭
性）の向上を進めてまいります。

物理的リスク 移行リスク

分析対象としたリスク事象
・水害、土砂災害による与信先の事業停止や事

業拠点の直接被害に伴う財務悪化、および担
保物件の毀損

・脱炭素社会への移行に伴う炭素税導入、エネルギーコ
スト増加、需要の変動、追加設備投資、研究開発費等
の発生による与信先の財務悪化

対象ポートフォリオ ・国内の事業性貸出先および住宅ローン貸出先
・TCFD提言にて「炭素関連資産」と定義されるセク

ターのうち、「エネルギー」、「自動車・部品」、「海運」
および「陸運」の4セクターを分析対象として選定

シナリオ
・IPCC（気候変動に関する政府間パネル）の

RCP8.5（4℃シナリオ）及びRCP2.6（2℃シ
ナリオ）

・NGFS（気候変動リスク等に係る金融当局ネットワー
ク）シナリオ（Phase Ⅴ）のうち、Net ZERO 2050
シナリオ、およびCurrent Policiesシナリオ

分析手法 ・与信先の事業所や担保物件等の所在地・構造
等に応じた影響度を推計

・移行シナリオに基づき、個社別に2050年までの財務
内容を推計する手法と、セクターレベルに拡大した手
法を組み合わせて影響度を推計

分析結果 ・2050年までに発生し得る与信関係費用：58～
67億円 ・2050年までに発生し得る与信関係費用：258億円

投融資を禁止する事業

① 核兵器やクラスター弾等の非人道的な兵器の開発・製造を行う事業
② 人身売買等の人権侵害や強制労働に関与する事業

取組みに際し留意する事業

① 石炭火力発電事業
　石炭火力発電所は、他の発電方式対比温室効果ガス排出量が多いといわれており、気候変動や大気汚染の懸念が高まるリ
スクを内包しているため、新規建設事業については原則取組みません。
　ただし、例外的に取組みを検討する場合は、各国のエネルギー政策・事情やOECD公的輸出信用アレンジメント等の国際
的ガイドラインを踏まえ、個別案件毎の背景・特性等を十分に勘案のうえ、慎重に対応いたします。また、災害時等の非常
事態における対応等、やむを得ない場合は、この限りではありません。なお、炭素回収・貯留等の環境に配慮した先進技術は、
温室効果ガス排出量の削減へ向けた取組みとして支援いたします。
　また、上記を踏まえるなか、当社グループにおける石炭火力発電所建設向けプロジェクトファイナンスの融資残高につい
ては、2035年を目処に残高ゼロとします。

② 石炭採掘事業
　石炭採掘は、適切に管理されない場合、炭鉱事故による労働災害や有害廃棄物による生態系への影響等を及ぼす可能性が
あり、新規事業については、お客さまの環境・社会配慮の実施状況を確認のうえ慎重に判断します。
　なお、環境負荷影響の大きい山頂除去採掘（Mountain Top Removal：MTR）方式で行われる新規事業には取組みません。

③ 石油・ガス採掘事業
　石油・ガス採掘は、流出事故による海洋・河川の汚染や、地域住民・社会等への負の影響を及ぼし得る可能性があるため、
新規事業については、お客さまの環境・社会配慮の実施状況を確認のうえ慎重に判断します。

④ パーム油農園開発事業
　パーム油は、日常生活に欠かせない原料である一方、児童労働や人権侵害、開発における自然林の伐採・焼き払い等、気
候変動や地域住民への負の影響を及ぼし得る可能性があるため、新規事業については、RSPO（※1）等の認証取得やNDPE

（※2）等を尊重する旨の公表を求め、お客さまの環境・社会配慮の実施状況を確認のうえ慎重に判断します。
※1 RSPO認証：（Roundtable on Sustainable Palm Oil）持続可能なパーム油由来原料を使用した、あるいはその生産に貢献した製品であることを示す国際認証
※2 NDPE：森林破壊ゼロ、泥炭地開発ゼロ、搾取ゼロ（No Deforestation、No Peat and No Exploitation）の環境・人権への配慮を定めた方針

⑤ 大規模森林伐採事業
　大規模森林伐採は、気候変動や生態系へ負の影響を及ぼし得る可能性があるため、新規事業については、FSC（※3）、
PEFC（※4）等の認証取得状況や、お客さまの環境・社会配慮の実施状況を確認のうえ慎重に判断します。
※3 FSC認証：（Forest Stewardship Council）適切に管理された森林の生産品であることを示す国際認証
※4 PEFC認証：（Programme for the Endorsement of Forest Certification Schemes）持続可能な森林を維持するための国際認証

戦略（TCFD提言の4つの柱②）

　当社グループでは、リスクアペタイト・フレーム
ワークに基づく統合的リスク管理プロセスの中で、気
候変動リスクを「トップリスク」として認識・評価お
よび管理するなど、統合的リスク管理の枠組みにおけ
る気候変動リスク管理態勢を構築しております。
　具体的には、リスクアペタイト・ステートメントに

「気候変動への対応方針」を定め、半期毎に子会社の
気候変動への対応方針に基づいた対応の実施状況をモ
ニタリングする態勢を整備しております。

▲

気候変動リスクに係るマネジメントサイクル図

環境認識
トップリスク
（審議）

リスク
アペタイト
（審議）

気候変動へ
の対応方針
（審議）

経営計画書等
（決議）

統合的リスク
管理状況
（報告）

施策実施状況
（報告）ひろぎんHDの関連所管部と協議・調整

計画策定時 期中モニタリング

リスクアペタイト・
ステートメント
（決議）

ひろぎんHD

取締役会

グループ
経営会議

グループ
統合的リスク
管理委員会

広島銀行
その他の
グループ会社

　当社グループでは、環境・社会に対するリスクまた
は影響の重大性を踏まえ、環境負荷が高いとされる石
炭火力発電所建設向けプロジェクトファイナンスの融
資残高について、2035年を目処に残高ゼロにする等、

取組みに際し留意する事業を盛り込んだ「環境・社会
課題の解決に向けた投融資方針」（投融資ポリシー）を
定めております。

 投融資ポリシー

リスク管理（TCFD提言の4つの柱③）

マテリアリティ ❽カーボンニュートラル
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　生物多様性の損失は、気候変動と同様に、生存基盤
に対する深刻な脅威と見なされています。生物多様性は、
健全な生態系を維持し、私たちの生活に必要な食料、水、
空気などの自然資源を支える重要な要素です。事業者
が行う活動は、時に生物多様性に悪影響を及ぼすこと
があります。たとえば、森林伐採や土地開発、生物資
源の過剰利用などが挙げられます。このため、事業者
には生物多様性の損失を回避し、持続可能な方法で自
然資本を活用し、業務を展開することが強く求められ
ています。

　当社グループでは、「環境方針」のもと、瀬戸内海を
はじめとする郷土の豊かな自然環境を守り、将来の世
代に、より良く引き継いでいく責務があると考えており、
環境保全活動への自然関連課題への対応に向けた取組
みを積極的かつ継続的に推進していくため、自然資本
に関するリスク・機会の考察に向け各種分析を進めて
います。これらの取組みを通じて、当社はネイチャーポ
ジティブへの取組みを推進し、未来に向けた持続可能
な社会の実現に寄与していきます。

TNFD提言への対応

 サステナブルファイナンス

※サステナブルファイナンスの算定範囲について
　・環境課題の解決に資する投融資・リース：再生可能エネルギー、環境負荷軽減につながる車輌、船舶等の設備など
　・社会課題の解決に資する投融資・リース：SDGs関連、医療・福祉・教育関連設備、創業資金、事業承継、BCP、公共インフラなど
※環境ファイナンスの算定範囲について
　・上記のサステナブルファイナンスの算定範囲のうち、環境課題の解決に資する投融資・リースに該当するもの

目標設定項目 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 4年間累計 累計進捗率

サステナブルファイナンスの実行額
（2兆円/2021年度～2030年度） 1,220億円 2,119億円 2,200億円 2,341億円 7,880億円 39.4%

（4年/10年）

うち、環境ファイナンスの実行額
（1兆円/2021年度～2030年度） 850億円 1,503億円 1,587億円 1,650億円 5,590億円 55.9%

（4年/10年）

うち、広島県内の環境ファイナンスの実行額
（4,300億円/2021年度～2028年度） 268億円 510億円 522億円 561億円 1,861億円 43.3%

（4年/8年）

　当社グループでは、サステナブルファイナンスに関して、「広島県内の環境ファイナンスの実行額」を目標として
設定しています。広島県内のお取引先企業の脱炭素化支援を加速化するため、「広島県内の環境ファイナンスの実行
額」について、目標を上方修正しています。（2021年度～2028年度の実行額+1,300億円、2024年度～2028年度の
実行額+1,200億円）

自然資本・生物多様性（ネイチャーポジティブ）の保全に向けた取組事例

　当社では、地域の生物多様性・自然資本の保全に向 
けた取組み強化の一環として、瀬戸内海地域をはじめ 
とした各参画企業・団体等との共同により発足した「瀬 
戸内渚フォーラム」へ2024年9月に参画しました。
　藻場の減少が瀬戸内海で起きている現状に鑑み、「瀬 
戸内渚フォーラム」では、企業、アカデミア、自治体な 
ど多様なステークホルダーが連携し、瀬戸内海の藻場 
および干潟の保全・再生に向けた以下の取組みを協働

 瀬戸内渚フォーラムへの参画

して実践することを目指しています。
　① 現地の藻場調査（藻場と土壌）
　② 海藻（草）の飼育条件の特定
　③ 教育・地域貢献プロジェクト
　④ 企業アセットを活用した藻場保全研究
　⑤ 海藻（草）の育種
　⑥ 海藻（草）を活用した開発

マテリアリティ ❽カーボンニュートラル
 

　広島銀行では、自然関連リスクと機会の特定に向け、TNFDフレームワークで使用が推奨されている自然関連依存・
影響・リスク分析ツールである「ENCORE」を使用し、事業性融資ポートフォリオに対してセクター別の自然資本へ
の依然と影響を分析しました。

■ 各セクターと自然資本との関係の分析

　ENCOREを用いた分析を踏まえ、ポートフォリオのエクスポー
ジャー上位10セクターを対象に「依存」と「影響」のスコアを掛
け合わせることで重要セクターを特定しました。
　分析の結果、依存と影響の大きいセクターとして「運輸・保管
業（船舶セクター等）」と「製造業（自動車セクター等）」を特定し
ています。
　今後はENCOREの分析結果に加え、優先的に対応が必要なセク
ターや自然資本の特定等、分析の高度化を検討していきます。
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▲

重要セクターの特定

※色の濃い項目は依存・影響が大きいことを表しています。

▲

特定した「運輸・保管業」と「製造業」のENCORE分析結果
　 依存（生態系サービス）

　 供給サービス 調整・維持サービス 文化的サービス

　
バイオ
マス
供給

遺伝子
試料

水の
供給

動物
由来の
エネル
ギー

地球
規模の
気候
調整

水量の
調整

感覚的
影響の
調整
（騒音
以外）

空気の
ろ過

土壌の
質の
調整

土壌と
土砂の
保持

固形廃
棄物の
浄化

水の
浄化

暴風雨
の軽減

洪水の
軽減 受粉

苗床の
個体数
および
生息地
の維持

地域気
候調整

生物学的
コント
ロール

降雨パ
ターン
の調整

大気
および
生態系
による
希釈

騒音の
抑制

レクリ
エー
ション
関連
サー
ビス

視覚的
アメニ
ティ
サー
ビス

教育、
科学、
研究
サー
ビス

精神的、
芸術的、
象徴的
サー
ビス

運輸・保管業

製造業

影響（圧力）

　
撹乱
(騒音、
光など)

淡水
利用域

GHGの
排出

海底
利用域

GHG以外の
大気汚染物
質の排出

生物資源の
採取

非生物
資源の
採取

水・土壌へ
の有毒汚染
物質の排出

水・土壌へ
の富栄養化
物質の排出

固形廃棄物
の発生と
放出

土地
利用域

水
使用量

外来種の
侵入

運輸・保管業

製造業

　当社グループでは、温室効果ガス排出量削減およびサ
ステナブルファイナンス推進に関する目標を設定し、当
社グループ自身およびお取引先企業のカーボンニュート
ラル実現に向けた対応を進めています。加えて、2024年

4月より「中期計画2024」の「地域活性化指標」として、
広島県の温室効果ガス排出量削減に関する目標を設定す
るなど、地域のカーボンニュートラル実現に向けた対応
を強化しています。

 温室効果ガス排出量
目標設定項目 目標内容 目標年度

スコープ1・2の温室効果ガス排出量 カーボンニュートラルの実現 2030年度

スコープ1・2・3の温室効果ガス排出量 カーボンニュートラルの実現 2050年度

単位（t-CO2）

算定項目 算定範囲 2013年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2013年度比

スコープ1（燃料の燃焼）

連結

2,283.5 1,517.7 1,365.3 1,457.2 ★ 1,311.5 42.6%削減

スコープ2（電力の使用） 15,920.8 10,749.8 9,351.1 7,134.2 ★ 3,940.6 75.2%削減

スコープ1・2の合計 18,204.3 12,267.5 10,716.4 8,591.4 ★ 5,252.1 71.1%削減

スコープ3/カテゴリ1（購入した商品・サービス）

広島銀行
単体

13,261.7 14,815.7 12,112.3 9,050.9 11,777.5 11.2%削減

スコープ3/カテゴリ3（エネルギー関連活動） 1,236.6 1,601.0 1,508.4 1,426.7 1,433.0 15.9%増加

スコープ3/カテゴリ4（上流の輸送・配送） 1,674.7 1,799.7 1,712.0 1,626.7 1,654.6 1.2%削減

スコープ3/カテゴリ6（出張） 392.2 398.2 433.0 580.6 579.6 47.8%増加

スコープ3/カテゴリ7（通勤） 725.8 760.9 801.2 1,074.3 1,072.6 47.8%増加

スコープ3/カテゴリ15（投融資） ファイナンスド・エミッションの算定結果は、P.98をご参照ください

※スコープ1・2排出量について
・算定範囲：当社および連結子会社を対象としています。
・排出係数：当年度の電力の排出係数（マーケット基準）は、「電気事業者別排出係数一覧（令和7年提出用）」の基礎排出係数を使用しています。基礎排出係数による排出量につい

ては、本社ビル等の一部拠点で導入した再エネ電力やオフサイトPPAおよび非化石証書によるCO2削減効果を考慮しております。また、電力以外のCO2排出係数は、「算定・報告・
公表制度における算定方法・排出係数一覧（令和5年12月12日更新（令和6年7月11日一部修正））」（環境省・経済産業省）を参照しております。

・算定方法：当社グループの温室効果ガス排出量は、GHGプロトコルを参考に策定した当社の算定基準に準拠して算定しています。温室効果ガス排出量の定量化は、活動量データ
の測定、及び排出係数の決定に関する不確実性並びに地球温暖化係数の決定に関する科学的不確実性にさらされています。

・第三者保証：★マークの付された指標について、KPMGあずさサステナビリティ株式会社による第三者保証（限定的保証）を取得しています。

指標と目標（TCFD提言の4つの柱④）

ひろぎんホールディングス 統合報告書 2025　本編 104103

なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか



私 た ち は ど の よ う に
経 営 基 盤 を 強 化 す る の か ？
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監査等委員会設置会社として、持株会社
体制移行を契機に、ガバナンスを高度化

　当社が、2020年10月に、監査等委員会設置会社と
して、持株会社体制に移行し、約5年が経過しました。
　経営の監督と業務執行の分離を図り、持株会社を
グループ経営の管理・監督に特化させることで、グ
ループ経営管理の強化および実効性の高いグループ
ガバナンスを構築するとともに、重要な業務執行の
権限移譲により、迅速な意思決定と効率的な業務運
営態勢を構築することが、監査等委員会設置会社を
採用した主な狙いでした。
　この5年間を通じて、持株会社社長と銀行頭取の兼
務解消をはじめ、取締役会における「経営の重要な
テーマ」に関するフリーディスカッションやグループ
各社による執行プレゼンテーションの導入など、持株
会社体制移行や監査等委員会設置会社の趣旨・目的
を踏まえたガバナンス高度化・改善施策を着実に進
めてきました。今後とも引き続き、実効性の高いコー
ポレートガバナンス体制の確立に向けた不断の努力
を重ねてまいります。

取締役会議長として、取締役会の
実効性を絶えず向上させていく

　取締役会議長としての重要な責務の一つは、取締
役会の実効性を絶えず向上させていくことにあり、
その上では、特に、社外取締役の機能発揮が欠かせ
ないと考えています。
　私が取締役会議長に就任してから、広島銀行時代も
通算すると7年が経過しますが、重要な議題については、
まだ方向性が定まっていない柔らかい段階で取締役会
の俎上に載せて、執行側と監督側のラリー型で複数回
の議論を行うなど、社外取締役の意見をより反映させ
やすい意思決定・監督の仕組みを構築してきました。
　こうした取組みの成否については、毎年度の取締役
会の実効性評価・分析を通じて絶えず検証し、更なる
高度化・改善施策に繋げていくように努めております。
　一方で、課題を挙げるとすれば、取締役会での社
内取締役の発言が少ない点です。社内取締役は、経
営会議等の事前の執行側での審議・検討プロセスで
意見を表明しているためか、取締役会の場が「社外
取締役の意見を聞く場」という雰囲気が依然根強い
点は改めていきたいと考えています。　
　取締役会の議論の活性化は、取締役会議長として
の重要な役割・責務であり、今後とも引き続き、様々
な工夫を凝らしながら、取締役会の実効性を絶えず
高めていく所存です。

取締役会議長として、
当社グループの

企業価値向上に向けて、
取締役会の実効性向上と

社外取締役の機能発揮に向けた
不断の取組みを進めてまいります。

代表取締役会長 池田 晃治

取締役会議長メッセージ

コーポレートガバナンス強化の歩み

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

パーパス・
経営理念 ・�経営理念見直し

・パーパス制定
・�ブランドパーソ 

ナリティ制定

コーポレート
ガバナンス
基本方針

・新規制定 ・�CGコ ー ド 改 訂 を
踏まえた改正

戦略 ・「中期計画2020」
　策定・開始

・�「中期計画2024」 
策定

・�「中期計画2024」 
開始

組織 ・持株会社体制移行

監督と
執行の分離

・�機関設計として 
「監査等委員会設
置会社」を採用

・�持株会社の社長と
銀行の頭取の兼務
解消

（広島銀行：監査等委員会
設置会社へ移行）

指名・報酬

・�グループ指名・報
酬諮問委員会設置

・�スキル・マトリッ
クスの新規制定

・�スキル・マトリッ
クスの改正

・�社外取締役3名 
(女性取締役1名)

・�社外取締役4名 
(女性取締役1名)

・�社外取締役5名 
(女性取締役2名)

・�取締役の個人別の
報酬等の内容に係
る決定方針の制定

・�金銭による業績連動
報酬制度の見直し

（新中計に即した 
金額バーの見直し）

・�金銭による業績連動 
報酬制度の見直し 

（ROEおよび 
ESG指標の追加等）

取締役会の
議論・

運営の高度化

★�「経営の重要なテーマ」に関するフリーディスカッションの導入
★グループ各社の社長による執行プレゼンテーションの導入

★経営計画の 
　策定プロセス見直し
★事前説明会運営 
　見直し
★�定例的な業務執行

報告と重要な議案
等の区分に応じた
議事時間の配分

★�執行側の事前検討
プロセスに関する
社外役員への情報
共有の充実

　�（グループ経営会
議等の資料・議事
録の事前共有）

★�特に議論を深めるべ
き議題の事前提示

　�（取締役会議事次
第 上 に て【 特 】
マークを付与）

★�執行側の事前検討
プロセスに関する
社外役員への説明
強化

　�（グループ経営会議
等で出た意見のポ
イントの資料掲載）

株主との
対話の強化

★�社長・取締役専務執行役員等によるIR活動の強化・充実
★�投資家等の意見・要望等に関する取締役会へのフィードバック強化

役員
トレーニング

の充実
★�年2回の役員トレーニングセミナーの実施

経営幹部育成
プロセスの

高度化
★�経営幹部育成プロセスに関する議論強化
★�社外役員との意見交換会の新設

中核人材の
多様性確保

・�女性管理職比率の
目標設定

★�女性管理職比率等
の目標引き上げ

★�当社初となる女性
執行役員の登用

★��DE&I統括室新設

★印は、取締役会の実効性評価において抽出された課題に対する主な改善・高度化施策
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なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか



 中期計画初年度の評価と、
「活力ある地域」実現への
期待と課題を教えてください。

Q1

新免：2025年3月期の決算は、過去最高の業績とな
りました。これは政策金利の引き上げという追い風
もありましたが、本部や営業店幹部の的確な支援を
得た最前線の担当者の貸出金利引き上げの取組みの
成果であり、お取引先のご理解の賜物だと思います。

松村：決算が示すとおり、業績は非常に好調で部谷
社長が中期計画初年度決算内容を80点と評価した点
も納得できるものです。マイナス20点は「バックキャ
スト思考でのチャレンジの浸透」や「企業文化の変
革意識」がまだ十分でなかったものと聞いています。
　私は、バックキャスト思考でのチャレンジ浸透に
向けて、部谷社長自らが全国の拠点を訪問し、10年
後における「地域」および「当社グループ」の目指
す姿と「中期計画2024」の推進意義を説明しながら
現場と対話して、各現場組織に自分事化して浸透さ

せようと努力する姿勢を高く評価しています。この
成果の一例として、初年度の環境ファイナンスの実
績が当初想定より好調で、2028年度までの広島県内
の環境ファイナンス累計目標の1,800億円を新たに
3,000億円へと大幅に上方修正できたことは、経営層
と現場の想いが一致した法人ソリューションの現場
力を証明する好事例であると考えています。このよ
うな好事例を横展開し、積み上げていくことを期待
します。

新免：取締役会では、「地域経済の活性化」を絶えず
意識して議論を積み重ねています。現行の中期計画
は10年先までをも見据えたものですが、次世代に対
しては、私は地域の人口減少が止まらないとの想定
の下で、20年、30年先の地域の未来創りも考える必
要があるのではないかと申し上げています。
　広島は製造業が強い地域でコスト削減に法人のお
客さまは注力されてきました。しかし、広島経済が
将来においても活力を保つには、生産性の高い事業
領域に人材や設備投資をより集中させ、新製品やサー
ビスの創出を図る大胆な経営資源の再配分が不可欠

社外取締役

新免 慶憲
社外取締役

松村 はるみ

だと考えます。
　ひろぎんグループでは、スタートアップ育成イベ
ント「TSUNAGU広島」の開催をはじめ、ヒトの面
では、ひろぎんヒューマンリソースが経営幹部から
実務層まで地域活性化に貢献できる人材紹介を行い、
昨年設立したひろぎんワールドビジネスが、外国人
技能人材の受入支援サービスを提供しています。広
島県からの転出人口の超過解消を目指した企業横断
プロジェクト「HATAful」の活動なども、Uターン・
Iターンの促進を図る施策として期待されます。

松村：私が地域活性化の中で特に注目したいのは、
広島県人口の社会減が進む中で、広島に戻って働こう
と考える女性の比率が依然として低い点です。働きや
すい環境の整備、男女平等の処遇、地域全体の意識
改革など、データとして顕在化していない複合的な課
題が存在しているのではないでしょうか。私自身、女
性取締役として取締役会のみならずあらゆる場で積
極的に提起し、ひろぎんグループでの女性活躍の推
進に力を入れています。地域のリーディングカンパ
ニーとして他企業への影響力は大きく、こうした姿勢
が地域全体を牽引する原動力になると確信しています。

取締役会の実効性向上への取組みと、
現場とのコミュニケーション等に
ついてお聞かせください。

Q2

新免：取締役会の運営では、前日の事前説明会を担
当部室だけでなく担当役員も担うことで、取締役会と
の連続性が強まっています。さらに、議長の池田会長
が発言しやすい雰囲気づくりに注力されており、社外
取締役はもとより、経営会議で発言済みの社内役員か
らの新たな発言も増加しています。今年度からは、担
当業務にかかわらず自由に意見交換ができる場を設け
るという新機軸も打ち出されており、経営判断に至る
までの合意形成の質を高める動きが進んでいます。

松村：まさにその通りだと私も評価しています。以
前は社外取締役の発言が中心でしたが、今では全員
が積極的に議論に参加しています。池田会長のリー
ドによって、議論の深掘りが進んでいます。
　また、女性管理職を対象に開催した勉強会では、
休日の参加は自主判断でしたが多くの職員が自主的

に参加し、活発な意見交換が行われました。これは、
職場の風通しの良さを象徴する出来事だと受け止め
ています。さらに、営業店や本部の若手・中堅職員
と社外取締役との直接的な意見交換の機会も多く設
けられています。組織全体として開かれた対話が実
現していることは、中期計画推進の大きな強みにな
ると考えています。

新免：営業店従事者等との意見交換を重ね、知的向
上心とアピール力を兼ね備えたエネルギッシュな人
財が多数いることがわかりました。同時に、営業支援
の集中化や本部機能の強化が進む中で、「営業最前線
の現場としては何をすべきか」という自発的な問題意
識を感じています。その意識を育むには、現場から出
てくるアイデアを聞く段階から、施策として具体的に
実現していくフェーズを迎えていると考えています。

松村：本部と現場の「距離」については、縦割りの
組織構造も一因になっていると考えています。現場
では一丸となって業務にあたっているのに対し、本
部側では複数部署が個別に動くため、連携が取りづ
らくなっている側面があるかもしれません。こうし
た状況に対しては、本部と現場がコミュニケーショ
ンを深めるために、本部部門間の横串を通すアメー
バ型の柔軟な組織運営なども検討に値するのではな
いでしょうか。

外部環境の変化への対処について、
競争優位性と改善点の観点から
お聞かせください。

Q3

新免：地政学的リスクや金利上昇など、市場環境の
不確実性が増す中にあっても、ひろぎんグループで
は有価証券ポートフォリオの収益力改善にたゆまず取
組んでおり、経営トップと担当部門が毎月協議を行い
ながら運用の見直しにあたっています。経営課題に対
し真摯に取組む姿勢がここにも見て取れます。
　また、金利上昇という環境変化に対応するため、
顧客向け説明研修を実施している点も評価していま
す。お取引先との信頼関係を大切にしながら、互い
に変化に即応する体制を整えることは、金融機関と
して重要な姿勢だと思います。
　人口減少や脱炭素社会への移行といった不可避の

社外取締役インタビュー
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なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか



課題に対処していくには、M&Aや投資による地元企
業の経営規模の拡大や事業ポートフォリオの再編等
の支援を通じて地域の産業構造の転換をサポートし
ていくことが必須で、地域全体の競争力強化が、当
社グループの優位性強化につながると考えています。

松村：外部環境の変化に対応するには、地方銀行で
あってもスピード感や競争意識を強く持つことが必要
だと私は考えています。私は流通業での経験から、
変化への対応にはスピードとスケール感が欠かせな
いことを痛感してきました。地銀業界はどうしても慎
重な動きが多く、そこに課題を感じることもあります。
　その中で、2025年3月にはサステナビリティ分野
において、ちゅうぎんフィナンシャルグループと「山
陽地域の地域活性化」をテーマに連携協定を締結し
ており、これからの戦略に注目しています。広域で
の視野を持ち、地域間競争を見据えた発想は重要な
生存戦略だと考えます。

新免：松村さんが指摘されたとおり、変化の目まぐ
るしい現代では、アジリティが重要で、固定観念を
排し、若手を含めグループメンバーの柔軟な発想を
積極的に活かすことが不可欠だと感じています。ア
ライアンス先の知見を活用することも大切です。シ
ステムのオープン化の動きにやや遅れがあるのは気
になりますが、追随する立場を活かし、他行の先行
事例を柔軟に取り入れることで、後発優位に転じさ
せることも可能です。システム以外にも連携を強め、
ひろぎんグループだけでは到達できないスケールメ

リット、アライアンス効果を追求していくことが今
後ますます意味を持ってくることでしょう。

松村：私はひろぎんグループの競争優位性は、地域
密着型のネットワークと、顧客に寄り添う伴走型支
援だと思います。しかし、地元出身職員が多い組織
文化は強みであると同時に、変化への対応力の柔軟
さという面では課題もあります。地域内外の多様な
視点を取り入れ、競争力の強化を図る重要性につい
て理解促進を支援していきたいと思います。

人財育成およびサクセッション
プランの現状と課題については
いかがでしょうか？

Q4

新免：営業店の業績評価をやめたこともあって、中
長期的な視点でお客さまと向き合う文化が根づきつ
つあります。顧客本位を基本とし、自ら課題を設定
しそれに対処しつつ、環境変化への中長期的な対応
を考えられる人財の育成が必要です。
　私は現場から経営レベルまで、自身と顧客の新し
いワークフローとビジネスモデル、ライフ・ワークス
タイルを考え出し、実現に向け周囲や顧客を説得して
いける人財の育成と、その中から次世代の経営層が
生まれてくる長期的なサクセッションプランが重要だ
と考えます。若手世代には、柔軟な発想で情報発信
しチャレンジしていく積極的な姿勢があり、部谷社長

をはじめ経営層はみな社員の声に耳を傾けるオープ
ンな姿勢をお持ちです。このオープンな企業文化の下、
若手から経営トップまで組織一体となって将来ビジョ
ンを構想・共有し、その実現を担う人財の育成に取
組む好循環が生まれることを期待しています。

松村：新免さんの言われる通りです。私も部谷社長が
繰り返し語る「チャレンジする企業文化」の重要性に共
感しています。独自性や差別化を重視する姿勢が、今
後のブランディング強化にもつながると期待しています。
　私も議論に加わったビジュアル面でのブランド刷
新プロジェクトでは、単に見た目を整えるだけでなく、
企業文化や価値観をいかに発信していくかが問われ
ました。これからのひろぎんホールディングスが、
社会にどのような価値を提供していくかという視点
がますます重要になると感じています。
　サクセッションプランにおいても、過去の延長線
ではなく新しい視点から次世代リーダーを見いだし
ていくことが重要です。そのためには、若手人財の
可能性にもっと目を向け、多様なキャリアパスを描
ける環境整備が重要だと私も考えています。

企業価値向上への取組みと、
社外取締役に求められる
役割についてお聞かせください。

Q5

新免：資本コストや株価を意識した経営の実践と企

業価値の向上については、取締役はみな常に考えて
います。私は地域金融機関の企業価値向上には、経
営基盤である地元経済の生産性の向上、このための
企業規模の拡大がカギを握ると考えています。人財
育成とデジタル・テクノロジーの活用によって、企
業の競争力を高めることも必要です。
　特に、AIなどの先端技術を活用した業務効率化や
サービスの高度化は、極めて重要なテーマで、ひろ
ぎんグループにも当てはまります。DX等を通じたグ
ループ会社間の有機的連携によってコングロマリッ
ト・ディスカウントを避けつつ、それぞれの強みを
活かす取組みの推進が求められます。
　私たち社外取締役は、多様なバックグラウンドと
専門性を活かしながら、経営の健全性と透明性を確
保し、企業価値の向上に貢献する責任を担っています。
今後も経営陣と連携し、より良い意思決定を支える
立場で関与していきたいと考えています。

松村：私は、地域金融機関の本質的な価値は、地域
の基幹産業にどう貢献できるかだと思っています。ソ
リューションビジネスによる地域企業の課題解決支援
やカーボンニュートラル実現に向けた支援によりサス
テナビリティ分野で地域をリードすることは、ひろぎ
んグループの社会的評価を高めることにもつながりま
す。金融機関としての本業を軸にしながらも、地域に
対する真摯な姿勢と、課題解決に向けた行動が株主
に評価される大きな要素となるのではないでしょうか。
私たち社外取締役も、単なる監督機能にとどまらず、
多様な視点を提供することで、企業のビジネスモデ
ルの進化に貢献していきたいと思っています。

外部の視点ならではの
問いかけ・対話を通じて、

当社グループに変化・成長の
きっかけをもたらしてまいります

地域社会とともに歩む姿勢と、
金融を超えた価値創造への挑戦に

深く共感しています

社外取締役インタビュー
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なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか



1.株主の皆さまの権利を尊重し、平等性を確保するとともに、権利行使に係る適切な環境を整備します。
2.国連において採択された「持続可能な開発目標（SDGs）」および企業の社会的責任（CSR）への取組みを強
化するとともに、地域社会、お客さま、従業員等の全てのステークホルダーとの適切な協働に努め、その権
利や立場を尊重する企業文化・風土を醸成します。
3.ディスクロージャーの充実による適時適切な情報開示を通じて、経営の透明性を確保します。
4.取締役会は、株主の皆さまに対する受託者責任・説明責任を踏まえ、業務執行の実効性の高い監督と迅速な
意思決定を行います。
5.株主の皆さまとの建設的な対話を行い、適切な対応に努めます。

　当社グループは、社会的責任と公共的使命を果たすな

か、経営の健全性、効率性および透明性を高めることで、

ステークホルダーであるお客さま、株主の皆さま等から高

い評価と揺るぎない信頼を確立し、持続的な成長と中長

期的な企業価値の向上に努めています。そのため、株式

会社東京証券取引所による「コーポレートガバナンス・

コード」の趣旨・精神も踏まえ、実効的なコーポレートガ

バナンスの実現に向け、次の5つの方針を掲げて取組んで

います。

　当社は、「監査等委員会設置会社」を採用することで、監

査等委員である取締役(複数の社外取締役を含む)に取締役会

での議決権を付与することにより、監査・監督機能の強化を

図るとともに、業務執行権限を代表取締役に移譲することに

より、経営の効率化・機能強化を進め、コーポレートガバナ

ンスの一層の充実と更なる企業価値の向上を図っています。

　また、当社は、「監査等委員会設置会社」を採用することに

より、内部監査部門が、取締役会だけでなく、監査等委員会

もサポートする体制を構築し、監査等委員会による内部統制

システムを利用した実効性の高い組織的監査を通じて、当社

グループの健全で持続的な成長と社会的な信頼の確保を図っ

ています。

　当社の取締役は、社外取締役5名を含めた11名で構成

し、経営の意思決定および業務執行の監督という位置づ

けから、取締役会を原則月1回開催しています。取締役

会は、当社グループの経営の基本方針・経営戦略および

経営計画（サステナビリティを巡る課題への対応やデジ

タル技術を活用する戦略等に関する重要事項を含む）や

リスク管理・コンプライアンス・内部監査に関する重要

事項等を決定するとともに、「内部統制システムの構築に

係る基本方針」を定め、当該方針等に基づく内部管理態

勢の整備と業務執行状況の監督を行っています。

取締役会における具体的な検討内容（2024年度）

（１）当社グループの経営の基本方針・経営戦略および経営計画に関する事項
・　パーパスの浸透・実践状況
・　ブランディングの取組み
・　「中期計画2024」策定後の対応状況

・　グループ経営計画・営業計画
・　グループ各社の経営状況・経営展開
・　広島銀行の基幹システム高度化プロジェクトの進捗状況　等

（２）サステナビリティを巡る課題への対応やデジタル技術を活用する戦略等に関する事項
・　SX（サステナビリティ・トランスフォーメーション）
・　DX（デジタル・トランスフォーメーション）
・　サイバーセキュリティ

・　デジタルマーケティング
・　人事制度改定　等

（３）リスク管理・コンプライアンス・内部監査に関する事項
・　グループリスクアペタイト・ステートメント
・　グループコンプライアンス・プログラム

・　グループ内部監査基本計画　等

（４）コーポレートガバナンスに関する事項
・　取締役会の実効性評価
・　内部統制システムの整備・運用状況
・　東証コーポレートガバナンス・コードへの対応状況
・　当社株式の状況およびIRの実施状況

・　政策保有株式
・　経営幹部・経営幹部候補者の育成プロセス（サクセッションプラン）
・　役員の金銭による業績連動報酬制度の改正　等

　当社の監査等委員である取締役は、社外取締役3名を

含めた4名で構成し、取締役の職務執行の監査という位

置づけから、監査等委員会を原則月1回開催しています。

各監査等委員である取締役は、監査等の職務の執行を

通じて得た情報および知見を取締役会の審議等におい

て積極的に活用し、取締役会の監督機能の実効性の確

保とともに、業務の適正な決定に努めています。

　当社の取締役会は、当社および当社グループの主要

グループ会社における取締役・監査役および執行役員

の指名および報酬の決定プロセスにおける透明性・客観

性を確保するため、代表取締役2名および独立社外取締

役5名で構成するグループ指名・報酬諮問委員会を設置

しています。当社では、取締役（監査等委員である取

締役を除く。）および執行役員の選任および報酬等の額

に関する事項等について、同委員会における審議および

答申を踏まえ、取締役会決議により決定しています。

独立社外取締役　5 名
（うち　女性 2 名）

独立社外取締役　3 名
（うち　女性 1 名）

独立社外取締役　5 名
（うち　女性 2 名）

取締役会 11名 監査等委員会 4名 グループ指名・報酬諮問委員会 7名

▲

各機関における独立社外取締役の構成

基本的な考え方

コーポレートガバナンス体制

取締役会

グループ指名・報酬諮問委員会

監査等委員会
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株　　主　　総　　会

グループ指名・報酬
諮問委員会

広島銀行 ひろぎん
証券

ひろぎん
リース

しまなみ
債権回収

ひろぎん
ヒューマン
リソース

ひろぎん
キャピタル

パートナーズ

ひろぎんIT
ソリュー
ションズ

ひろぎん
エリア

デザイン

ひろぎん
クレジット
サービス

広島銀行の子会社 ひろぎんヒューマンリソースの子会社

取締役会 監査等委員会

グループ経営会議
監査等委員会

事務局

グループサステナビリティ推進委員会、
グループ統合的リスク管理委員会、
グループコンプライアンス委員会 他

秘書室 経営企画部 経営管理部 グループ
営業戦略部

業務統括部DX統括部 経済産業
調査部

経営監査部

会
計
監
査
人

選任・解任

ひろぎんホールディングス

諮問

答申

選任・解任 選任・解任

連携

付議・協議・
報告等

監
査

監
査

指揮・
命令

監査 連携

指示・管理・監督 協議・報告・相談 監査

サステナビリティ
統括部

ひろぎん
ライフ

パートナーズ

 コーポレートガバナンス体制（2025年4月1日現在）

コーポレートガバナンス
 



　当社取締役会は、取締役会の機能強化を目的として、

毎年度、取締役会の構成、運営状況等に関して、取締

役の自己評価等を基に取締役会の実効性について分

析・評価を行い、抽出した課題に対する改善策を検

討・実施することを通じて、取締役会の更なる実効性

向上を図っております。

　2024年度においては、2023年度の取締役会の実効

性の分析・評価に基づき、以下に記載のとおり、取締

役会の実効性向上に向けた取組みを進めました。

　当社は、実効的なコーポレートガバナンスの実現に

向けて、引き続き取締役会の実効性の更なる向上に向

けた取組みを進めてまいります。

Check：2024年度の取締役会の実効性の評価・分析

（1）内部統制システムの整備・運用状況
•  �取締役会は、2024年度の内部統制システムの整備・運用状況について、2025年3月の取締役会において報告を
受け、その実効性に問題のないことを確認しました。

（2）取締役会の実効性の評価・分析
•  ‌�取締役会の実効性の評価・分析については、外部機関の助言を得ながら、2025年2月から3月にかけて取締役会
の構成員である全ての取締役を対象にアンケートを実施しました。なお、回答方法は外部機関に直接回答するこ
とで匿名性を確保しました。
•  ‌�取締役会は、外部機関からの集計結果の報告をベースに、2025年5月の取締役会において、2024年度の取締役
会実効性の評価・分析を実施のうえ、当社取締役会の実効性は確保されていることを確認しました。
•  ‌�特に、2023年度の取締役会の実効性評価において認識された課題については、2024年度を通じて実践した改善
施策がいずれも肯定的に評価されており、2024年度を通じて、実効性の向上が図られたことを確認しました。
•  ‌�今後の取締役会実効性の更なる向上に向けては、取締役会の議論の高度化および経営幹部育成プロセスの高度化
に向けた対応について継続的に取組むとともに、取締役会のモニタリング機能の高度化に向けた対応について、
より一層の取組みが必要との認識を共有しました。

Plan：2023年度の分析・評価結果を踏まえた2024年度の検討・対応方針

（1）取締役会の議論の高度化に向けた対応	 （3）経営幹部育成プロセスの高度化に向けた対応
（2）取締役会の運営の高度化に向けた対応

Action：2024年度の分析・評価結果を踏まえた2025年度の検討・対応方針

（1）取締役会の議論の高度化に向けた対応	 （3）経営幹部育成プロセスの高度化に向けた対応
（2）取締役会のモニタリング機能の高度化に向けた対応

Do：2024年度の検討・対応方針に基づく、取締役会の実効性向上に向けた施策の実施

（1）取締役会の議論の高度化に向けた対応
•  ‌�取締役会による戦略的議論の深化を図るため、取締役会において、年間スケジュールを予め設定のうえ、中長期

的な視点からの「経営の重要なテーマ」に関するフリーディスカッションを実施しました。
•  ‌�取締役会による各グループ子会社の経営戦略の方向性に関する議論を促進するため、取締役会において、中長期

的な視点からの自社分析（課題認識と成長戦略）等に関するグループ各社（広島銀行除く）による執行プレゼン
テーションを実施しました。

取締役会における「経営の重要なテーマ」に関するフリーディスカッションおよびグループ各社による
執行プレゼンテーションの実施状況（2024年度）

1.  「経営の重要なテーマ」に関するフリーディスカッション
•  DX（デジタル・トランスフォーメーション）へのこれまでの取組みと今後の対応（2024年7月）
•  SX（サステナビリティ・トランスフォーメーション）へのこれまでの取組みと今後の対応（2024年8月）
•  経営幹部・経営幹部候補者の育成プロセス（サクセッションプラン）（2024年8月）
•  パーパスの浸透・実践状況（2025年2月）

2.  グループ各社による執行プレゼンテーション
•  ひろぎんリースの経営状況（2024年8月）
•  ひろぎんITソリューションズの経営状況（2024年8月）
•  �ひろぎんキャピタルパートナーズの経営状況 
（2024年8月）

•  ひろぎんリートマネジメントの経営状況（2024年8月）
•  しまなみ債権回収の経営状況（2024年9月）
•  ひろぎんヒューマンリソースの経営状況（2024年9月）
•  ひろぎんナレッジスクエアの経営状況（2024年9月）

•  ひろぎんライフパートナーズの経営状況（2024年9月）
•  �HIROGIN GLOBAL CONSULTINGの経営状況 
（2024年9月）

•  ひろぎん証券の経営状況（2024年9月）
•  ひろぎんクレジットサービスの経営状況（2024年9月）
•  ひろぎんエリアデザインの経営状況（2024年9月）
•  ひろぎんビジネスサービスの経営状況（2024年9月）

取締役会の実効性評価を通じたコーポレートガバナンスの高度化 Do：2024年度の検討・対応方針に基づく、取締役会の実効性向上に向けた施策の実施（＊続き）

（2）取締役会の運営の高度化に向けた対応
•  ‌�重要議題への重点的な時間配分を図るため、従来通り、取締役会前日の社外役員事前説明会を継続実施するとと
もに、取締役会開催に際して、特に議論を深めるべき議題を事前に決定し、議事時間を重点配分するなど、実質
的な議論時間の確保に向けた取組みを進めました。
•  ‌�取締役会の更なる議論の活性化および社外役員の執行側に対する情報アクセスの充実を図るため、取締役会議題
に関する執行側の事前検討プロセス（グループ経営会議や各委員会等で出された主な意見等）について、社外役
員への説明をより一層強化しました。

（3）経営幹部育成プロセスの高度化に向けた対応
•  ‌�社外役員と執行側との意見交換・対話の充実等を目的として2023年度より「社外役員との意見交換会」を設置し、
2024年度においても経営幹部・経営幹部候補者に加えグループ各社の若手・中堅職員等も対象として、社外役員
との意見交換会を計６回にわたって実施したほか、取締役会において「経営幹部・経営幹部候補者の育成プロセ
ス（サクセッションプラン）」をテーマとしたフリーディスカッションを実施するなど、経営幹部育成プロセスの
高度化に向けた取組みを進めました。

社外役員との意見交換会の実施状況（2024年度）

・  ひろぎん証券・ひろぎんリース・ひろぎんITソリューションズの若手職員（2024年8月）
・  広島銀行営業店の若手職員（2024年9月）
・  広島銀行営業店の中堅職員（2024年9月）
・  広島銀行の経営幹部・経営幹部候補者（2024年11月）
・  広島銀行からグループ各社への出向職員（2025年1月）
・  ひろぎん証券・ひろぎんリース・ひろぎんITソリューションズの中堅職員（2025年3月）
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　当社の取締役会は、当社グループの経営戦略等に照
らして自らが備えるスキル等を特定するため、「グルー
プ指名・報酬諮問委員会」における審議を踏まえ、「取

締役のスキル・マトリックス」を制定し公表するとと
もに、取締役候補者の指名に際して活用しております。

　当社グループでは、従事者を対象とした階層別の研
修体系を整備し、職位・階層毎に必要となる要件・能
力を明確化するなか、計画的な人財育成に努めていま
す。そのなかで、中長期的な観点から経営幹部を育成
するため、将来の経営を担うことが期待される従事者
を選抜し、「経営者としての思考力（経営戦略、事業
変革等）」の強化を図る研修（「ひろぎん経営塾」）を
実施しています。（詳細についてはP.77をご参照）
　また、社外役員と執行側との意見交換・対話の充実

等を目的として、2023年度より「社外役員との意見交
換会」を設置し、2024年度においても経営幹部・経営
幹部候補者に加えグループ各社の若手・中堅職員等も
対象として、社外役員との意見交換会を計６回にわ
たって実施したほか、取締役会において「経営幹部・
経営幹部候補者の育成プロセス（サクセッションプラ
ン）」をテーマとしたフリーディスカッションを実施
するなど、経営幹部育成プロセスの高度化に向けた取
組みを進めました。

　社外取締役は、取締役会において、社内取締役とは異
なる知見や発想に基づき、取締役会における意思決定や
経営全般への助言を行うとともに、内部監査および会計
監査の結果ならびに内部統制部門からの統制状況に係る
報告を受け、社外の中立かつ公正、客観的な見地から経
営監督を行う役割を担っています。
　なお、社外取締役に対して、当社外の場でも取締役会

議案・報告資料を事前に閲覧・確認できるシステムを導
入しており、その閲覧用の端末を配付しています。加え
て、取締役会に係る事務を所管する秘書室および各所管
部が、社外取締役に対して資料の事前説明会を開催して
いるほか、社内社則・社達等の社内情報および広島銀行
の行内規定・通達等の行内情報を閲覧できる環境を整備
するなどのサポート体制を構築しています。

　社外取締役の就任時には、外部機関・団体による新任
取締役向け研修を斡旋・提供しているほか、当社グループ
のガバナンス態勢や経営戦略・方針等に関する説明の場を
設けるなど、社外取締役が、その役割・責務を実効的に果
たすための適切なトレーニング機会を提供しています。
　また、2024年度においては、取締役会の実効性向上に

向けた取組みの一環として、2024年6月に「お客さま本位
の業務運営」、2024年12月に「人的資本経営とファイナン
シャル・ウェルビーイング」をテーマとした役員トレーニ
ングセミナーを開催するなど、取締役の更なる知識・情
報の習得および取締役会の実効性の向上を図るための施
策の充実・強化を進めました。

（注）上記一覧表は、各取締役が有する全ての知識・経験・能力等を表すものではありません。

社内取締役

氏　名 性別 地　位
経験を有する分野

経営戦略・サステナビリティ 法務・リスク管理 営業戦略 DX・IT・システム
池 田  晃 治 男性 取締役会長（代表取締役） ● ● ● ●

部 谷  俊 雄 男性 取締役社長（代表取締役） ● ● ● ●

清 宗  一 男 男性 取締役専務執行役員 ● ● ●

横 見  真 一 男性 取締役専務執行役員 ● ●

廣 江  裕 治 男性 取締役専務執行役員 ● ● ●

青 木  龍 一 男性 取締役（監査等委員） ● ●

社外取締役

氏　名 性別 地　位
特に期待する分野

企業経営・サステナビリティ 経済・金融 財務・会計 DX・IT・システム
新 免  慶 憲 男性 取締役 ●

松村 はるみ 女性 取締役 ●

谷 　  宏 子 女性 取締役（監査等委員） ●

北 村  俊 明 男性 取締役（監査等委員） ●

大 隈  郁 仁 男性 取締役（監査等委員） ●

1977年  4月	 広島銀行入行
2006年  4月	 同執行役員福山営業本部本部長
2008年  4月	 同常務執行役員福山営業本部本部長
2009年  4月	 同常務執行役員総合企画部長
2009年  6月	 同常務取締役総合企画部長
2011年  4月	 同常務取締役
2012年  6月	 同取締役頭取（代表取締役）
2018年  6月	 同取締役会長（代表取締役）
2020年10月	 当社取締役会長（代表取締役）（現任）
2022年  4月	 広島銀行取締役会長（現任）

1986年  4月	 広島銀行入行
2008年10月	 同営業統括部融資企画室長
2010年  4月	 同融資企画部融資企画室長
2013年  4月	 同本川支店長
2015年  4月	 同大手町支店長
2018年  4月	 同執行役員呉支店長兼呉市役所出張所長
2020年  4月	 同常務執行役員
2020年  6月	 同取締役常務執行役員
2020年10月	 当社取締役常務執行役員
2022年  4月	 同取締役専務執行役員（現任）
	 広島銀行取締役頭取（代表取締役）（現任）

1989年  4月	 広島銀行入行
2011年  4月	 同吉島支店長
2013年  4月	 同融資企画部融資企画室長
2016年  4月	 同福山胡町支店長
2018年  4月	 同人事総務部長
2020年  4月	 同執行役員呉支店長…
	 兼呉市役所出張所長
2022年  4月	 同常務執行役員
2022年  6月	 同取締役常務執行役員
2024年  4月	 同取締役専務執行役員（現任）
	 当社専務執行役員
2024年  6月	 当社取締役専務執行役員（現任）
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代表取締役会長

取締役専務執行役員

取締役専務執行役員

代表取締役社長

取締役専務執行役員

1983年  4月	 広島銀行入行
2008年  4月	 同広島東支店長
2011年  4月	 同総合企画部長
2013年  4月	 同執行役員本店営業部本店長
2015年  4月	 同常務執行役員本店営業部本店長
2016年  4月	 同常務執行役員
2016年  6月	 同取締役常務執行役員
2018年  6月	 同取締役頭取（代表取締役）
2020年10月	 当社取締役社長（代表取締役）（現任）
2022年  4月	 広島銀行取締役

1989年  4月	 広島銀行入行
2010年10月	 同下松支店長
2013年  4月	 同個人営業部…
	 プライベートバンキング推進室長
2017年  4月	 同アセットマネジメント部副部長
2018年  4月	 同アセットマネジメント部長
2018年10月	 同総合企画部長
2020年  4月	 同執行役員総合企画部長
2020年10月	 当社経営企画部経営企画グループ長
2021年11月	 同経営企画部経営企画グループ長
	 兼サステナビリティ統括室長
2022年  4月	 同常務執行役員
	 広島銀行常務執行役員
2022年  6月	 同取締役常務執行役員
2024年  4月	 同取締役専務執行役員
	 当社専務執行役員
2024年  6月	 広島銀行取締役専務執行役員
	 （代表取締役）（現任）
	 当社取締役専務執行役員（現任）

社内取締役

社外取締役

執行役員

1989年  4月	 広島銀行入行
2012年  4月	 同リスク統括部リスク統括課長
2016年  4月	 同名古屋支店長
2019年  4月	 同法人企画部長
2021年  4月	 同リスク統括部長
	 当社経営管理部リスク統括グループ長
2023年  4月	 広島銀行リスク統括部理事
2023年  6月	 同常勤監査役
2025年  6月	 当社取締役（監査等委員）（現任）

取締役（監査等委員）

1980年  4月	 日本銀行入行
2007年  3月	 同京都支店長
2009年  7月	 同検査役
2010年11月	 社団法人日本証券アナリスト協会参与
2011年10月	 公益社団法人日本証券アナリスト協会
	 事務局長
2015年  8月	 同代表理事
2017年  8月	 同理事
2020年  6月	 広島銀行取締役（社外）
2023年  6月	 当社取締役（社外）（現任）

新
し ん め ん

免 慶
よ し の り

憲
取締役

1989年  8月	 公認会計士登録
2004年  6月	 あずさ監査法人
	 （現有限責任あずさ監査法人）社員
2018年  7月	 谷公認会計士事務所代表（現任）
2019年  7月	 長州監査法人代表社員
2020年  6月	 九州電力株式会社取締役監査等委員
	 （社外）
2022年  6月	 当社取締役（監査等委員）（社外）（現任）

1983年  4月	 富士通株式会社入社
2000年  7月	 京都大学総合情報メディアセンター助教授
2002年  4月	 広島市立大学情報科学部情報工学科教授
2014年  4月	 早稲田大学グリーン・コンピューティ

ング・システム研究機構客員上級研究
員（研究院客員教授）

2016年  4月	 オスカーテクノロジー株式会社フェロー
2016年  7月	 広島市立大学名誉教授（現任）
2022年  6月	 当社取締役（監査等委員）（社外）（現任）
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取締役（監査等委員） 取締役（監査等委員）

1982年  4月	 東急不動産株式会社入社
2011年  6月	 同取締役
2013年10月	 東急不動産ホールディングス
	 株式会社取締役
2015年  4月	 同代表取締役社長
2017年  4月	 東急不動産株式会社代表取締役社長
2020年  6月	 東急不動産ホールディングス
	 株式会社代表取締役副会長
	 東急不動産株式会社取締役会長
2021年  4月	 東急不動産ホールディングス
	 株式会社取締役副会長
2022年  4月	 同取締役
2022年  6月	 株式会社東急総合研究所
	 代表取締役社長
2022年  7月	 東急不動産株式会社特別顧問（現任）
2024年  6月	 当社取締役（監査等委員）（社外）（現任）
2025年  1月	 株式会社東急総合研究所
	 取締役会長（現任）

大
お お く ま

隈 郁
ゆ う じ

仁
取締役（監査等委員）

1976年  4月	 株式会社西武百貨店
	 （現株式会社そごう・西武）入社
2004年  6月	 株式会社アンリ・シャルパンティエ
	 （現株式会社シュゼット）代表取締役
2011年  7月	 株式会社住生活グループ
	 （現株式会社LIXIL）上席執行役員
	 株式会社LIXIL上席執行役員
2016年11月	 株式会社LIXILグループ
	 （現株式会社LIXIL）執行役専務
	 株式会社LIXIL取締役専務役員
2019年  7月	 株式会社ロック・フィールド取締役
	 （社外）（現任）
2022年  6月	 株式会社上組取締役（社外）（現任）
2023年  6月	 広島銀行監査役（社外）
2024年  6月	 当社取締役（社外）（現任）松

ま つ む ら

村 はるみ
取締役

藤
ふ じ ひ ろ

広 稔
みのる

石
い し は ら

原 和
か ず ゆ き

幸

藤
ふ じ い

井 顕
け ん い ち ろ う

一郎

木
き の し た

下 麻
あ さ こ

子

堀
ほ り い

井 利
と し ひ で

英

中
な か ま る

丸 紀
の り よ し

賢

常務執行役員

執行役員

常務執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

役員一覧（2025年6月25日現在） 取締役のスキル・マトリックス

経営幹部の後継者育成

社外取締役の役割とサポート体制

役員トレーニング

コーポレートガバナンス
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なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか



　当社グループでは、政策保有株式に係る適切性を確
保するため、以下に記載の通り、「政策保有株式の保
有・議決権行使の方針」について定めています。地域
経済の発展や当社グループの企業価値の向上に資する
など保有意義が認められる場合を除き、保有しないこ
とを基本方針としております。保有する株式について
は、その保有意義をESGの観点も踏まえて検証し、そ
の保有意義が不十分と判断される場合には、発行体企
業と対話を行い、今後の保有の可否を判断しております。
　また、当社グループでは、当社株式を政策保有株式
として保有している会社から、当社株式の売却等の意
向を示された場合、取引の縮減を示唆することなどに
より、売却等を妨げることはいたしません。

　中長期的な縮減目標として、2029年3月末（「中期計
画2024」の最終年度）までに、非上場株式以外の株式
およびみなし保有株式の時価ベースの合計額について、
「当社の連結純資産対比15％未満」を目指します。

　当社では、取締役の個人別の報酬等の内容についての
決定に関する方針について、代表取締役および独立社外
取締役を構成員とするグループ指名・報酬諮問委員会（過
半数を独立社外取締役とする）における審議の結果を踏
まえ、取締役会の決議により定めております。
　また、2025年4月より、取締役および執行役員に対す

る金銭による業績連動報酬制度について、金利水準（利
益水準）の上昇を踏まえ、業績連動支給倍率を見直すと
ともに、資本効率の持続的向上およびサステナビリティ・
ESG経営の一層の推進を企図し、新たに当社の「連結
ROE」と「ESGの取組みに係る外部機関評価」を業績指
標として追加しております。

a. 基本方針
　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く、以下同様）
の報酬等は、当社グループの持続的な成長及び企業価値の向上
を図るインセンティブとして十分に機能するよう株主利益と連動
した報酬体系とし、個々の取締役の報酬決定については、透明性、
客観性及び公正性の観点を踏まえ適正な水準とすることを基本
方針とする。
　具体的には、社外取締役を除く取締役の報酬等は、確定金額
報酬、業績連動報酬及び株式報酬により構成し、社外取締役に
ついては、その職責に鑑み中立性を確保するため、確定金額報
酬のみとする。
　なお、当社は、銀行持株会社として、子銀行である株式会社
広島銀行と一体的に報酬制度を整備・運用することとし、両社
を兼職する場合は、報酬等を一定割合で按分するものとする。

b. 確定金額報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関
する方針（報酬等を与える時期等の決定に関する方針を含む）
　確定金額報酬は、月例の基本報酬とし、当社傘下のグループ
会社の役職員の報酬・給与水準及び同規模他社の役員報酬等の
状況等を総合的に勘案のうえ、役位別に決定し、在任中定期的
に支払うものとする。

c. 業績連動報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報
酬等を与える時期等の決定に関する方針を含む）
　業績連動報酬は、業績向上への貢献意識を高めるため、業績
指標を反映した金銭報酬（毎年、一定時期に支給）とし、各事
業年度における達成度合いに応じて算出し、役位別に決定する
ものとする。
　具体的には、透明性、客観性及び公正性を確保し、株主等の
ステークホルダーへの説明責任を十分果たせるものとする観点
から、財務的要素として当社の「親会社株主に帰属する当期純
利益」及び資本効率（連結ROE）、非財務的要素としてサステナ
ビリティ（ESG）への取組みに関わる外部機関評価の３項目を
業績指標とし、取締役会決議により設定した役位別の基準額に、
当該業績指標に連動した支給倍率を乗じて算定した業績連動報
酬を事業年度終了後に支給する。
　なお、業績連動支給倍率は、（別表１）の通りとする。

d. 株式報酬（非金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関す
る方針（報酬等を与える時期等の決定に関する方針を含む）
　株式報酬は、役員報酬と当社株価の連動性を明確にするため、
役位別に決定する確定金額報酬に一定割合を乗じた額に基づき
算出し支払うものとする。株式報酬制度は、役員報酬BIP信託に
て運営し、信託期間中、一定のポイントを付与し、取締役に対
する株式の交付は、当社及び株式会社広島銀行の双方の退任時
にポイントの累計値に応じて行うものとする。
　ただし、別途定める非違行為等に該当した場合は、当該株式
交付相当額の返還を請求することができることとする。

e. 金銭報酬、業績連動報酬及び非金銭報酬の額の取締役の個人
別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針
　取締役の種類別の報酬割合については、銀行持株会社として
の経営の安定性・健全性を重視しつつ、当社グループとしての
持続的成長・企業価値向上や当社の株式価値向上に向けたイン
センティブの観点を織込み、同規模他社の役員報酬の状況等も
総合的に勘案し、業績連動報酬が基準額（支給倍率1.000）の
場合で、確定金額報酬：業績連動報酬：株式報酬の割合が、概
ね56：16：28となるよう設定する。

f. 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
　取締役の全ての個人別の報酬等の内容は、代表取締役及び独
立社外取締役を構成員とするグループ指名・報酬諮問委員会
（過半数を独立社外取締役とする）の審議・答申を踏まえ、取締
役会の決議により決定する。

（別表1）業績連動報酬の業績連動支給倍率
(a)	親会社株主に帰属する当期純利益を業績指標とするもの
親会社株主に帰属する当期純利益 業績連動支給倍率
550億円超
500億円超	 ～	550億円以下
450億円超	 ～	500億円以下
400億円超	 ～	450億円以下
350億円超	 ～	400億円以下
300億円超	 ～	350億円以下
250億円超	 ～	300億円以下
200億円超	 ～	250億円以下
		  200億円以下

1.500
1.375
1.250
1.125
1.000
0.875
0.750
0.625
－

(b)	資本効率（連結ROE）を業績指標とするもの
連結ROEの前年度対比向上率 業績連動支給倍率
　15％以上
　  5％以上	～	 15％未満
　  0％以上	～	 5％未満
△15％以上	～	 0％未満
		  △15％未満

1.250
1.125
1.000
0.875
0.750

(c)	サステナビリティ（ESG）への取組みに関わる
	 外部機関評価を業績指標とするもの

ESG外部機関評価の
前年度対比向上状況
（業績連動支給倍率）

MSCI－ESG格付

悪化 維持 向上

FTSE
ESG
評点

悪化 0.750 0.875 1.000

維持 0.875 1.000 1.125

向上 1.000 1.125 1.250

（１）上場株式の政策保有に関する方針

（イ）当社グループは、政策保有株式について、地域経済の発展や当社グループの企業価値の向上に資するなど保有意義が認
められる場合を除き、保有しないことを基本方針とする。

（ロ）保有する株式については、リターンに対する資本コストや当該企業の地域経済への貢献度合い、ESG要素を踏まえた成長
性・将来性および当社グループとの取引の中長期的採算性などを、取締役会で定期的に検証し、保有意義を検証する。

（２）政策保有株式に係る議決権行使基準

（イ）当社グループは、議決権行使に当たって、次に掲げる方針に加えて当該企業の経営方針やコーポレートガバナンスの整備
状況を勘案した上で、議決権の行使を判断する。

・ 当該企業による中長期的な企業価値の増大や株主価値の向上に繋がる適切な意思決定の有無

・ 株主として不利益を被る可能性の有無

（ロ）特に次に掲げる項目については、企業価値および株主価値に影響を及ぼす可能性について精査する。

・ 財務の健全性に著しく悪影響を及ぼす可能性のある剰余金処分議案

・ 不祥事もしくは反社会的行為が発生した企業または赤字や無配が一定期間に亘る企業の取締役・監査役の選任議案お
よび退職慰労金贈呈議案

・ 買収防衛策議案　等

役員報酬制度

政策保有株式

コーポレートガバナンス
 

▲

政策保有株式の推移

確定金額報酬 業績連動報酬 非金銭報酬（株式報酬※）

取締役
（監査等委員である取締役を除く） ● ● ●

監査等委員である取締役 ● － －

社外取締役 ● － －

執行役員 ● ● ●

※役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託と称される仕組みを活用した制度。当社および連結子会社である広島銀行が拠出する対象役員の報酬額を原資として当社株式が信託を 
通じて取得され、当社および広島銀行の双方の退任時に当社株式の交付および当社株式の換価処分金相当額の金銭を給付。
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なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか

 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針

 （ご参考）政策保有株式の保有・議決権行使の方針

1,432 1,476
1,242

906664

94

722

46

792

638

46

437

763

42

261

603

42

88
79

75

'22/3末 '23/3末 '24/3末 '25/3末

(億円・時価ベース)

（参考）
 上場株式

銘柄数

みなし保有株式

上場株式

非上場株式

 役員報酬制度



　当社グループが、お取引先や株主の皆さまからの信
頼にお応えするためには、様々な「リスク」に的確に
対処することにより、経営の健全性を維持・向上しつ
つ、適切な収益を確保し、安定的な経営を行っていく
必要があります。

　当社グループでは、リスクを的確に管理するため、
取締役会で定めた「グループ統合的リスク管理規程」
に基づき、毎期のリスク管理方針を決定し、各種リス
クを統合的に管理しております。

　主要なリスクである信用リスク、市場リスク、流動
性リスク、オペレーショナルリスクの管理については、
それぞれの管理部署を明確化し、リスク統括グループ
が当社グループのリスク管理を統括して一元的な管理
を行っております。また、「グループ統合的リスク管
理委員会」を設置するとともに、経営監査グループが

リスク管理体制の適切性・有効性を定期的に監査し、
多様化・複雑化するリスクに対して適切に対応する体
制を構築しております。
　こうしたリスク管理体制の下で、自己資本、リスク、
収益のバランスのとれた、健全で収益力の高い経営を
実現してまいります。

を図っています。
　さらに、リスクアペタイト・フレームワークを有効
に機能させるため、当社グループのリスクテイクに対
する価値観や、リスクアペタイトに沿った行動を促す
健全なリスクカルチャーの醸成に取組んでいます。

　当社グループでは、強固なリスクガバナンスを確立
するために、リスクアペタイト・フレームワークを導
入し、リスクアペタイト・フレームワークの枠組み、
リスクアペタイト等についてリスクアペタイト・ス
テートメントとして文書化し、当社グループ内に徹底

決定に係る基本的な考え方であり、強固なリスクガバナン
スを構築する基盤となる要素であるという認識のもと、行
動規範との一貫性を確保するなか、<ひろぎんグループ>
の「リスクカルチャー」を制定しています。
　また、リスクカルチャーを当社グループ内に醸成・浸透
させるため、経営陣からのメッセージ配信、研修などを通
じて共有・周知に取組んでいます。

　地域社会の持続的な発展および〈ひろぎんグループ〉
の持続的な企業価値の向上を実現するためには、従事者
一人ひとりが、コンプライアンスの遵守はもとより、お客
さまを含めた全てのステークホルダーの期待や要請なら
びに当社グループのパーパス・経営理念に沿って、判断し、
行動することが必要不可欠です。
　当社グループでは、リスクカルチャーを、リスク認識・
リスクテイク・リスク管理等に係る組織および個人の意思

　リスクアペタイト・フレームワークの導入によって、経営
計画を達成するためのリスクアペタイト（進んで受け入れ
るリスクの種類と水準）が明確となり、より多くの収益機
会の追求と適切なリスクテイクの推進が可能となります。

　当社グループは、リスクアペタイト・フレームワークを、
適切な環境・リスク認識のもと、当社グループ全体の「リ
スクテイクの推進およびリスクのコントロール」を目的とし
た経営管理を支える枠組みとして位置付けています。

▲

リスク管理体制（2025年4月1日現在）

取締役会 監査等委員会

グループ経営会議

グループ統合的リスク管理委員会 グループコンプライアンス委員会

【
統
括
部
署
】

【
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リスク統括グループ（全グループのリスク管理統括）

【リスク統括グループ】オペレーショナルリスク

広島銀行及びその他のグループ会社 パーパス・経営理念（経営ビジョン+行動規範）

リスクアペタイト

ス
ト
レ
ス
テ
ス
ト

環
境
・
リ
ス
ク
認
識

経営計画

収益計画資源配分戦略・施策

リスクカルチャー

多角的かつ十分な議論

 リスクガバナンス

 リスクカルチャー

 リスクアペタイト

リスク管理体制

基本的な考え方 リスクアペタイト・フレームワーク

リスク管理
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　現在、広島銀行と株式会社ふくおかフィナンシャルグ

ループ（以下、ＦＦＧ）、日本ＩＢＭ株式会社（代表取

締役社長 山口 明夫）およびキンドリルジャパン株式会

社（代表取締役社長 上坂 貴志）との間で実施している

基幹系システムの共同運営（Flight21）を2030年度ま

で延長の上、2022年度～2026年度の期間で、基幹系

システムのモダナイゼーションを実施します。モダナイ

ゼーションでは、ＦＦＧと共同で、①勘定系・情報系シ

ステムの構造刷新やオープン化による効率化、②チャネ

ル統合基盤の新設とAPI拡充による高度化を実現してま

いります。

　ＦＦＧと広島銀行は、2003年の現行基幹系システム

稼働（システム共同化）から現在に至るまで、システム

面はもちろんビジネス面においても重要なパートナー行

として連携してまいりました。広島銀行の次世代基幹系

への対応により、2030年度以降のシステム運営は個々

に行うことになりますが、ビジネス面については、

2030年度以降もこれまでの協力関係を継続してまいり

ます。

　広島銀行では、2030年を目途とし、次世代基幹系シ

ステムとして、メインフレームからクラウドへの移行

を目指します。

　クラウド化の実現にあたり、株式会社横浜銀行、株

式会社北陸銀行、株式会社北海道銀行、株式会社

七十七銀行、株式会社東日本銀行との間で2010年1月

から稼働を開始している共同利用システム（MEJAR※）

に参加し、6行によるシステム共同利用に向けた詳細

検討を行うことで基本合意しております。

　「MEJAR」スキームに参画することで、金融サービ

スを機動的に提供しつつIT投資を低減できる“クラウ

ド”をプラットフォームとした次世代基幹系システム

の実現と、DX戦略の推進によるコアビジネスの成長

を同時に実現してまいります。
※Most Efficient Joint Advanced Regional banking-system（最も効率的な先進的地方銀行共同システム）の略

▲

次世代基幹系システムの構築に向けた対応（ロードマップ）

1
次世代基幹系システムへの対応（MEJARへの参加、および詳細検討に関する基本合意）
・2030年度クラウド化に向けた対応
・MEJAR参加行との連携強化に向け、広島銀行総合企画部内に「アライアンス推進室」を新設

2
次世代基幹系システム移行までの対応（2022年度～2030年度）
・現行基幹系（Flight21）の継続、およびモダナイゼーションの実施

ロードマップ

2022年度 2030年度

1.次世代基幹系
（MEJAR）

アライアンス推進室

新設

MEJARへ移行移行準備

・MEJARへの移行準備
・クラウド適用を見据えた次世代構想への参画

基幹系システムのクラウド化の実現

MEJAR参加行とのアライアンス

・営業面の連携（検討案：デジタルやサステナビリティ関連分野の金融サービス開発)
・基幹系システム以外のシステム分野の連携 （検討案：サイバーセキュリティ）

モダナイゼーション

ふくおかFGとのシステム共同運営

2 0 2 6 年 度

モダナイゼーションに
よる効果享受

・信頼性、生産性、効率性の向上
・次世代基幹系への移行容易性の確保、人材育成

ふくおかFGとの継続的なアライアンス（従来通り）

2.移行まで
の対応

（Flight21）

能力向上を企図し、定期的な研修に加え、社内ニュー

スやeラーニング、動画コンテンツ等を活用し、情報

管理の重要性・サイバー攻撃の脅威等について事例を

交えて継続的に啓発することで、日常業務における意

識の定着を図っております。

　また、MEJAR参加行およびNTTデータ地銀共同セ

ンター参加行が協力し、サイバーセキュリティの共助

を推進する組織「CMS-CSIRT」や金融ISAC等の共助

の仕組みを活用し、情報共有に加え、専門人材の育成

や、サイバー攻撃を想定した実践的な訓練を継続的に

実施し、組織全体の対応能力を強化しております。

　これらの取組みにより、お客さまに安心と信頼を提

供できる安全な環境を維持してまいります。

　当社グループは、巧妙化するサイバー攻撃からお客

さまの情報資産を守るため、サイバーセキュリティを

経営のトッププライオリティと位置づけ、2024年4月

にサイバーセキュリティ専門部署である「セキュリ

ティ統括課」を新設し、様々な対策を進めております。

　具体的には、専門の協力会社と共同で24時間365日

のシステム監視を行うとともに、定期的な脆弱性診断、

データ暗号化、認証情報の適切な管理など、多層的な

技術的対策を講じております。加えて、広島銀行が

2030年度より共同利用予定の次世代基幹系システム

「MEJAR」クラウド移行に向けたセキュリティ強化も

進めております。

　人的対策としては、全従事者のセキュリティ意識と

次世代基幹系システムへの対応（MEJARへの参加、および詳細検討に関する基本合意）

次世代基幹系システム移行までの対応（2022年度～2030年度）

専門部署設置によるサイバーセキュリティ対策の強化

IT戦略（次世代基幹系システムの構築）
 

サイバーセキュリティ
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　当社グループが株主・投資家の皆さまやお客さまか

らのゆるぎない信頼を確保するためには、地域社会・

お客さまとのリレーションを一層深め、個々のニーズ

や課題の解決に向けて徹底的に取組み、確かなソ

リューションを提供することで、より強固な経営基盤

を確立するとともに、コンプライアンス重視の経営を

実践していくことが大切であると考えております。

　こうしたなかで、当社グループでは、コンプライア

ンスを経営の最重要課題の一つとして位置づけ、企業

倫理を風土として定着させるため、コンプライアンス

態勢の確立やその周知徹底などに全力で取組んでおり

ます。

　法令および社会的規範の遵守の徹底と企

業倫理の確立を図るため、「グループコンプ

ライアンス委員会」を設置し、法令等遵守

に関する事項を審議・検討するなど、コン

プライアンス違反の未然防止の徹底を図っ

ております。

　また、当社グループは各社の部店にコン

プライアンス管理者を配置し、法務情報の

交換や日常的なコンプライアンス状況の点

検を実施するとともに、「リスク統括グルー

プ」による法令等遵守に係る一元管理体制

と統括機能の強化に継続的に取組んでおり

ます。

　さらに、経営監査グループが独立した立

場からのモニタリングを実施することで、

内部牽制機能の強化を図っております。

　コンプライアンスを実現するための実践計画として

「グループコンプライアンス・プログラム」を年度毎

に取締役会において決議し、それに基づいた取組みを

着実に実施しております。

　具体的には、当社グループは、「コンプライアンス・

マニュアル」を制定し、社内イントラネット等に公開

のうえ、階層別研修やコンプライアンス管理者を対象

とした研修の実施等、様々な活動を通じてその周知徹

底を図るとともに、法令等遵守に対する経営陣の積極

的関与とコンプライアンスの一元的管理体制の強化を

通してチェック体制の整備等を進めております。

　このような「グループコンプライアンス・プログラ

ム」については、半期毎に進捗状況や達成状況を取締

役会等にて検証し、問題点の把握と課題の解決に努め

るなかで、高いレベルのコンプライアンスの実践に向

けた不断の取組みを進めております。

取締役会 付議・協議・報告等

経
営
監
査
グ
ル
ー
プ

【
統
括
部
署
】

指
揮
・
命
令

グループ経営会議

グループコンプライアンス委員会

リスク統括グループ（全グループのコンプライアンス統括）

報告・連絡・相談指導
監査

各部（コンプライアンス管理者）

協議・報告・相談指示・管理・監督

広島銀行およびその他のグループ会社

監査等委員会

コンプライアンス体制（2025年4月1日現在）

研修名 対象者

新入職員研修 新入職員 135名

新任監督職研修 新任監督職 89名

新任管理職研修 新任管理職 62名

新任支店長研修 新任支店長（銀行） 39名

キャリア採用時研修 新規採用キャリア（銀行） 32名

スタッフ採用時研修 新規採用スタッフ（銀行） 87名

同和・人権問題職場学習 全従事者

▲

2024年度同和・人権研修実績

　人権をめぐる状況は日々多様化・複雑化しており、企

業の人権尊重責任が国内外で強まっていることを鑑み、

当社グループは、2023年5月に取締役会決議により「人

権方針」を制定しました。

　当該方針に基づき、当社グループは、お客さまや従事

者をはじめとする様々なステークホルダーの人権を尊重

し、誰もが働きがいをもって仕事に取組み、充実した生

活を送ることができる社会づくりに貢献してまいります。

 人権方針の制定

のプロセスにより人権デュー・ディリジェンスに取組

んでいます。

　当社グループでは、人権方針のもと、「ビジネスと

人権に関する指導原則」等の国際規範を尊重し、以下

 人権デュー・ディリジェンス

ハラスメント防止 セクシャルハラスメントやパワーハラスメントなど
の社内におけるハラスメント行為の未然防止に向け、
毎期初に実施しているグループ全社会議のなかで啓
発を行っているほか、同行為の早期発見に向け、定
期的に全従事者を対象とした「無記名アンケート」
を行っています。ハラスメントが発生した場合の相
談・苦情については、当社のリスク統括グループお
よび外部弁護士事務所に「ホットライン」を設置し
ており、加害者には厳正な対処を行うこととしてお
ります。
また、カスタマーハラスメントなど社外からのハラ
スメントに対しては、当社グループ従事者を保護す
るため規定や事例集を整備し、外部機関（警察・顧
問弁護士）と一体となり、組織として適切な対応に
努めています。

同和・人権問題
への対応（体制・
研修）

当社グループとしても企業活動を展開するうえで「同
和・人権問題」は積極的に対応すべき重要な問題と
位置付けており、特に「同和問題」は様々な人権課
題の原点であると認識しています。
同和・人権研修においては、同和問題に対する正し
い理解と認識を深めるために、同和問題に重点を置
く一方で、最新の人権状況も踏まえ、多様化する様々
な人権課題をテーマとして実施しているほか、2023
年5月制定の人権方針の周知を行っています。

 人権の尊重に向けた当社グループの取組み

基本的な考え方

コンプライアンス体制

コンプライアンス・プログラム

1. 国際規範の尊重
2. 差別の排除
3. ‌�人権を尊重する企業風土
の醸成

4. ‌�働きやすい職場環境の…
確立

5. 公正な採用の実施

  6. 人権研修の実施
  7. お客さまに対する対応
  8. ‌�サプライヤーに対する…
対応

  9. 救済措置等
10. 管理体制
11. 情報開示と対話

（詳細については当社ホームページをご覧ください）
https://www.hirogin-hd.co.jp/csr/sdgs/human-rights-
policy/index.html

人権方針（概要）

①負の影響の特定と評価（人権課題） ②負の影響の防止・軽減 ③取組みの実効性評価

従事者

・‌�公正採用選考に反する採用選考の実
施

・差別的言動、偏見
・従事者のプライバシーの侵害
・‌�各種ハラスメント（カスタマーハラ
スメントを含む）

・‌�長時間労働、不適切な労働環境等と
それに伴う健康被害　等

・‌�ダイバーシティ・エクイティ＆イン
クルージョンへの組織的な取組み

・ホットラインの設置
・‌�人権方針に基づく従事者向け人権研
修の充実

・‌�採用選考時における身元調査につな
がる恐れのある各種調査、質問等の
排除

・人的リスクの定期的な検証実施
・‌�従事者アンケートの実施と内容の検
証

・勤務状況のモニタリング
・ホットラインの通報内容の検証

お客さま
（投融資先を含む）

・お客さまに対する差別的対応
・お客さまのプライバシーの侵害
・‌�金融サービス等の提供における消費
者の安全性・健全性の欠如　等

・‌�投融資先の事業活動での差別、過重
労働・強制労働・児童労働や、地域
社会・住民等への人権侵害　等

・‌�環境・社会課題の解決に向けた投融
資方針に基づく投融資を禁止する事
業や取組みに留意する事業への
チェック・牽制機能の発揮

・お客さま相談室の設置
・‌�事業性評価のディスカッションツー
ルによる人権課題での投融資先との
対話の充実

・‌�お取引先アンケートの実施と内容の
検証

・‌�お客さま相談室への通報内容の検証
・‌�外部委託先、投融資先への監査を通
じた実態検証

サプライヤー
（調達・委託先）

・‌�サプライヤーの事業活動での差別、
過重労働・強制労働・児童労働や、
地域社会等への人権侵害　等

・‌�サプライヤー取引における新規購入
や、外部委託時における人権関連の
チェックシート制定

・お客さま相談室の設置

コンプライアンス
 

人権の尊重
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なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか



（ユニバーサルデザインのATM）
　広島銀行のATMは、車いすをご利用のお客さまが操
作しやすい設計となっています。また、視覚に不自由
がある方への配慮として、ATMにハンドセット（受話
器）を備え付けています。音声ガイダンスに従ってボ
タンを押していただくと、スムーズに入金や出金のお
取引や係員と通話が可能です。

（電話リレーサービスへの対応）
　聴覚や発話に不自由があるお客さまのために、オペ
レーターが手話や文字を通じて通話を仲介する「電話
リレーサービス」に対応しています。これにより、
カードの紛失や口座確認などの対応をリアルタイムで
スムーズに行える環境を整備しています。

（店舗）
　全拠点の入り口に1つ以上の自動ドアを設置、なら
びに段差を解消しております。さらに、点字ブロック
や思いやり駐車場の整備を促進しています。

（多様なコミュニケーション手段の導入）
　店頭では、筆談対応や、円滑なコミュニケーション
のため、ご希望の手続きを指差しで示すコミュニケー
ションボードの活用を通じて、コミュニケーション手
段の多様化を図っています。
　また、通帳やキャッシュカードへの点字表記に取組
んでいます。

の正しい理解と適切な応対方法の習得に努めています。
　今後も、お客さまそれぞれのニーズやお困りごとに
対し、最適な解決方法をご提案できるよう、丁寧な応
対を心掛け、すべてのお客さまが安心して当社のサー
ビスを利用できる環境づくりを行うことで、誰もが取
り残されない金融サービスの実現に貢献してまいりま
す。

　広島銀行は地域の高齢者支援ネットワークの一員と
して、県内23の営業店と地域包括支援センターとの連
携を推進、必要な情報共有やケース対応を行うことで、
高齢者が安心して暮らせる社会づくりに取組んでい
ます。
　また、高齢のお客さまへの対応力向上のため、全行
員が「認知症サポーター養成講座」を受講し、認知症

　「多様なお客さまが安心して利用できる会社であり
たい」この想いのもと、2024年度は合理的配慮に関す
る全社的な取組を強化しました。知識の習得にとどま
らず、体験・実践・対話を通じて、ユニバーサルマ
ナーの向上に取組んでいます。

　外部講師よる体験型「サービ
ス・ケア・キャスト研修」は、
営業店におけるサービス提供の
中核を担う責任者145名が受講し
ました。障がいのある方、高齢
の方・妊娠中の方やLGBTQ+の
方など、多様なお客さまへの適切な対応方法を学び、
実践的な接遇スキルと気づきを養いました。

　従事者向け研修資料「ユニバーサルマナーハンド

ブック」は、グループ会社であるひろぎんビジネス

サービス所属の障がいのある従事者が作成、発信の

一翼を担いました。

 広島銀行のバリアフリー化への取組み

 ご高齢のお客さまへの見守り体制の強化について

 お客さまの不便に“気づく力”を育む、接遇改革

対象　 施策

全従事者 eラーニング（障害者差別解消法）

全従事者 eラーニング（合理的配慮）
全従事者 研修資料「ユニバーサルマナーハンドブック」

制作
接遇責任者 体験型「サービス・ケア・キャスト研修」

銀行営業店 接遇実態調査
銀行営業店 上記伝達講習・店舗内バリアフリーチェック実

施
銀行営業店 ユニバーサルマナーについて各営業店で勉強会

【ユニバーサルマナーハンドブックの一例】

【2024年度実施施策】

※ユニバーサルデザイン・ユニバーサルマナーとは
誰もが使いやすく、安心できる環境と接し方を大
切にする考え方です。

誰もが安心して利用できるサービス提供体制の構築
 

　当社グループでは、社会的責任と公共的使命を十分

認識するなかで、あらゆる法令やルールを厳格に遵守

するとともに、社会的規範に則り、お客さまの視点に

立って誠実かつ公正に業務を遂行し、お客さまの保護

および利便の向上の実現を図っています。

　当社グループは、顧客の保護および利便性の向上にか

かる態勢の整備・確立を図るための大綱として、グルー

プ顧客保護等管理規程を取締役会で定めております。

　グループ顧客保護等管理規程では、顧客説明、顧客

サポート（相談・苦情）、顧客情報、外部委託および利

益相反に関する各管理事項および方針を定め、当社グ

ループの従事者に周知しております。

　また、リスク統括グループを顧客保護等管理の統括

部署として、顧客保護等を実現するための基本的な実

践計画として「グループコンプライアンス・プログラ

ム」を年度毎に、取締役会で定めるとともに、その進

捗状況を半期毎に取締役会に報告しております。

　当社グループは、公表しております「個人情報保護

宣言」に基づき、個人情報の取得や提供について厳正

な対応を進めるとともに、サイバー攻撃に対応するた

めシステム強化等の安全管理措置等に関して継続的な

改善に努めております。

　お客さまからお預かりしている大切な情報資産を適

切かつ厳格に管理するため、全従事者に対して、情報

セキュリティ研修等を継続的に実施し、情報の取り扱い

に関し、行動レベルで常に高い意識を持つよう徹底して

おります。

　また、個人情報の取り扱い状況については内部監査

等を厳格に実施することにより、その実効性の向上に努

めております。

　なお、お客さまご本人が、個人データの利用目的の

通知、開示（第三者提供記録の開示も含みます）、訂正

等または利用停止を請求された場合、ご本人さまであ

ることを確認した上で、開示等の対応を行っています。

　広島銀行は、金融商品の勧誘にあたって、次のルー

ルを守ります。

1.	 お客さまの金融商品に対する知識やご経験、資産

構成や運用のご意向などに配慮した適切な商品を

おすすめするように努めます。

2.	 商品のご購入はお客さまご自身でお決めいただけ

ますよう、商品内容やリスク内容などの重要事項

について適切な情報提供と説明に努めます。

3.	 断定的判断や事実と異なる情報の提供など、お客

さまの誤解を招くような勧誘は行いません。

4.	 お客さまにとって不都合な時間帯やご迷惑な場所

での勧誘は行いません。

5.	 お客さまにご満足いただける健全で適切な勧誘を

行うため、商品知識などの研鑚を続けてまいります。

お客さま保護等管理体制

基本的な考え方

情報管理

勧誘方針

お客さま保護等管理
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　当社グループでは、グループの運営に関し価値を付

加し、また改善することで、経営計画の達成に貢献する

ことを目的として、実効性のあるグループ内部監査態勢

の構築を図ることが、必要不可欠かつ重要であると考え

ています。

　当社グループでは、被監査部門から独立し十分な牽

制機能が働く内部監査部門を当社および主要グループ

各社に設置し、被監査部門のガバナンス、リスク・マネ

ジメント、コントロールの各プロセスの適切性・有効性

について、規律遵守の態度をもって評価し、客観的意見

を表明するとともに、問題点の改善要請または是正勧告、

および助言を行っています。

ます。取締役会および監査等委員会がこれを承認します。

　当社グループの内部監査部門は、取締役会および監

査等委員会が定めるグループ内部監査基本規程、グルー

プ内部監査基本計画に基づき、内部監査を実施します。

経営監査部は、当社グループの内部監査部門の内部監

査の結果および改善・是正状況等を総括し、定期的に

取締役会および監査等委員会に報告しています。また、

経営監査部は、グループ各社の内部監査部門からの報

告を通じ、グループ各社の内部監査態勢や実施状況を

把握・検証し、必要に応じて指導等を行っています。

　当社では、被監査部門から独立し、取締役会および

監査等委員会をレポートラインとする、経営監査部を設

置しています。経営監査部は、当社グループの内部監

査部門の統括部署としてグループ各社と協働し、また、

取締役会および監査等委員会と連携しながら内部監査

を実施することで、グループ全体でのガバナンス強化

を図っています。

　経営監査部は、グループ各社にまたがる重要リスク

項目を踏まえ、また、当社グループの内部監査基本計

画を総括し、グループ内部監査基本計画を策定してい

等にて決定しています。

　内部監査の結果は、遅滞なく頭取、社長および当社

などに報告するとともに、定期的に当社およびグループ

各社の取締役会等に報告しています。

　広島銀行などの主要グループ会社においても、被監

査部門から独立した内部監査部門を設置して、内部監

査を実施しています。各社では、グループ内部監査基

本計画に沿って内部監査基本計画を策定し、取締役会

■ひろぎんホールディングス 取締役会 監査等委員会 連携

経営監査部 会
計
監
査
人

■グループ会社

内部監査

付議・
協議・
報告等

指揮・命令
付議・
協議・
報告等

内部
監査

連携

監査

監査

内部監査 統括機能

秘書室 経営
企画部

経営
管理部

グループ
営業戦略
部

業務
統括部DX統括部 経済産業

調査部

サステナ
ビリティ
統括部

広島銀行 ひろぎん
証券

ひろぎん
リース

しまなみ
債権回収

ひろぎん
ヒューマン
リソース

ひろぎん
キャピタル
パートナーズ

ひろぎんIT
ソリュー
ションズ

ひろぎん
エリア
デザイン

ひろぎん
クレジット
サービス

広島銀行の子会社 ひろぎんヒューマンリソースの子会社

ひろぎん
ライフ

パートナーズ

▲

内部監査体制（2025年4月1日現在）

 ひろぎんホールディングス

 グループ各社

基本的な考え方

内部監査体制

内部監査
 

　当社グループでは、広島銀行を中心に、営業店や

コールセンター、ホームページに寄せられる「お客さ

まの声」により多くのご意見・ご要望を頂戴していま

す。また、定期的な「アンケート調査」を実施し、お

客さまのご要望の“見える化”に努めています。

　お客さまの声を、満足度の向上につなげていくため、

お客さまからのご意見・ご要望をもとに商品・サービ

スの改善ポイントを把握し、営業店および本部が連携

して対応策を検討することで、より良い商品・サービ

スの提供に努めています。

　当社グループでは、すべての従事者が、能力・専門

性を遺憾なく発揮するなか、高いモチベーションとエン

ゲージメントを持ち、自律的なキャリア形成が可能とな

るような組織づくりに取組んでいます。

　広島銀行では、上司と部下の対話型のコミュニケー

ションを促進することを目的として「1on1ミーティング」

の取組みを行うなど、従業員一人ひとりの「考え」や

「価値観」に焦点をあてるコミュニケーションの活性化

に努めています。

お客さま

お客さまのご要望の“見える化”

お客さまの声 アンケート調査

収集 把握

営業店 本部

改善

より良い商品・サービスの開発

ご提供

▲

1on1ミーティングの高度化ステップ

STEP.1

定期的な対話の機会
を持つことができて
いる

STEP.2

上司・部下が素直に
対話することができ
ている(信頼関係が
構築されている)

STEP.3

キャリアについて前
向きに対話すること
ができている

STEP.4

自律的に動ける人財
に成長できるように
WILL(意思)を引き
出し、気づきを与え
る対話ができている

STEP.5

1on1ミーティング
を通じた成長支援に
より、自ら考え行動
する人財の育成に向
けた組織風土が醸成
されている

お客さまとのコミュニケーション

従業員とのコミュニケーション

ステークホルダーとのコミュニケーション
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なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか



のの強化・充実を図るとともに、株主の皆さまおよびそ

の他の市場参加者・関係者からの意見・要望等について、

取締役会へのフィードバックを強化する取組みを進めま

した。

　頂いた意見・要望については、経営の参考とすること

はもとより、広く当社グループ内で情報共有し、サービ

ス・業績の向上に役立てています。

　当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上

には、株主の皆さまとの建設的な対話が不可欠と認識し

ており、機関投資家向け会社説明会や個人投資家向け

会社説明会を開催するほか、国内外の株主の皆さまとの

個別の面談を実施するなど、株主構成を踏まえたIR活

動の強化・充実に取組んでいます。

　なお、2024年度においては、取締役会の実効性向上

に向けた取組みの一環として、「株主との対話の更なる

強化に向けた対応」の更なる進展を図り、代表取締役

社長・取締役専務執行役員によるアナリスト・機関投資

家等との接点増強や情報発信強化など、IR活動そのも

有する株主さまを対象として、下表の「①定期預金コー

ス/地元特産品カタログギフトコース/ギフトカード進

呈」、「②公益財団法人ひろしま美術館の招待券2枚進呈」

および「③広島3大プロ観戦・鑑賞チケットの抽選権付

与」の優待制度をご利用いただけます。

　当社は、株主の皆さまの日頃からのご支援に感謝する

とともに、当社株式への投資魅力を高め、より多くの皆

さまに当社株式を保有していただくことを目的として、

株主優待制度を実施しています。

　毎年3月31日を基準日（年１回）とし、基準日時点の

当社株主名簿に記載された100株以上の普通株式を保

▲

2024年度のIR実施状況

機関投資家向け会社説明会 6回

機関投資家との個別面談 43回（海外投資家含む）

個人投資家等向け会社説明会 4回

▲

株主・投資家から気づきが得られた対話の事例

対話テーマ 対話において把握された株主・投資家の意見等 当社グループの対応

ガバナンス 取締役のスキルマトリックスを細分化(サステ
ナビリティ等を追加)してほしい。

▲ 投資家からの意見も勘案する中、当社の中長期的な経営戦略の方
向性等を踏まえて、取締役のスキル・マトリックスを改正（サス
テナビリティ経営の推進・強化を目的として、必要なスキルに
「サステナビリティ」を追加）

戦略 ROEの改善に向けて、リスク・アセットの活
用等によるRORA向上施策を示してほしい。

▲ IR資料等にて、ROEの改善に向けた今後のRORA向上施策につい
て開示を充実（「リスクアセットを活用したビジネス展開」およ
び「リスクアセットを活用しない利益の積上げ」など）

資本政策

連結自己資本比率について、どの水準になった
ら自己株取得するのかを示した方が良い。それ
が示せれば、毎年度実施しない場合でも、マー
ケットから十分評価されるのではないか。

▲ 連結自己資本比率11%程度を目処とし、自己資本比率の水準に応
じた資本政策展開（収益力強化に向けた資本活用や株主還元等）
を行っていくことを明示するなど、IR資料等にて、株主還元の考
え方の開示を充実

投資家との対話 機関投資家の声をもっと聞くために、投資家と
の接点を拡大すべき。

▲ 代表取締役社長等によるアナリスト・機関投資家との個別面談機
会を増加
機関投資家向け会社説明会（スモールミーティング）を四半期毎
に実施

▲

定期預金コース/地元特産品カタログギフトコース/ギフトカード進呈（基準日：2025年3月31日）

コース名
保有株式数

100株以上
500株未満

500株以上
1,000株未満

1,000株以上
5,000株未満 5,000株以上

定期預金
優待内容※1 ー ー 店頭表示金利

+0.10％
店頭表示金利
+0.30％

預入期間 ー ー 1年 1年
上限金額 ー ー 500万円 500万円

地元特産品カタログギフト
／ギフトカード進呈 優待内容※2 500円の

ギフトカード
1,000円の
ギフトカード

5,000円
相当のカタログギフト

15,000円
相当のカタログギフト

(※1）上乗せ金利の対象となる商品はスーパー定期またはスーパー定期300です。上乗せ金利はいずれも年率かつ税引き前となります。
(※2）地元特産品カタログギフトコースにおける優待内容には送料等の諸経費を含みます。

 IR活動の強化・充実

 株主優待制度

株主・投資家とのコミュニケーション

財務データ
 

グループ財務データ（5年間）

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

連結業績サマリー� （百万円）

連結粗利益 95,220 92,018 79,370 100,752 112,830

　資金利益 66,805 69,535 66,276 72,913 85,759

　役務取引等利益 19,524 21,115 20,814 24,140 26,058

　特定取引利益 4,134 4,305 3,288 2,300 2,357

　その他業務利益 4,755 △2,939 △11,008 1,398 △1,344

　　うち国債等債券関係損益 (3,210) (△7,230) (△16,795) (△2,443) (△6,294)

営業経費（△） 57,800 58,031 58,064 57,991 64,194

与信費用（△） 11,216 12,447 665 15,025 2,925

株式等関係損益 4,517 5,073 △2,297 7,628 5,557

持分法による投資損益 181 ー ー △17 56

その他 138 457 437 △1,194 851

経常利益 31,042 27,070 18,780 34,151 52,176

特別損益 △107 5,856 △525 5,794 △1,135

法人税等（△） 9,360 9,984 5,717 12,211 15,196

親会社株主に帰属する当期純利益 21,574 22,906 12,508 27,691 35,835

連結貸借対照表サマリー� （百万円）

資産の部合計 11,009,572 11,603,909 11,496,027 12,790,381 12,131,905 

　有価証券 1,479,829 1,668,228 1,580,832 1,783,523 1,916,703 

　貸出金 6,480,841 6,901,858 7,224,123 7,689,192 7,934,540 

負債の部合計 10,492,691 11,107,708 10,997,422 12,255,132 11,627,269 

　預金 8,344,597 8,729,837 8,925,494 9,225,779 9,277,057 

　譲渡性預金 325,478 338,041 326,762 136,410 160,242 

純資産の部合計 516,880 496,200 498,604 535,249 504,636 

　株主資本 445,112 461,189 465,920 478,927 497,905 

　　うち利益剰余金 361,215 377,217 381,782 400,829 423,980 

　その他の包括利益累計額 71,519 34,745 32,421 56,052 6,503 

　非支配株主持分 121 138 135 142 100 

財務指標等

自己資本比率（％） 10.6 10.37 11.78 11.04 11.04

1株当たり配当金（円） 24.0 24.0 27.0 37.0 48.0

配当性向（％） 34.6 32.5 67.1 41.0 40.5

総還元性向（％） 34.6 32.5 67.1 52.2 51.7

1株当たり純資産（BPS）（円） 1,664.01 1,596.79 1,603.30 1,760.62 1,679.10

1株当たり当期純利益（EPS）（円） 69.26 73.75 40.25 90.35 118.55

ROE（％） 4.3 4.5 2.5 5.4 6.9

発行済株式総数（自己株式を含む）（株） 312,370,921 312,370,921 312,370,921 312,370,921 308,775,621

株価（円） 677 648 626 1,091 1,211.5

時価総額※（億円） 2,115 2,024 1,955 3,408 3,741

PBR（倍） 0.41 0.41 0.39 0.62 0.72

PER（倍） 9.8 8.5 15.5 12.0 10.3

※年度末の株価に基づき算出

日経平均株価（円） 29,178.80 27,821.43 28,041.48 40,369.44 35,617.56

為替レート（米ドル／円） 110.71 122.41 133.54 151.33 149.53

ステークホルダーとのコミュニケーション
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独立業務実施者の限定的保証報告書

2025年8月25日

株式会社ひろぎんホールディングス

　代表取締役社長　部谷　俊雄　殿

KPMGあずさサステナビリティ株式会社

大阪事務所

業務責任者　井上　敬介

結論
　当社は、株式会社ひろぎんホールディングス（以下「会社」という。）の統合報告書2025（以下

「統合報告書」という。）に含まれる2024年4月1日から2025年3月31日までの期間の★マークの付
されている環境パフォーマンス指標（以下「主題情報」という。）が、統合報告書に記載されている
会社が定めた主題情報の作成規準（以下「会社の定める規準」という。）に準拠して作成されている
かどうかについて限定的保証業務を実施した。

　実施した手続及び入手した証拠に基づいて、主題情報が会社の定める規準に準拠して作成されて
いなかったと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

結論の根拠
　当社は、国際監査・保証基準審議会（IAASB）が公表した国際保証業務基準（ISAE）3410「温
室効果ガス報告に対する保証業務」に準拠して業務を実施した。同基準における当社の責任は、本
報告書の「業務実施者の責任」に記載されている。

　当社は、国際会計士倫理基準審議会（IESBA）が公表した「職業会計士のための国際倫理規程（国
際独立性基準を含む。）」に定められる独立性及びその他職業倫理に関する規定に準拠している。

　当社は、IAASBが公表した国際品質マネジメント基準（ISQM）第１号「財務諸表の監査若しく
はレビュー又はその他の保証若しくは関連サービス業務を行う事務所の品質マネジメント」を適用
している。同基準は、職業倫理に関する規定、職業的専門家としての基準及び適用される法令等の
遵守に関する方針又は手続を含む品質管理システムを整備及び運用することを事務所に対して要求
している。

　当社は、結論の基礎となる十分かつ適切な証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　当社の主題情報に対する結論の対象には、主題情報及びその保証報告書以外の情報（以下「その
他の記載内容」という。）は含まれない。当社はその他の記載内容を通読したが、追加的な手続は実
施していない。また、当社はその他の記載内容に対して結論を表明するものではない。

主題情報に責任を負う者の責任
　会社の経営者は、以下に対する責任を有する。

●  �不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない主題情報の作成に関連する内部統制を整備及び運用す
ること

●  主題情報の作成に適合する規準を選択又は策定し、使用した規準を適切に参照又は説明すること
●  会社の定める規準に準拠して主題情報を作成すること

第三者保証
 

主題情報の測定又は評価における固有の限界
　統合報告書の「温室効果ガス排出量の算定方法」に記載されているように、温室効果ガス排出量
の定量化は、活動量データの測定、及び排出係数の決定に関する不確実性並びに地球温暖化係数の
決定に関する科学的不確実性にさらされている。

　したがって、経営者が、許容可能な範囲で異なる測定方法、活動量、排出係数、仮定を選択した
場合、報告される値が重要な程度に異なる可能性がある。

業務実施者の責任
　業務実施者は、以下に対する責任を有する。
●  �主題情報に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて限定的保証を得るために

業務を計画し実施すること
●  実施した手続及び入手した証拠に基づき、独立の立場から結論を形成すること
●  経営者に対して結論を報告すること

　当社は、業務の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行使し、職業的専門家としての懐疑
心を保持した。当社は、主題情報に関して結論の基礎となる十分かつ適切な証拠を入手するための
手続を立案し、実施した。選択した手続は、主題情報及びその他業務環境に関する当社の理解と、
重要な虚偽表示が生じやすい領域の検討に基づいている。業務を実施するに当たり、当社は主に以
下の手続を行った。
●  主題情報の作成に適用される規準の妥当性の評価
●  �会社の担当者に対する、主題情報の作成に関連する主要なプロセス、システム、及び内部統制に

ついての質問
●  分析的手続（傾向分析を含む）の実施
●  重要な虚偽表示リスクの識別・評価
●  リスク評価の結果に基づき選定した本社における現地往査
●  主題情報に含まれる数値情報についてサンプルベースによる再計算の実施
●  抽出したサンプルに関する入手した証憑との突合
●  主題情報が会社の定める規準に従って表示されているかどうかの評価

　限定的保証業務で実施される手続の種類と時期には幅があり、合理的保証業務に比べて手続の範
囲が限定されている。したがって、限定的保証業務で得られる保証の水準は、合理的保証業務が実
施されていれば得られたであろう保証水準よりも低い。

以上

上記は保証報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社及びKPMG 
あずさサステナビリティ株式会社がそれぞれ別途保管しています。

ひろぎんホールディングス 統合報告書 2025　本編 134133

なぜ存在し、どこへ向かうのか 持続的成長に向けて何を変革するのか どのように経営基盤を強化するのかどのように価値を創造するのか何者で、どこから来たのか

 



ひ
ろ
ぎ
ん
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス　

統
合
報
告
書
２
０
２
５　

本
編

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

ひろぎんホールディングス 統合報告書2025 本編

発行： 2025年9月
編集： 株式会社ひろぎんホールディングス　経営企画部　経営企画グループ
 〒730-0031　広島市中区紙屋町一丁目３番８号
 TEL.（082）245-5151
ホームページアドレス：https://www.hirogin-hd.co.jp/
証券コード：7337

統合報告書2025 本編

H I R O G I N  H O L D I N G S  I N T E G R A T E D  R E P O R T




